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第１章 序論 
本章は序論として、研究の背景・目的・構成、用語の定義について述べる。 
１.１ 研究の背景 
１.１.１ 観光立国の推進と観光地づくり 
日本では 2006年 12月に観光立国推進基本法が制定され、これに基づいて 2007 年 6月
に、観光立国の実現に関する諸施策の総合的かつ計画的な推進を図るために「観光立国
推進基本計画」が策定された。この計画では基本的な方針として、国民の国内旅行及び
外国人の訪日旅行拡大、観光の持続的な発展の推進、活力に満ちた地域社会の実現、平
和国家日本のソフトパワー強化が挙げられている。この基本方針を受けて観光庁は、2008
年以降にニューツーリズムの振興と着地型旅行商品の造成促進、観光地域づくりプラッ
トフォーム支援と観光圏整備を行ってきた。地域主導で地域ごとに固有の資源を磨いて、
観光対象にしていく観光地づくりの実践を促進してきたのである。 
このような支援が観光地づくりになされる一方で、インバウンド観光客の急増で地域
の観光への需要が増加し、急速に地域主導型観光における実質的なマネジメント能力が
求められるようになった。観光庁はこれに対応するため日本版 DMO（Destination 
Management / Marketing Organization）制度の整備に着手し、2017年 11月 28日時点で、
広域連携 DMO2件、地域連携 DMO52件、地域 DMO79件の計 133件が登録されている。日本
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版 DMOとは、「地域の“稼ぐ力”を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する“観
光地経営”の視点に立った観光地域づくりの舵取り役」のこと1であり、日本版 DMOおよ
びその候補となり得る法人を観光庁に登録し、その法人および連携団体に対して関係省
庁が支援を行うことで、各地における日本版 DMOの形成・確立を支援する制度である。 
以上の通り、国民の国内旅行と外国人の訪日旅行を拡大するために、日本政府は魅力
的な観光地づくりを積極的に支援し、各地域は固有資源の発掘・磨き上げや事業推進の
ための法人創設、広域連携などの取り組みを進めてきている。このような取り組みが進
められる中では、各地において課題も多く生じる。例えば日本版 DMO の登録要件2を見る
と、多様な関係者の合意形成の仕組み、データの継続的な収集・分析、データに基づい
た戦略策定、戦略に基づいた具体策の実行、責任者の設定や専門人材確保などの組織づ
くり、安定的な資金確保などが要件として設定されており、これらはそのまま、各地域
や観光地づくりを担う組織の課題となる。これらの中でも、安定的な資金確保という「財
源」に関する課題と、責任者の設定や専門人材確保といった「人材」に関する課題は、
最重要課題であると考えられる。その理由は、各地の DMO 等が事業を行うにはまず「財
源」が必要であり、その事業を具体的に企てて遂行する「人材」も必要であるからであ
る。高橋（2017：157）も、2015年に実施された観光庁の「国内外の観光地域づくり体制
に関する調査」の結果に基づき、「DMO をはじめ観光振興組織を安定的に運営するために
は、まず、財源確保と人材確保が大切である」と述べている。 
１.１.２ 観光まちづくりとその担い手 
観光客の視点から観光地づくりを見てみると、1980 年代後半から個人の趣味嗜好が強
く反映したオルタナティブ・ツーリズムが顕在化し始め、日本においても観光客が関心
を持つのは地域の自然や景観、地域の生活・習慣・行事などの文化、地域住民との交流
といった地域固有のモノ・コトになってきた（安村，2006：60-63，86-92；十代田，2010：
10-13；森重，2014：14）。この状況を背景に日本の観光地では、観光客集客のための改
善を求める「観光地づくり」と、住民の暮らしのための改善を求める「まちづくり」が
密接に関連してきている。この現象を表す概念として「観光まちづくり」が生まれてき
                                                   
1 詳細は第２章の２.３.２参照 
2 詳細は第２章の２.３.２参照 
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た。 
観光まちづくりは、「地域が主体となって、自然、文化、歴史、産業、人材など、地域
のあらゆる資源を活かすことによって、交流を振興し、活力あふれるまちを実現するた
めの活動」（観光まちづくり研究会，2000：5）や「一方に地域振興を射程に置く新しい
観光開発の流れが生まれ、もう一方には観光を積極的に活用する新しい地域振興の流れ
が生まれ、そしてその両方が歩み寄って合流するのが観光まちづくり」（安村，2006：57）
と定義されている。すなわち観光まちづくりは「観光の視点を取り入れたまちづくり」（十
代田，2010：10）であり、地域活性化の切り札として観光に期待がかかっている（小長
谷，2012：30）。 
観光まちづくりはどのようなプロセスを経るのか。安村（2006：93）によれば、次の
通りである。まず、観光まちづくりのリーダーが“まち”に登場する。その登場以前に、
リーダーは新時代の“考え方”を形成している。その“考え方”を体現する観光まちづ
くりをリーダーが実践する。このプロセスから観光まちづくりには地域を変革に導くリ
ーダーの存在が非常に重要であると考えられ、安村以外にも観光まちづくりや観光と関
連ある地域づくりに関する研究で、リーダーの重要性が指摘されている（大下・渡邉・
天野，1999；山口，2008；竹田・小長谷，2010；西村，2009；麦屋，2009；井上，2010；
小長谷・竹田，2011；井上・安島・武井，2014）。 
１.１.３ 求められる観光まちづくりにおけるリーダー育成 
観光まちづくりにおけるリーダーの重要性の認識から、彼らの育成が地域にて求めら
れている。こういった状況の中で観光庁は、『“人育て”から始める観光地域づくり―観
光地域づくり人材育成実践ハンドブック 2014』を発行している（観光庁，2014) 3。観光
地域づくりとは「住んでよし、訪れてよし」を実現していくための活動であり、具体的
には幅広い関係者が多様な地域資源を活用しながら観光を軸とした地域づくりを行って
いくことである。すなわち、「観光地域づくり」は「観光まちづくり」と同義と考えられ
る。 
                                                   
3 その翌年の 2015 年 3 月に、2015 年版を発行している。 
国土交通省・観光庁 Web サイト、『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づくり人材育成実践ハンド
ブック 2015』PDF（http://www.mlit.go.jp/common/001140684.pdf、最終閲覧 2018-2-21） 
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このハンドブックでは、観光地域づくり人材の育成プロセスが提案されており、地域
のリーダー育成は「観光地域づくりの中核となる人材の育成段階（取り組み段階 2）」に
位置づけられている。そのプログラム構成案は、座学・演習の組み合わせによりリーダ
ーシップの理解と能力の向上をねらいとしている。ここで提示されているプログラム構
成案は大きな方向性を示しているのみであり、具体的なプログラム企画・実施は各地域
に任されている。またこの案では、リーダーの役割や求められる能力についての理解促
進の可能性はあるが、どのようにリーダーシップを醸成するかについては、ワークショ
ップ演習にて課題検討を行うということのみで詳細不明である。 
各地域で実践的に観光まちづくりにおけるリーダーを育成しようとするのならば、リ
ーダーの役割や求められる能力の理解のみならず、どのようにしてリーダーとなってい
くのかの理解、その理解に基づいた育成策策定および育成方法開発が必要である。 
１.１.４ まちづくりにおける人材育成 
まちづくりにおける担い手やその人材育成の現状はどのようなものだろうか。地域を
より住みよい豊かなまちにしていくために、行政のみならず、まちづくり NPO やまちづ
くり会社などの法人格を持つ組織や、市民組織によるまちづくり活動が広がっている。
これらの多様な活動組織を連携・統合し、総体としてのまちづくりを運営する体制が見
えてきている（佐藤，2017：9-37）。こういった体制を維持・発展させ、まちづくり活動
を継続していくためには、その担い手となる人材が必要である。地域にある資源を活か
し、ステークホルダーたちの関係を調整し、よりよい方向に向けて地域を動かしていく
人材が求められている（袖井，2016：191)。 
そういった中で日本の各省庁は人材育成施策を展開している。例えば国土交通省は、
2016 年に「まちづくり活動の担い手のあり方検討会」を設置した。そこでは、民間のま
ちづくり活動の現状、担い手に期待する役割、組織化や財源・人材の確保などの諸課題、
行政による支援のあり方について整理し、これらの活動を支えるために必要な方策を検
討し、施策の方向性を打ち出している4。この中で、民間まちづくり活動を推進する上で
                                                   
4 国土交通省・観光庁 Web サイト、「まちづくりの担い手を育てるために～“まちづくり活動の担い手のあり方検
討会”のとりまとめについて～」ページ（http://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/toshi_daisei_tk_000042.html，最終
閲覧 2017-11-21） 
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のさまざまな資源の中で最も重要なものは「人材」であると明記されており、リーダー
となる人材の必要性が指摘されている。しかし、人材を育成するための施策については、
まちづくり活動に関する諸課題に対する基本知識、専門知識及び高い意識とビジョンの
形成について、座学のみならず、実践的に学ぶことを挙げるに留まっている。具体的な
施策は提示されておらず、今後の課題となっている。 
また経済産業省は、中心市街地活性化を進めるために、まちづくりに取り組む人を研
修や情報提供の面から支援する「街元気プロジェクト」を展開している5。ここで開催さ
れる研修ではまちづくりについて、座学・視察・体験から学ぶ。さらに民間においては、
例えば一般社団法人コミュニティネットワーク協会が「地域プロデューサー養成講座」
を開催している（袖井，2016：189-191)。基礎講座でまちづくりの理念・知識・技術の
習得と事例視察を行い、アドバンスコースで現場における研修を行っている。 
これらの研修は座学と実践の組み合わせで構成されており、体系的な学びを提供して
いると考えられる。しかし、この内容を下支えするまちづくり人材の実態、特にリーダ
ーに必要なスキルや発達の実態がどのようなものであるか、科学的根拠が明確ではない。
まちづくりを担う人材、特に活動を牽引するリーダーを育成するには、リーダーにはど
のようなスキルが必要で、それをどのように身に着けるのかを科学的アプローチによっ
て明らかにする必要がある。まちづくりにおける人材育成の課題は、観光まちづくりに
おけるリーダー育成に関する課題と共通している。 
  
                                                   
5 経済産業省「街元気」WEB サイト，「研修・セミナー」ページ
（https://www.machigenki.go.jp/content/view/748/326/，最終閲覧 2017-11-21） 
第１章 序論 
 
 
14 
１.２ 研究の目的 
以上の通り、観光まちづくりにおけるリーダーを育成するためには、リーダーの役割
や求められる能力などのあり方を示すのみではなく、どのようにそのあり方に近づくの
かを明らかにし、その知見をもとにした育成策の構築と、具体的な方法創出を行うこと
が不可欠である。 
また、そもそもリーダーが身に着けるべきリーダーシップに関しては、個別の観光地
の事例研究から抽出されるか、観光庁会議の委員を務める実践者の経験から提示された
ものが多い。そのため個別性が高く、観光まちづくりにおけるリーダーが共通して身に
着けるべきリーダーシップスキルが何か、十分な検証はなされていない。 
本研究は以上の状況を踏まえ、観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップ、
および発達の実態を、リーダーの視点から明らかにすることを目的とする。本研究のリ
サーチクエスチョン（RQ）は、以下の通りである。 
RQ①観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップはどのようなものか 
RQ②観光まちづくりにおけるリーダーは、どのようなプロセスで発達するのか 
RQ③観光まちづくりにおけるリーダーの発達には、どのような要因が影響するのか 
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１.３ 研究の構成 
本研究の構成は次の通りである（図 １.１）。 
第２章では、まず観光の構造と近年の観光動向を概観する。次に日本の観光政策につ
いて第二次世界大戦後から現代までの流れを整理し、近年の観光政策の軸である観光立
国推進策の現状を述べる。そして観光地づくりの政策について流れを概観し、「観光まち
づくり」という概念がどのようにして生まれてきたかを明らかにする。さらに、観光ま
ちづくり推進組織の課題を把握し、実践的な視点から本研究で取り扱う研究課題を整理
する。 
第３章では、本研究に関係するテーマの既往研究を把握し、学術的な視点から本研究
で取り扱う研究課題を整理する。まず、社会学や社会工学・地理学の視点から観光地に
フォーカスをあてた研究を取り上げ、観光地におけるリーダーに関する研究について整
理する。この際、周辺領域の研究として、おもに日本のまちづくりにおける人材に関す
る研究も把握する。次に、経営学や社会心理学で取り扱われているリーダーシップ研究
やリーダー発達に関する研究について、その知見を把握・整理する。これらのレビュー
を踏まえて本研究におけるリサーチクエスチョンを設定する。また、「観光まちづくりに
おけるリーダー研究の仮説モデル」を作成し、本研究の実証的検討がその仮説モデルの
どこに焦点を当てるのかを示す。 
第４章以降は実証的検討である。これにあたっては、質的アプローチ・量的アプロー
チの両方を用いる調査研究デザインである混合研究法（Mixed methods research）を用
いる。混合研究法の手法は、1つの研究または順次的研究群で量的かつ質的データを集め、
分析し、混合する。その中心的前提は、量的・質的アプローチをともに用いる方が、ど
ちらか一方のみを用いるよりもさらなる研究課題の理解を生むことである（Creswell and 
Clark，2007:5-6）。本研究のテーマである観光まちづくりにおけるリーダーの発達は既
往研究がほとんど見られず、量的に仮説検証できる状況ではない。まず仮説生成を行い、
そしてその仮説を検証することによって実態を明らかにするプロセスを踏む必要がある。
したがって、本研究の調査研究デザインとして混合研究法を採用し、まず第４章・第５
章において観光まちづくりにおけるリーダーの発達を質的アプローチによって探索的に
明らかにし、その結果を第６章・第７章の量的アプローチによって検証していくことが
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妥当であると考えた。 
具体的に第４章・第５章では、観光まちづくりの手法のひとつと考えられる温泉泊覧
会（以下、オンパク）を取り上げ、その発祥地である大分県別府市のリーダーの発達（第
４章）や、オンパクを導入した 4 地域のリーダーの発達（第５章）について質的アプロ
ーチによって議論する。調査においては半構造化面接を用い、その逐語録を分析して、
観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップや、彼らの発達とその影響要因を探
索的に検討する。 
第６章は、第４章・第５章の結果を踏まえて、リーダー発達の状態を評価するツール
として「観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度」を検討する。そして第７章は、
第４章・第５章・第６章で得られた知見を統合して、観光まちづくりにおけるリーダー
の発達影響要因を共分散構造分析によって検証する。また、要因を統合した仮説モデル
を設定し、リーダー発達の構造を明らかにする。 
結論である第８章は、得られた知見、研究の学術的意義・実践的意義の確認、今後の
課題について述べる。 
  
図 １.１ 本研究の構成 
出所：筆者作成 
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１.４ 用語の定義 
ここでは、本研究を展開するにあたっての前提として「観光」とは何かについて検討
する。まず、観光関係の用語辞典や観光学概説書における「観光」の定義を確認する。
次に観光の英語表記とされる「tourism（ツーリズム）」の定義について確認し、「観光」
との共通点・相違点を整理する。また、観光の本質の議論として、Urry の「観光のまな
ざし」（Urry，1990）を紹介しつつ、観光とは何かに迫っていきたい。 
１.４.５では、「観光」「ツーリズム」「旅行」の他に、「まちづくり」と「まちづくり
におけるリーダー」も定義しておく。「観光まちづくり」およびそのリーダーについては、
２.３.４と３.５.２で詳しく述べる。 
１.４.１ 観光とは何か 
観光関係の用語辞典として 1997年に発行された『観光学辞典』（長谷，1997）がある。
これによれば「観光」は、「自由時間における日常生活圏外への移動をともなった生活の
変化に対する欲求から生じる一連の行動」（玉村，1997：1-2）である。自由時間とは、
生活時間から睡眠・食事・仕事・学業・家事・通勤通学などの社会生活する上で必要な
時間を除いた時間であり、余暇とも呼ばれる。また、日常生活圏外への移動とは、通勤
通学や買い物など日常生活で行動する圏外への移動のことであり、宿泊を伴った旅行の
みならず、日帰りの旅行を含む。生活の変化に対する欲求とは、日常生活圏外で求める
休養・鑑賞・知識・経験・スポーツなどの欲求のことである。一連の行動とは、移動・
鑑賞・食事・睡眠・帰宅のための移動という、出発から帰宅までの連なった行動のこと
である。長谷（1997）から 11年後、『観光・旅行用語辞典』（北川，2008）が発行された。
ここでは「観光」を、「余暇社会における自由時間を利用して、一時的に日常生活圏を離
れ、各地を周遊して、ふたたび出発地へ戻ってくる旅行行為」としている（北川，2008：
47）。 
日本の大学生向けの観光学概説書として 1995年に初版が出版されて以来、版を重ねて
改訂されてきた『現代観光総論』は、2015年に『新現代観光総論』（前田，2015）として
発行された。この中で前田・橋本（2015：7）は、「観光」の狭義として「楽しみを目的
とする旅行」とした。2001 年に発行された『観光学入門－ポスト・マスツーリズムの観
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光学』（岡本，2001）でもほぼ同様の定義（「楽しみのための旅行」）がなされている（岡
本，2001：2）。2014年に発行された『観光学ガイドブック－新しい知的領野への旅立ち』
（大橋ら，2014）では「観光」について、その本義の第一は「人が動くこと」とした（大
橋，2014：4）。本義の第二としては「観光に行きたいとする意欲・欲求」つまり観光動
機を挙げ、具体的には「非日常的なものを観たり、体験しようとする」とした（大橋，
2014：4）。 
用語事典および観光学概説書から、「観光」という概念を構成する要素として、「自由
時間」「日常生活圏外」「人の移動」「楽しみを目的」「出発地へ戻る」といった点が浮か
び上がる。ここではいったん「観光」を、「楽しむことを目的に、自由時間に日常生活圏
外へ移動して出発地へ戻ってくる行動」とする。なお、観光の語源から現代にいたる観
光の用語使用の歴史については溝尾（2009a：19-26）が詳しい。次に英語で観光に相当
する「ツーリズム（tourism）」について確認し、「観光」との共通点・相違点を整理する。 
１.４.２ 観光とツーリズム（tourism） 
『観光・旅行用語辞典』（北川，2008：169）によると「ツーリズム（tourism）」とは、
「ラテン語やギリシャ語の轆轤（ろくろ）の語に由来し、ぐるっと廻ること（英語の turn）」
である。溝尾（2009a：13-19）は観光学研究者の議論や世界観光機関（World Tourism 
Organization：WTO）の定義6について考察し、ツーリズムの定義を「通勤・通学以外のす
べての旅行」とまとめた。 
「観光」も「ツーリズム（tourism）」も、居住地を離れる点と再び居住地に戻ってく
る点が類似している。一方相違点としては、「観光」は「自由時間」「楽しみを目的」と
いう要素を持つのに対し、「ツーリズム（tourism）」は自由時間に限定してはおらず、ビ
ジネスや友人知人訪問といった目的も含んでいる。「ツーリズム（tourism）」の定義がこ
のようになるのは、統計上の理由と産業視点の理由がある。国際統計上、ビジネス目的
なのか楽しみ目的なのか、その他目的なのかを区別することは実際上不可能である（溝
尾，2009a：17；大橋，2010：2）。また、産業視点からは、交通・宿泊・旅行・飲食業に
おいては消費がビジネス関係中心であり、あえて旅行者の目的を問う必要がない（溝尾，
                                                   
6 1963 年に国際連合が「ツーリストとは、少なくとも 24 時間以上、そして最長 1 年以内の期間、居住地を離れ
て再び居住地に戻る人」と定義し、世界観光機関（WTO）もそれを採用 
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2009a：17）。したがって、「ツーリズム（tourism）」の定義は日本の「観光」に比べて広
く、ツーリズム（tourism）は「観光」を内包していると考えられる。 
以上の通り、「観光」も「ツーリズム（tourism）」も「日常生活圏外へ移動して再び戻
ってくる」という一連の行動であることが確認できた。このような一連の行動は、どの
ようにして「楽しみ」につながるのだろうか。その手がかりとして、Urry の観光のまな
ざし論（Urry，1990）を見てみる。 
１.４.３ 観光のまなざし 
Urry（1990：2）はミシェル・フーコーの「医学的なまなざし」を援用して、「日常か
ら離れた異なる景色、風景、町並みなどにたいしてまなざしもしくは視線を投げかける
こと」を「観光のまなざし」とした。さらに Urry（1990：21）は、観光体験は非日常的
な愉快な体験を誘発する要素を内包しているとしている。すなわち「観光のまなざし」
は、観光者が愉快な体験＝楽しみを享受するために、非日常的な物事に目を向ける行為
である。では「観光のまなざし」はどのように規定されるのであろうか。Urry（1990：
2-3）によれば、「観光のまなざし」は社会の中にある非観光的社会行為との対比、とり
わけ家庭と賃労働のなかに見られる慣行との対比から定まる。 
したがって Urryの観光のまなざし論を踏まえれば、観光の楽しみは次のようにして生
まれると考えることができる。ある観光者が日常においてどのような家庭生活や労働を
しているかによって、その観光者における非日常は規定される。観光者はこの非日常の
視点を持って日常生活圏外へ旅行し、旅行先の物事に対して「観光のまなざし」を投げ
かけ、それが楽しみへとつながる。 
１.４.４ 広義の観光 
「観光」とは何かについて、ここまでは狭義の解釈について整理してきた。「観光」に
はもう 1つ、広義の解釈がある。『観光・旅行用語辞典』では「観光」の広義の解釈とし
て、「この行為（旅行行為）を推進させて国や地域社会間の交流や関連産業を発展させ、
国や地域社会に貢献する事業の総称」（北川，2008：47）とある。また、前田・橋本（2015：
7）の広義の解釈では、「観光」を「旅行とそれにかかわりをもつ事象の総称」とし、具
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体的には観光を成立させるような社会的・経済的な諸条件、交通・宿泊をはじめ旅行に
直接かかわりをもつ事業を挙げている。 
１.４.５ 用語の定義 
ここまでの観光の概念に関する議論を踏まえて、いくつかの用語について本研究にお
ける定義を以下に整理する。 
観光 
特別に記載のない限り、本研究においては「観光」を狭義の解釈である「楽しむこと
を目的に、自由時間に日常生活圏外へ移動して出発地へ戻ってくる行動」とする。広義
の解釈で「観光」を扱う場合は、「広義の観光」と表記する。この表記が文の流れを阻害
する場合は、文脈からその意図（広義の観光）が読み取れるようにする。 
ツーリズム（tourism） 
国際的な定義を採用し、「通勤・通学以外のすべての旅行」と定義する。 
旅行 
『観光学辞典』によれば「旅行」は、「一般に人が 2地点あるいはそれ以上の地理的に
離れた地点を移動する行為」である（村上，1997：2-3）。この定義は、ここまでに行っ
てきた観光の概念規定に関する議論で出てきた「旅行」という用語の使われ方と齟齬が
ないため、このまま本研究において採用する。 
次に、「まちづくり」「観光地づくり」「まちづくりにおけるリーダー」を、次の通り定
義する。なお、「観光まちづくり」については概念が生まれてきた経緯を整理する２.３.
４で、「観光まちづくりにおけるリーダー」については本研究が対象とするリーダーにつ
いて言及する３.５.２で定義する。 
まちづくり 
都市開発からニュータウン建設、国際的な企業が集積する大資本による巨大な利潤を
生み出す都市開発まで（佐藤，2017：10)、さまざまな事柄がまちづくりと呼ばれている。
佐藤が整理したまちづくりの発展過程（佐藤，2004b：12-35）によれば、1960 年代の高
度経済成長に対する批判、具体的には公害や景観・自然破壊などによって身近な居住環
境が脅かされてくることに対する抵抗運動、あるいは地域経済活性化のための内発的な
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地域おこし運動、などとしてまちづくりが誕生してきた。すなわち、住民運動がまちづ
くりの根源にあると考えられる。 
これを踏まえ本研究は、地域をより住みよい豊かなまちにしていくことを重視し、佐
藤（2004a：3）の「まちづくりとは、地域社会に存在する資源を基礎として、多様な主
体が連携・協力して、身近な居住環境を漸進的に改善し、まちの活力と魅力を高め、『生
活の質の向上』を実現するための一連の持続的な活動である」を採用する。 
観光地づくり 
地域における観光振興活動は、「観光地域づくり」「観光地開発」「地域の観光振興」「観
光地づくり」など、さまざまな呼ばれ方をされている。本研究では、観光庁や既往研究
などの文献から直接引用する場合は原則、引用元の表現に準じて表記する。一方で、間
接引用や本研究独自の議論を展開する箇所においては、「観光地づくり」を用いる。本研
究では「観光地づくり」を、「観光客集客のための改善を求める地域における活動」と定
義する。 
まちづくりにおけるリーダー 
まず関連概念である「リーダーシップ」について、金井（2005：22)は「絵を描いてめ
ざす方向を示し、その方向に潜在的なフォロワーが喜んでついてきて絵を実現し始める」
社会現象としている。また Yukl（2013：23）は、「リーダーシップは、何をする必要があ
るか、どのようにそれを行うかについて、理解・同意するよう他者に影響を与えるプロ
セスであり、共通の目標を達成するための個人的かつ共同的な取り組みを促進するプロ
セスである」7と定義している。リーダーは、このリーダーシップを発揮する人物と考え
ることができる。 
これらをまちづくりにあてはめれば、「まちのめざす方向を周囲の人間に示して理解・
同意を促し、それを実現する取り組みを促進すること」がまちづくりにおけるリーダー
シップであり、これを地域で発揮する人物がまちづくりにおけるリーダーと設定できる。
また、周囲の人間をまちづくりの観点で具体的に考えてみると、その地域の住民・行政
職員・企業や団体などのことである。 
以上を踏まえ本研究は、「まちのめざす方向を周囲の人間に示して理解・同意を促し、
                                                   
7 Yukl（2013：23）の定義を筆者が翻訳した。 
第１章 序論 
 
 
22 
それを実現する取り組みを促進する人物」をまちづくりにおけるリーダーと定義する。 
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第２章 日本の観光政策と観光地づくり 
本章ではまず、観光の構造と近年の観光動向を概観する。次に日本の観光政策につい
て第二次世界大戦後から現代までの流れを整理し、近年の観光政策の軸である観光立国
推進策の現状を述べる。そして観光地づくりの政策について流れを概観し、そこから生
まれてきた「観光まちづくり」という考え方を紹介する。最後に、観光まちづくり推進
組織の課題を考察する。 
２.１ 観光の構造と観光動向 
観光現象をより理解するために、まず観光が社会においてどのようなシステムである
のかを整理したい。Leiper（1979:404）は、観光システムを図 ２.１の通り示した。観
光者発生地と観光目的地が存在し、その間を輸送ルートがつなぐ。観光者発生地は観光
者が出発する地域および観光をして最終的に戻ってくる地域、すなわち観光者の日常生
活圏のことである。この図からは、観光者が日常生活圏である観光者発生地から日常生
活圏外である観光目的地へ移動し、観光目的地で滞在した後に元の観光者発生地、すな
わち日常生活圏へ戻るという行為が「観光」と理解することができる。 
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観光者は観光目的地において観光対象を利用するが、観光者と観光対象を結び付ける
機能として企業や行政などがある。捧（2008：16-17）はその構造を図 ２.２のように表
した。観光者は観光対象に対して行動することで、また観光関連企業・業界団体へ費用
（対価）を支払うことでサービス（コト）や財（モノ）を受け、満足感を得る。また、
観光者と地域住民の交流により、相互に満足感が生じる。行政は観光資源の保護・管理、
観光関連企業・業界団体・地域住民の活動の助成や規制あるいは協働を行う。観光関連
企業・業界団体は、観光資源の開発・利用をすることもある。地域住民が、観光資源の
管理を補助することもある。 
図 ２.１ Leiper の観光システム 
出所：Leiper（1979：404）より作成（図中の文言は筆者訳） 
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このような構造を基本としながら、現代の観光にはさまざまな主体が関わって一大産
業を形成するに至っている。World Travel & Tourism Council（2017：1）によれば 2016
年に、全世界の GDP（国内総生産）の 10.2%を観光関連産業が有しており、その雇用者数
は 2 億 9,222 万人である。日本の観光地に影響を及ぼす訪日外国人旅行者数と国内旅行
動向を見てみると、2016年の訪日外国人旅行者数は 2,404万人であり、対前年比 21.8％
増であった（国土交通省，2017：21）。国内旅行は、2016年に国内宿泊旅行に行った人数
が延べ 3億 2,566万人（前年比 4.0%増）、国内日帰り旅行は延べ 3億 1,542万人（前年比
8.1％増）であった（国土交通省，2017：34）。世界規模でも日本規模でも観光は拡大傾
向であり、観光地では経済効果が上昇する一方で、混雑や騒音、環境破壊、観光者と住
民との文化・習慣的な摩擦などの負の影響が生じる可能性も考えられる状況にある。  
図 ２.２ 観光事業の構造 
出所：捧（2008：16）に加筆・修正 
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２.２ 日本の観光政策 
第二次世界大戦後（以降、戦後と称する）、日本の広義の観光は飛躍的に発展した（溝
尾，2009b：167；十代田，2011a：51）。溝尾（2009b：167）はその要因を次の 3 つにま
とめている。発展要因の第 1 は、旅行需要の変化である。若者・女性が旅行に積極的に
参加できるようになったことや、遊びに対する罪悪感の低減、旅行費捻出に寄与する所
得増大、労働時間短縮・週休 2日制導入による自由時間増大が、旅行需要を高めた。 
発展要因の第 2 は、旅行を促進する観光関連基盤の整備である。戦後、乗用車の普及
や高速道路網の整備、新幹線の登場や航空機利用の増大が、旅行を後押ししたと考えら
れる。 
発展要因の第 3 は、旅行業の発展である。旅行需要増大や観光関連基盤の整備に呼応
し、観光仲介業である旅行業の数や企業規模が拡大した。 
こうした日本の観光発展は、時代の流れに応じて見ていくとどのようになるのか。戦
後の観光史を、観光政策と織り交ぜながら以下に概観する。なお時代を区分するために、
4つの区切りを設ける。1 つ目は、東京オリンピック開催や東海道新幹線開通、日本人の
海外旅行自由化など、日本の観光発展にとって重要な出来事が重なった 1964 年である。
2 つ目は、観光立国推進基本法が制定された 2006 年である。3 つ目は、東日本大震災が
生じた 2011年である。4 つ目は、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催が決
定した 2013年である。この 4つの区切りにより、戦後の観光史を 5つに分けた。 
２.２.１ 戦後から 1963年までの観光史と観光政策 
戦後の経済復興手段として、外貨獲得を目的に外客誘致が政策に導入され、1948 年に
観光事業審議会が設置された（十代田，2011a：52）。観光事業審議会は日本経済団体連
合会のトップメンバーと学識経験者によって構成され、1948年から 1963年にかけて第 8
期まで開催された。この観光事業審議会の提案などにより、温泉法と旅館業法の制定
（1948 年）による宿泊施設の充実や、通訳案内業法・国際観光ホテル整備法の制定（と
もに 1949 年）、国際観光温泉文化都市建設法の制定（1950 年）がなされ、外客受け入れ
が進められた（溝尾，2009b：170）。 
経済が復興するにつれて日本国民の旅行需要が顕在化し、観光事業審議会にソーシャ
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ル・ツーリズム部会が設置された。ソーシャル・ツーリズム（Social Tourism）とは「国
や地方公共団体などが財政的に弱体な階層のために特別な援助を与えることによって、
観光を促進すること」であり、具体的には鉄道や航空などの運賃割引制度の導入、ユー
スホステルや国民宿舎などの低廉宿泊施設の整備が行われた（十代田，2011a：55-56）。
国土計画と観光の関係に目を向けると、東京オリンピックの 2 年前の 1962 年、「都市の
過大化の防止と地域格差の縮小を配慮しながら、わが国に賦存する自然資源の有効な利
用および資本、労働、技術等諸資源の適切な地域配分を通じて、地域間の均衡ある発展
をはかる」ことを目標とする全国総合開発計画8が閣議決定された。ここでは、観光開発
が工業開発等と並んで重要な地域開発と位置づけられ、観光資源の保護と利用の促進を
図ることが提起された（佐野，2007：873）。 
また旅行業については、旅行あっ旋業法が制定された 1952 年の旅行業者登録数は 17
社であったが、1963年には登録者数から廃業分を除いて 46社に増大した（溝尾，2009b：
172）。法務省入国管理局の「出入国管理統計」を見ると、1952 年の日本人の海外旅行者
数が 25,597人に対し、1963 年には 186,431人と約 7 倍に膨れ上がっている9。 
そして 1963 年には、「国際観光の発展と国民の健全な観光旅行の普及発達を図り、国
際親善の増進、国民経済の発展及び国民生活の安定向上に寄与し、あわせて地域格差の
是正に資する」（池上，1997：220）という観光政策の目標を示した観光基本法が制定さ
れた。 
２.２.２ 1964年から 2005年までの観光史と観光政策 
1964 年の東京オリンピックに合わせて、日本人の観光目的の海外渡航自由化や東海道
新幹線が開通された。また、東京オリンピックの前年である 1963年に名神高速道路が開
通し、その後 1967年に中央自動車道、1968年に東名高速道路が開通した10。このような
観光に関する基盤が整備されたことにより、広義の観光発展は促進されていった。1964
                                                   
8 国土交通省 WEB サイト、「全国総合開発計画【昭和 37 年閣議決定】」
（http://www.mlit.go.jp/common/001135930.pdf、最終閲覧 2018-1-22） 
9 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
10 東日本高速道路株式会社・中日本高速道路株式会社・西日本高速道路株式会社・公益財団法人高速道路調査会
（2015）『高速道路 50年の歩み』p.41・56（https://www.express-highway.or.jp/info/document/50th_history_a3.pdf、
最終閲覧 2018-1-22） 
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年の日本人の海外旅行者数は 221,309人であったが、その後順調に増加し、10年後の 1974
年には 2,335,530 人と 200 万人を超えた11。一方、訪日外客数は 1964 年に 352,832 人、
その 10年後の 1974年は 764,246人であった12。 
訪日外客数に関して旧運輸省は、①慨ね 2005年までに訪日外国人旅行者数を倍増（700
万人）させ、②地方圏への誘客を促進することを目的とした「ウェルカムプラン 21（訪
日観光交流倍増計画）」を 1996年に発表した。同年 6月には特に②の具体化を図るため、
「外国人観光旅客の来訪地域の多様化の促進による国際観光の振興に関する法律（略称:
外客誘致法）」が施行された。また、2000年 5月には観光産業振興フォーラムにおいて「訪
日外客倍増に向けた取組みに関する緊急提言」が採択され、慨ね 2007年を目途に外客数
800 万人を目標とすることとした「新ウェルカムプラン 21」が取りまとめられた。これ
は従来の「ウェルカムプラン 21」に基づく取組みに加えて、国・地方における外国人来
訪促進施策の充実強化、民間の観光業界における外国人来訪促進のための取組みの充実
強化等の事項が盛り込まれている13。さらに 2003 年に、当時の内閣総理大臣である小泉
純一郎氏が第 156回国会の施政方針演説において、日本を訪れる外国人旅行者を 2010年
に倍増させることを目標として掲げた。これを受けて観光立国懇談会が設置され、その
報告書で「住んでよし、訪れてよしの国づくり」という基本的な考え方が示された。こ
の報告書を踏まえて内閣は、2003 年に観光立国関係閣僚会議を開催して「観光立国行動
計画」を策定した14。ここには、国民の外国人旅行者に対するもてなしの心の醸成施策、
日本及び各地の魅力を維持・向上・創造していくための施策、日本の自然・文化・伝統・
生活などが織り成す魅力を海外に効果的に発信するための施策、外国人旅行者が日本を
訪問・滞在する際の快適性確保のための環境整備に係る施策、そして行動計画を効果的
に進めるための評価や計画見直し方法、体制整備について記載されている。具体的に、
国土交通大臣が本部長となり、政府・地方公共団体・民間が一体となって訪日外国人旅
行者の増加を目的としたプロモーションを行う「ビジット・ジャパン事業」が開始され
                                                   
11 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
12 日本政府観光局 WEB サイト、「JNTO 日本の国際観光統計」ページ
（https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html?tab=block2、最終閲覧 2018-1-22） 
13 国土交通省 WEB サイト、観光庁『平成 13 年版観光白書』、「新ウェルカムプラン 21 による総合施策の展開」
ページ（http://www.mlit.go.jp/hakusyo/kankou-hakusyo/h13/016_.html、最終閲覧 2018-1-22） 
14 首相官邸 WEB サイト、観光立国関係閣僚会議『観光立国行動計画』
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/kettei/030731/keikaku.pdf、最終閲覧 2018-1-22） 
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た。 
日本人の海外旅行者数については、石油危機などによる景気低迷の影響によって伸び
が鈍化した時期もあったが、1980 年代中頃から再び伸びを見せ、1986 年には 5,516,193
人と 500万人を突破した15。こうした中、日本経済の貿易黒字を旅行収支の赤字で減らそ
うという意図もあり、1987 年に旧運輸省は日本人の海外旅行者数を 5 年後に倍増させる
「海外旅行倍増計画（The Ten Million Program）」を策定した（十代田，2011a：54）。
そして 5年を待たずして、1990 年には 10,997,431 人と目標の 1,000 万人を達成した16。 
国土計画と観光の関係においては、1977 年の第三次全国総合開発計画17では定住構想
に基づき、日常的なレクリエーションこそ重要との認識から非日常である観光は遠ざけ
られた。しかし、第四次・第五次の全国総合開発計画では、再び観光関連施策は重要な
位置づけとされた（佐野，2007：875-876）。これに呼応するかのように、1987 年に総合
保養地域整備法（通称：リゾート法）が制定された。旧国土庁が承認したリゾート地域
は 41道府県にのぼり、承認を受けると民間活力法に基づいて、民間企業の開発が円滑に
進むよう、農地法・森林法・自然公園法などの規制の解除が行われ、加えて金融機関か
ら好条件の融資がされるというメリットがあった（溝尾，2009b：184）。これにより全国
各地での温泉掘削、スキー場・ゴルフ場開発など、大規模な観光・リゾート開発計画が
進んだが、性急かつ無秩序な開発により自然破壊や景観問題が引き起こされ、また過剰
投資による民間企業の経営圧迫などの問題も生じた（十代田，2011a：62）。 
このような大規模な開発がされる一方で、古き良き日本の再発見やその保存が取り組
まれてきた。文化財保護法を改正して制定された、重要伝統的建造物群保存地区の指定
である。1970 年に日本国有鉄道が開始した「ディスカバー・ジャパン・キャンペーン」
は、倉敷や津和野、妻籠などの伝統的町並みに目を向けた。このキャンペーンで脚光を
浴びた妻籠などの伝統的町並みは、その保存を図るため 1976年に重要伝統的建造物群保
存地区に指定され、その後も保存されている。 
                                                   
15 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
16 法務省 WEB サイト、「出入国管理統計統計表」ページの日本人出国者数を参照
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html、最終閲覧 2018-1-22） 
17 国土交通省 WEB サイト、「第三次全国総合開発計画【昭和 52 年 11 月閣議決定】」
（http://www.mlit.go.jp/common/001135928.pdf、最終閲覧 2018-1-22） 
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２.２.３ 2006年～2010年までの観光史と観光政策 
これまでの観光の発展、そして日本政府の観光立国推進の流れを受け、2006年 12月に
観光基本法が改定され、観光立国推進基本法が制定された。これに基づき、2007 年 6 月
に観光立国の実現に関する諸施策の総合的かつ計画的な推進を図るために「観光立国推
進基本計画」18が策定された。そして観光立国の推進体制を強化するため、2008 年 10月
に国土交通省の外局として観光庁が発足した。観光庁はその役割として、次の 3 点を掲
げている19。 
① 諸外国に対して、観光庁が我が国政府を代表し、対外的な発信力を強化します。 
② 観光庁長官のリーダーシップにより、縦割りを廃し、政府をあげての取組みを強化
します。 
③ 観光庁は地域・国民の皆様に対し、観光に関するワンストップ的な窓口となります。 
 
このような政策の背景として、人口減少や工場の海外移転等によって疲弊し空洞化し
ている地方都市の存在と、日本の膨大な財政赤字問題が挙げられる（小林，2013：1102）。
国や地方の財政状況の悪化等から、これまでのような大規模公共投資による地域振興策
は実施できない。そういった中で、観光による地域振興は大規模公共投資に比べ投資額
が少なく、経済・雇用波及効果が大きい。また地域の自助努力が求められる観光は、地
域住民の活性化にもつながる。緊縮財政を強いられる政府にとっては格好の政策選択で
あった、と小林（2013：1103）は述べている。 
「観光立国推進基本計画」では基本的な方針として次の 4点を挙げている20。 
① 国民の国内旅行及び外国人の訪日旅行を拡大するとともに、国民の海外旅行を発展 
② 将来にわたる豊かな国民生活の実現のため、観光の持続的な発展を推進 
③ 地域住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社会を実現 
④ 国際社会における名誉ある地位の確立のため、平和国家日本のソフトパワーの強化
                                                   
18 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
19 観光庁 WEB サイト、「観光庁について」ページ（http://www.mlit.go.jp/kankocho/about/index.html、最終閲
覧 2018-1-25） 
20 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
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に貢献 
 
計画期間は 5年間で、次のような具体的な数値目標を掲げている21。5つの数値目標の
うち達成できたのは、国際会議開催件数（2010年 741 件）のみであった（矢ケ崎，2013：
15）。 
 訪日外国人旅行者数を 2010 年（原文：平成 22 年）までに 1,000 万人にすることを
目標とし、将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にすることを目指す。【2006
年（原文：平成 18年）：733万人】 
 我が国における国際会議の開催件数を 2011年（原文：平成 23 年）までに 5 割以上
増やすことを目標とし、アジアにおける最大の開催国を目指す。【2005 年（原文：
平成 17年）：168件】 
 日本人の国内観光旅行による 1人当たりの宿泊数を 2010年度（原文：平成 22 年度）
までにもう 1 泊増やし、年間 4 泊にすることを目標とする。【2006 年度（原文：平
成 18年度）：2.77泊】 
 日本人の海外旅行者数を 2010 年（原文：平成 22 年）までに 2,000 万人にすること
を目標とし、国際相互交流を拡大させる。【2006年（原文：平成 18年）：1,753 万人】 
 旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上による多様なサービスの提供を通じた
新たな需要の創出等を通じ、国内における観光旅行消費額を 2010年度（原文：平成
22年度）までに 30兆円にすることを目標とする。【2005年度（原文：平成 17 年度）：
24.4兆円】 
 
2010 年 6 月、日本政府が発表した新成長戦略では、7 つの戦略分野の 4 番目に「観光
立国・地域活性化戦略」が挙げられ、2020年までの目標として「訪日外国人を 2020年初
めまでに 2,500万人、将来的には 3,000万人。2,500万人による経済波及効果約 10兆円、
新規雇用 56万人」が掲げられた22。またこの中で、「訪日外国人 3,000万人プログラムと
休暇取得の分散化」が、「21 の国家戦略プログラム」の 1 つに選定された。「訪日外国人
                                                   
21 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
22 首相官邸 WEB サイト、新成長戦略[平成 22 年 6 月 18 日閣議決定]
（https://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
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3,000万人プログラム」とは、中国人訪日観光の査証取得要件の緩和や申請受付公館の拡
大など、査証の取得容易化を実現し、同時に選択と集中による効果的なプロモーション
の実施や、医療など成長分野と連携した観光の促進、通訳案内士以外にも有償ガイドを
認めるなど受入体制の充実等に取り組み、訪日中国人旅行者数の大幅な増加を図るプロ
グラムである。また「休暇取得の分散化」とは、ピーク時に依存した需要構造を平準化
し、混雑等のために顕在化していない需要を掘り起こすため、地域ブロック別に分散し
て大型連休を取得する取り組みの促進や、年次有給休暇の取得促進を図ることである。
これに伴い、国民の祝日の一部を特定の月曜日に移動させて三連休を生み出すハッピー
マンデー制度が実施され、「成人の日」「海の日」「敬老の日」「体育の日」がそれぞれ月
曜日に設定された23。有給休暇に関する取り組みとしては、ポジティブオフ運動がある。
これは休暇を取得して外出や旅行を楽しむことを積極的に促進する運動で、賛同した企
業が従業員向けに取り組むものである（矢ケ崎，2013：23）。 
２.２.４ 2011年～2012年までの観光史と観光政策 
2011 年 3 月、東日本大震災が発生した。『平成 23 年版観光白書』では東日本大震災の
被害・影響を、次の通り報告している24。 
東北 6 県の登録旅館・ホテル 285 施設のうち、大規模損傷を被った 8 施設をはじめと
する約 4分の 1の施設が営業停止となった。その他多数の登録旅館・ホテルにおいても、
施設の損壊等により限定的な営業を余儀なくされた。さまざまな活動の自粛等もあり、
直接の被災地だけでなく、それ以外の観光地においても旅行者が著しく減少するなど、
各地域にとって深刻な状況となった。東日本大震災以降、3～4 月の宿泊予約が東北地方
で約 61%、関東地方で約 48%、全国では約 36%の宿泊予約がキャンセルされた。 
国内旅行については、主な被災地である東北方面ツアーはもとより、西日本方面から
首都圏方面へのツアーキャンセルが相次ぎ、主要旅行業者の国内旅行取扱額が対前年同
月比で 31.5％の減少となった。また、各地の観光関連施設についても、前年に比べて入
込客数が減少した。 
                                                   
23 内閣府 WEB サイト、「国民の祝日について」ページ（http://www8.cao.go.jp/chosei/shukujitsu/gaiyou.html、
最終閲覧 2018-1-25） 
24 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 23年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/000172930.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
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2011 年 3 月の訪日外国人旅行者数は前年同月比で 50.3％減の 35 万 3 千人、翌月 4 月
の訪日外国人旅行者数は前年同月比で 62.5％減の 29 万 6千人で、単月の減少幅としては
過去最大の減少幅となった。さらに、2011年 3月の国民の出国者数は前年同月比で 12.2％
減の 137万 2千人、翌月 4 月の国民の出国者数は前年同月比で 9.0％減の 110万 4千人で
あり、2ヶ月連続の減少となった。 
国内旅行振興と訪日旅行需要の回復・促進に向けて観光庁は、統一のロゴとキャッチ
フレーズ「がんばろう！日本」を活用した官民合同による国内旅行振興キャンペーンを
2011 年 4 月から行った。また、海外市場への正確な情報発信として、国内交通インフラ
の状況や放射線量等の震災関連情報の発信を行った。加えて、動画等を利用した海外か
らはわかりにくい日本の日常等に関する情報を、多言語で発信した25。『平成 24 年版観光
白書』26によると、2011 年 5 月以降は訪日外国人旅行者数の前年同月比減少幅は徐々に
縮小した。この回復傾向は全国平均であり、東北地方は大きく減少したままであった。
また日本人国内宿泊者数は、2011年 3月は前年同月比 74.2%と大きな減少幅であったが、
2011 年 4 月以降は前年同月比の減少幅は徐々に縮小し、同年 12 月は前年同月比 102.7%
にまで持ち直した。ただし岩手・宮城・福島の東北三県においては、震災からの復旧・
復興の関係者や被災者が多く宿泊したため、宿泊者数が確保されていたと考えられる。 
このような状況を受けて観光庁は、東北地域への旅行需要を喚起するため、2012 年 3
月から 2013 年 3 月まで、東北地域全体を博覧会会場と見立てた「東北観光博」27を実施
した。「東北観光博」期間中の約 13 ヶ月における旅行者数及び経済効果は、①東北地域
を訪れた延べ旅行者数は約 4,970 万人回、このうち観光目的の旅行者数は約 2,570 万人
回、②東北地域を訪れた観光目的の旅行者数は前年同期と比べ約 310万人回増加、③「東
北観光博」が旅行のきっかけのひとつとなった旅行者による経済波及効果は約 840 億円
と推計された28。 
                                                   
25 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 23年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/000172930.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
26 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 24年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/000225729.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
27 国土交通省 WEB サイト、観光庁『東北観光博公式ガイドブック』
（http://www.mlit.go.jp/common/000204680.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
28 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 25年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001013847.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
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２.２.５ 2013年以降の観光史と観光政策 
2013 年 9 月、アルゼンチンの首都ブエノスアイレスで開催された第 125次国際オリン
ピック委員会総会において、東京が 2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の開
催都市に選定された。『平成 26 年版観光白書』29では、「開催国に選ばれることは、その
国自身の文化や魅力を世界に発信するまたとない機会である」とし、2010 年バンクーバ
ー大会と 2012年ロンドン大会における施策や取り組みを分析し、2020年東京大会に向け
て参考となる教訓を得ている。具体的には、開催前早期から、複数年にわたるプロモー
ションや海外メディア対策・国際会議の誘致、公共交通ネットワークの整備、バリアフ
リー対策等に取り組み、大会効果を持続的なものとする必要性を確認した。また、開催
国という国際的注目度を十分活かした戦略を持ち、大会効果を一過性的・一時的なもの
に終わらせることなく、大会終了後も長期間にわたって持続させるとともに、開催地の
東京のみならず日本全国に開催効果を波及させる必要性を確認した。 
2013 年は、2003 年に開始されたビジット・ジャパン・キャンペーンから 10 周年であ
り、この節目の年に訪日外国人旅行者数は約 1,036万人と、初めて 1,000万人を超えた。
翌年の 2014年には、訪日外国人旅行者数は 1,341 万人（対前年比 29.4％増）となり、2
年連続で過去最高を更新した30。2015 年には訪日外国人旅行者数は 1,974 万人（対前年
比 47.1％増）となり、3年連続で過去最高を更新した31。一方、日本人の海外旅行は 2014
年が 1,690万人（対前年比 3.3％減）32、2015年が 1,621万人（対前年比 4.1％減）であ
り、この減少は円安やテロなどの地政学リスク等によるものと観光白書では指摘されて
いる33。国内宿泊旅行に行った延べ人数は 2011年から 2013年までは増加していたが、2014
年は延べ 3億 499万人（対前年比 4.8%減）と減少した34。しかし、2015年は延べ 3 億 1,673
                                                   
29 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 26年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001042906.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
30 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 27年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001095740.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
31 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
32 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 27年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001095740.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
33 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
34 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 27年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001095740.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
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万人（対前年比 6.5％増）と増加した35。『平成 28 年版観光白書』ではこの増加要因を、
前年の消費税率引き上げによる落ち込みの反動、2015 年 3月の北陸新幹線開業効果、2015
年 9月の大型連休（シルバーウィーク）などが影響したと述べている36。 
2016年 3月、日本の観光に関する中長期的な総合戦略として、「明日の日本を支える観
光ビジョン」37を日本政府は策定した。観光ビジョンでは従来の政府目標を前倒しし、か
つ質の高い観光交流を加速させるべく、多面的な目標を設定している（表 ２.１）。そし
て、「3つの視点」と「10 の改革」を示した（表 ２.２）。「世界が訪れたくなる日本」を
目指して観光庁は、「東京オリンピック・パラリンピックを見据えたさまざまな取り組み
は、それらを日本の観光振興のレガシーとし、次の節目である 2030年の目標達成に向け
た礎となるものである」としている（瓦林，2017：65）。 
 
表 ２.１ 観光ビジョンの目標 
目標 2020年 2030年 
訪日外国人旅行者数 4,000万人 6,000万人 
訪日外国人旅行消費額 8兆円 15兆円 
地方部での外国人延べ宿泊者数 7,000万人泊 1億 3,000万人泊 
外国人リピーター数 2,400万人 3,600万人 
日本人国内旅行消費額 21兆円 22兆円 
出所：瓦林（2017：62）   
 
  
                                                   
35 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
36 国土交通省 WEBサイト、観光庁『平成 28年版観光白書』概要（http://www.mlit.go.jp/common/001131318.pdf、
最終閲覧 2018-1-25） 
37 国土交通省 WEB サイト、観光庁「明日の日本を支える観光ビジョン」概要
（http://www.mlit.go.jp/common/001126601.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
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表 ２.２ 「3 つの視点」と「10 の改革」 
視点 改革 
視点 1： 
観光資源の魅力を極め、地方創生
の礎に 
「魅力ある公的施設」を、ひろく国民、そして世界に開放 
「文化財」を、「保存優先」から観光客目線での「理解促進」、そして
「活用」へ 
「国立公園」を、世界水準の「ナショナルパーク」へ 
おもな観光地で「景観計画」をつくり、美しい街並みへ 
視点 2： 
観光産業を革新し、国際競争力を
高め、我が国の基幹産業に 
古い規制を見直し、生産性を大切にする観光産業へ 
あたらしい市場を開拓し、長期滞在と消費拡大を同時に実現 
疲弊した温泉街や地方都市を、未来発想の経営で再生・活性化 
視点 3： 
すべての旅行者が、ストレスなく
快適に観光を満喫できる環境に 
ソフトインフラを飛躍的に改善し、世界一快適な滞在を実現 
「地方創生回廊」を完備し、全国どこへでも快適な旅行を実現 
「働きかた」と「休みかた」を改革し、躍動感あふれる社会を実現 
出所：「明日の日本を支える観光ビジョン」概要38より抜粋 
 
「明日の日本を支える観光ビジョン」を踏まえ、2017 年 5 月の観光立国推進閣僚会議
の第 7回会合において、「観光ビジョン実現プログラム 2017」39を策定した。これは日本
政府のその後 1 年を目途とした行動計画である。魅力ある公的施設の大胆な公開・開放
など「観光資源の保存と活用のレベルアップ」、歴史や文化だけにとどまらない新たな観
光資源の開拓による「『楽しい国 日本』の実現」、訪日プロモーションにおける国別戦略
の徹底など「JNTO の大胆な改革」の 3 つのテーマについて、有識者へのヒアリングを踏
まえて施策を打ち出した。また、全国各地に残る古民家等の歴史的資源を再生・活用し、
それを核として観光まちづくりを進める取り組みを全国へ広げるため、2016 年 9 月に設
置した「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」において、意欲のある
地域への支援策について議論を重ね、その成果がまとめられている40。そこでは、「人材」
「自治体・情報発信」「金融・公的支援」「規制・制度改革」という 4 つのテーマについ
て施策が取りまとめられ、2020年までに全国 200地域での取り組みを目指すとしている。 
  
                                                   
38 国土交通省 WEB サイト、観光庁「明日の日本を支える観光ビジョン」概要
（http://www.mlit.go.jp/common/001126601.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
39 国土交通省 WEB サイト、観光庁「（概要紙）観光ビジョン実現プログラム 2017（観光ビジョンの実現に向け
たアクション・プログラム 2017）」（http://www.mlit.go.jp/common/001186402.pdf、最終閲覧 2018-1-25） 
40 首相官邸 WEB サイト、「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース（第 5 回）」ページ
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko_vision/taskforce_dai5/gijisidai.html、最終閲覧 2018-1-25） 
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２.３ 日本の観光地づくり 
２.３.１ 戦後から 2007年までの観光地づくりに関わる観光政策 
戦後間もない 1940～1950 年代の日本の観光政策は、前述２.２.１の通り、宿泊施設や
交通機関の整備、通訳案内や旅行業の法整備が主だったものであった。観光地づくりが
注目されるようになった政策は、1960～80 年代の全国総合開発計画および総合保養地域
整備法の制定であろう。 
1962 年に閣議決定された第一次全国総合開発計画において観光資源の保護と利用の促
進を図ることが提起され、また 1969年の第二次全国総合開発計画でも観光レクリエーシ
ョンは基幹プロジェクトの 1 つに位置付けられている（佐野，2007：873-874）。1977 年
の第三次全国総合開発計画で観光は一時遠ざけられたが、第四次・第五次の全国総合開
発計画では、再び観光関連施策は重要な位置づけとされた（佐野，2007：875-876）。第
四次全国総合開発計画が閣議決定された 1987年には、総合保養地域整備法（通称：リゾ
ート法）も制定された。寺前（2009b：69）は同法について、それまで外客用の名目で観
光施設整備が行われてきたことに比べれば、法制度上真正面から日本人観光者を対象と
したものであったと評している。第四次全国総合開発計画と総合保養地域整備法が契機
となり、バブル景気を背景とした民間資本によるスキー場やゴルフ場など大規模リゾー
ト開発が進められ、さらに 1988年の「ふるさと創生基金」は日本各地の温泉掘削ブーム
を巻き起こした（梅川，2009：71）。地域振興のために開発が推進された一方で、性急か
つ無秩序な開発による自然破壊や景観問題が引き起こされた。また、宿泊施設の過剰な
設備投資が行われ、その後のバブル経済の崩壊と長引く景気の低迷の中で経営が圧迫さ
れ、多くの観光地で大規模旅館の廃業、施設放置などの問題が顕在化した（梅川，2009：
71；十代田，2011a：62）。 
1990 年代に入ると、グリーン・ツーリズムやエコツーリズムという考え方が日本に浸
透してきた。グリーン・ツーリズムは、1994 年の「農山漁村滞在型余暇活動のための基
盤整備の促進に関する法律」（略称「農山漁村余暇法」）41の制定により、ゆとりある国民
生活の実現と農山漁村地域の活性化を図る施策に位置付けられた。具体的には、農林漁
                                                   
41 農林水産省 WEB サイト、「農山漁村余暇法」ページ（http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/yokahou.html、
最終閲覧 2018-1-28） 
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業体験民宿業者の登録制度の創設や、農業者及び農業者団体が農作業体験施設等を整備
するのに必要な資金の確保または融通の斡旋、必要な事業を行う者等に対する助言・指
導などの支援に国と地方公共体が取り組んだ。また、この施策において重要な役割を担
う農林漁業体験民宿について、その経営を安定的なものにし、開業しやすい環境を整備
するため、農林漁家が民宿を行う場合の旅館業法上の面積要件撤廃や、農家民宿が行う
農業体験サービスを旅行業法の対象外として明確化するなど、さまざまな規制緩和42が行
われた。一方でエコツーリズムについては、1990 年代前半から旧環境庁や国土交通省な
どがその概念や普及に関する調査研究を実施し、1993 年の屋久島・白神山地の世界自然
遺産登録とそれによる観光客急増を契機に重要性が認識されるようになった（海津，
2009：181-182）。その後、各地でエコツーリズム協会が設立され、1998 年にはエコツー
リズム推進協議会43が全国組織として設立された。そして 2007 年に、地域の自然環境の
保全に配慮しつつ、地域の創意工夫を生かしたエコツーリズムを推進するに当たり、具
体的な推進方策を定め、エコツーリズムを通じた自然環境の保全・観光振興・地域振興・
環境教育の推進を図るエコツーリズム推進法44が成立した。 
グリーン・ツーリズムやエコツーリズムの考え方の浸透は、地域固有の文化や産業、
自然環境が注目されるようになってきたことを示す。それはすなわち、画一的な開発で
はなく、地域主導で地域ごとに固有の資源を磨いて観光対象にしていく観光地づくりが、
求められるようになってきたということである。このような背景を踏まえ、2007 年の観
光立国推進基本計画における基本方針の 3つ目は、以下の通り記載されている45。 
 
第三に、観光の発展を通じ、地域住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満
ちた地域社会を実現していく。 
観光産業は多様な事業の分野における特色ある事業活動から構成され、多様な就
業の機会を提供するものであり、観光の発展は地域固有の伝統、文化、歴史などの
                                                   
42 さらなる詳細は農林水産省 WEB サイト内「農家民宿関係の規制緩和」PDF を参照
（http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_gt/pdf/kisei_kanwa.pdf、最終閲覧 2018-1-28） 
43 現在は NPO 法人日本エコツーリズム協会となっている（http://www.ecotourism.gr.jp/index.php/jes/、最終閲
覧 2018-1-28）。 
44 環境省 WEB サイト、「エコツーリズム推進法」ページ
（https://www.env.go.jp/nature/ecotourism/try-ecotourism/law/index.html、最終閲覧 2018-1-28）。 
45 国土交通省 WEB サイト、「観光立国推進基本計画」（2007 年 6 月）p.2
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010629_3/01.pdf、最終閲覧 2018-1-28） 
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魅力を輝かせるものであることから、それらの優れた特質を地域社会の発展のため
に最大限生かしていくことが重要である。 
２.３.２ 2008年以降の観光地づくりに関わる観光政策 
2008 年以降の日本の観光地づくりについて、清水・海津・森重・九里（2017：10-12）
は観光庁主導の政策を 3 つに分類し、整理している。ニューツーリズムの振興と着地型
旅行商品の造成、観光地域づくりプラットフォームと観光圏整備、日本版 DMO と広域観
光周遊ルートである。この分類を下敷きにし、各政策の内容や最新動向を盛り込みなが
ら再整理する。 
（１）ニューツーリズムの振興と着地型旅行商品の造成 
観光庁はニューツーリズムを、「従来の物見遊山的な観光旅行に対して、これまで観光
資源としては気付かれていなかったような地域固有の資源を新たに活用し、体験型・交
流型の要素を取り入れた旅行の形態」と定義づけている46。そして、活用する観光資源に
応じて、エコツーリズム、グリーン・ツーリズム、ヘルスツーリズム、産業観光等を挙
げ、旅行商品化の際に地域の特性を活かしやすいことから、地域活性化につながるとし
ている。 
観光庁は 2007年から 3年間、ニューツーリズム旅行商品創出のための実証事業の計画
を募集し、採択された場合は旅行者ニーズの把握等に要する経費の一部を国が負担する
「ニューツーリズム創出・流通促進事業」47を実施した。全国で実証事業の募集を行った
ところ、2007 年度は 134 事業の応募があり、そのうち 46 事業を採択・実施した。2008
年度は 188件の応募があり、このうち第 1期で 45件、追加募集で 24件の合計 69 件を採
択・実施した。2009 年度は 70 件の応募があり、このうち 28 件を採択・実施した。そし
て、各地域で実施した実証事業及び実証事業後の追跡調査等により得られた旅行者ニー
ズの把握方法および旅行商品の効果的な流通等に関する事例を取りまとめ、各種の旅行
形態ごとに、旅行商品化を進めるための留意点等をまとめたガイドラインを 2010 年に策
                                                   
46 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズムの振興」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000044.html、最終閲覧 2018-1-28） 
47 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズム創出・流通促進事業」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/sangyou/new_tourism.html、最終閲覧 2018-1-28） 
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定した48。ガイドライン策定後、表 ２.３の事業が実施されてきた。 
 
表 ２.３ 観光庁によるニューツーリズムの振興事業 
事業名 実施年度 概要 
地域の観光振興のための
地域遺産の管理・活用状況
調査事業 
2009年度 
観光振興のための地域遺産の管理・活用状況について、全国
のさまざまな取り組み主体の地域遺産への関わり方や活動
の維持方法を明らかにした。 
モニターツアーの造成に
よるニューツーリズムの
推進に関する調査事業 
2010年度 
地域の発案に基づいて地域活性化に資する旅行商品のモニ
ターツアーを企画・造成し、参加者や関係者へのアンケート
等の実施により、再来訪の意向や消費額等の経済効果を調査 
外国人旅行者に対する地
域資源の意識調査事業 
2011年度 
外国人向けにニューツーリズム（着地型旅行商品）に取り組
む際の考え方や実施のためのヒント・事例集 
着地型旅行市場現状調査
報告 
運営者に対する全国的な実態（利用者数、販売実績等）の調
査と共に、旅行者のニーズや考え方、嗜好性等を把握するた
め、消費者に対するアンケート調査も実施し、地域資源を活
かした個性ある観光地づくりに重要な着地型旅行商品等の
現状を調査 
モニターツアーの造成に
よるニューツーリズムの
顧客満足度調査事業 
地域の発案に基づき、観光需要を創出し、国内観光活性化に
資する旅行商品を試験的に造成し、あわせて参加者や関係者
へのアンケート等を実施することにより顧客満足度を測り、
再来訪意向や消費額等の経済効果を調査 
国内旅行プロモーション
効果調査事業 
国内旅行需要喚起に資するプロモーション活動を試験的に
展開し、国内旅行振興に関するプロモーション活動として何
が効果的かを検証 
地域の観光資源の魅力を
活かした顧客満足型旅行
商品推進事業 
2012年度 
着地型観光が発展する可能性のある地域に対する研修等を
通じ、マーケティング・商品造成・販売・商品改良等の実例
を把握し、旅行商品の顧客満足度を高めるための PDCA サイ
クル推進による品質向上策の策定・啓発を実施 
将来的な商品化に向けた
観光資源磨きのモデル調
査事業 
2013年度 
アンケートによる調査分析と全国より選定した地域のモデ
ル調査 
ニューツーリズム普及促
進モデル事業 
旅行商品を顧客に届けるためにニューツーリズム実施事業
者が行うべき効果的かつ効率的なプロモーション手法をま
とめた手引きを作成 
インバウンドを見据えた
着地型観光調査 
2014年度 
着地型観光におけるインバウンド対応について、先進事例を
調査し、またモデル地域におけるインバウンド対応の実証を
通じたインバウンド着地型観光の手引き書を作成 
観光地ビジネス創出の総
合支援 
2014年度 
観光地域づくりの主体が観光地の魅力となり得る資源を見
直し、旅行商品化を通じて自主財源の確保を促進し、継続し
て観光地域づくりに取り組む地域の担い手を育成し、自立的
経営を誘導することにより観光地域づくりをビジネスにつ
なげる取り組みを支援（45地域+追加 3地域） 
出所：国土交通省・観光庁 WEBサイト、「ニューツーリズムの振興」ページ49より作成 
 
（２）観光地域づくりプラットフォームと観光圏整備 
観光客の来訪及び滞在の促進を意図し、2008 年に「観光圏の整備による観光旅客の来
                                                   
48 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズム旅行商品 創出・流通促進ポイント集」PDF
（http://www.mlit.go.jp/common/000114212.pdf、最終閲覧 2018-1-28） 
49 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「ニューツーリズムの振興」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000044.html、最終閲覧 2018-1-28） 
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訪及び滞在の促進に関する法律」（観光圏整備法）が制定された。観光圏とは、「自然・
歴史・文化等において密接な関係のある観光地を一体とした区域であって、区域内の関
係者が連携し、地域の幅広い観光資源を活用して、観光客が滞在・周遊できる魅力ある
観光地域づくりを促進するもの」である50。観光圏整備実施計画が認定された地域は、宿
泊業者が観光圏内における宿泊者の旅行について、旅行業者代理業を営むことができる
特例などの支援51を受けることができる。 
2012年 4月 1日時点で観光圏整備実施計画認定地域は 49地域52であったが、圏域設定
が適切でない、推進組織体制が十分でない、戦略の策定と合意形成が十分でないとの課
題を抱えていた（矢ケ崎，2013：22）。このため 2012 年 12月に観光圏整備法の改正を行
い、観光圏の区域設定の要件である「自然、歴史、文化等の密接な関係」を勘案する際
に「生活圏としての関係」を踏まえることや、観光地域づくりマネジャーで構成する観
光地域づくりプラットフォームが、事業実施の基本的な方針の策定、地域におけるワン
ストップ窓口のマネジメント等を行うことなどを明記した53。この改正に基づき、2013
年 4月に 6地域、2014年 7月に 4地域、2015年 4月に 3地域の観光圏整備実施計画が認
定され、2017年 11月 22 日時点の認定地域は 13地域である54。 
また、観光圏において地域内の着地型旅行商品の提供者と市場（旅行会社、観光客）
をつなぐワンストップ窓口を構築し、それを持続的に機能させていくため、観光地域づ
くりプラットフォーム支援事業が 2010～2012年に実施された。この事業では、着地型旅
行商品の企画・販売、人材育成等を行う取り組みが支援された55。 
（３）日本版 DMOと広域観光周遊ルート 
2012 年の観光圏整備法の改正および観光地域づくりプラットフォーム支援事業により、
幅広い関係者の連携強化や、着地型旅行商品の造成が促進された。その一方で、インバ
                                                   
50 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/seibi.html、最終閲覧 2018-1-30） 
51 詳しくは国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ内「特例制度一覧」PDF 参照
（http://www.mlit.go.jp/common/001087889.pdf、最終閲覧 2018-1-30） 
52 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「平成 24 年度観光圏整備実施計画の新規認定について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/news04_000034.html、最終閲覧 2018-1-30） 
53 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針の改
正について」ページ（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000024.html、最終閲覧 2018-1-30） 
54 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光圏の整備について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/seibi.html、最終閲覧 2018-1-30） 
55 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域づくりプラットフォーム」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/platform.html、最終閲覧 2018-1-30） 
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ウンド観光客の急増で地域の観光への需要が増加し、急速に地域主導型観光における実
質的なマネジメント能力が求められるようになった（清水・海津・森重・九里，2017：
10-11）。そこで導入が検討されるようになったが DMO（Destination Management / 
Marketing Organization）である。DMOとは、「観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、
風俗など当該地域にある観光資源に精通し、地域と協同して観光地域作りを行う法人の
こと」である56。 
観光庁は 2015 年 12 月に、日本版 DMO の候補法人登録を開始した57。日本版 DMO とは、
「地域の“稼ぐ力”を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する“観光地経営”
の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確
なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦
略を着実に実施するための調整機能を備えた法人」のことである58。この制度は、観光庁
を登録主体として、日本版 DMO およびその候補となり得る法人（以下、日本版 DMO 候補
法人という）を登録し、登録を行った法人およびこれと連携して事業を行う関係団体に
対して関係省庁が連携して支援を行うことで、各地における日本版 DMO の形成・確立を
強力に支援する、というものである。登録対象は、地方公共団体と連携して観光地域づ
くりを担う法人とし、登録の区分は表 ２.４の通りである。広域連携 DMO および地域連
携 DMOの形成・確立に当たっては、連携する地域間で共通のコンセプト等が存在すれば、
必ずしも地域が隣接している必要はない。 
 
表 ２.４ 日本版 DMO の登録区分 
区分名 概要 
広域連携 DMO 
複数の都道府県に跨がる地方ブロックレベルの区域を一体とした観光地域として、
マーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織 
地域連携 DMO 
複数の地方公共団体に跨がる区域を一体とした観光地域として、マーケティングや
マネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織 
地域 DMO 
原則として、基礎自治体である単独市町村の区域を一体とした観光地域として、マ
ーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織 
出所：国土交通省・観光庁 WEBサイト、「日本版 DMOになるには」ページ59より作成 
                                                   
56 JTB 総合研究所 WEB サイト、「観光用語集/DMO」ページ
（https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/dmo/、最終閲覧 2018-1-30） 
57 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO になるには」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000049.html、最終閲覧 2018-1-30） 
58 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版ＤＭＯとは？」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000048.html、最終閲覧 2018-1-30） 
59 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO になるには」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000049.html、最終閲覧 2018-1-30） 
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登録・支援のプロセスは、①地域からの申請（日本版 DMO形成･確立計画を作成し、地
方公共団体と連名で提出）、②観光庁による登録（審査・登録した後、少なくとも 1年に
1 回の事業報告が必要）、③関係省庁による連携支援（関係省庁の事業の活用検討、観光
地域づくりに関する相談等へのワンストップ対応、関係省庁の政策に関する情報提供等）
という流れである。登録要件は表 ２.５の通りである。2017年 11 月 28日時点で、広域
連携 DMO2件、地域連携 DMO52 件、地域 DMO79件の計 133件が登録されている。 
 
表 ２.５ 日本版 DMO の登録要件 
要件 概要 
(1)日本版 DMOを中心
として観光地域づく
りを行うことについ
ての多様な関係者の
合意形成 
以下の①～④のいずれかに該当、または該当予定である 
① 取締役、理事など日本版 DMO の意思決定に関与できる立場で行政、文化、ス
ポーツ、農林漁業、交通等の幅広い分野の関係団体の代表者が参画すること 
② 日本版 DMO の組織内に行政や関係団体をメンバーとするワーキンググループ
などの委員会等を設置すること 
③ 日本版 DMO が行う取組に関する連絡調整を行うため、行政や関係団体から構
成される協議会等を DMOとは別に設置すること 
④ その他、関係者の合意形成が有効に行われる仕組みが存在すること 
(2)各種データ等の
継続的な収集･分析、
データ等に基づく明
確なコンセプトに基
づいた戦略（ブラン
ディング）の策定、
KPIの設定･PDCAサイ
クルの確立 
以下の①～③の全ての取り組みを日本版 DMOが行う、または行う予定である 
① 各種データ等の継続的な収集･分析 
② データに基づく明確なコンセプトに基づいた戦略の策定（地方公共団体が策
定する観光振興計画が存在する場合は、当該計画と戦略との整合性が留意さ
れ、当該計画の策定･見直し等への関与がなされること） 
③ KPIの設定（少なくとも旅行消費額、延べ宿泊者数、来訪者満足度、リピータ
ー率の４項目については必須とする。この他に各日本版 DMO が独自に KPI を
設定することも可能）･PDCAサイクルの確立 
(3)関係者が実施す
る観光関連事業と戦
略の整合性に関する
調整･仕組み作り、プ
ロモーション 
以下の①～③の全ての取り組みを日本版 DMOが行う、または行う予定である 
① 地域社会とのコミュニケーション･地域の観光関連事業者への業務支援を通
じて、戦略を多様な関係者間で共有すること 
② 地域が観光客に提供するサービスについて、維持･向上･評価する仕組みや体
制を構築すること 
③ 観光客に対して地域一体となって戦略に基づく一元的な情報発信･プロモー
ションを行うこと 
(4)日本版 DMOの組織 
以下の①～③の全てに該当する、または該当予定である 
① 法人格を取得していること 
② 意思決定の仕組みが構築されていること（日本版 DMO の業績について対外的
に最終的な責任を負う者が明確化されていること） 
③ 専門人材が存在すること（データ収集･分析等の専門人材[CMO：チーフ･マー
ケティング･オフィサー等]が DMO 専従で最低一名存在していること、または
確保予定であること） 
(5)安定的な運営資
金の確保 
日本版 DMO が自律的･継続的に活動するための安定的な運営資金が確保される見
通しがあること 
※資金確保の手段としては、収益事業（物販、着地型旅行商品の造成･販売等）、
特定財源（法定外目的税、分担金）、行政からの補助金･委託事業等が想定される。 
出所：国土交通省・観光庁 WEBサイト、「日本版 DMOになるには」ページ60より作成 
 
                                                   
60 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO になるには」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000049.html、最終閲覧 2018-1-30） 
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また観光庁は 2015～2017 年に、インバウンド観光客の地方誘客に資するテーマ・スト
ーリーを持ったルートの形成を促進するため、広域観光周遊ルート形成促進事業も行っ
ている。各地域からの広域観光周遊ルート形成計画の申請を受けて 2015年に 7件認定し、
2016年にはさらに 4件を認定した。11地域の広域観光周遊ルートにおいて、31 のモデル
コースが策定され、ターゲット市場へのプロモーションが行われている61。さらに、観光
地域ブランド確立支援事業を行い、観光圏整備法に基づいて作成された観光地域づくり
プラットフォームを対象に、ブランド確立に向けた戦略的な取り組みに要する経費の一
部を国が補助している62。 
２.３.３ 観光地づくりのための人材育成検討 
日本の観光地づくりにおいて、人材育成に焦点をあてた政策は 2006年頃から見られる
ようになってきた。国土交通省総合政策局観光資源課が 2006年 2月から「観光マネジメ
ント高度化のための人材育成検討会」を設置し、国際競争力を備えた観光関連産業の経
営を担う人材、さらには魅力ある観光地づくりをマネジメントする人材の育成について
検討を行った63。トップ層の経営マネジメントから接遇層まで、観光に関わる人材育成全
般について検討し、その中で「観光地域プロデューサーの育成」が具体的方策の 1 つと
して打ち出された。魅力ある観光地づくりのために、行政や民間企業などの組織や人々
を連携させ、目標に向かって舵取りする人材の必要性が指摘された。そして、こうした
人材の育成を早急に行うべきと指摘されたのである64。 
その後 2008年～2009年に、観光庁観光地域振興部観光資源課が全国の観光地域づくり
人材育成の実態調査を行い、各地域の参考資料として『観光地域づくり人材育成の取組
みに関する調査報告書』を 2009年 3月に発行した。育成を目指す人材のイメージとして、
都道府県では「観光市民ガイド」と「観光地域づくりリーダー」、市町村では「観光市民
ガイド」、まちづくり団体などのその他団体では「観光市民ガイド」と「観光地域づくり
                                                   
61 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「広域観光周遊ルートにおけるモデルコースの策定について」PDF
（http://www.mlit.go.jp/common/001190853.pdf、最終閲覧 2018-1-30） 
62 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域ブランド確立支援」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/brand.html、最終閲覧 2018-1-30） 
63 国土交通省 WEB サイト、「“観光マネジメント高度化のための人材育成検討会”報告書について」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010330_2_.html、最終閲覧 2019-3-3） 
64 国土交通省 WEB サイト、「観光マネジメント高度化のための人材育成検討会‐報告書‐」PDF
（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/01/010330_2/01.pdf、最終閲覧 2019-3-3） 
第２章 日本の観光政策と観光地づくり 
 
 
45 
リーダー」が多かったと報告した。 
2009 年からは「観光地域づくり人材育成ガイドライン検討会議」が開始された。そこ
では、「リーダー」「企画・調整者」「オペレーター」という分類ごとの役割・機能や、必
要とされる知識・スキルが整理された「観光地域づくり人材育成ガイドライン案」が提
示された65。2010 年 11 月からは「観光地域づくりプラットフォーム・人材育成検討会」
が 5回開催され、このガイドライン案の具体化が検討された66。さらに 2011年 8 月から、
「観光地域づくり人材育成ガイドライン検討会議」が 3 回開催され、ガイドラインの開
発およびその効果的な運用を支援する人材育成資料が開発された67。これらの検討を経て、
第１章の１.１.３で紹介した『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づくり人
材育成実践ハンドブック 2014』が発行された（観光庁，2014) 68。この後は、観光地づく
りに関する政策として日本版 DMO に観光庁が注力するようになったため、人材育成につ
いてもその中で言及されるようになった。日本版 DMO においてどのような人材が求めら
れるのかは、本章の２.４.２で述べる。 
以上が、観光地づくりのための人材育成に関する日本の中央省庁の政策である。なお
この周辺領域として、観光庁では観光経営マネジメント人材育成も行っている。これは
観光産業の人材育成が目的であり、事業の 1つとして観光 MBAサポート事業がある69。一
橋大学と京都大学がその対象となっており、一橋大学はホスピタリティ・マネジメント
を中心領域としている。一方で京都大学は、産業のみならず地域における経営（行政機
関・非営利組織・DMO等）も領域としており、観光地づくりのための人材育成にも寄与す
ると考えられる。このほかに、北海道大学が履修証明プログラムとしてデスティネーシ
                                                   
65 国土交通省・観光庁 WEB サイト、『観光地域づくり人材育成支援事業報告書』PDF
（http://www.mlit.go.jp/common/000126597.pdf#search=%27%E3%80%8E%E8%A6%B3%E5%85%89%E5%9
C%B0%E5%9F%9F%E3%81%A5%E3%81%8F%E3%82%8A%E4%BA%BA%E6%9D%90%E8%82%B2%E6%8
8%90%E6%94%AF%E6%8F%B4%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%E3%
80%8F%27、最終閲覧 2019-3-3） 
66 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域づくりプラットフォーム」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/platform.html、最終閲覧 2019-3-3） 
67 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「観光地域づくり人材育成支援」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/jinzai/ikusei.html、最終閲覧 2019-3-3） 
68 その翌年の 2015 年 3 月に、2015 年版を発行している。 
国土交通省・観光庁 Web サイト、『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づくり人材育成実践ハンド
ブック 2015』PDF（http://www.mlit.go.jp/common/001140684.pdf、最終閲覧 2019-3-3） 
69 観光庁観光産業課（2018）：「事業報告書[2]」『産学連携による観光産業の経営人材育成に関する業務報告書』
pp.55-111.（http://www.mlit.go.jp/common/001264223.pdf、最終閲覧 2019-3-3） 
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ョン・マネージャー育成プログラムを 2017年より開講している70。このように近年では、
高等教育機関における観光地づくりのための人材育成が徐々に見られるようになってき
ている。 
２.３.４ 観光地づくりとまちづくりの融合と課題 
これまで観光地づくりに関する日本の観光政策を見てきたが、観光庁の観光政策にも
度々登場する通り、2000 年頃から「観光まちづくり」という概念が注目されるようにな
ってきた。ここでは、この概念が生まれてきた背景を見ながら「観光まちづくり」に対
する理解を進め、あわせて抱えている課題が何かを述べる。 
第二次世界大戦後の大量輸送を前提とした団体・慰安といったマス・ツーリズムから、
1980 年代後半からは個人の趣味嗜好が強く反映したオルタナティブ・ツーリズムが顕在
化し始め、観光スタイルが団体から個人へ、物見遊山から体験へと変化している（十代
田，2011a：62-64）。日本においても観光客が関心を持つのは地域の自然や景観、地域の
生活・習慣・行事などの文化、地域住民との交流といった地域固有のモノ・コトになっ
てきた（安村，2006：60-63、86-92；十代田，2010：10-13；森重，2014：14）。十代田
（2011a：65）は、全国から人を呼べるようなものはなくとも、固有の文化や生活といっ
た地域資源を観光資源化することで、それぞれの地域が個性的な観光地となることを「観
光化」とした。そして、こうした観光化が、中心市街地の疲弊で苦しむ地方中小都市、
過疎化・高齢化に悩む農山漁村での新しい生業を産み出し、地域の活性化に一役買える
のではないかと期待されている、と述べている（十代田，2011a：65）。 
以上は観光からまちづくりへの接近であるが、まちづくりから観光にはどのように接
近してきたのだろうか。西村（2009：13）は、中心市街地の空洞化や人口の減少、消費
者の消費行動の変化、地方自治体の財政の悪化などから、地域経済がいずこも非常に困
難な状況にあると指摘している。そして、まちづくりが地域経済へも貢献することがで
きるとするならば、地域の自慢に光をあてることからはじまる観光は、その大きな手が
かりとなり得ると述べている。この一方で、経済的な面だけでなく、観光の視点でまち
を見ることによって地域住民のまちへの愛着が増すことを挙げ、それが「住んで良かっ
                                                   
70 北海道大学 Web サイト、「デスティネーション・マネージャー育成プログラム」ページ
（https://www.imc.hokudai.ac.jp/imcts/destination_manager/、最終閲覧 2019-3-3） 
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た」と言えるまちをつくることにつながると西村（2009：15）は述べている。すなわち、
地域経済を潤すことや、地域への愛着を増進して地域をさらに前進させることに役立て
るため、まちづくりの動きは観光を巻き込んでいったと考えられる。 
この状況を背景に日本の各地では、観光客集客のための改善を図る「観光地づくり」
と、住民の暮らしのための改善や地域愛着の増進を図る「まちづくり」が密接に関連し
てきている。この流れを十代田（2011b：92）は図 ２.３の通り示している。日本の観光
地づくりは単に観光客集客を追い求めるだけではなく、当該地域の住民の視座も意識す
ることが大きな課題となっていると考えられる。今後は、観光地づくりとまちづくりを
融合した「観光まちづくり」という考え方を、いかにして実践へとつなげるかが課題で
ある。 
「観光まちづくり」とはどのような意味か、についてまとめる。第１章の研究の背景
では、「観光まちづくり」を「観光の視点を取り入れたまちづくり」（十代田，2010：10）
と述べた。これを言い換えれば、そもそもの基軸は「まちづくり」にあると捉えること
もできる。しかし、「観光まちづくり」概念が生まれた経緯をあらためて見てみると、「観
光地づくり」と「まちづくり」のどちらが基軸かに関わらず、両方を融合したものが「観
光まちづくり」である。したがって「観光まちづくり」とは、「観光客集客のための改善
図 ２.３ 観光地づくりとまちづくりの接近 
出所：十代田（2011b：92）より作成 
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を図る“観光地づくり”と、住民の暮らしのための改善や地域愛着の増進を図る“まち
づくり”を、融合するという考え方、およびその考え方を実現しようとする活動」と本
研究では定義する。この定義であれば、「観光地づくり」か「まちづくり」か、どちらが
基軸であっても問題はない。両方の観点を融合させることが重要であり、それぞれの地
域の実情に合わせて、活動の進め方は検討されることが望ましい。 
なお、「観光まちづくり」と、前項で述べた日本版 DMO はどのような関係であろうか。
日本版 DMOとは、「地域の“稼ぐ力”を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する
“観光地経営”の視点に立った観光地域づくりの舵取り役（以下略）」のことである71。
「地域の“稼ぐ力”を引き出す」は、観光客集客のための改善を図る「観光地づくり」
と対応している。一方で、「地域への誇りと愛着を醸成する」は、住民の暮らしのための
改善や地域愛着の増進を図る「まちづくり」と対応している。すなわち、日本版 DMO の
「“観光地経営”の視点に立った観光地域づくり」とは、換言すれば「観光まちづくり」
のことであり、日本版 DMO は「観光まちづくり」の舵取り役である。 
以上の通り、ここでは日本の地域を取り巻く状況変化を整理し、そこから「観光まち
づくり」という概念が生まれてきた経緯と、その実践をいかに行うかが課題であること
を述べた。では「観光まちづくり」を推進するにあたって、その推進組織が抱えている
課題はどのようなものであろうか。次節で整理する。 
  
                                                   
71 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO とは？」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000048.html、最終閲覧 2018-1-30） 
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２.４ 観光まちづくり推進組織が抱えている課題 
観光まちづくりを進める地域では、その担い手となる推進組織が存在する。例えば日
本版 DMO の場合は、せとうち観光推進機構や由布市まちづくり観光局のように新たに組
織を設立したものがある。しかし多くは、地域に既に存在していた観光協会・コンベン
ション協会・観光地域づくりプラットフォーム（NPO 阿寒、一般社団法人雪国観光圏、八
ヶ岳ツーリズムマネジメント、いいやま観光局、南信州観光公社、長崎コンベンション
協会、佐世保コンベンション協会など）に手を加え、位置づけ直すことで日本版 DMO 登
録、もしくは候補法人登録に至っている。 
これらの観光まちづくり推進組織は、どのような課題を抱えているのだろうか。高橋
（2017：157）は、2015年に実施された観光庁の「国内外の観光地域づくり体制に関する
調査」の結果72に基づき、「DMOをはじめ観光振興組織を安定的に運営するためには、まず、
財源確保と人材確保が大切である」と述べている。また、2018 年 1 月 29 日～30 日にわ
たって行われた第 2回 DMO 全国フォーラム73では、各地の DMO関係者が最も頭を悩ませる
重要課題として「財源」と「人材」が取り上げられた74。 
観光まちづくりを推進する組織は、自地域および連携する周辺地域の特徴を捉え、そ
れに応じてターゲットやコンセプトの設定、取り組み方針の策定を行っている。策定し
た取り組みを実践するには、「財源」が必要である。また、取り組み方針から具体的な企
画を立てる、企画実行をマネジメントする、現場でプレイヤーとして活動する、そもそ
も方針策定のためにデータ分析を行ってプランを考える、などの作業には、「人材」が必
要である。すなわち、観光まちづくりを推進する上で、「財源」と「人材」は最重要課題
である。そこで本節ではこの 2 点に着目し、観光まちづくり推進組織が抱えている課題
を整理する。 
                                                   
72 観光協会の組織運営上の最も大きな課題は、「予算の不足」（36.2%）、「人員の不足」（22.9%）、「専門人材の不
足」（12.9%）が上位 3 つである（国土交通省・観光庁 WEB サイト、「国内の観光地域づくり体制に関するアンケ
ート調査」PDF，p.7〔http://www.mlit.go.jp/common/001136269.pdf、最終閲覧 2018-2-19〕）。 
73 DMO 推進機構と事業構想大学院大学の主催で行われた。DMO 推進機構は、DMO 形成を支援し、政府の掲げ
る世界水準の DMO の形成に向けて、多角的な視点からさまざまなサポートを行うことを目的に設立された組織
である。 
74 DMO 推進機構 Web サイト、「第 2 回 DMO 全国フォーラムを開催」ページ
（http://www.dmojapan.org/archives/report/%e7%ac%ac2%e5%9b%9edmo%e5%85%a8%e5%9b%bd%e3%83%
95%e3%82%a9%e3%83%bc%e3%83%a9%e3%83%a0%e3%82%92%e9%96%8b%e5%82%ac、最終閲覧
2018-2-19） 
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２.４.１ 財源 
観光まちづくりに関する施策を実際に展開していくためには、安定的な財源の確保が
必要である。観光財源にはどのようなものがあるだろうか。 
財団法人日本交通公社（2013：123）は自治体独自の財源である「自主財源」と、国や
県の裁量等に左右される「依存財源」に分けて、自治体の観光財源の体系を表 ２.６の
通りまとめている。観光まちづくり推進組織の財源が自治体と異なるのは、地方税や地
方債がない点、自主財源として会費収入・協賛金・広告宣伝等の事業者分担金が含まれ
る点、依存財源として金融機関からの借入金等が含まれる点である（財団法人日本交通
公社，2013：124）。 
 
表 ２.６ 自治体の観光財源の体系 
区分 種類 具体例 
自
主
財
源 
地方税 
法定税 入湯税（市町村税） 
法定外税 
法定外目的税：宿泊税（東京都）、乗鞍環境保全税（岐阜県）、遊
漁税（富士河口湖町）等 
法定外普通税：別荘等所有税（熱海市）、歴史と文化の環境税（太
宰府市） 
協力金 
寄付金 
協力金 
花見山協力金（福島市）、おわら風の盆行事運営協力金（富山市）
等 
寄付金 ふるさと納税制度等 
その他 エコファンド、宝くじ事業収益金等 
事業収入 
利用料 
使用料 
  等 
観光施設等入場料、衛生施設利用料（トイレ・シャワー等）、温泉
施設利用料、空港施設利用料、駐車場利用料、不動産事業、有料
道路通行料、旅行業収入、製造業、卸小売業、国等の事業請負等 
依
存
財
源 
地方債 過疎対策事業費（産業振興施設、ソフト事業）、辺地債等 
国等の補
助事業 
観光振興費（観光庁）、離島振興費（国土交通省）、文化振興費（文化庁）等 
出所：財団法人日本交通公社（2013：123） 
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（１）観光まちづくり推進組織の財源の実態 
財源の実態として、日本版 DMO 法人ではどのような状態か。第４章で紹介する別府ハ
ットウ・オンパクを含め、8の観光まちづくり推進組織の財源を表 ２.７に整理した。別
府ハットウ・オンパク以外の組織は、観光庁 WEB サイトで日本版 DMO 形成・確立計画が
公開されている事例である。それに加え、他のさまざまな文献で取り上げられている事
例であったため、情報の補完が可能であると考え、ここで取り上げた。整理にあたり、
各法人の日本版 DMO 形成・確立計画を閲覧し、2016 年度の数値を抜き出した。ただし、
株式会社南信州観光公社・一般社団法人長崎国際観光コンベンション協会・公益財団法
人佐世保観光コンベンション協会は、2016 年度の数値が実績であるか見通しであるか、
それぞれの日本版 DMO 形成・確立計画に明確に示されていなかった。また、特定非営利
活動法人別府ハットウ・オンパクは 2016年度数値が不明であるため、鶴田・野上（2008：
19）で公開されていた 2006 年の収入実績を参考数値として掲載した。 
程度の差こそあれ、基本的には国・都道府県・市町村からの補助、すなわち依存財源
が重要な位置づけにある。そういった中で、株式会社南信州観光公社は収入の 100％が収
益事業である（表 ２.７）。南信州観光公社は設立以来、自治体からの出資を受けてはい
るが、日常的な業務に対する補助金は受けておらず、自主事業の展開により自主財源を
獲得して事業を継続している（大社，2013：112；高橋，2017：110）。これは他の観光ま
ちづくり推進組織にとって参考になるだろう。 
補助金は恒久的にあるものではなく、国や都道府県・市区町村の政策転換あるいは財
政の悪化により、打ち切られる場合がある。したがって依存財源に頼り切っていると、
行政の状況変化によっては観光まちづくり推進組織の事業継続が困難になる。持続性確
保のため、観光まちづくり推進組織は自主財源比率を高めていく必要があろう。 
ただし、観光まちづくりは観光振興による収益を求めるのみではなく、住民の暮らし
のための改善や地域愛着の増進を図る公的な取り組みでもある。すなわち、取り組む事
業は採算性が低いものも含まれる。そのため観光まちづくり推進組織は、自主財源比率
を高める努力はしつつも、一定の公的な支援を受けることは必要であると考えられ、安
定的な組織運営のために自主財源・依存財源ともに拡大していくことが望まれる。では
それぞれの財源として、具体的にどのようなものが考えられるだろうか。 
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表 ２.７ 観光まちづくり推進組織の総収入と内訳 
観光まちづくり推進組織 総収入 収入内訳 
特定非営利活動法人阿寒観
光協会まちづくり推進機構 
（2016年度実績） 
¥210,388,795 
収益事業：72,092,947 円（指定管理 15,364,000 円含む） 
会費：29,719,354 円 
寄付金：2,026,586 円 
その他収益：4,579,533 円 
国・市からの補助金：10,197,0375 円 
一般社団法人八ヶ岳ツーリ
ズムマネジメント 
（2016年度実績） 
¥99,992,173 
国からの補助：35,850,891 円 
地方公共団体からの指定管理：5,258,101 円 
市町村からの事業負担金：42,305,020 円 
民間からの事業負担金：11,143,607 円 
ブランド事業事務費負担金(5%の手数料)：3,318,870 円 
会費：195,000 円 
収益事業：1,363,997 円 
株式会社南信州観光公社 
（2016年度）※1 
¥185,000,000 収益事業：185,000,000 円 
一般社団法人信州いいやま
観光局 
（2016年度見通し） 
¥112,679,000 
飯山市からの補助金：4,400,000 円 
飯山市からの指定管理：41,000,000 円 
飯山市からの事業委託：11,380,000 円 
広域観光連携事業委託：22,500,000 円 
収益事業：33,399,000 円 
一般社団法人長崎国際観光
コンベンション協会 
（2016年度）※1 
¥565,645,401 
国からの補助：14,300,000 円 
県からの補助：13,212,500 円 
市からの補助金：104,680,058 円 
民間企業基金：200,000 円 
受託：54,570,419 円 
収益事業：355,131,469 円 
会費：18,610,000 円 
その他収入：4,940,955 円 
一般社団法人由布市まちづ
くり観光局 
（2016年度見通し） 
¥41,807,000 
市からの補助金：20,175,000 円 
市からの委託費：4,430,000 円 
会費：70,000 円 
収益事業：17,132,000 円 
公益財団法人佐世保観光コ
ンベンション協会 
（2016年度）※1 
¥513,550,066 
会費：3,975,001 円 
収益：331,324,849 円 
市町村からの補助金等：127,037,039 円 
都道府県からの補助金：16,439,000 円 
国からの補助金：29,179,573 円 
その他：7,762,768 円 
特定非営利活動法人別府ハ
ットウ・オンパク 
（参考：2006年実績）※2 
¥127,100,000 
出版事業（温泉本 6 万部の発行）：8,000,000 円 
指定管理（市営温泉管理）：111,000,000 円 
業務委託（地域通貨サポートセンター）：2,300,000 円 
情報通信（多国籍語版別府ナビ事業）：3,000,000 円 
情報通信（生活衛生営業活動センターWEB）：1,000,000 円 
業務委託（オーダーメイドオンパク）：1,800,000 円 
※1：各法人の日本版 DMO形成・確立計画を閲覧し、2016 年度の実績もしくは見通しを抜き出した。
この 3法人は 2016 年度の数値が実績か見通しか、明確に示されていなかった。 
※2：2016年度数値が不明であるため、鶴田・野上（2008：19）で公開されていた 2006年の実績を
参考数値として掲載した。 
出所：特定非営利活動法人別府ハットウ・オンパクを除き、各法人の日本版 DMO法人形成・確立計
画をもとに作成（特定非営利活動法人別府ハットウ・オンパクは※2の通り） 
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（２）観光まちづくり推進組織の財源確保の方向性 
自主財源は、表 ２.６の協力金・寄付金や事業収入といったものが考えられる。日本
版 DMO 法人は観光まちづくりのかじ取り役として、観光振興に向けた取り組み方針を策
定しており、観光者への体験型プログラム提供や地域産品の開発・販売など、収益事業
の拡大を計画している。その成果がどのように上がるか、今後注目していく必要がある。 
このほか自主財源として高橋（2017：168）は、入湯税の超過課税や法定外目的税の宿
泊税、TID（Tourism Improvement District）を挙げている。これらは基本的に自治体が
徴収対象から徴収する仕組みであり、観光まちづくり推進組織から見れば自治体から提
供される依存財源である。そのため本研究では、これらを依存財源として捉えて以下に
整理する。 
依存財源は、表 ２.６の地方税（法定税・法定外目的税）や、国・都道府県・市区町
村の補助事業、TID が考えられる。補助事業については２.３でさまざまな事業を紹介し
たため、ここでは地方税と TID について整理する。温泉地が多い日本においては、法定
税の入湯税に関し、超過課税の議論がある。梅川・吉澤・福永（2015：91-100）は、入
湯税の超過課税分を新たな財源として観光まちづくりに活用できる仕組みづくりについ
て、可能性と課題を整理している。入湯税は目的税であり、①環境衛生施設の整備、②
鉱泉源の保護管理施設の整備、③消防施設その他消防活動に必要な施設の整備、④観光
の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用に充てられる。入湯税の標準税率は 150
円であり多くの地域がこれを適用しているが、高橋（2017：169）によれば北海道釧路市
（250 円）・三重県桑名市（210 円）・岡山県美作市（200円）が 150円を超える税額を設
定している75。梅川・吉澤・福永（2015：99）は各事例の分析を通して、入湯税の超過課
税導入にあたっては、目的の明確化・使途の明確化の必要性を挙げている。具体的には、
安定的な観光まちづくりのために税収はできるかぎり「観光の振興」に多く配分される
こと、また観光者の理解を得るために使途を明確にすることが指摘されている。 
入湯税の他に、昨今議論がなされるようになってきた法定外目的税の宿泊税がある。
その趣旨は、受益者である宿泊者から宿泊施設が税を徴収し、宿泊者にとってもメリッ
トとなる特定の目的に支出することで、宿泊税対象地域が整備されて魅力が向上する、
                                                   
75 それぞれの事例の詳細は、高橋（2017：170-173）や梅川・吉澤・福永（2015：94-96）を参照されたい。 
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そして宿泊者がさらに増加するという好循環を生むことである（高橋，2017：173）。日
本では 2002年に東京都が宿泊税条例76を施行し、2017 年に大阪府も施行77した。そして京
都市が、2018 年 10 月 1日から宿泊税条例を施行する予定である78。京都市の税率は、宿
泊者 1人 1泊につき宿泊料金が「2万円未満のもの 200 円」、「2万円以上 5万円未満のも
の 500円」、「5万円以上のもの 1,000円」に設定されている。 
最後に TID について述べる。TID 制度は BID（Business Improvement District）を観
光と組み合わせたものと考えられる。BID制度は 1970 年代にカナダで生まれ、1980 年代
から米国で導入され、オーストラリア・ニュージーランド・南アフリカなどに広まり、
2000年代からは英国・ドイツにおいても制度化された79。高橋（2017：177）によれば BID
制度とは、「地理的に区画されたエリアの不動産所有者や事業者から徴収した負担金によ
り、その地区の維持管理・開発・プロモーションを行うもの。負担金の徴収を地方公共
団体が行い、維持管理やプロモーション等を行う BID 団体へ活動費として提供する」も
のである。この観光版が TID制度である。TIDは、エリア内の宿泊施設事業者から宿泊費
の一定割合を TID の活動資金として自治体が他の税に上乗せする形で徴収し、その上乗
せ分の活用を運営団体（多くは DMO）に任せるという仕組みである（高橋，2017：178）。
日本では大阪府大阪市が、大阪市版 TID モデル創出事業の実施にあたり、2017 年 7 月に
検討会を設置80し、モデル実施計画の策定が行われている81。 
以上の通り、財源にはさまざまなものが考えられる。観光まちづくり推進組織は事業
収入を増やして自主財源比率を高めるとともに、行政と連携して依存財源の拡大も図り、
多様な財源体系とすることで安定的な運営へとつなげることが今後の課題である。 
                                                   
76 東京都 WEB サイト、「東京都宿泊税条例」ページ
（http://www.reiki.metro.tokyo.jp/reiki_honbun/g1012635001.html、最終閲覧 2018-2-20） 
77 大阪府 WEB サイト、「大阪府宿泊税条例」ページ
（http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001962.html、最終閲覧 2018-2-20） 
78 京都市 WEB サイト、「宿泊税条例を平成 30 年 10 月 1 日から施行します！」ページ
（http://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000232119.html、最終閲覧 2018-2-20） 
79 首相官邸 WEB サイト、「日本版 BID を含むエリアマネジメントの推進方策検討会の中間とりまとめ（平成 28
年６月 30 日）」PDF
（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/areamanagement/h28-06-30-areamanagement-chuukan.pdf、
最終閲覧 2018-2-20） 
80 大阪市 WEB サイト、「大阪市版 TID 検討会」ページ
（http://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/page/0000422390.html、最終閲覧 2018-2-20） 
81 大阪市 WEB サイト、「大阪市版 TID モデル創出事業」PDF
（http://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/cmsfiles/contents/0000402/402704/03_shiyousyo_bessisiryou_1.
pdf、最終閲覧 2018-2-20） 
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２.４.２ 人材 
日本版 DMO で言及されている通り、観光まちづくりはさまざまな地域の関係者を巻き
込み、その有機的な連携によって取り組みを実行していく必要がある。そのかじ取り役
が地域において求められており、地域や組織のかじを取る「人材」に関しては、観光ま
ちづくりにおいて最も重要な課題であると言える。したがってここでは、かじ取り役と
しての観光まちづくりの担い手についてまず整理を行い、その中でリーダーはどのよう
な存在なのか、リーダーに関わる研究課題は何かを明らかにする。 
（１）観光まちづくりの担い手 
観光とまちづくりが接近して観光まちづくりが取り組まれていく中で、その担い手は
どのように生まれてくるだろうか。大社（2013：25）は、観光振興にかかわる関係者の
変化を図 ２.４で表現している。大社（2013：24-25）によれば近年、来訪者増加を目指
してまちそのものの価値を高めるため、宿泊・飲食・観光施設などの観光関連事業者が
まちづくりに取り組むようになってきた。また観光以外のまちづくり関係者は、来訪者
に地域の魅力を伝えることに価値を見出し、集客交流事業に参画するようになった。さ
らに、観光やまちづくりにこれまで関係のなかった一次産業従事者や一般市民も、集客
交流事業やまちづくりに参画するようになってきた。すなわち近年、観光振興を主導す
る観光関連事業者のみならず、他産業も含めた複合的な人や組織がまちづくりに参画す
るようになった。このような関係者の変化を経て観光まちづくりが取り組まれている。 
図 ２.４ 観光振興にかかわる関係者の変化 
出所：大社（2013：25）より作成 
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これらの関係者はどのような組織となっていくのか。安村（2006：128-129）は観光ま
ちづくりが組織化する経緯を、次のように整理している。まず観光まちづくりの構想を
もつリーダーの呼びかけで少数の有志が集まり、その集団が観光まちづくりの事業に着
手する。やがて、賛同する住民が事業に参加し、次第にまち全体を巻き込む社会運動に
なり、観光まちづくりの実践に関わる関係者が組織化する。安村（2006：129）はこの中
で、観光まちづくりの目標に向けて関係者をまとめるために、「中核となる組織」の存在
が不可欠であるとしている（図 ２.５）。この中核組織が日本版 DMO法人などの観光まち
づくり推進組織であり、住民の総意をできるだけ観光まちづくりに反映し、住民の多く
の支持が得られる組織であることが必要である。 
 
 
具体的に、観光まちづくり推進組織はどのような特徴があるのか。大社（2013：147-148）
は、従来の観光協会と観光まちづくり推進組織を比較し、観光まちづくり推進組織の特
徴を明らかにしている（表 ２.８）。まず構成員は、前述の通り観光関連事業者にとどま
らず、幅広い人や組織で構成されている。次に自治体との関係については、観光協会は
市町村からの補助金で運営されていることが多いために、行政の補完的な役割を担って
いるケースが多い。その一方で、観光まちづくり推進組織は自ら活動資金を稼ぎ出すこ
とで自律性を確保し、行政と対等なパートナーシップ型の関係を築いている。 
図 ２.５ 観光まちづくりの組織化 
出所：安村（2006：129）より作成 
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「誰のために活動する組織なのか」という観点では、既存の観光協会は運営資金を行
政に依存していることから公共性が重視され、かつ地域の内側に向けた配慮が常につき
まとう。その一方で観光まちづくり推進組織は顧客志向が高いため、来訪者の方に向い
た活動を優先する。主な事業内容は、観光協会が行政の補完的役割としてイベント運営
や当該行政区域の広報・観光案内といった限定的な範囲であるのに対し、観光まちづく
り推進組織はランドオペレーター事業など多角的な事業を行っている。 
 
表 ２.８ 従来の観光協会と観光まちづくり推進組織の特徴 
 従来の観光協会 観光まちづくり推進組織 
機関決定を行う構成員 観光関連事業者 多様な事業者と地域住民 
自治体との関係 行政補完型 パートナーシップ型 
サービスの志向 構成員／来訪者／地域住民 顧客志向 
事業活動の範囲 行政エリア内 顧客ニーズに対応したエリア 
主な事業内容 イベント運営／広報／観光案内 ランドオペレーター事業ほか多
角的事業 
法人格 一般社団～公益法人 株式会社をはじめとする多様な
法人格 
出所：大社（2013：148）より作成 
 
観光まちづくり推進組織には、どのような人材が必要だろうか。日本版 DMO を形成・
確立していく際の観光庁の「手引き書」（第２版）82によると、表 ２.９のような役割を
担う人材が日本版 DMO、すなわち観光まちづくり推進組織には必要とされている。 
 
表 ２.９ 日本版 DMO に求められる人材 
 役割 求められる知識・能力 
トップ 
人材 
組織を運営
し、経営責任
を負う。 
 基本的な資質：地域に対する思いや誇りを持っていること 
 観光地域づくりに取り組む志を持ち、関係者との認識共有及び合意形成
を行う「リーダーシップ系統の能力」 
 加えて「マネジメント系統の能力」と「マーケティング系統の能力」 
専門人材 経営戦略を
立て、効果的
に事業を執
行する。 
 各種データ等の継続的な収集･分析、収集したデータに基づく戦略の策定 
 マーケティング 
 目的税の導入検討や補助金等による財源確保 
 顧客管理 
 web・メディア等を活用した効果的なプロモーション 
 観光資源の発掘と着地型旅行商品づくり等 
スタッフ 
人材 
個々の事業
を着実に実
施する。 
 各分野に関する基礎的な知識 
 観光という分野の特性である現場を大切にすること 
※必ずしも高度な知識を備えておく必要はない。 
出所：内閣府まち･ひと･しごと創生本部事務局、国土交通省、観光庁（2017：107-111）より作成 
                                                   
82 国土交通省・観光庁 WEB サイト、「日本版 DMO 形成・確立に係る手引きを改訂しました！」ページ
（http://www.mlit.go.jp/kankocho/topics04_000086.html、最終閲覧 2018-2-21） 
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（２）観光まちづくりにおけるリーダー 
観光まちづくりの担い手の中で、まず求められる人材はリーダーであると考えられる。
安村（2006：128-129）は、リーダーの構想が観光まちづくりのはじまりにあることを主
張しており、リーダーの重要性が示唆される。また西村（2009：17-18）は、観光まちづ
くりにおいて観光客数が安定もしくは増加しているところの共通点の 1つとして、「リー
ダーたるべき人材」の存在を挙げている。さらに山田（2009：163）は、観光まちづくり
には必ず周りの人を引っ張っていくキーパーソンがいると述べている。「周りの人を引っ
張っていくキーパーソン」は、言い換えれば「リーダー」と言える。 
社団法人日本観光振興協会（現公益社団法人日本観光振興協会）は、2011 年に地域の
観光組織を調査対象として観光まちづくりに関する実態調査を行った。この報告書によ
れば、都府県観光協会等 43 組織が観光産業において必要と考える人材は、「観光地全体
の経営・リーダー」が 84％と最も多く、次いで「旅行業に関わる専門人材」と「ガイド・
インストラクター」がともに 60％である（社団法人日本観光振興協会，2012：72）。また、
市町村観光協会 111組織が観光産業において必要と考える人材は、「観光地全体の経営・
リーダー」が 70％と最も多く、次いで「ガイド・インストラクター」が 64％、「旅行業
に関わる専門人材」が 43％と続く（社団法人日本観光振興協会，2012：262-263）。やは
り観光まちづくりにおいて、地域全体を牽引するリーダーは最重要の存在であると考え
られる。 
こういった中で観光庁（2014)は、『“人育て”から始める観光地域づくり―観光地域づ
くり人材育成実践ハンドブック 2014』（観光庁，2014）を発行し、観光地域づくりの中核
となる人材の育成企画を提案している。このハンドブックは、翌年には 2015年版も発行
されている（観光庁，2015）。「観光地域づくりの中核となる人材」とは「観光まちづく
りにおけるリーダー」と言い換えることができ、ハンドブックでは以下のような人材の
ことであるとしている。 
 
 地域に対して誇りと愛着を感じている人材 
 組織・集団をまとめる役割を担うリーダーとしての組織管理、戦略的思
考等の理解や、洞察力、構想力のある人材 
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 利害関係者の相互理解や信頼関係を構築する対人対応力、対話力がある
人材 
 事業に潜む各種の危険性に備えるリスク分析や危険回避策、不測の事態
が発生した際の効果的・効率的な対応がとれる人材 
 地域資源を活かした観光地域の形成を促進させる観光戦略プランの策
定、地域づくり、環境の整備等が推進できる人材 
（観光庁，2015：18) 
 
そしてハンドブックでは、外部からこのような人材を確保するよりも、地域の人材を
育成することが望ましいと指摘されている。その理由として、中核となる人材には地域
への思いといった志の高さや、地域の人間関係への十分な理解、取り組みの持続性・継
続性などが求められるためとしている（観光庁，2015：18）。またこの人材に求められる
能力として「リーダーシップ系統の能力」「マネジメント系統の能力」「マーケティング
系統の能力」を挙げ、特に、観光地域づくりに取り組む志を持ち、関係者との認識共有
及び合意形成を行う「リーダーシップ系統の能力」は必須としている（観光庁，2015：
21）。「マネジメント系統の能力」「マーケティング系統の能力」は、他の人材と協力して
補完するものとしている。なお、「マネジメント系統の能力」とは、「多様な関係者をと
りまとめ、必要な人材や資金を確保し、プロジェクトの立案や進行管理を行う能力」の
ことである。「マーケティング系統の能力」とは、「地域の魅力を想像することで、来訪
者の新規獲得と既存顧客維持を行う能力」のことである。 
このように、観光まちづくりにおけるリーダーの重要性が多くの文献や観光庁によっ
て指摘されている一方で、森重（2011：64）は「リーダーの存在だけを高く評価すると、
優れたリーダーが現れることを待ち続ける“リーダー待望論”に陥ってしまう」と述べ
ている。そして、持続的に観光まちづくりを進めていく上でのリスクの大きさを指摘し
ている。この他にもリーダーへの過度の依存に警鐘を鳴らすもの（池内・朽木，2007：
174）や、優れたリーダーが出現するかどうかは偶然に左右される（金井，2008：83）と
いう指摘もある。大社（2013：152-153）はこれらと同様の指摘を行った上で、個人に依
存していた能力や技術を可能な限り一般化し、組織的に推進するための持続可能な仕組
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みづくりを観光まちづくり推進組織に提案している。 
確かに、リーダーが出てくるのをただ待つことや、少数のリーダーに過度に依存する
ことは観光まちづくりの持続性の観点からリスクが大きいと考えられる。しかし、第３
章で紹介する McCall（1998：25）や Bennis（2003：90，192）によれば、リーダーはリ
ーダーに「生まれつく」のではなく学習して「なる」ものであり、これを言い換えれば、
意図的に自らリーダーになる、あるいは誰かをリーダーに育成することが可能である。
すなわち、必要に応じて意図的にリーダーを誕生させたり（あるいは自らなったり）、少
数のリーダーに依存しないようリーダーを増やしたりすることが可能である。 
森重（2011）などは警鐘を鳴らしてはいるが、リーダーの存在自体は高く評価してい
る。また、大社（2013：153-154）は組織的に対応していくことを提案しているが、その
組織において求められる人材として「経営人材」の必要性を述べている。これは換言す
れば、やはり組織を牽引するリーダーが必要ということではないだろうか。したがって
リーダーは、観光まちづくりの実践において重要な存在であり、そのような人材を産み
出すためには彼らの発達の実態を理解して、育成策を検討する必要があると考えられる。 
以上を踏まえ、実践的な視点から「リーダーの発達とその影響要因」という研究課題
が導出される。 
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第３章 既往研究のレビューとリサーチクエスチョン 
本章では、本研究に関わるテーマの既往研究をレビューする。具体的には、「観光地に
おけるリーダーに関する研究」「リーダーシップ研究」「リーダー発達に関する研究」の
動向を把握する。それらを踏まえて本研究のリサーチクエスチョンを設定する。また、
仮説的に研究モデルを構築し、本研究の実証的検討の範囲を示す。 
３.１ 観光地におけるリーダーに関する研究 
３.１.１ 日本における既往研究 
観光地におけるリーダーに関する研究について、安村（2006）以外は国立情報学研究
所の論文データベース CiNii を用いて既往研究を探索した。最初の探索は 2015年 3月 15
日、CiNiiで「観光」「リーダー」をフリーワード検索（63編抽出）した。学術的信頼性
を確保するためフルペーパーの学術論文に絞った。具体的には、論文掲載元を日本学術
会議協力学術研究団体に登録されている団体の発行雑誌、あるいは大学紀要に限定した。
絞り込まれた 8 編を確認し、観光地におけるリーダーに関して考察のある 7 編を選択し
た。その後の公表文献を確認するため、2016年 2月 18日に CiNiiで「観光」「リーダー」
をフリーワード検索した。その結果 76編が抽出されたが、前述の絞り込み作業を行った
ところ前回選択した 7編と同じ論文が残った。さらに 2016年 12月 8日、CiNii よりも幅
広く論文探索が可能な Google Scholar で「観光」「リーダー」を検索した。その結果 4,240
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件が検索されたため、本研究のテーマにより近づけることを意図して「観光まちづくり」
「リーダー」で再度検索した。74 件が検索され、これに前述の絞り込み作業を行ったと
ころ、前述の 7 編と重複する 3 編が残った。本研究ではこれらを日本における既往研究
として取り上げた。 
岩松・岩井（2001：307-314）は、京都府美山町の伝統的景観を保存し、観光的に利用
しようと活動する住民リーダーを取り上げ、その属性や個人史を分析し、集落活性化と
住民リーダーとの関係を探った。住民リーダーの属性は帰郷者・定年退職者・大学卒業
者・公務員（学校教員）という傾向が見られ、彼らは集落外の人々との交流や他地域視
察の経験によって、集落に対する客観的で広い視野を培った。 
安村（2006：93）は、観光まちづくりの実践には個性的なリーダーたちの精力的な活
動が深く関わっていると述べ、彼らの“比較の視点”が新時代の動向を反映する観光ま
ちづくりの考え方を構成したと見なしている。ここでいう比較とは、大都市にはない地
域に根ざす“まち”の魅力で観光開発をするまちづくりに取り組むため、高度近代化を
地方と都会で比較することである。安村（2006：94-95）によれば、ほとんどの観光まち
づくりリーダーは地方の町村で生まれ育ち、青年期を大都市で暮らした後に故郷に戻る
という経歴を持っているため、比較の視点を持っている。安村（2006：104）は、観光ま
ちづくりリーダーには自らの意志と行為で環境を創造しようとする考え方があり、それ
にはリーダーのパーソナリティや経験が決定的に反映していると述べている。しかしこ
の研究では、どのようなパーソナリティや経験が、いかにこのプロセスに反映している
のか、明らかになっていない。 
林（2007：635-659）は遠隔地農村を対象に、観光農業を牽引した地域リーダーの役割
に焦点をあて、観光農業の発展要因解明を行った。この中で林（2007：635-659）は、リ
ーダーの役割として、観光農業の牽引役となること、農家の活動と町の観光事業をつな
ぐこと、を挙げている。 
鈴木・鈴木・鈴木（2008：50-68）は、広島県福山市鞆町における港湾架橋問題をめぐ
る住民運動の過程を分析した。特に、架橋反対派のリーダー2名と推進派のリーダー1名
の問題への関わり方を分析し、社会関係の特質の違いによって問題への関わり方が異な
ることを示した。具体的には、架橋反対派のリーダー1名と推進派のリーダーの活動は地
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縁をベースに築き上げられたものを尊重する態度によって規定されているのに対し、架
橋反対派のもう 1 名のリーダーの活動は地縁や血縁に縛られることなく外部へと関係を
広げていく態度によって規定されていた。 
山口（2008：101-117）は、観光振興に力を注いでいるリーダーとして、山形県銀山温
泉の旅館「藤屋」の若女将である藤ジニー氏と北海道ニセコ地域の NAC ニセコアドベン
チャーセンター代表取締役のロス・フィンドレー氏にインタビューを行い、彼らの観光
振興の取り組みを整理した。この中で、2 名のリーダーに共通することとして、「自分の
住む地域に対する誇りや情熱をもち、地域の資源が何であるかをまっさきに理解し、活
用している」ことを挙げている。 
捧（2011：101-116）は、観光地域づくりにおけるリーダーシップ機能の担い手にとっ
て、「信頼」と「戦略（性）」が最も重要な要件であると述べている。しかし、この主張
は実証的に導いたものではなく、既往研究から抽出した要件であり、検証が必要である。
また捧（2011：114）は、現実の観光地づくりにおいてリーダーは、リーダーシップ機能
の担い手として育っていく中で「信頼」や「戦略（性）」を習得していくようにみえると
主張し、観光地づくり過程においてリーダーがいかにこれらの要件を身につけていった
か、検証の必要性を指摘している。 
竹田・小長谷（2010：89-92）や小長谷・竹田（2011：27-37）は、ニューツーリズム
や着地型観光、サステイナブル・ツーリズムを次世代型観光とし、そこでは地元・住民
も主体となるため、新しい市民型のリーダーが求められると述べている。そして、リー
ダーの共通点として次の 4 つを紹介している。①経済感覚を持ち、観光戦略＝経済活動
によるまちおこし、事業採算性が考えられること、②優秀な観光マーケティング力・マ
ネジメント力、③住民主導型であり、行政は応援型タイプ、ネットワーク力有り、④イ
ベントによる広報活動をもちいたまちのにぎわい、地域活性化を目指す、などの特徴で
ある。 
３.１.２ 国外における既往研究 
観光地におけるリーダーあるいはリーダーシップに関する研究について、日本以外の
研究状況はどうか。Blackman, Foster, Hyvonen, Kuilboer and Moscardo（2004：66）
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は、リーダーシップは多くの観光開発事例において主要なテーマとして挙げられるが、
Hall（2000）や Gunn and Var（2000）あるいは World Tourism Organization（1994）と
いった観光計画概説書においては無視されてきた要素であると述べ、観光におけるリー
ダーシップや観光リーダーの発掘・支援プロセスはほとんど取り上げられてこなかった
分野であるとしている。そういった中で、Long and Nuckolls（1994）は数少ない観光に
おけるリーダーシップ研究である。この中で彼らは、観光開発で成功するためには観光
産業について多少知識があり、情熱的でエネルギーに満ち溢れ、他者を動機付ける能力
を持つ人物が少なくとも 1人必要であるとした（Long and Nuckolls，1994：22）。 
このほか、観光研究あるいはホスピタリティマネジメント研究の分野において、ホテ
ルやクルーズなどの観光産業におけるリーダーシップ研究が行われている。例えば
Tracey and Hinkin（1996）は、米国の宿泊施設のロワー・ミドルマネジャーを調査対象
に彼らの直属の上司の変革型リーダーシップの影響を検証した。その結果、変革型リー
ダーシップはリーダーとリーダーの効果に対する従業員満足に直接的な影響を与え、ま
たコミュニケーションのしやすさ・ミッションの明確さ・役割の明確さを通して、これ
らの変数に間接的な影響を与えることが明らかになった（Tracey and Hinkin，1996：
172-174）。さらにオーストラリアの高級ホテルを対象に、Patiar and Mia（2009）は財
務業績・非財務業績・市場競争と変革型リーダーシップスタイルの関係について検討し
た。その結果、変革型リーダーシップスタイルは非財務業績と正の相関を示し、これを
通じて財務業績とも相関したが、市場競争と財務・非財務業績との間に相関関係は見ら
れなかった（Patiar and Mia，2009：259-260）。Testa（2002）はクルーズ産業において、
文化の違いがリーダーシップ評価のプロセスに影響し、部下のリーダーへの対応に影響
を与えるかを検討した。その結果、文化が不一致の集団よりも文化が一致している集団
の従業員は、リーダーシップスタイルの配慮行動においてリーダーを高く評価し、リー
ダーに高い信頼と満足感を持つことが明らかになった（Testa，2002：436-437）。 
また、観光産業におけるリーダーシップ開発のあり方を研究するものもある。Weber and 
Ladkin（2010）は、香港の観光産業リーダー10 名にインタビューを行い、リーダーはど
のようにしてスキルを学んだのか、有能なリーダーを育成するために必要なことは何か
を検討した。その結果、次のことが明らかになった（Weber and Ladkin，2010：424）。
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第 1 に、効果的なリーダーになるには「経験から学ぶこと」と「他者から学ぶこと」が
重要である。第 2 に、リーダーはコミュニケーション力や、間違いや弱点を認識してそ
れを認める力を持ち、寛容かつ果敢であることが必要不可欠であり、それによってチー
ムから尊敬と支援を得る。第 3 に、特定の特性やスキルに関係なく、リーダーは観光産
業に熱心で、顧客に質の高いサービスを提供しようとする欲求を持つことが必須である。
最後に、効果的なリーダーシップ獲得に特定の手法は存在せず、リーダーシップは時間
をかけて育成され、さまざまな経験や人々から学ぶものである。情熱的な人物に経験か
ら学ぶ機会を与えることが、おそらく将来のリーダーを育てる方法である。 
以上の通り、観光産業におけるリーダーあるいはリーダーシップに関する研究は蓄積
されてきている。しかし、観光地づくりにおけるリーダーあるいはリーダーシップに関
する研究はほとんど見当たらない。そこで、世界各国の学術論文をオンラインで検索す
ることができる EBSCOhost Hospitality & Tourism Complete を用いて、「leader」と
「destination」、「leader」と「community」、「leader」と「tourist areas」を学術専門
誌および Articleに絞って探索をさらに行った83。その結果、「leader」と「destination」
で 69編、「leader」と「community」で 169編、「leader」と「tourist areas」で 1編が
検索された。検索された論文の中には、リーダーが人ではなく地域組織を示しているも
の（例えば Silvana，2015）、観光開発の事例研究においてインタビュイーの一部が地域
のリーダーであるもの（Geoffrey and Jones，2007）、また前述のような観光産業リーダ
ーについてのもの（Weber and Ladkin，2010）が見られたが、観光地づくりにおけるリ
ーダーとは直接的に関係のない研究であった。 
３.１.３ まちづくりにおける人材に関する既往研究 
関連研究を渉猟するという観点から、日本を中心にまちづくりにおける人材に関する
既往研究も探索した。その結果、次のようなものが挙げられる。 
松村・尾田（2012）は行政職員へアンケート調査を行い、彼らのパーソナルネットワ
ークと地域社会で多様な人々とまちづくりを行っていくために必要な基礎力の関連性を
探った。そして、まちづくり基礎力向上のために、勤務地内や勤務地外の多様な人々と
                                                   
83 最終検索日は 2018 年 3 月 15 日であり、AND 検索（語順に関係なく、複数の条件をいずれも満たすもの）で
検索した。 
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のネットワークを増やすことが効果的であると示した。 
田口（2013）は、「集落支援員」と「地域おこし協力隊」を対象とした人材育成プログ
ラムを開発し、その有効性を検証した。坂本・山中・澤田（2016）は、農山村地域にお
ける外部協働コーディネーターの役割と課題を分析し、会議議題の事前調整や地元リー
ダーとの相談、自主的な調査研究活動といった、関係者に公表されていない「見えない
役割」の存在を明らかにした。そして協働コーディネーターの育成において、「見えない
役割」を教育する手法としてプロファイル分析による気づきを提示している。 
まちづくりにおけるより専門的な人材を対象とした研究として、技術者や防災リーダ
ーに関するものが見られる。菊池・内海（2012）は高等専門学校で実施している建築・
設備関連の社会人技術者養成プロジェクトについて報告した。この報告では、問題解決
型学習（PBL: Problem / Project Based Learning）が育成に効果的であるとし、人材育
成システムとして産官民学が連携する重要性を指摘した。また地域防災の観点から、行
政や企業の防災担当や、地域の防災リーダーを対象とした教育プログラムの事例が紹介
されている（平林・浅野・畑中，2016；佐藤・桜井・小田・村山，2016）。 
このほか、台湾におけるまちづくりの人材育成に関し、台湾全土にある「社区造営セ
ンター」（＝まちづくりセンター）や、農村再生条例に基づく「培根計画」（＝人材育成
事業）の実態が分析されている（村田・吉村・渡辺，2005；王・九鬼・星野・橋本，2012）。 
以上の通り、まちづくり人材に関する研究はこれまでさまざまな形で行われてきてい
る。しかしながらその多くは、育成プログラムの事例分析である。育成プログラムの科
学的根拠となるまちづくり人材の発達について言及している研究は、松村・尾田（2012）
がある程度であり、その蓄積は十分ではない。 
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３.２ リーダーシップ研究 
リーダーシップは、これまで社会心理学・社会学・政治学・経営学など複数の領域で
研究テーマとして取り上げられてきた（金井，2005：16-17）。その数は膨大である。淵
上（2009：4）は、The Bass Handbook of Leadership（Bass，2008）では約 8,700 もの
研究が引用されており、いつの時代でも継続的な関心をもって研究されていると述べて
いる。本節ではこれまでのリーダーシップ研究を概観する。 
なお、淵上（2002；2009）、山口（2011）、高橋（2012）をはじめ、社会心理学や産業・
組織心理学、経営学などの多くの分野の概説書や研究論文において、リーダーシップ研
究の詳細なレビューが既になされている。本研究は、これらのレビューの枠組みを参考
にしながらリーダーシップ研究の系譜を整理し、さらに近年の研究動向を加えていく。 
３.２.１ リーダーシップ研究の系譜 
淵上（2002：3）は 1980 年代までのリーダーシップ研究を次の 4 期に分けた。第 1 期
は 1950年代で、リーダーの特徴を明らかにしようとしてきたリーダー特性論的アプロー
チである。第 2期は 1960 年代で、具体的なリーダー行動の分析に関心が寄せられたリー
ダー行動論的アプローチである。第 3期は 1970年代で、リーダーとフォロワーを取り巻
く環境を主たる研究対象としたリーダー状況論的アプローチである。そして第 4 期は
1980 年代で、組織の変革を視野に入れたアプローチ、ないしはリーダーとフォロワーの
主体的な認知を重視した社会認知論的アプローチである。山口（2011：134-146）におい
ても、分類名の表現に若干の違い（例えば「リーダー特性論的アプローチ」が「特性ア
プローチによる研究」）はあれど、淵上（2002：3）と同様の枠組みでの整理である。高
橋（2012：52-59）もこれらと非常に似通った整理を行っているが、淵上（2002：3）や
山口（2011：134-146）のような年代での区切りを強調せず、これまでのリーダーシップ
研究を 5つの枠組みに整理している。 
さまざまなリーダーシップ研究のアプローチは年代が変わると始まったり、収束した
りするわけではなく、実際には年代に関わらず継続的に行われている。本節は既往のリ
ーダーシップ研究を概観し、本研究がその中でどの理論を援用するのかを提示すること
が目的である。そのためには、年代による区切りよりも、どのような研究アプローチが
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あり、その中で本研究が援用するアプローチ、ないし理論はどのようなものかを詳述す
ることが重要である。したがって以降では、年代にこだわらずにアプローチを設定して
いる高橋（2012：52-59）の分類を下敷きに、リーダーシップ研究の系譜を整理する。 
（１）特性理論 
リーダーシップ研究初期において主流を占めていたのは、「優れたリーダーは、どのよ
うな特性を備えているのか」を明らかにしようとするアプローチであった（山口，2011：
134）。これは、リーダーとみなされる人物が一般の人々とは異なる特性を持っていると
いう仮定に基づいたものである。Stogdill（1974：63）は数多くの研究結果をまとめ、
リーダーは、①知能（判断力や創造性等）、②素養（学識、経験、体力等）、③責任感（信
頼性や自信等）、④参加性（活動性、社交性、協調性、ユーモア等）、⑤地位（社会経済
的地位や人気）の点で一般の人々よりも優れているとした（山口，2011：134-135）。 
リーダーの特性とリーダーシップにはある程度の相関関係が確認されたが、十分な相
関関係を持つまでの特性は確認されなかった。すなわち、リーダーの特性を持っていれ
ばリーダーシップを発揮する、とは必ずしも言えないことが明らかになった。特性理論
のこのような限界により、行動理論が研究の主流として行われるようになってきた。 
（２）行動理論 
リーダーはどのような行動をとるのか明らかにする行動理論の代表的なものとして、
ここでは多くの研究（中村，2010：59-60；山口，2011：135-138；深山，2012：131-133）
で取り上げられているミシガン研究、オハイオ研究、マネジリアル・グリッド理論、PM
理論を概観する。 
ミシガン研究は、組織における高業績部門のリーダーと低業績部門のリーダーの行動
を「支持的行動」と「業績目標」という 2 次元で比較した（Likert，1967：53-88）。高
業績のリーダーは、部下が支持されているという実感を持つような支持関係の原理を実
践していたのに対し、低業績のリーダーは業績に対して直接的な圧力をかけるような監
督を行っていた。 
ミシガン研究と同時期に行われていたオハイオ研究は、リーダー行動記述質問票
（LBDQ：Leader Behavior Description Questionnaire）を開発し（stogdill，1963）、
これを用いてリーダーシップ行動を分析した。その結果、「構造づくり」と「配慮」とい
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う 2次元が導き出された。「構造づくり」とは、リーダーが組織の目標に向かって自分の
役割と部下の役割を構築することである。「配慮」とは、リーダーと部下が信頼関係で結
ばれるよう、より良い人間関係を築いて維持することである。オハイオ研究では、この
両方がリーダーシップに必要と結論づけている（Stogdill，1974：128-141）。 
マネジリアル・グリッド理論は、「業績に対する関心」と「人間に対する関心」という
2 次元でリーダーシップ行動を説明した（Blake and Mouton，1964）。Blake and Mouton
（1964：188-205）は 2つの次元をそれぞれ 9つの水準に分類し、9 水準×9 水準＝81 の
区画（グリッド）でリーダーシップ行動を分析した。その結果、両次元ともに 9 に位置
するチーム管理型、すなわち業績と人間の両方に関心が高いリーダーシップ行動が最も
望ましいと結論づけている（Blake and Mouton，1964：188-205，268-274）。 
PM 理論は、三隅（1978）が提唱した理論である。集団における目標達成ないし課題解
決へ志向した機能を performance の頭文字から P 機能、集団の自己保存ないし集団の過
程それ自身を維持し強化しようとする機能を maintenance の頭文字から M 機能と称した
（三隅，1978：61）。そして三隅（1978：70）は 1つのリーダーシップ行動には、その程
度の相違はあっても Pと Mが同時に含まれていることを前提とし、Pと Mそれぞれの大小
によって 4 つのタイプ（PM 型、Pm 型、pM 型、pm 型）に分類した。この分類をもとにリ
ーダーシップ行動を分析した結果、P と M それぞれが高い PM型が最も望ましいリーダー
シップであると結論づけている（三隅，1978：70）。 
これら行動理論は、目標達成の課題関連と組織や集団を維持していく人間関係関連と
いう 2 つの機能で、リーダーシップを分析している。しかしこれらでは、集団や組織が
直面している状況あるいはリーダーが置かれている状況によって、有効なリーダーシッ
プ行動は異なるのではないかという課題が残る。そして、状況要因を考慮した条件適合
（コンティンジェンシー）理論が台頭してきた。 
（３）条件適合（コンティンジェンシー）理論 
条件適合（コンティンジェンシー）理論の代表的なものとして、まずこの理論を提唱
した Fiedler（1967）を取り上げる。Fiedler（1967）は、リーダーの特性を一緒に仕事
をするのが最も難しい仲間に対する評価を求める LPC（Least Preferred Co-worker）得
点で把握した。このリーダーの特性と、「a.リーダーの権限（高い・低い）」・「b.仕事の
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構造（定型的か非定型的か）」・「c.異質性（言語・文化的背景が同質か異質か）」・「d.集
団風土（リーダーとメンバーの関係が良いか悪いか）」という状況を組み合わせることに
よって、リーダーシップの有効性をベルギー海軍と共同で検討した（Fiedler，1967：
214-234）。リーダーにとって最も有利な状況とは、「a=高い・b=定型的・c=同質・d=良い」
である。この研究と他の研究者の研究（産業における研究、学生を対象とした実験）を
踏まえて Fiedler（1967：245）は、状況がリーダーにとって非常に有利な場合と不利な
場合は課題志向型リーダーシップが高業績をあげ、状況が中程度の場合は、関係志向型
リーダーシップが高業績をあげるとした。 
House and Mitchell（1974）は Fiedler（1967）の理論をより具体的にし、パス・ゴー
ル理論を提唱した。これは、メンバー（部下、フォロワー）が目標を達成するためにリ
ーダーはどのような道筋を通るべきかを示すものである。 House and Mitchell
（1974:89-94）はリーダーシップ行動を「指示型」「支援型」「達成型」「参加型」の 4つ
に分類した。まず「指示型」は、メンバーに目標達成の方法や工程などを具体的に指示
する行動である。また「支援型」は、メンバーの状態や要望に配慮する行動である。さ
らに「達成型」は、挑戦的な目標を設定してメンバーに努力を求める行動である。最後
に「参加型」は、メンバーに意見を求め、それを活用する行動である。そして有効なリ
ーダーシップは、メンバーの特性（経験、能力、自立性）と環境的条件（課題、権限、
組織体制）という 2 つの状況要因によって決まると結論づけた（House and Mitchell, 
1974:94）。 
状況要因の中でもメンバーの成熟度に着目した理論として、 SL（situational 
leadership）理論がある。これは Hersey and Blanchard（1977）が提唱した理論で、メ
ンバー（部下、フォロワー）の成熟度によって効果的なリーダーシップが異なることを
指摘した。メンバーの成熟度とは、仕事に必要な能力・意欲の成熟度のことであり、Hersey 
and Blanchard（1977：227-228）はこれを 4 段階に分類した。また、リーダーシップを
仕事志向的行動と対人関係志向的行動の 2 次元で示し、それぞれを高低 2 水準でわけて
「教示的」「説得的」「参加的」「委任的」という 4 つのリーダーシップ類型を提示した
（Hersey and Blanchard，1977：230-233）。SL 理論によると、メンバーの成熟度が低い
段階から高い段階へ移行することに伴い、効果的なリーダーシップは「教示的」「説得的」
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「参加的」「委任的」へと変わっていく。例えば、メンバーの成熟度が低い場合は、仕事
志向的行動が高く、対人関係志向的行動が低い「教示的」なリーダーシップが有効であ
る（Hersey and Blanchard，1977：228-230）。 
これらの条件適合理論がリーダーの働きかけと環境やメンバーの特性という状況要因
との関係でリーダーシップを捉えているのに対し、リーダーとメンバーという 2 者の相
互関係に焦点を当てたものとして LMX（Leader-Member eXchange）理論がある。 
（４）リーダー・メンバー交換関係（LMX）理論 
LMX理論（Leader-Member-eXchange Model）は、リーダーシップが有効に機能するかは、
リーダーとメンバーの「交換関係」によるとした。Graen and Uhl-Bien（1995：227-229）
は、LMXの特徴を評価する研究と LMXと組織変数（業績・売上・職務満足度・組織的市民
行動など）との関係性を分析する研究を整理した。その結果、LMXの関係性構築はリーダ
ーとメンバーの性格や行動によって影響され、役割形成過程を通して行われるとした。
また、成熟した LMXの関係性は一般的に、リーダー・メンバ （ーフォロワー）・職場集団・
組織に非常に肯定的な結果をもたらすとした。すなわち効果的なリーダーシップは、リ
ーダーとメンバー（フォロワー）が成熟した社会的交換関係を構築・維持することによ
って生まれる（Graen and Uhl-Bien，1995：229）。 
リーダーとメンバーの関係性、すなわちミクロな場面における関係性の分析が取り組
まれる一方で、集団ないし組織全体を視野に入れた、よりマクロな視点から変革に関わ
るリーダー行動が検討されてきた（淵上，2002：4）。具体的には、変革型リーダーシッ
プ理論というものである。 
（５）変革型リーダーシップ理論 
Burns（1978）は、ガンジーやジョン・F・ケネディといった著名なリーダー達の行動
を研究し、リーダーシップを「交換型リーダーシップ（transactional leadership）」と
「変革型リーダーシップ（transforming leadership）」に分類した。交換型リーダーシ
ップは、前述のリーダーとメンバーの交換関係にもとづいたものである。その一方で、
変革型リーダーシップは、メンバーの価値観や態度を変化させる、すなわち「変革」を
推進するリーダーシップである（Burns，1978：4，19-20）。 
Bass（1985：195-198）は Burns（1978）の研究を発展させ、交換型リーダーシップと
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変革型リーダーシップは対立するものではなく、並存するものであるとしている。そし
て、Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)は、交換型リーダーシップと変革型リーダーシ
ップを測定する MLQ（Multifactor Leadership Questionnaire：多因子リーダーシップ質
問票）を開発した。その因子分析の結果、随伴的報酬・例外による管理（能動的）・例外
による管理（受動的）・レッセフェール（責任を退く、決定することを回避）という交換
型リーダーシップ 4 因子と、カリスマ・鼓舞・知的な刺激・個別的な配慮という変革型
リーダーシップ 4因子を抽出した。MLQは改良が加えられ、Form 5X.では変革型リーダー
シップ 5 因子、交換型リーダーシップ 2 因子、受動的・回避的行動 2 因子の 9 因子で構
成されている（Bass and Avolio，1995, 2000, 2004：103-105)。 
Bass（1985）や Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)の通り、変革型リーダーシップの
重要な要因としてカリスマ性がある。Conger and Kanungo（1988：58）は、リーダーに
カリスマ性が備わるかどうかの要素として次の 4 つを示した。①現状とは大きく矛盾す
るが、部下も共有する受容範囲内の戦略ビジョンを示すこと、②望みどおりのビジョン
を達成するため、革新的で、危険をともない、慣例にとらわれない手段をリーダーが展
開すること、③ビジョン達成のために、環境資源や環境による制約をリーダーが現実的
に評価すること、④ビジョン追及のために部下を鼓舞するに際し、明瞭な言動と印象的
な経営実践を行うこと、である。そして、カリスマ型リーダーは地位がもたらす力では
なく、個人としての力を通して部下に影響を与えるとしている。さらに、同じように個
人の力に頼りがちな合意型リーダーや指導型リーダーとは異なり、カリスマ型リーダー
には個人の力の源泉として、理想とするビジョン、企業人としての変革の主張、称賛に
値する型やぶりな専門性があるとした（Conger and Kanungo，1988：58）。 
 
以上の通り、さまざまなアプローチでリーダーシップに関する研究がなされてきた。
その中で Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)は、変革型リーダーシップと交換型リーダ
ーシップからなるアプローチを「フルレンジ・リーダーシップ（Full Range Leadership）」
として体系化した。これは表 ３.１の通り、変革型リーダーシップ 5 因子、交換型リー
ダーシップ 2因子、受動的・回避的行動 2因子の 9因子で構成されており、MLQ Form 5X.
としてフォロワーがリーダーを評価する尺度になっている。  
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表 ３.１ フルレンジ・リーダーシップ 
 因子 行動 
変革型 
リーダーシップ 
理想的な属性 
・リーダーとともにあることを誇りに感じさせる 
・自己利益を超えて組織のために行動する 
・尊敬されるようふるまう 
・力と自信を示す 
理想的な行動 
・リーダーの価値観や信念を話す 
・目的意識を強く持つことの重要性を示す 
・意思決定において道義的・倫理的観点を考慮する 
・組織的使命感を持つことの重要性を強調する 
鼓舞する動機づけ 
・未来について楽観的に話す 
・何を達成する必要があるのか熱心に話す 
・未来の魅力的なビジョンを明確にする 
・目標達成可能であるという信念を表明する 
知的刺激 
・仮説が適切であるか再検討する 
・問題解決の際、異なる観点を求める 
・他の人にさまざまな角度から問題を見てもらう 
・役割完遂方法について、新しい見方を提案する 
個別的配慮 
・指導やコーチングに時間をかける 
・組織のメンバーというよりも個人として尊重する 
・要望、能力、願望などは個々人で異なると考える 
・それぞれの強みを伸ばすように支援する 
交換型 
リーダーシップ 
条件付き報酬 
・努力に対して、それに応える支援を提供する 
・目標達成の責任は誰にあるかを明確に示す 
・目標が達成したときに得られるものを明確にする 
・期待どおりの結果を出したとき、満足を伝える 
例外による管理（能動的） 
・ミスや違法行為、基準からの逸脱などに対して、特に
注意を払う 
・ミスやクレームをうまく処理することに注力する 
・ミスをすべて把握する 
・期待基準に達しなかったことに、特に注意を払う 
受動的・回避的 
行動 
例外による管理（受動的） 
・問題が深刻にならない限り、口出ししない 
・事態が悪くなってから、行動を起こす 
・「うまくいっているなら、やり方を変える必要はない」
という考えを示す 
・同じ問題を繰り返すようになってから、対処する 
自由放任主義 
・重大な問題が起きたとき、関わらないようにする 
・必要とされるときに、不在がちである 
・意思決定をさけがちである 
・緊急な問題に対して、回答が遅くなる 
出所：Bass and Avolio（1995, 2000, 2004：103-105)を神谷（2011：83-84）が日本語訳し、その
訳に対して筆者が一部修正を行ったもの 
３.２.２ 変革型リーダーシップ理論 
変革型リーダーシップ理論は、すべてのリーダーシップ理論の中で最も研究されてき
た（Mhatre and Riggio, 2014）。そのため蓄積されてきた知見は多く、観光まちづくり
におけるリーダーの実態を理解することにも役立つと考えられる。したがって本研究は、
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変革型リーダーシップ理論を援用することにより、観光まちづくりにおけるリーダーの
リーダーシップはどのようなものか、検討していく。そのために、変革型リーダーシッ
プに関する研究をさらに概観する。 
(１)変革型リーダーシップと交換型リーダーシップ 
表 ３.１の通り、Bass and Avolio(1995, 2000, 2004)は変革型リーダーシップと交換
型リーダーシップからなるアプローチを、「フルレンジ・リーダーシップ（Full Range 
Leadership）」として体系化した。変革型リーダーシップは、リーダーがフォロワーの意
識を変えるプロセスであり、リーダーは期待通りのパフォーマンスを達成するのみなら
ず、個人やグループ、組織全体の発展と革新を最大限に行おうとする。また変革型のリ
ーダーは、フォロワーのポテンシャルを高めるだけでなく、道徳や倫理といった価値観
も高めようとする（Bass and Avolio，1995, 2000, 2004：103-104）。具体的に「理想的
な属性」「理想的な行動」の得点が高いリーダーは、称賛され、尊敬され、信頼される。
フォロワーはリーダーに対して一体感を感じ、彼らを模倣しようとする。「鼓舞する動機
づけ」の得点が高いリーダーは、フォロワーの仕事に意味と課題を与えて動機づける。「知
的刺激」の得点が高いリーダーは、フォロワーの気づきや新たな取り組みを促すことに
より、フォロワーの革新的かつ創造的な努力を刺激する。「個別的配慮」の得点が高いリ
ーダーは、コーチやメンターとして行動することによって、各個人の達成欲求や成長欲
求に注意を払う。 
交換型リーダーシップは、建設的および是正的な関わりと関連した行動を示す（Bass 
and Avolio，1995, 2000, 2004：104-105）。建設的な行動は「条件付き報酬」と呼ばれ、
是正的な行動は「例外による管理（能動的）」と呼ばれる。交換型リーダーシップは、期
待を明確に定め、これらのレベルを達成するための実行を促進する。「条件付き報酬」と
「例外による管理（能動的）」は、組織の管理機能と関連する 2つの中核的な行動である。
「条件付き報酬」のリーダーシップは、期待を明確にし、目標が達成されたときに承認
するというものである。「例外による管理（能動的）」のリーダーシップは、コンプライ
アンスに関する基準を明らかにし、フォロワーがそれらの基準に達していない場合は処
罰するというものである。 
受動的・回避的行動は、フォロワーにネガティブな影響を与える（Bass and Avolio，
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1995, 2000, 2004：105）。「例外による管理（受動的）」は、状況や問題に系統的に対応
しない。受動的なリーダーは、期待の明確化や、フォロワーが達成すべき目標や基準の
提示を避ける。これは、「自由放任主義」あるいは「リーダーシップなし」と類似する。 
フルレンジ・リーダーシップは、さまざまな研究者によって実証研究が積み重ねられ
てきた。Bass（1985）は、変革型リーダーシップと交換型リーダーシップが、フォロワ
ーの満足や組織の目標達成への効果とどのように関連するか調査した。その結果、両リ
ーダーシップはフォロワーの満足や組織の目標達成への効果と正の関連があることが明
らかとなり、特に変革型リーダーシップの方がその関連性は高いことが明らかとなった
（Bass，1985：218-219）。 
また、Lowe, Kroeck, and Sivasubramaniam（1996）は MLQ を用いた 39 の研究成果に
対してメタ分析を行い、変革型リーダーシップと交換型リーダーシップがリーダーの有
効性とどのように関連しているかを分析した。その結果、Bass（1985）と同様に、変革
型リーダーシップの方が交換型リーダーシップよりも高い有効性を示すことが明らかに
なった（Lowe, Kroeck, and Sivasubramaniam，1996：399）。 
さらに、Judge and Piccolo（2004）は 87 の研究をデータベースに、メタ分析を用い
て変革型リーダーシップと交換型リーダーシップの妥当性を確認し、「フォロワーの職務
満足」「フォロワーのリーダーに対する満足」「フォロワーの動機」「リーダーのパフォー
マンス」「集団もしくは組織のパフォーマンス」「リーダーの有効性」との関連性を検証
した。変革型リーダーシップは、「フォロワーの職務満足」「フォロワーのリーダーに対
する満足」「フォロワーの動機」「集団もしくは組織のパフォーマンス」「リーダーの有効
性」と、正の相関が確認された（Judge and Piccolo，2004：759-760）。また、交換型リ
ーダーシップの「条件付き報酬」は、「フォロワーの職務満足」「フォロワーのリーダー
に対する満足」「フォロワーの動機」「リーダーのパフォーマンス」「リーダーの有効性」
と正の相関が見られた（Judge and Piccolo，2004：759-760）。また、交換型リーダーシ
ップの「例外による管理（能動的）」は、「フォロワーの動機」と「リーダーのパフォー
マンス」に弱い正の相関が見られた（Judge and Piccolo，2004：760）。一方で受動的・
回避的行動の「自由放任主義」は、「フォロワーの職務満足」「フォロワーのリーダーに
対する満足」「リーダーの有効性」と負の相関が確認された（Judge and Piccolo，2004：
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760-761）。また「例外による管理（受動的）」は、「フォロワーの動機」「集団もしくは組
織のパフォーマンス」「リーダーの有効性」と弱い負の相関が見られた（Judge and Piccolo，
2004：760-761）。 
Judge and Piccolo（2004）の研究から、変革型リーダーシップはパフォーマンス全般
と正の関係にあり、特にフォロワーの意識に正の影響をもたらすことが明らかになった。
その一方で、受動的・回避的行動の「自由放任主義」と「例外による管理（受動的）」は、
パフォーマンス全般と負の関係にあるということが明らかになった。 
その後 Bass and Riggio（2006）は、変革型リーダーシップに関する理論や研究をレビ
ューした。そしてすべてのリーダーは、変革型リーダーシップ、交換型リーダーシップ、
受動的・回避的行動をそれぞれある程度示すと述べ、最適なリーダーシップは変革型リ
ーダーシップを最も高頻度に示し、かつ交換型リーダーシップも高頻度に示すことであ
るとした（Bass and Riggio，2006：9）。一方で、有効ではないリーダーは変革型リーダ
ーシップをほとんど示さず、「自由放任主義」を高頻度で示し、非活動的な傾向があると
述べている（Bass and Riggio，2006：9）。また Bass and Riggio（2006：10）は、変革
型リーダーシップに関するさまざまな研究成果から、次のような階層が提示されるとし
た。変革型リーダーシップが最上位にあり、続いて「条件付き報酬」、その次に能動的・
受動的「例外による管理」が続く。そして、一般的に効果がないとされているリーダー
シップとして「自由放任主義」が最下位に位置する、という階層である（Bass and Riggio，
2006：10）。 
以上の研究成果を整理すると、変革型リーダーシップと交換型リーダーシップの得点
が高いほど、フォロワーに対して効果的なリーダーシップとなりえる。特に、変革型リ
ーダーシップの有効性が明らかにされている。一方、受動的・回避的行動の得点が高い
ほど、フォロワーのパフォーマンスは低下する可能性が高い。 
有効性の高さから、その後の研究の多くは変革型リーダーシップを中心に進められて
きている。例えば Wang, Oh, and Colbert（2011）は、変革型リーダーシップは個人・チ
ーム・組織レベルのパフォーマンスに正の相関があることを見出した。彼らは、変革型
リーダーシップは個人レベルの実績とチームレベルの実績を予測する上で、交換型リー
ダーシップよりも大きな効果があるとした。また、Purvanova, Bono, and Dzieweczynski
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（2006）は、従業員の態度や職務成績に及ぼす影響に加えて、変革型リーダーシップは
フォロワーが自分の職務の範囲外の仕事をするといった組織市民行動を促すとした。 
このように、変革型リーダーシップとフォロワーあるいは組織の成果との関係が研究
されてきた一方で Yukl（2006:272）は、変革型およびカリスマ的リーダーシップの大部
分の理論は、その根底にある影響プロセスが十分に明らかにされていないと指摘した。
その後、影響プロセスを明らかにする研究がなされている。 
(２)変革型リーダーシップの成果への影響プロセス 
Piccolo and Colquitt（2006）は、変革型リーダーシップと職務実績・組織市民行動
との関係について、フォロワーが捉える職務特性の役割を研究した。Piccolo and 
Colquitt（2006:328-331）は、変革型リーダーシップはフォロワーが捉える職務特性に
影響し、そこから内発的動機づけと目標コミットメントが喚起され、職務実績と組織市
民行動に影響を及ぼすというモデルを提示し、それを検証した。その結果、目標コミッ
トメントが組織市民行動に影響を及ぼすというパスを除き、他のパスは有意性が確認さ
れた（Piccolo and Colquitt, 2006:334）。また、リーダーとフォロワーの間で LMXが高
い場合、変革型リーダーシップと他の変数との関係はいずれも強かった。すなわち、変
革型リーダーシップとパフォーマンスとの関係に、LMX の介在が指摘された（Piccolo and 
Colquitt, 2006:336）。 
Cho and Dansereau（2010）は、変革的リーダーシップと個人レベルおよび集団レベル
の組織市民行動（Organizational Citizenship Behavior）との関係について、その基礎
となる心理的プロセスを検討した。彼らは、変革型リーダーシップのプロセスにおける
潜在的な媒介変数として、フォロワーの個人レベル・集団レベルの公正知覚に焦点を当
てた。具体的には、次の通りである。個人レベルでは、リーダーの個別的配慮が対人関
係の公正さを通じて、リーダー指向の組織市民行動に関連するという仮説を立てた（Cho 
and Dansereau, 2010:411）。集団レベルでは、リーダーのカリスマが手続き的公正風土
を通じて、集団指向の組織市民行動に関連するという仮説を立てた（Cho and Dansereau, 
2010:412）。これらの仮説は、韓国における大規模多国籍銀行の 25 支店の従業員 159 人
（40人の監督者とその直属の従業員）を対象に検証され、支持された（Cho and Dansereau, 
2010:417）。すなわち、個人レベルおよび集団レベルの公正知覚が、変革的リーダーシッ
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プと組織市民行動との関係において、重要な役割を果たすことが示唆された。 
Wang and Howell（2012）は、大規模多国籍企業のサンプルを使用して、個人レベルと
集団レベルにおける変革型リーダーシップの影響プロセスを検討し、同時にクロスレベ
ルの関係を明らかにした。調査の結果、個人レベルでは、リーダーとの同一化の認識を
媒介し、個人に焦点を当てた変革型リーダーシップ行動は個人の業績とエンパワーメン
トに影響した。集団レベルでは、集団との同一化を媒介し、集団に焦点を当てた変革型
リーダーシップは集団効力感に影響した。またクロスレベルの効果として、集団に焦点
を当てた変革型リーダーシップ行動は、フォロワーのリーダーとの同一化認識に影響を
与えていた。さらに、集団に対する同一化は、個人の業績とエンパワーメントに影響す
ることが明らかにされた（Wang and Howell, 2012:785-786）。 
Dierendonck, Stam, Boersma, Windt, and Alkema（2014）は、サーバントリーダーシ
ップと変革型リーダーシップがフォロワーに影響を及ぼす仲介メカニズムの違いを検討
した。調査の結果、サーバントリーダーシップと変革型リーダーシップは両方とも、組
織コミットメントとワーク・エンゲージメントに関連しているが、その影響の仕方は異
なることが明らかになった（Dierendonck, Stam, Boersma, Windt, and Alkema, 2014:559）。
サーバントリーダーシップは主にフォロワーが満足する必要があるのに対し、変革型リ
ーダーシップは、リーダーシップの有効性の認識によって、より機能することが明らか
になった。 
Boehm,Dwertmann, Bruch, and Shamir（2015）は、CEOのカリスマ性が 2つの重要な媒
介変数に影響することを通して、企業の業績に関連すると提起した。CEOのカリスマ性は
組織内の変革型リーダーシップの風土を引き上げ、CEO のカリスマ性と変革型リーダーシ
ップの風土は組織アイデンティティの強さを高める。このプロセスを通して、CEOのカリ
スマ性は企業パフォーマンスに強く関係するという仮説を立てた（Boehm,Dwertmann, 
Bruch, and Shamir, 2015:157-162）。彼らはドイツの 150 社のサンプル（20,639 名の従
業員）に対して組織レベルの分析を行い、前述の仮説モデルを検証した。その結果、組
織全体の変革型リーダーシップ風土に及ぼすトップレベルリーダーシップ（CEO カリスマ）
の効果を実証し、組織アイデンティティの強さがリーダーシップと企業業績の間を媒介
する点を指摘した（Boehm,Dwertmann, Bruch, and Shamir, 2015:165-167）。 
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Ng（2017）は、変革型リーダーシップとパフォーマンスの関係を媒介するメカニズム
について、多様な文献を統合した。そして社会学的・心理学的理論に一致する、感情の
メカニズム・動機づけのメカニズム・同一化のメカニズム・社会的交換のメカニズム・
公正さを高めるメカニズムといった 5つの中核的メカニズムを明らかにした。そして 600
以上の研究を用いてメタ分析を行ったところ、5 つのメカニズムはそれぞれ支持された。
具体的には、変革型リーダーシップがこれら 5つのメカニズムを代表する変数と関連し、
そして従業員のタスク・パフォーマンスや組織市民行動、革新的行動と関連することを
示した。さらに Ng（2017）は統合モデルを作成し、変革型リーダーシップと他の媒介変
数、そして成果との関係における LMX の役割を検証した。その結果、社会的交換のメカ
ニズム、特に LMX が 5 つのメカニズムの中で最も中心的な役割を果たしていることが明
らかになった。LMXは交換状態を強化することによって仕事のパフォーマンスを高めるだ
けでなく、感情や動機づけ、価値体系、公正さの認識といった他の媒介変数も強化する。
そして、これらがすべて業績に関連すると Ng（2017:402）は結論づけた。 
(３)日本における変革型リーダーシップ研究 
おもに米国で研究が積み重ねられている一方で、日本においては MLQ の中から変革型
リーダーシップの項目を抜き出して研究しているものが多い（石川，2009；佐竹，2009；
今井，2014など）。これは、変革型リーダーシップの方が交換型リーダーシップよりもリ
ーダーシップの有効性が高いとされていること（Bass，1985；Lowe, Kroeck, and 
Sivasubramaniam，1996）が、背景にあるだろう。一方で、MLQ をすべて用いて研究して
いるものとして、西尾（2008）や神谷（2011）の研究がある。 
西尾（2008）は MLQ Form 6S.と Graen and Uhl-Bien（1995）の LMXを用いて、変革型
リーダーシップと交換型リーダーシップが、フォロワーの内発的動機づけや職務満足、
フォロワーの主体性、そして業績にどのように影響を与えるか調査を行った。調査対象
は日本の最大手通信情報関連グループ企業の従業員 787 名で、回答者は 701 名（有効回
収率 89.1％）であった（西尾，2008：61-62）。研究の結果、変革型リーダーシップとそ
の下位尺度である支援型リーダーシップ84の有用性が導出され、特に支援型リーダーシッ
                                                   
84 西尾（2008）は、MLQ Form 6S.と LMX の測定項目を因子分析にかけ、そこから第 2 因子として「支援型リ
ーダーシップ」を抽出した。これは部下の能力開発を促す「支援」のことで、西尾（2008）では交換型とは分け
て考えられており、変革型リーダーシップの構成要素として扱われている。 
第３章 既往研究のレビューとリサーチクエスチョン 
 
 
80 
プが集団主体性に影響を与え、業績を向上させるという一連のプロセスが明らかになっ
た（西尾，2008：68）。しかしこの研究は、体系が異なる MLQ Form 6S.と LMXをまとめて
因子分析しており、調査方法および分析手続きに疑義があると考えられ、その結果を鵜
のみにはできないと考えられる。 
神谷（2011）は MLQ Form 5X.を用いて、日本企業の管理職のリーダーシップ行動を測
定した。企業に務める調査対象者から、回答者所属先の上司もしくはリーダーについて
回答を得た。回答者は 243 名（有効回収率 52.2％）であった。神谷（2011：85-86）は、
因子構造が MLQ の想定通りとなるか確かめるために確認的因子分析を行い、その後変数
間の相関分析と重回帰分析を行った。重回帰分析の結果、変革型リーダーシップは、「リ
ーダーシップの有効性」「組織コミットメント」「チームの業績」に強い正の影響力が確
認された（神谷，2011：86-87）。交換型リーダーシップは、「リーダーシップの有効性」
に弱い正の影響力が確認された。一方で、受動的・回避行動は、「リーダーシップの効果」
「リーダーへの満足」「チームの業績」に負の影響力が確認された。 
(４)変革型リーダーシップと交換型リーダーシップの関係 
Bass（1985）や Lowe, Kroeck, and Sivasubramaniam（1996）、神谷（2011）の研究を
踏まえると、変革型リーダーシップの方が交換型リーダーシップよりも効果的であると
捉えられる。ただし、Judge and Piccolo（2004：761）では変革型リーダーシップと交
換型リーダーシップの「条件付き報酬」は、強い正の相関が確認された。また神谷（2011：
86-87）でも、変革型リーダーシップと交換型リーダーシップの間で強い正の相関が確認
されている。すなわち、変革型リーダーシップと交換型リーダーシップはそれぞれ独立
してフォロワーから認知されているのではなく、2つは互いに関連し合っていると考えら
れる。 
さらに西尾（2008：59）は、変革型リーダーシップは「合理的交換関係に基づく交換
型リーダーシップを前提としてその上位に位置づけられている」としている。換言すれ
ば、交換型リーダーシップは変革型リーダーシップの下位尺度であるという考え方であ
る。古川（2003：81-82）も実証研究のデータに基づき、変革型リーダーシップの効果を
高めるために、交流型リーダーシップ85の下支えが欠かせないとしている。 
                                                   
85 古川（2003）は「交流型リーダーシップ」と表現しているが、「交換型リーダーシップ」のことであると考え
られる。 
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以上を踏まえると、交換型リーダーシップは変革型リーダーシップ理論の中で議論す
ることが妥当であると考えられ、本研究もその立場をとる。  
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３.３ リーダー発達に関する研究 
リーダー発達の研究としては、ビジネス・リーダーを対象とした Kotter（1982）、McCall
（1998）、McCauley・Moxley・Velsor（1998）、Bennis（2003）、古野・リクルートワーク
ス研究所編（2008）などがある。 
Kotter（1982：14-52）は、米国企業のゼネラル・マネジャー15 名（業務統括責任者）
を対象に彼らの姿を解明する調査を行った。ゼネラル・マネジャーとは、ある事業を遂
行するために複数の機能と責任を持つ人々のことであり、その企業のトップではなくト
ップを見据える位置にあるビジネス・リーダーである。Kotter（1982：101）は彼らのキ
ャリア展開を次のように整理した。初期の課題をうまくこなし、それにより昇進したり、
より高度な課題を与えられた。これが自尊心とモチベーションを高め、公式・非公式な
権限が増し、さらに多くの権力を獲得する機会を得た。挑戦的な課題によって鼓舞され、
能力に磨きがかかった。このことで（経営陣のなかにいる理解者との関係を含めた）対
人関係が広がり、また、職務に関する知識に加えて、対人関係能力や知的能力も増大し
た。そのおかげで、再び高業績をあげることができた。その結果、さらに昇進して高度
な課題に挑戦する機会が与えられた。以上の好サイクルが繰り返された（Kotter，1982：
101）。 
McCall（1998：25）は、リーダーシップは学習できるものであり、リーダーのコンピ
テンシーは「経験」の積み重ねから得られると述べている。そして、人を成長させる可
能性が高い経験を次の 4 つのカテゴリーに分類した。①課題（初期の仕事経験、最初の
管理経験、ゼロからのスタート、事業立て直しなど）、②他の人とのつながり（上司から
学習）、③修羅場と失敗（事業の失敗、降格・昇進逃し、部下の低業績、キャリア変更、
離婚など個人的なトラウマ）、④その他（公式の研修プログラム、子育てなど仕事以外の
経験）である。さらに McCall（1998：102-127，187-194）は、経験から多くのことを学
習する人はどのようなプロセスを経るのか、整理した。経験から学習する人はまず、企
業において「潜在能力が高い」と認められてリーダーシップを学ぶ機会を得るために、「変
革へのコミットメント」「洞察力」「リスクを冒す勇気」を行動で示す。次に、自分の見
解を変え、新しいことに触れ、ビジネスや自分の置かれた部門に対する理解を広げると
いった経験を自らに課し、冒険心を表明する。さらに、他者が助けてくれるような環境
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を創造することや、他者からのフィードバックを積極的に受けることを行う。そして内
省を行い、変化する（McCall，1998：102-127，187-194）。 
McCauley・Moxley・Velsor（1998：6-8）は、リーダーシップ開発の鍵となる要素につ
いて 2 つのモデルに整理した。モデル（a）にあるアセスメント（評価・測定）、チャレ
ンジ（困難を伴う課題）、サポート（支援）は、成長を促す経験をより強力なものとする
要素である。モデル（b）は、リーダーシップ開発が「成長を促すさまざまな種類の経験」
と「経験から学ぶ能力」の両方を必要とする過程であることを示している。 
Bennis（2003：90，192）は、リーダーはリーダーに生まれつくのではなく、本当の自
分（自分の中で最もいきいきとしている部分）を自ら見つけて育てることでリーダーに
なる、と述べている。具体的には、リーダーはあらゆるものに興味を持ち、貪欲に学ぶ。
進んでリスクを取り、実験し、新しいことに挑む。失敗を恐れず、間違ったときはその
事実を受け入れる。失敗や逆境を吟味し、理解し、解決することを通して、自分らしい
観点や見解を手に入れる。そして見えない未来にも目を向け、組織の文化を変え、社会
を変えていく。 
古野・リクルートワークス研究所編（2008：20-246，284-285）は、リーダーになった
人たちは、修羅場経験の中で成長してきたという暗黙の事実をより科学的に分析してみ
る、という目的で日本の企業経営者 18人に調査を行った。その結果日本の経営者たちは、
「昇進」や「異動」（特に海外への異動）によって、アイデンティティの塗り替えを行っ
たり、自己変革を行っていることが明らかになった。具体的には、経営者になる人は修
羅場で逃げないで対処する。現実を見つめ、開き直り、人事を尽くす。その仕事を通し
て本人は成長し、周りからの信頼も獲得していく。  
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３.４ 既往研究レビューのまとめと研究モデル 
３.４.１ 既往研究の課題とリサーチクエスチョン 
ここでは、これまでのレビューをまとめて既往研究の課題を整理し、本研究のリサー
チクエスチョンを提示する。また今後の研究発展を見据え、本研究後のおもな研究課題
についても述べる。 
(１)観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップ 
観光地におけるリーダーに関する既往研究においては、各地域の事例分析によってリ
ーダーの特性や求められるふるまいが整理されている。それらを参考にすると、観光地
におけるリーダーの特性として、「地域に対する誇りや情熱」「地方と都会を比較する視
点」が挙げられる。中でも複数の既往研究で指摘されていたのは、「地域に対する情熱」
（Long and Nuckolls, 1994；山口，2008）である。「情熱」については、観光産業にお
けるリーダーに関する既往研究においても、その重要性が指摘されている（Weber and 
Ladkin, 2012）。また求められるふるまいとして、「地域資源を把握し、それを活用する」
（山口，2008）、「戦略の提示」（捧，2011；竹田・小長谷，2010；小長谷・竹田，2011）、
「他者を動機づける」（Long and Nuckolls, 1994）が挙げられる。 
しかしながら、これらの知見はある特定の地域に関する事例分析や、それらの事例を
まとめて分析した文献研究に基づいており、観光地におけるリーダーの特性や求められ
るふるまいとして一般化して捉えるには十分ではない。また、観光客集客のみならず、
住民の暮らしの改善も図る観光まちづくりの観点においては、リーダーの特性や求めら
れるふるまいがどのようなものか、検討している研究は見当たらない。観光地あるいは
観光まちづくりにおけるリーダーに関し、特性や求められるふるまい、すなわちリーダ
ーシップはどのようなものか、さらなる検討が必要である。 
一方で、リーダーシップ研究は３.２のように多くの蓄積があり、さまざまな理論が構
築されてきた。その中でも変革型リーダーシップ理論は最も研究されてきた理論であり
（Mhatre and Riggio, 2014）、近年のリーダーシップ研究においても引き続き関心が払
われている。しかしながら、変革型リーダーシップ理論が研究対象としてきたリーダー
は、ガンジーやジョン・F・ケネディといった著名な思想家あるいは政治家、軍隊の司令
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官、企業のリーダーなどであり、観光地やまちづくりにおけるリーダーについては十分
な検討がなされていない。２.４で述べた通り、観光まちづくりではマネジメントやマー
ケティングの必要性が指摘されており、地域全体を変革に導くリーダーが求められてい
る。したがって、変革型リーダーシップ理論の視点から、観光まちづくりにおけるリー
ダーのリーダーシップについて検討する必要性を指摘できる。 
以上から、本研究における 1つ目のリサーチクエスチョンとして以下を設定した。 
 
【RQ①】観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップはどのようなものか 
 
(２)観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセス 
観光まちづくりにおけるリーダー人材を育成する上で、リーダーシップの次に必要と
なる知見が、「どのようなプロセスでリーダーになっていくのか」ということである。し
かしながら、観光地におけるリーダーがどのようにして発達したかを明らかにしている
ものは、国内外を含めてほとんど見られない。数少ない関連研究として、観光地におけ
る住民リーダーの個人史を取り上げた岩松・岩井（2001）の研究がある。しかしこの研
究は、京都府美山町という一事例に限ったものである。観光地あるいは観光まちづくり
におけるリーダーはどのようなプロセスで発達したのか、研究の蓄積は十分ではなく、
さらなる実証研究が求められる。 
以上から、本研究における 2つ目のリサーチクエスチョンとして以下を設定した。 
 
【RQ②】観光まちづくりにおけるリーダーは、どのようなプロセスで発達するのか 
 
(３) 観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因 
RQ②にアプローチすることによって、観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセ
スが明らかになるが、そのプロセスにおいてどのような要因が発達を促進するのだろう
か。観光地におけるリーダーに関する既往研究には、このような観点の研究は見当たら
ない。一方で、米国のビジネス・リーダーをおもな対象としたリーダー発達に関する研
究は多く存在する。そこから抽出される発達に影響を与える要因は、あらゆるものに興
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味を持ち、貪欲に学ぶという「積極的に学ぶ姿勢」（Bennis，2003）、新しいことに挑む
「リスクを冒す勇気」（McCall，1998；Bennis，2003）、失敗や逆境、上司など他の人と
のつながりといった「経験から学ぶこと」（McCall，1998；McCauley・Moxley・Velsor，
1998；Bennis，2003；古野・リクルートワークス研究所編，2008）である。これらは観
光まちづくりにおけるリーダーの発達においても、同様に重要であろうか。これらの要
因が観光まちづくりにおけるリーダーの発達においても観測されるのか、他にはどのよ
うな要因があるのか、実証する必要がある。 
以上から、本研究における 3つ目のリサーチクエスチョンとして以下を設定した。 
 
【RQ③】観光まちづくりにおけるリーダーの発達には、どのような要因が影響するのか 
 
(４)本研究後のおもな研究課題 
近年の変革型リーダーシップ理論に関する研究においては、リーダーシップと成果と
の関係、その影響プロセスが議論されてきている。しかしながら、観光地におけるリー
ダーあるいはリーダーシップについての研究では、こういったアプローチは欠落してお
り、観光まちづくり分野についても同様である。したがって、この観点からの研究が今
後必要である。 
しかしこの観点の研究は、影響プロセスとしてどのような媒介変数があり、かつ個人
レベル・集団（まち）レベルでどのような成果が生まれるのか（従属変数の検討）、など
検討しなければならない事柄が非常に多い。観光まちづくりにおけるリーダーの発達を
中心テーマとする本研究で取り扱うには、範囲が広過ぎると考えられる。したがって、
この観点についての研究は本研究後の課題とし、稿をあらためて議論していきたい。 
なお、近年の変革型リーダーシップ研究では、変革型リーダーシップと成果との関係
において、LMX（Leader-Member eXchange）が最も中心的な媒介変数であることが指摘さ
れている（Ng，2017）。２.４.２で述べた通り、観光まちづくりには観光関連事業者や他
産業関係者、行政や一般市民など、多様な主体が関わる。観光客集客のみならず、一般
市民の暮らしの改善や地域愛着醸成を目指す観光まちづくりのリーダーは、これらの多
様なメンバーを巻き込む必要があり、そのためには彼らとどのような関係を築くかが重
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要である。したがって観光まちづくりにおいても、リーダーとメンバーの関係、すなわ
ち LMX が成果に及ぼす影響に注視する必要がある。それがどのようにメンバー（フォロ
ワー）の満足につながり、まちが変化するのか、実証研究が期待される。今後の研究を
見据えて、これらの点は次項で後述する図 ３.１の仮説モデルにも盛り込んでおく。 
３.４.２ 研究モデルと本研究の実証範囲 
ここでは、観光まちづくりにおけるリーダー研究の仮説モデルを提示し、本研究の実
証的検討の範囲を明らかにする。既往研究のレビューを踏まえ、研究の仮説モデルとし
たものが図 ３.１である。この仮説モデルの中で次章以降の実証的検討は、観光まちづ
くりにおけるリーダーの変革型リーダーシップは具体的にどのようなものか、その獲得
につながる観光まちづくりにおけるリーダーの特性や媒介変数はどのようなものか、を
おもな範囲とする。このおもな実証範囲について、既往研究のレビューに基づいた研究
仮説を以下に説明する。 
(１)観光まちづくりにおけるリーダーの変革型リーダーシップ 
前項において、変革型リーダーシップ理論の視点から観光まちづくりにおけるリーダ
ーシップにアプローチする必要性を述べた。ここでは、既往研究を材料に具体的に研究
仮説を検討するため、観光地におけるリーダーに求められるふるまいと、変革型リーダ
図 ３.１ 観光まちづくりにおけるリーダー研究の仮説モデルと本研究の実証範囲 
出所：筆者作成 
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ーシップを照らし合わせてみる。 
観光地におけるリーダーの「戦略の提示」は、観光地の未来を想像し、取り組みのビ
ジョンを提示することである。これは、変革型リーダーシップを構成する因子の「鼓舞
する動機づけ」、特に「未来の魅力的なビジョンを明確にする」（表 ３.１）に対応する
と考えられる。また、フォロワーを動機づけるという点で、観光地におけるリーダーの
「他者を動機づける」と変革型リーダーシップの「鼓舞する動機づけ」が対応する。 
このように、「鼓舞する動機づけ」が共通点として見出される。本研究で観光まちづく
りにおけるリーダーを対象に実証研究を行った場合も、「鼓舞する動機づけ」が観測され
ると推測できる。以上から、次の研究仮説を設定した。 
 
【研究仮説①】観光まちづくりにおけるリーダーが発揮する変革型リーダーシップとし
て、「鼓舞する動機づけ」が観測される。 
 
ただし、本研究の実証的検討の調査段階では変革型リーダーシップ理論を意識し過ぎ
ず、探索的にアプローチしたい。それは、観光まちづくりにおけるリーダーのリーダー
シップ研究はほとんどなされておらず、新たな発見があるかもしれないからである。探
索的に調査・分析を行い、変革型リーダーシップ理論を考察時に援用し、観光まちづく
りにおけるリーダーのリーダーシップについて理解を深めていきたい。 
なお、観光まちづくり分野の知見を加えることは、変革型リーダーシップ理論の対象
分野を拡大することにも貢献する。そのため、本研究におけるこのアプローチは、変革
型リーダーシップ理論に関する研究にとっても意義があると考える。 
(２)観光まちづくりにおけるリーダーの特性 
観光まちづくりにおけるリーダーの特性として、どのようなものが考えられるか。ま
ず、観光地でリーダーが何かに取り組む根源として、「地域に対する情熱」が観光地にお
けるリーダーに関する研究で指摘されている。観光まちづくりも地域のための行動であ
るため、「地域に対する情熱」が重要なものとして観測されると考えられる。 
また、リーダー発達に関する研究によれば、「積極的に学ぶ姿勢」と「リスクを冒す勇
気」は企業をはじめ、あらゆる分野のリーダーで観測される一般性の高いものと考えら
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れる。そのため、これらは観光まちづくりにおけるリーダーでも観測されると推測する
ことができる。 
以上から、次の研究仮説を設定した。 
 
【研究仮説②】観光まちづくりにおけるリーダーの特性として、「地域に対する情熱」「積
極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒す勇気」が観測される。 
 
(３)観光まちづくりにおけるリーダーの特性と変革型リーダーシップの媒介変数 
観光まちづくりにおけるリーダーの特性と変革型リーダーシップの間には、どのよう
な媒介変数があるのか。換言すれば、観光まちづくりにおけるリーダーの発達を促進す
る要因は何か。 
まず、観光地におけるリーダーに関する研究では、リーダーは地域外との交流や視察
あるいは大都市で暮らした経験を通じて、客観的かつ広い視野を培い、それを地域で活
かしていると指摘されている（岩松・岩井，2001：307-314；安村，2006：94-95）。観光
まちづくりにおいても、リーダーがこのような地域外での経験によって発達することが
期待されるだろう。すなわち、観光まちづくりにおけるリーダーの特性と変革型リーダ
ーシップの間の媒介変数として、「地域外経験」が観測されると考えられる。 
また、リーダー発達に関する研究で指摘されてきた「失敗や逆境といった修羅場」と
「他の人とのつながり」は、あらゆる分野のリーダーで観測される一般性の高いものと
考えられる。そのため、これらは観光まちづくりにおけるリーダーでも観測されると推
測することができる。 
以上から、次の研究仮説を設定した。 
 
【研究仮説③】観光まちづくりにおけるリーダーの特性と変革型リーダーシップの媒介
変数として、「地域外経験」「失敗や逆境といった修羅場」「他の人とのつ
ながり」が観測される。 
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(４)観光まちづくりにおけるリーダーの発達構造 
最後に研究仮説①～③を統合し、観光まちづくりにおけるリーダーの発達構造に関し
て次の研究仮説を設定した。 
 
【研究仮説④】観光まちづくりにおけるリーダーの特性は媒介変数に正の影響を与える
ことを通じて、変革型リーダーシップに正の影響を与える。 
 
次章以降の実証的検討を通じて以上の研究仮説を検証する。そして結論である第８章
において、観光まちづくりにおけるリーダー研究モデルを再度検討したい。 
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３.５ 本研究の特徴と対象とするリーダー 
３.５.１ 本研究の特徴 
リーダーに求められることがわかっても、それらをリーダー候補者が身につけられる
とは限らない。どのようにしてそれらを身につけることができるのかがわからなければ、
リーダー育成は難しい。この観点から、リーダー発達研究の必要性がリーダーシップ研
究全体で指摘されている（金井・古野，2001；古野・リクルートワークス研究所編，2008；
田中，2013）。観光まちづくりに関する研究においても、「いかにして観光まちづくりリ
ーダーを育成するのか」という問いに答えるには、リーダー候補者はどのようなリーダ
ーを目指すべきで、そこにどのようにして近づくのか、という問いに答えを出す必要が
ある。 
本研究はこの問題にアプローチし、既往研究で明らかにされてこなかった観光まちづ
くりにおけるリーダーの発達とその影響要因について論じるところに特徴がある。 
３.５.２ 本研究が対象とするリーダー 
リーダーにはさまざまな種類がある。House and Baetz（1979）が発生の仕方から整理
したリーダーの分類を金井（2005：84-85）は翻訳し、①自然発生的なリーダ （ーemergent 
leader）、②選挙で選ばれたリーダ （ーelected leader）、③任命されたリーダ （ーappointed 
leader）としている。また、リーダーにはプロデューサーやディレクターといった種類
もある。 
このようにリーダーには種類が存在しており、種類ごとの分析の必要性が考えられる。
しかし既往研究で整理した通り、観光まちづくりにおけるリーダーの発達は現段階では
ほとんど不明であり、まずは種類を限定せずにその実態について把握し、整理していく
ことが必要である。したがって本研究では、リーダーとしての種類にこだわらず、観光
まちづくりにおけるリーダーを「地域の観光まちづくりの戦略を具体的に練り、その戦
略を周囲の人間に示して彼らの理解・同意を促し、それを実現する取り組みを促進する
人物」として対象にする。 
なお、リーダーにはレベルもある。例えば地域におけるリーダーのレベルを考えると、
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市長や区長といった地方自治体の首長・商店街振興組合の会長・地域活動を行う NPO 法
人代表といった各組織のトップリーダー、各組織における部長や課長などのミドルリー
ダー、ミドルリーダーの指示のもと活動するロワーリーダーなどが挙げられる。本研究
は観光まちづくりにおけるリーダーを「地域の観光まちづくりの戦略を具体的に練り、
その戦略を周囲の人間に示して彼らの理解・同意を促し、それを実現する取り組みを促
進する人物」とした。これに基づけば、ミドルリーダーの指示のもと活動するロワーリ
ーダーは、本研究の対象として扱わないことが妥当である。したがって本研究が扱うリ
ーダーのレベルは、ミドルリーダーからトップリーダーまでとする。すなわち本研究の
知見は、観光まちづくりにおけるミドルリーダーおよびトップリーダーの育成に有効で
あると考えられる。 
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第４章 別府ハットウ・オンパクのリーダーの発達86 
本章では、観光まちづくりの手法のひとつと考えられるオンパクを取り上げ、その発
祥地である大分県別府市のリーダーの発達について議論する。調査においては半構造化
面接を用い、その逐語録をライフストーリー研究の方法を用いて分析し、別府ハットウ・
オンパクのリーダーの発達とその影響要因を探索的に検討する。 
４.１ 研究の目的・方法 
４.１.１ 研究の目的 
観光まちづくりにおけるリーダーの発達とその関連要因の探索的検討を目的に、本章
はオンパクに着目し、なかでもその発祥地である大分県別府市の観光まちづくりにおけ
るリーダーを研究対象とする。 
４.２で詳しく述べる通り、オンパクは観光まちづくりの手法の 1つと考えられ、オン
パクを推進した人物は「観光まちづくりにおけるリーダー」と考えられる。では、別府
ハットウ・オンパクを推進した人物はどのようにしてこれを立ち上げ、活動を推進した
のだろうか。また、このプロセスの中でどのようにしてリーダーへと発達していったの
だろうか。別府ハットウ・オンパクのリーダーを研究対象とすることにより、観光まち
づくりにおけるリーダーの発達プロセスとその関連要因を探索的に明らかにする。 
                                                   
86 本章は、井手（2017a）を加筆修正した。 
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４.１.２ 研究の方法 
本研究では、別府ハットウ・オンパクを推進した A 氏と B 氏を観光まちづくりにおけ
るリーダーとして設定し、両氏にインタビューを行った。加えて、両氏のフォロワーと
して別府ハットウ・オンパク事務局員の C氏にインタビューを行った。3名の調査対象者
からは実名公表の許可を得たが、研究倫理を考慮し、本研究では氏名等を伏せて記載す
る。なお、3名の調査対象者に分析結果を送付し、事実と異なる点がないか、記載に何か
しら問題がないか、の確認をして頂いた。その上で、本研究の公表許可を得た。 
調査方法は、半構造化面接による聞き取りである。聞き取りは 2015 年 3 月 25 日に、
大分県別府市内の調査対象者が指定する場所で行った。また、調査対象者の承諾を得て、
聞き取り内容を ICレコーダーに録音した。それを逐語録にし、分析に用いた。 
リーダーである A氏・B氏への聞き取りは、①オンパクにおける具体的な役割、②オン
パクに関わった経緯、③成長したとご自身が思われる経験、④プロフィール（性別、年
齢、略歴等）である。聞き取り内容①は聞き取り内容②とあわせて確認することにより、
調査対象者がオンパクあるいは活動してきた地域においてどのような役割を担ってきた
のか、基礎的情報として把握することを意図した。聞き取り内容②は、オンパク実施以
前から実施までの調査対象者の関わりを把握することにより、発達との関連、すなわち
図 ３.１のリーダー研究モデルにおけるリーダーの特性と媒介変数の関係の探索を意図
した。聞き取り内容③は、図 ３.１のリーダー研究モデルの通り、リーダーの発達には
さまざまな経験という媒介変数が大きく影響しているのではないかと考え、設定した。
聞き取り内容④は、調査対象者の基礎的情報把握と、聞き取り内容①～③を略歴と対照
させることによって調査対象者の発達をプロセスとして整理するために設定した。フォ
ロワーである C 氏へのインタビューは、①オンパクにおける具体的な役割、②オンパク
に関わった経緯、③リーダー（A氏・B氏）の行動と評価、④プロフィールである。 
A氏・B氏の分析には、ライフストーリー研究の方法を用いた。ライフストーリー研究
は、文化人類学・社会学・医学・心理学・文学などの領域で用いられてきた。ライフス
トーリーは個人が生活史上で体験した出来事やその経験についての語りであり、まだ十
分に知られていない社会的・歴史的リアリティの側面を照らし出すことがライフストー
リー研究の原点である（桜井・小林，2005：28）。具体的には、調査者がインタビューを
第４章 別府ハットウ・オンパクのリーダーの発達 
 
 
95 
通してライフストーリーの構築に参与し、それによって語り手や社会現象を理解・解釈
する共同作業に従事する。３.１の「観光地におけるリーダーに関する研究」で整理した
通り、観光まちづくりにおけるリーダーの発達についてはほとんど不明であり、量的に
仮説検証できる段階ではないと考えられる。まずは質的に彼らの発達プロセスの詳細を
把握し、その詳細から仮説生成を行う段階である。そのため本章では、仮説生成のため
に対象のリアリティを照らし出すことに適したライフストーリー研究の方法を用いるこ
とにした。まず、A氏・B 氏の語りから出来事を時系列に編集した。その後、両氏の発達
に関連する要因に焦点を当て、その意味について分析を行った。  
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４.２ オンパクの概要 
４.２.１ オンパクとは 
オンパクは、もともとは「別府八湯温泉泊覧会」の略称であり、2001 年に大分県別府
市で誕生した。これは、地域の魅力の発掘と発信、地域人材の育成、地域資源を活かし
た観光サービスの創出等を目的としており、幅広いステークホルダーを巻き込んだ地域
活性化の活動である（野上，2010：21）。 
別府において具体的には、「天然温泉力の体験プログラム」「散策で地域文化の体験プ
ログラム」「温泉と健康（癒しと美）のプログラム」「自然の体験プログラムと広域プロ
グラム」「地元ならではの日常の食の掘り起し」といったプログラムが、一定の期間中に
さまざまな場所で実施されてきた。オンパクの事業構造は図 ４.１の通りである。地域
の魅力を提供するプログラムを実施するのは「パートナー」と呼ばれる地域の小規模事
業者であり、観光関連事業者のみならず、地域づくり団体や個人、商店街関係者、学生
など多彩である。オンパク参加者の 7 割以上は地域住民である。野上（2010：21）はこ
の状況に対し、オンパクは単なる集客イベントというよりも、効率よく地域資源発掘と
人材育成が行われ、その結果として多彩なサービスが日常化に結びつく環境を整えるこ
とを重視していると述べている。すなわちオンパクは、遠方からの集客で直接的に収益
を上げる取り組みではなく、近隣や地元客を対象とした取り組みによって地域における
起業や新商品開発を促し、地域社会の活力を生み出す取り組みである。 
図 ４.１ オンパクの事業構造 
出所：鶴田・野上（2008：15）より作成 
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なお、オンパクにおけるさまざまなプログラムの中で代表的なのは、まち歩きである。
別府でまち歩きを始めた意図は地元の人自身がもう一度足元を見直すことで、別府では
1997 年からその取り組みが始まった（大社，2013：100）。地元の人々がまち歩きしてい
たものが、「別府八湯ウォーク」として地元住民ボランティアガイドの案内のもと、観光
者に提供されるようになっている87。また、ガイドがいなくてもまち歩きが可能な「てん
てく食べあるき・まちあるき」という企画も行われている88。 
オンパクは 2007～2009年に経済産業省の支援を受け、その取り組みはオンパク手法と
してモデル化された｡そして、2011年には一般社団法人ジャパン・オンパク（以下、ジャ
パン・オンパクという）が設立された。オンパク手法は温泉に資源を限っているわけで
はなく、広く地域資源の発掘・活用を意図しているため、温泉地のみならず地域活性化
に悩む多くの地域で取り入れられた。ジャパン・オンパク事務局によると 2016年 9月 29
日時点で、日本全国において 66事業、海外では 3事業のオンパクが実施された89。 
ジャパン・オンパクの支援形式は 3 つある。現地でハンズオン支援および WEB 予約シ
ステムを支援する「ジャパン・オンパクによる支援」、オンパクの地域組織（例えば長良
川オンパク）が近隣地域へ研修・ハンズオン支援する「地域組織による支援」、ハンズオ
ン支援なしで研修会のみ開催する「研修会による支援」である。他に、ジャパン・オン
パク事務局が認めた、支援なしの「自立開催」がある。エリア別のオンパク開催数は、
図 ４.３の通りである。中部・北陸が他のエリアに比べて突出して多い。これはジャパ
ン・オンパク事務局によると、「長良川おんぱく」の事務局である NPO法人 ORGANが 2013
年以降、近隣地域へ積極的に支援を行っているためである。 
 
 
                                                   
87 別府八湯ウォーク WEB サイト（社団法人別府市観光協会）、「別府八湯ウォーク」ページ
（http://walk.beppu-navi.jp/、最終閲覧 2018-2-15） 
88 別府八湯てんてく実行委員会 WEB サイト、「てんてく食べあるき・まちあるき」ページ
（http://www.openbeppu.sakura.ne.jp/tenteku/、最終閲覧 2018-2-15） 
89 2016 年 9 月～11 月にかけて、E-mail を用いてジャパン・オンパク事務局に 2016 年 9 月 29 日時点の開催事業
数を確認した。確認に時間を要したのは、筆者がインターネット検索を用いてオンパクを調べたところ、ジャパ
ン・オンパク事務局のリストに入っていない事業が複数確認されたため、それらの事業がジャパン・オンパクと
関連しているのかどうか確認するためであった。その結果、ジャパン・オンパクとは関連していない事業が確認
され、それらは本研究におけるオンパク事業数には含まないこととした。なお日本政策投資銀行が 2017 年 11 月
に発刊した『観光 DMO 設計・運営のポイント』では、「現在、全国には 80 のオンパクが設立されている」と記
載されている（日本政策投資銀行，2017：261）。 
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４.２.２ 観光振興におけるオンパクの有効性 
続いて、本項と次項で観光振興におけるオンパクの有効性と課題を整理する。これに
あたっては大澤（2017）の論稿を中心にしながら、他の文献や第５章で詳細を述べる筆
者の調査で得られた情報も織り交ぜながらまとめていく。 
まず有効性について述べる。大澤（2017：5-12）はオンパクの特徴として、①地域資
源の活用、②市場志向、③民間・住民主導、④分野横断的な横のネットワークという 4
つを挙げ、これらが観光振興にいかに有効かを考察している。 
図 ４.３ エリア別オンパク開催事業数 
出所：ジャパン・オンパク事務局への聞き取り結果（2016 年 9 月 29 日時点） 
(件) 
図 ４.２ オンパクの開催形式（支援形式） 
出所：ジャパン・オンパク事務局への聞き取り結果より作成（2016 年 9 月 29 日時点） 
(件) 
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（１）地域資源の活用 
前述の通りオンパクは、地域の魅力の発掘と発信、地域人材の育成、地域資源を活か
した観光サービスの創出等を目的としており、幅広いステークホルダーを巻き込んだ地
域活性化の活動である（野上，2010：21）。最初に「地域の魅力の発掘と発信」とある通
り、「地域資源の活用」はオンパクの第一の特徴である。 
大澤（2017：5-6）は、1960 年代～1980 年代に日本の観光地で行われた観光施設やイ
ベントを外部から誘致したり、模倣したりといった観光振興を「誘致型・模倣型」の観
光振興方法とし、観光者の嗜好が多様化・高度化するようになった 1990年代以降、この
ような方法では集客を望めなくなったと述べている。そして、こういった状況を前に、
観光の本来の原点に返って、その地域独自の魅力を見つめ直し、それを観光に使おうと
する取り組みが広がっていった（大澤，2017：6）。オンパクの第一の特徴である「地域
資源の活用」は、こうした状況に対応した取り組みである。 
ただし、オンパクを導入する地域が留意しなければならないことは、オンパクにおけ
る「地域資源の活用」が即時的な集客や経済効果増大を生み出すわけではないという点
である。オンパクはまちの個性を磨くためのイベントであり、地域資源を活かすさまざ
まな方法を提供してくれるもの（大澤，2017：7）、と捉えるべきであろう。 
（２）市場志向 
オンパクの第二の特徴は、テストマーケティングの機会を提供できる点である。地域
資源を発掘・活用しても、それが即時的でなくとも将来的に集客へつながるかどうかは
未知数である。オンパクは即時的な集客や経済効果を生み出さないが、観光振興の観点
からは、将来的な集客・経済効果につながっていくことが期待される。ここでオンパク
の第二の特徴が大きな意味を持つ。 
オンパクは地域資源から生まれたさまざまなプログラムを集め、博覧会という形で一
定期間、近隣住民や地元民へ提供する。遠方客を対象とするより、近隣や地元客を対象
としているため集客がしやすい。集客がある程度見込まれるため、さまざまなプログラ
ムが実際に売れるのかどうか、改善点は何かなどテストすることが可能となる。すなわ
ち、市場に向き合い、それを通じてプログラムを恒常的に販売する商品・サービスへと
昇華していくことが、オンパクでは可能である。このプロセスで磨かれた商品・サービ
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スが地域で提供されるようになれば、将来的な集客・経済効果につながる可能性がある
だろう。 
また地域のプログラム提供者にとっては、開催が一定期間であるため、失敗しても損
失を限定化でき、チャレンジしやすい点もメリットである。これにより地域でチャレン
ジする人が増え、地域で活発に行動する人材の育成につながることは、地域に対するオ
ンパクの重要な貢献の 1つであると考えられる。 
（３）民間・住民主導 
①と②は「何をするのか」であったが、③の「民間・住民主導」は「誰が、どのよう
にして」という観点である（大澤，2017：9-10）。地域資源の発掘・活用には、多様な人々
の関わりが必要である。例えば行政が観光振興やまちづくりを図るために新たな地域資
源を発掘・活用しようとしても、彼らだけでは情報や人脈に限りがあるため限界がある。
その地域において新たな資源を発掘する目となり、耳となり、また活用に向けて知恵を
絞る多様な人々、すなわち行政以外の民間事業者や住民の力を活用することが、地域資
源の発掘・活用には必要である。 
また、民間・住民が「主導する」という観点も重要であろう。地域資源の発掘・活用
に向けて、行政主導で民間事業者や住民の力を借りるという図式も考えられる。しかし
この図式だと、民間事業者や住民は基本的に行政の指示によって活動する存在であり、
受け身になってしまう。受け身では彼らが本来持っている力を存分には発揮できず、継
続的な関わりも難しくなるだろう。民間・住民がその力を存分に発揮する、また継続し
て関与してもらうために、彼らの主体性を引き出す必要がある。そうすれば、地域資源
の発掘・活用は効果的かつ継続的に進むと考えられる。 
能登旨美オンパクの森山奈美氏は財団法人日本交通公社の「平成 25年度観光実践講座」
における統括ディスカッション90で、オンパクパートナーの巻き込み方を「お誘いはする
が、お願いはしない」と述べている。関係者の主体性の確保に留意していることがよく
わかる発言であり、オンパクの「民間・住民主導」という特徴を示す考え方である。 
（４）分野横断的な横のネットワーク 
④「分野横断的な横のネットワーク」も③と同様、「誰が、どのようにして」という観
                                                   
90 財団法人日本交通公社（2014：104-115）参照 
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点である（大澤，2017：9-10）。民間・住民主導で地域資源を発掘・活用し、それを市場
と向き合って磨き上げて商品・サービスへと昇華させていくプロセスは、イノベーショ
ンであるといえる。このイノベーションを起こす仕掛けとして、大澤（2017：11）は「分
野横断的な横のネットワーク」を挙げている。 
イノベーションには異なった知識の交流が必要であり、知識は文書化やデータ化が困
難な「文脈」依存的なものであるため、時間や場所を実際に共有しなければ効果的に交
ぜることができない（大澤，2017：31）。そのため地域でイノベーションを起こすには、
多様な人々が分野を越えて時間や場所を実際に共有する機会が必要である。オンパクに
は図 ４.１の通り、多様な人々が関わっている。そのため、ゲストとパートナーの交流
はもちろんのこと、パートナーのチャレンジを会場提供などで支えるサポーターや協賛
金を出すスポンサー、ガイドブックを置く協力企業、事務局などがオンパクのネットワ
ークにおいて交流する。しかも彼らは「民間・住民主導」で述べた通り、行政等の指示
でオンパクに関わっているのではなく、個々が主体性を持って参画している。すなわち
地域内において、分野を越えた多様な知識の交流が積極的になされる。 
オンパクという協働事業を通じて、地域でイノベーションを起こすための「分野横断
的な横のネットワーク」が構築されることは、オンパク以外の方法で観光振興を図る際
のプラットフォームにもなるという点で、重要な貢献であろう。また、このようなネッ
トワークは観光振興に限ったことのみならず、地域の他の社会課題を解決していくこと
にも活用可能であり、観光まちづくりのもう 1 つの側面である「住民の暮らしのための
改善を求めるまちづくり」にも寄与すると考えられる。 
４.２.３ オンパクの課題 
オンパクが観光振興あるいは地域全体の活性化に対して有効性を持つ一方で、課題と
してはどのようなことが考えられるだろうか。大澤（2017：49）は、「オンパクが地域に
もたらすインパクトを継続していくためには、革新性と持続性のバランスをいかに保っ
ていくのかという課題に行きあたる」と述べている。具体的にはどういった課題であろ
うか。まず、オンパクにおける「革新性」と「持続性」における課題について考察する。
最後に、それらのバランスについて考察を行う。まず「持続性」について、課題を整理
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する。 
（１）持続性 
大澤（2017：49）によれば、オンパクに取り組む多くの地域では、オンパクを持続さ
せることに多くの困難を抱えている。前述の通り、2016 年 9月 29日時点までで日本全国
において 66のオンパク事業が開催されたが、これは開催実績であり、現在はオンパクを
実施していない地域もある。オンパクの次のステップを積極的に模索して、そちらに労
力をかけるために実施しなくなったことも考えられるが、やむを得ずオンパク中止に至
った地域もあるだろう。持続困難で実施を断念せざるを得なくなる理由として、どのよ
うなことが考えられるだろうか。 
継続開催を断念せざるを得なくなる理由の 1 つとしては、開催のための予算確保の難
しさが挙げられる。野上（2014：36）は財団法人日本交通公社の観光実践講座において、
「オンパクという事業は、基本的には黒字にならない」と述べている。すなわち、黒字
からの次年度予算への充当はほとんど見込めない。その結果、パートナーの参加費や広
告費、企業・団体からの協賛金・広告費を集めることに、開催事務局は毎年奔走しなけ
ればならない。事業実施費を上記の形で何とか集めることができたとしても、事業をコ
ーディネートする事務局スタッフの人件費捻出確保はできない場合がある（野上，2014：
36）。これではオンパクを持続させるのは難しく、何らかの収益事業が別に必要であろう。
これに対して例えば第５章で取り上げた D 地域では、オンパクを残しながらも、オンパ
クの次のステップとして収益を上げながらまちを変えていく不動産活用にリーダーの H
氏は着手していく（詳細は５.２.１参照）。D 地域のような事例はあれど、多くのオンパ
ク導入地域あるいは導入しようとする地域では、オンパクをいかに持続させるか、持続
させるための収益構造をいかに構築するかが課題となっていると考えられる。 
オンパクを持続させることの難しさのもう 1 つの理由として、地域関係者の間でオン
パクに対する理解にすれ違いが生じる点が挙げられる。例えば前述の D地域では、H氏は
オンパク本来の「近隣や地元客を対象とし、地域における起業や新商品開発を促して地
域社会の活力を生み出す取り組み」という理解でオンパクを実施しようとしていたが、
商店街関係者はオンパクを「人が来てお金が落ちるイベント」とイメージしており、考
え方に食い違いが生じた。このような食い違いは、おそらく多くの地域で起こり得るで
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あろう。特に観光関連事業者や商店街関係者は、D地域の商店街関係者のようなイメージ
でオンパクに即時的な集客効果を期待する可能性が高い。導入時はもちろんのこと、継
続しながらオンパクを拡大し、それに伴って多様な関係者が増えていく際には、オンパ
クの目的と機能を関係者間で理解・共有し、誤解から生じるすれ違いを防止することが
重要な課題であると考えられる。なお D地域では結局、H氏ら若手がガイドブックのよう
な目に見える形までオンパクの企画を作り、それを周囲に見せることによってオンパク
への理解を得た。 
（２）革新性 
次に、「革新性」について考察する。大澤（2017：48）は、「他所では真似できないよ
うな固有の地域資源を出発点として（地域資源の活用）、自分たち固有の活性化策を探し
ていくこと（イノベーション）が地域活性化の要件となっている」とし、オンパクがこ
のようなイノベーション環境を作る上で有効であると主張している。具体的には、前述
した 4 つのオンパクの特徴（①地域資源の活用、②市場志向、③民間・住民主導、④分
野横断的な横のネットワーク）が、イノベーションを起こすということである。これは、
どこの観光地も同じようなものになってしまう「誘致型・模倣型」の観光振興方法91とは
全く異なるため、激しい地域間競争においても競争優位を獲得する可能性が高まるので
ある。すなわち、各地域がイノベーションを起こして競争優位を獲得し続けるためには、
オンパクの 4つの特徴を確保し続けなければならない。 
この「革新性」を確保し続ける上で課題になるのが、「持続性」でも述べた「予算確保
の難しさ」と「オンパクに対する誤解」である。イノベーションを起こす、しかもそれ
を継続しようとすればやはり相応に費用がかかり、民間のみで十分な資金を用意するこ
とは困難かもしれない。また、「オンパクでイノベーションを起こす」と地域で標榜した
際に、地域関係者の中には前述のような即時的な集客効果、それに伴う経済効果を安易
に期待する可能性がある。オンパクは単なる集客イベントではなく、地域内に協働のネ
ットワークを作ることや、地域の事業者や住民が新たなサービスや商品を生み出すこと
を支援するインキュベーション機能である（大社，2013：102）。すなわちオンパクは収
益を上げることが目的ではなく、地域の事業や住民にチャレンジの機会を与える場であ
                                                   
91 大澤（2017：5）は、1960 年代～1980 年代に日本の観光地で行われた観光施設やイベントを外部から誘致し
たり、模倣したりといった観光振興を、「誘致型・模倣型」の観光振興方法としている。 
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る。オンパクが持つ「革新性」の意味を関係者間で共有しておかなければ、イノベーシ
ョンを生み出す分野横断的なネットワークを崩してしまう恐れがあるだろう。以上の通
り、オンパクの「持続性」と「革新性」、双方において「予算確保の難しさ」と「オンパ
クに対する誤解」は大きな課題であろう。 
（３）革新性と持続性のバランス 
最後に、「革新性と持続性のバランス」について考察する。大澤（2017：48）は、「革
新性」と「持続性」はしばしばトレードオフの関係92にあると述べている。仮にオンパク
を持続的に開催していくことができた場合、毎回目新しさや独自性を失わずにどれほど
「革新性」を確保できるか、課題になるだろう。一方で「革新性」を強調しすぎると、
それに比例して費用が大きくなることや、地域関係者の過大な期待あるいは誤解が生じ、
持続的な開催が難しくなるだろう。「革新性」と「持続性」の関係性を理解し、これらの
バランスを取らなければ、オンパクが地域にもたらすインパクトを継続することはでき
ないのである。 
では、具体的にどうすれば良いのか。野上（2014：36）は財団法人日本交通公社の「平
成 25 年度観光実践講座」で、「私はオンパクは公共投資、社会的インフラへの投資だと
考えています。インフラというのは、水道管とか道路を指すのではなく、人と人との関
係という意味です」と述べ、公共政策としてのオンパクの可能性を述べている。確かに
公共政策として行政が継続的に投資すれば、「持続性」が確保される。しかしこの場合、
「革新性と持続性のバランス」の観点から、注意しなければならないことがある。それ
は、公共投資を通じて行政の関与が強くなることにより、オンパクで提供されるコンテ
ンツ等の新鮮さが失われる危険性、すなわち「革新性」の低下が危惧されるということ
である93。「革新性」が低くなれば、オンパクが地域にもたらすインパクトは低下するで
あろう。 
（４）オンパクを地域活性に向けて有効に機能させるために 
以上の考察を踏まえると、オンパクを地域活性に向けて有効に機能させる方策は、次
の通りである。「持続性」を確保するために補助金など行政の支援を得ながらも、「革新
                                                   
92 一方を採用すれば、もう一方が犠牲になるという二律背反の状況 
93 大澤（2017：48-49）は、行政機構は本来的に「非市場志向」で「ルーティン中心＝反イノベーション」であ
るとし、行政が運営主体になれば「持続性」は確保されるが、「革新性」をいかに維持するかが課題になるとして
いる。 
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性」を維持するためにオンパクの 4 つの特徴を堅持することが必要である。また、オン
パクに対する誤解が生じないよう、その目的・機能を分野横断的な横のネットワークの
中で共有することも必要である。 
これらを通じてオンパクのイノベーション環境を維持し続けていくことが、地域活性
に向けて有効である。  
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４.３ インタビュー調査の結果 
４.３.１ 別府ハットウ・オンパクのリーダーの概要 
リーダーとしてインタビューを行った A 氏と B 氏のライフストーリー概略を、表 ４.
１に示す。 
両氏とも別府で宿泊業を営む親の元に生まれ、大学生活および最初の就職を東京で経
験し、その後実家の稼業を継ぐために別府に戻った。両氏が別府に戻る前後にバブルが
崩壊し、別府観光はその打撃を受けていた。別府市の『平成 21 年観光動態要覧』（別府
市，2010：6-7）によると、1991 年の別府市観光客数は 12,487,663 人で、その宿泊・日
帰りの内訳は宿泊客数 4,446,428 人、日帰り客数 8,041,235 人である。それに対して、
1992 年の別府市観光客数は 11,073,155 人で、その宿泊・日帰りの内訳は宿泊客数
4,357,499 人、日帰り客数 6,715,656 人であり、1991 年に比べて大幅に減少した。そこ
で両氏は別府を活性化するためにさまざまな活動を仕掛け、その集大成として別府ハッ
トウ・オンパクを実施した。 
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表 ４.１ 対象者の概要およびライフストーリーの概略 
 A氏 B氏 
年
齢 
62歳（インタビュー時） 50歳（インタビュー時） 
ラ
イ
フ
ス
ト
ー
リ
ー 
【幼少期～大学時代】 
・大分県別府市で生まれる 
・父親が別府にあるホテルの代表取締役社長、母親
が同社常務取締役 
・18歳まで別府で育ち、大学入学（経済学部経営学
科）を機に東京へ 
 
【就職】 
・24歳で大学卒業し、調査・研究・コンサルティン
グ会社入社。調査およびコンサルティングに従事 
 
【帰郷】 
・28歳で調査・研究・コンサルティング会社を退社
し、別府へ帰郷（1981年） 
 →実家のホテルの専務取締役就任 
・37歳の時に同社代表取締役社長就任（1990年） 
 
【A氏のまちづくり萌芽期】 
・38歳時にバブル崩壊、別府観光に打撃（1991年） 
・別府市内にある温泉地を「別府温泉」と括らず、
それぞれの温泉の個性を際立たせようという動き
を始める。そして41歳の時に別府八湯循環バス「ス
パッチ」運行企画（1994年） 
・第1回べっぷクリスマスHANABIファンタジア開催
（1994年）、別府観光産業経営研究会「別府八湯勝
手に独立宣言」（1996年）などを続々実行 
・44歳の時に別府八湯メーリングリスト配信開始
（登録者400名から開始、インターネットでつなが
り、さまざまなコミュニケーションが促進されてま
ちづくりに関する多くのアイディアが創出される
ようになってくる。1997年） 
・その後も、別府観光産業経営研究会主催「よみが
えるか竹瓦温泉」で筑紫哲也氏講演を企画したり、
別府ONSEN文化国際交流事業でドイツやイタリアな
どの温泉地との交流開始、別府八湯竹瓦倶楽部の竹
瓦界隈路地裏散歩開始などに関わる（1998年）。 
 
【ハットウ・オンパク実施、その後】 
・48歳の時に第1回別府八湯温泉泊覧会（通称、ハ
ットウ・オンパク）開催（2001年） 
・50歳の時に国土交通省「観光カリスマ」に選定さ
れる（2003年） 
・51歳の時にNPO法人ハットウ・オンパクを設立し、
代表理事に就任（2004年） 
・オンパクでの取り組みを中心に、各省庁から数々
の表彰を受ける 
・57歳の時に一般社団法人ジャパン・オンパクを設
立し、代表理事に就任（2010年） 
・その後も各省庁や自治体から数々の表彰を受ける 
【幼少期～大学時代】 
・大分県別府市で生まれる 
・父親が別府にある旅館の代表取締役社長、母親同
館女将 
・18歳まで別府で育ち、大学入学（理工学部応用化
学学科）を機に東京へ 
 
【就職】 
・22歳で大学卒業し、貿易会社入社 
・貿易実務・営業、タイや米国からのペットフード
の輸入を担当 
 
【帰郷】 
・26歳時にバブル崩壊、別府観光に打撃（1991年） 
・28歳の時に、父親に稼業継承を説得されて貿易会
社を退社し、別府へ帰郷（1993年） 
 →実家の旅館の代表取締役社長就任 
 
【B氏のまちづくり萌芽期】 
・地域の飲み会や旅館経営研修会を通じてA氏と接
点を持つ。 
・33歳の時にA氏に依頼されて、別府八湯竹瓦倶楽
部初代代表世話人となる（1998年） 
・その後、まちづくりに熱中し、「路地裏散歩」（1998
年）、「ゆかたdeピンポン」（2000年）、「別府路
地裏文化祭」（2000年）、温泉88カ所巡りの「別府
八湯温泉道」（2001年）などの活動に没頭 
 
【ハットウ・オンパク実施、その後】 
・36歳の時に第1回別府八湯温泉泊覧会（通称、ハ
ットウ・オンパク）開催（2001年）、その後オンパ
クをはじめ、浜田温泉館保存運動などの活動 
・39歳の時にNPO法人ハットウ・オンパクを設立し、
運営室長に就任（2004年） 
・45歳の時に一般社団法人ジャパン・オンパクを設
立し、事務局長に就任（2010年） 
・「ジャパン・オンパク」事業では、全国ほぼ全て
の都道府県の現場に出向いて、各地の地域づくり関
係者と地域課題の解決の為に活動 
・「社会の仕組みをかえないと地域はまともになら
ない」という問題意識 
→自治体レベルでの変革が最も早いと考え、市議会
議員になることを決心 
・46歳の時に別府市議会議員に当選（2011年） 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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４.３.２ リーダーの発達プロセス 
A氏と B氏のライフストーリーから、別府ハットウ・オンパクリーダーの発達プロセス
を図 ４.４の通り整理した。なおこの整理にあたっては、まず A 氏のライフストーリー
を軸にプロセスを整理し、そのプロセスに B 氏のライフストーリーを重ね合わせていく
ことによって作成した。このような手順で整理したのは、次の理由による。まず第 1に、
A氏は国土交通省（現在は観光庁所管）の観光カリスマに選定されている（表 ４.１）た
めである。観光カリスマとは、各観光地が観光振興を成功に導いた人々の経歴や事績か
ら学ぶために、観光庁によって選定・紹介されている先達のことである。すなわち、A
氏は国の機関に認められたリーダーである。第 2 に、表 ４.１の通り、1990 年代から現
在に至るまで、別府において最も中心的にまちづくりを先導した人物と考えられ、近年
の別府まちづくりの萌芽から発展まで、多くの経験を積んだと考えられるためである。B
氏も別府のまちづくりにおいて重要な役割を果たしてきているが、A氏のまちづくり経験
はおよそ 25年にわたっており、リーダーの発達プロセスの基盤としてより濃密な記述が
できると考えた。 
 
 
  
時間の経過
• 大学卒業後、東京の企業に
就職
• 会社のルールに則って仕事
• 仕事相手とは理屈を用いて
コミュニケーション
実家の稼業を継ぐため、
別府にUターン
【カルチャーショック】
• 理屈が通じない社会
• 地域で事業を進める際、
情緒的なつながり重視
故郷外と故郷の
ギャップに衝撃を
受ける
【経験から学習した
ネットワークづくり】
【先輩に相談】
地域において俯瞰的・第三者的な
目を持つ地域の先輩に、まちづくり
の取り組みを行う際に相談
Uターン前 別府
〔他者の力を借りる〕
〔自らリスクをかけて取り組む〕
【セカンドポジションで事業コントロール】
• トップと同様の情報や事業コントロール権限を保有
• 外部からの圧力によってポジションを交替させられない
事業継続に注力
【国際交流】
• 温泉に関する国際シン
ポジウム開催
• 外国の温泉地視察
【地域の軸の認識】
地域の軸を活かして別府
を活性化するアイディアを
さらに創出・実行
【取り組み集大成】
• 自らトップに立ち、別府
ハットウ・オンパクを開催
• その標準化（ジャパン・オ
ンパク）に取り組む
【トップの役割】
• 効果的なスタッフ配置と
フォロー
• スタッフに内部的な仕事
を任せ、自身は対外的な
仕事（オンパク手法拡散）
に従事
〔地域関係者への情緒的対応〕
図 ４.４ 別府ハットウ・オンパクリーダーの発達プロセス 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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前述の通り、両氏ともに大学は東京の大学に進学した。大学卒業後、A氏は調査・研究・
コンサルティングの会社、B氏は貿易会社に就職した。それぞれの会社では、両氏ともに、
規律があることや理詰めで仕事することを学んだ。その後、実家の稼業を継ぐために別
府に帰郷したが、規律がない・理屈が通じない地域社会に【カルチャーショック】を受
ける。特に A 氏は、1991 年頃のバブル崩壊と国内観光が団体旅行から個人旅行へシフト
し始めたことに対し「何かしなければ」という想いを持ち、別府を活性化させるまちづ
くりや個人旅行者の多様なニーズに対応する取り組みに着手する。例えば 1994 年に、別
府八湯を循環するバスの運行企画「スパッチ」を別府市および地元のバス会社とともに
実行した。しかし、この事業では大きな赤字を出してしまう。それでも A 氏はこの失敗
にめげず、同年 12 月に別府の海岸で花火を上げるイベント「クリスマス HANABI ファン
タジア」を実行する。このイベントでは別府の青年会議所や観光協会、商工会議所など
周囲を巻き込むことを行い、県内外からの集客に成果を上げた。A氏はこのイベントに関
して一時的な集客という瞬間的な効果があったと考えているが、別府の町自体を変える
ことはできなかったと捉えている。この自己評価を踏まえて A 氏は日常的な町の姿を変
えていく取り組みへとさらに加速し、後の【国際交流】による「まちづくりの軸」発見
や、別府ハットウ・オンパクの企画へとつながっていったと考えられる。 
A氏はイベントやまちづくりに着手し始めた当初、共に取り組む地域住民を理屈による
説明で巻き込もうとした。しかし、前述の通り理屈が通じない地域社会であった。これ
を乗り越えるため、地域において俯瞰的・第三者的な目を持つ【先輩に相談】した。ま
た、地域関係者への情緒的対応、自らリスクをかけて取り組むこと、マスコミや著名人
など他者の力を借りること、といったカルチャーショックを受けた【経験から学習した
ネットワークづくり】を行い、周囲を巻き込んだ。 
また A氏は、まちづくりのシーズ探しを目的に世界の温泉地と【国際交流】を行った。
この交流によって「まちづくりの軸」に気付き、その軸を活かして別府活性化のアイデ
ィアを創出・実行していった。まちづくりの推進体制としては、A氏・B氏はまちづくり
事業の当初はトップに立たず、トップのすぐ下の【セカンドポジションで事業コントロ
ール】を行った。その理由について A氏・B氏は次の通り述べている。 
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A氏：トップには絶対なったらいけないと。トップになったら継続できな
くなるから、だからいつもセカンドでいる方がいいというのが僕の考え方だ
った。（中略）トップ挿げ替えられるじゃないですか。でも、セカンドのき
ちっとしたとこ握ってるやつは、セカンドにいる限りは絶対変えられないじ
ゃないですか。変えられる理由もないし。（中略）トップ取ると、必ずどっ
かで軋轢が生まれてるので。で、特に役所と軋轢が生まれると大変なことに
なるんですよ。もう事業が遂行出来なくなっちゃうの。補助金団体だから、
みんな。そうすると仲悪くなった途端に、なんにも出来なくなるわけ。でも
セカンドにいる限り、絶対矢面に立たずに済むんですよ。調整役、そこが肝
で、セカンドがほんとに大切ですね。矢面に立つとどうしようもないね。喧
嘩するしかないもんね。 
 
B氏：自分のやりたいことやろうと思えば、リスクを避ける必要があるん
ですよ。当然地方は、田舎は。コミュニティの中で。そうなると、自分だけ
が目立つと絶対足引っ張られるし、絶対良くないですよ。自分は引っ込んで
人を立てる方が絶対長く続くと思う。 
 
両氏は、セカンドはトップと同様の情報を掌握しつつ事業を動かす権限も持っており、
非難の矢面に立たずに済むため挿げ替えもされず、事業を継続することが可能と考えて
いた。両氏はこれらのことを継続して別府で行い、さまざまなまちづくりの【取り組み
集大成】として 2001年に別府ハットウ・オンパクを開催した。このときには A 氏はセカ
ンドポジションではなく、組織のトップになって事業を動かした。前述の通り「まちづ
くりの軸」が定まってきたことや、それまでの活動を通してまちづくりに取り組む別府
の人々と A 氏との関係が安定してきたこと、周囲にトップの引き受け手がいなかったこ
とから、A氏は「オンパクは自分でやんなきゃしょうがない」と矢面に立つ覚悟を決めた
のである。そして B 氏は運営のトップとして、事業を動かした。両氏はトップに立って
からは、スタッフ配置に気を遣った。具体的には、そのスタッフが能力を発揮できる、
あるいは楽しいと思える仕事を任せるようにした。そして両氏は、ハットウ・オンパク
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の内部的な仕事はスタッフに任せ、対外的な仕事（オンパク手法の他地域拡散）に従事
するようになった。ただし、C氏が A氏について次のように述べている通り、スタッフに
すべてを任せきりにするのではなく、必要な時にはフォローを行っている。 
 
僕らが好き勝手にまちづくりして色々荒らすわけですよ、人間関係を(笑)
そういう時にきちっとフォローしてくれる、若手を守ってるっていう意識が
強いですね。だから自由にさせて、走らせて、隠れ、知らないとこで謝って
いただいてる。 
４.３.３ 発達プロセスに関連する要因 
（１）カルチャーショック 
実家の稼業を継ぐため別府に戻った A 氏は、戻った当初について次のように述べてい
る。 
 
それまで規律あるサラリーマン社会でしょ。当時はピラミッドですからね。
（中略）そいで、オーナーとして戻るわけでしょ。そうすると地域コミュニ
ティって、もう全く異質だよね。全く違う場所に道徳観を、あっ、倫理観も、
コミュニティの作り方も違うでしょ。サラリーマンコミュニティと地域コミ
ュニティ、全然違うんだもん。これは戸惑いましたね。それであまりの規律
のなさと倫理観のなさに驚いた。カルチャーショックに近い。 
 
A氏は、別府外で経験してきたことと別府の状況のギャップに衝撃を受けた。まちづく
りを進めていく上でこのギャップをどのように乗り越えていったのか、A氏は次のように
述べている。 
 
理屈は言わないようにしたの(笑)飲み食いの時間を増やしただけ。一緒に
その時間を共有するような。そう、それが大変なんだよね、田舎の付き合い
って。当時は特にその飲み食いをいかにするかって、その時間をいかにたく
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さん取るかっていう話だけ。（中略）そうじゃないと分かってくんないから。
しょうがないから。同じ空間、あなたの味方みたいにいつもそばにいると、
あなたと一緒にいる人みたいになるじゃないですか。そうすると、何人か言
うこと聞くようになるの。いる時間が長い人はやっぱり、話も聞いてくれる
し。 
 
A氏はカルチャーショックを経て、まずは情緒的に地域住民へアプローチすることによ
り地域内における信頼を獲得していった。信頼されるようになった上で A 氏はまちづく
りの方向性を地域住民に論理的に説明し、その理屈を理解してもらえるようにした。そ
して、まちづくり活動を行っていった。 
 
（２）地域の先輩 
A氏のまちづくり萌芽期において、A氏のまちづくりの考え方を理解しつつ、第三者の
視点から冷静に支援する地域の先輩の存在は A 氏に影響を与えていた。具体的には、ま
ちづくりを進める上での人の配置、資金調達方法を先輩の客観的な視点から学んだ。A
氏は地域の先輩について、次のように述べている。 
 
分かってくれる先輩がほんと二人いました。一人は旅館業界、一人は料飲
業界。悩みの師なので、人事とお金の時は相談にいきますね。やっぱり人と
金の話は最後まで付いて回るから。 
〔筆者：人の相談とは〕人事。人をどこに付けるかとか。先輩方だと少し
こう、俯瞰的な目とかあるいは第三者的な目があって。 
〔筆者：お金に関しては〕事業に関するお金の調達問題。事業大きくしよ
うと思ったらお金がいるし、全部が全部補助金だけでできるわけじゃないか
ら。自分で運転資金調達しなきゃいけなかったり。 
 
また、B氏は表 ４.１の通り、A氏から別府八湯竹瓦倶楽部代表世話人を任されたこと
が契機となり、その後別府のまちづくりに A氏とともに取り組んでいった。B氏にとって、
第４章 別府ハットウ・オンパクのリーダーの発達 
 
 
113 
A氏が地域の先輩であった。 
 
（３）国際交流 
A 氏の仕掛けにより、別府は 1998 年から３年間、海外の温泉地と交流する温泉文化交
流事業を行う。このときの様子を A氏は次のように述べている。 
 
国際交流が始まって、ドイツ・イタリア・日本でシンポジウムをやるわけ
ですよ。８ケ国呼んで、温泉地を。ここで初めて温泉地とか観光地のマネジ
メントの話とか、ドイツなんか特に出てくるんですよ。観光地のマネジメン
トしなきゃいけないとか。（中略）１週間別府にいて、８ヶ国の人がディス
カッションを重ねたんですよね。ほんとに長い間話し合って、共通点がいく
つかあって、それがやっぱ自然の保全とかね、そういうことだったの。歴史
をいかに大切にするかとか。地域の文化は何なんだとか。残るのはその話で
したね、ほとんど。今の現況はいくら言っても、共通の理念っていうものは、
大切にしたいのは、もうやっぱりここらへんでなんとなく分かったの(笑)。
あ、みんな一緒なんだ、ブレないとこは。 
 
A氏は、海外温泉地との意見交換や視察を通じて、地域が軸とすべきもの（自然・歴史・
文化）に気付き、それをまちづくりにつなげていった。これらの軸は後に、４.２.１で
述べた通り、別府ハットウ・オンパクの軸となる。 
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４.４ 考察 
本章では、別府ハットウ・オンパクリーダーの発達プロセスをテーマに分析を行った。
発達プロセスは、次の通りである。 
 〔①育ちと地域外経験〕誕生から高等学校卒業までを誕生した地域で過ごし、大
学生活そして最初の就職は生まれ育った地域外で経験した。最初に就職した会社
では、規律があることや理詰めで仕事することを学んだ。 
 〔②観光まちづくりへの想いを持つ〕実家の稼業を継ぐため、生まれ育った地域
に戻った。戻った当初、生まれ育った地域と地域外とのギャップにカルチャーシ
ョックを受けた。生まれ育った地域の観光衰退に対して「何かしなければ」とい
う想いを持ち、地域を活性化するための取り組みを始める。 
 〔③観光まちづくり試行錯誤と経験からの学習による発達〕さまざまな取り組み
に地域住民を巻き込もうとしたが、地域住民は理屈では動かない状況であった。
そのため、情緒的対応や地域の先輩に相談して対応を考えることなど、周囲を巻
き込む工夫を行った。これらの経験を踏まえた学習と行動によって、別府ハット
ウ・オンパクリーダーは発達したと考えられる。また国際交流など地域外との交
流を通して、観光まちづくりの軸に気付いた。 
 〔④リーダーとして観光まちづくり実践〕さまざまな取り組みの集大成として自
らがトップリーダーとなる覚悟を決め、オンパク（別府ハットウ・オンパク）を
開催した。そして、この手法を全国に広げる取り組みを行いつつ、オンパクに限
らず、観光まちづくりに関与し続けている。 
この発達プロセスに関係している要因として、「カルチャーショック」「地域の先輩」「国
際交流」を挙げることができる。３.３「リーダー発達に関する研究」を総括すると、リ
ーダーの発達には、「失敗や逆境といった修羅場」と「他の人とのつながり」の 2点が大
きく影響していると考えられる。これに関して別府ハットウ・オンパクリーダーの発達
プロセスはどうか。A氏・B氏が別府に戻って受けたカルチャーショックは、彼らにとっ
て逆境であった。彼らは当初、理屈（論理的対応）で地域住民を動かそうとしたが、A
氏・B氏が別府に戻ってくる前にいた企業社会とは異なり、それでは地域住民を動かすこ
とはできなかった。この逆境にリーダーは、地域の先輩に相談することによって別府の
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状況を冷静かつ客観的に理解し、それまでの論理的対応のみならず、情緒的対応を組み
合わせることで対処した。このような対応は、変革型リーダーシップ理論における「個
別的配慮」、特に「組織のメンバーというよりも個人として尊重する」という特性に近い
（表 ３.１）。「飲み食いをともにする」といった業務や組織における関係性とは異なる、
より個人的なアプローチが地域では必要とされると考えられる。このように、観光まち
づくり試行錯誤期の逆境があったために、リーダーはそれまでの考え方を変化させる必
要に迫られ、地域の先輩という「他の人とのつながり」を活かして自己変革という発達
が促されたと考えられる。 
自己変革によって生み出されたリーダーの情緒的対応は、「他の人とのつながり」のも
う 1つの側面であるフォロワーとの関係にも影響を及ぼした。A氏・B氏は別府ハットウ・
オンパクにおいて、フォロワーが能力を発揮できる、あるいは楽しいと思える仕事を任
せることや、トラブル対応など必要な時にフォローするといったことを行い、フォロワ
ーからの信頼を獲得していった。すなわち、観光まちづくり試行錯誤期に培った情緒的
対応が、フォロワーの信頼を獲得する「個別的配慮」という変革型リーダーシップスキ
ル獲得につながったと考えられる。なお、フォロワーである C 氏が語った A 氏のトラブ
ル対応は、フォロワーに負の影響を与える受動的・回避的行動をしなかったということ
であり、別府ハットウ・オンパクリーダーが持つ変革型リーダーシップの有効性をさら
に支持する。 
また、岩松・岩井（2001：307-314）や安村（2006：94-95）によれば、観光地におけ
るリーダーは地域外との交流や視察あるいは大都市で暮らした経験を通じて、客観的か
つ広い視野を培い、観光まちづくりに活かしている。別府ハットウ・オンパクのリーダ
ーも大都市（両氏とも東京）で暮らした経験を持ち、海外温泉地との意見交換・視察と
いう国際交流を経験しており、岩松・岩井（2001：307-314）や安村（2006：94-95）の
主張を支持している。この経験は、小長谷・竹田（2011：34）や捧（2011：113）がリー
ダーの要件あるいは特徴の 1 つとして述べた「戦略性」を養うことにつながったと考え
られる。 
次に、これらの発達プロセスに関係する要因が有効に機能する前提条件として、「リス
クを冒して新しいことに挑むこと」と「経験からの学ぶこと」を挙げたい。Kotter（1982：
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101）、McCall（1998：102-127，187-194）、McCauley・Moxley・Velsor（1998：6-8)、Bennis
（2003：90，192）らは表現に多少の違いはあれど、リスクを冒して新しいことに挑む行
動がリーダー発達のきっかけになっている点を指摘している。行動しなければ、自身の
発達を促すような経験をすることはできない。別府ハットウ・オンパクリーダーは図 ４.
４の【経験から学習したネットワークづくり】の通り、周囲からの信頼を勝ち取るため、
自らリスクをかけてまちづくりの取り組みを行った。それにより「失敗や逆境といった
修羅場」や「他の人とのつながり」を経験することになり、その結果彼らの発達は促さ
れたと考えられる。 
また、McCauley・Moxley・Velsor（1998：6-8)は、リーダーシップ開発には「成長を
促すさまざまな経験」のみならず、「経験から学ぶ能力」の必要性を指摘している。別府
ハットウ・オンパクリーダーは、これまで述べてきた通りさまざまな経験をしてきたが、
これらの経験に意味を見出さなければ彼らの発達は促されなかっただろう。すなわち、
観光まちづくりにおけるリーダーはリスクを冒して新しいことに挑み、その経験から学
習して発達し、地域住民からの信頼を獲得してリーダーシップを発揮すると考えられる。 
最後に、別府ハットウ・オンパクリーダーと変革型リーダーシップの関係についてま
とめる。別府ハットウ・オンパクリーダーの「自らリスクをかけてまちづくりの取り組
みを行う」といった地域のための行動は、変革型リーダーシップの「理想的な属性」の
「自己利益を超えて組織のために行動する」（表 ３.１）という特性を発揮していると言
える。このほかにも、「まちづくりの軸」を考え示すことや（「鼓舞する動機づけ」）、そ
の軸を活かして別府活性化のアイディアを創出すること（「知的刺激」）など、変革的リ
ーダーシップと捉えられるような行動が見られる。また前述の「個別的配慮」や、受動
的・回避的行動をしないといった事象も踏まえると、別府ハットウ・オンパクリーダー
は変革型リーダーシップを活用して地域を牽引していると考えられる。 
さらに詳細に別府ハットウ・オンパクリーダーのリーダーシップを検討すると、観光
まちづくりにおけるリーダーシップの特徴が際立つ。前述した通り、リーダーが別府に
戻って観光まちづくりの取り組みを行おうとした際の地域社会は、組織としてある程度
方向性や仕事の仕方が決まっていた企業社会とは異なっていた。地域社会は、地域のあ
り方やそのあり方に近づく方法などに関し、多様な考えを持つ人々で構成されている。
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地域を活性化しようとする際、地域をある一定の方向へ導くことは必要であるが、それ
を受け入れない人々がいた場合にも対処する必要がある。そのような場合に、「個別的配
慮」が有効に機能すると考えられる。「個別的配慮」で信頼関係を築き、住民が建設的に
地域の活動を考えていくように促すのである。その下支えがあって、他の変革型リーダ
ーシップの下位尺度が地域全体で有効性を発揮すると考えられる。観光まちづくりにお
いては「個別的配慮」、特に「組織のメンバーというよりも個人として尊重する」の位置
づけが、企業組織等よりも重要な位置づけにあることが示唆される。 
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第５章 オンパクリーダーの発達94 
本章では、第４章に続いて観光まちづくりの手法のひとつと考えられるオンパクを取
り上げ、オンパクを導入した 4 地域のリーダーの発達について議論する。調査において
は半構造化面接を用い、その逐語録を質的分析手法 SCATによって分析し、オンパクリー
ダーの発達とその影響要因を探索的に検討する。 
５.１ 研究の目的・方法 
５.１.１ 研究の目的 
４.２で述べた通り、オンパクはジャパン・オンパクを通じて日本国内に幅広く広まっ
ている。そのため、同じフォーマットの下で比較研究が行いやすいという観点から、本
章における研究対象とすることが妥当であると考えた。 
またオンパクは、事業を通じたリーダー育成を重要視していると考えられる。オンパ
クは経済産業省「地域新事業活性化中間支援機能強化補助事業」を契機として、地域活
性を担う人材の育成を行っている。具体的には、さまざまな現場や人材との折衝を行う
企画や執行のスキルを持つ人材と、広範なネットワークを束ねる地域マネジメントを担
う人材を育成している（鶴田・野上，2008）。前者は、事務局員やボランティアスタッフ
としてオンパクを動かす運営スタッフのことである。一方後者は「地域におけるリーダ
                                                   
94 本章は、井手（2017b）を加筆修正した。 
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ー」と言い換えることができ、事業機能としてこの人材育成を掲げているオンパクは、
観光まちづくりにおけるリーダーの発達に影響を及ぼしている可能性が高いと考えられ
る。したがって、リーダーの発達プロセスとその関連要因を検討するためにオンパクは
格好の研究対象といえる。 
本章の研究にあたり、オンパク手法を日本全国に広げているジャパン・オンパク事務
局に協力を要請した。研究趣旨を事務局に説明し、オンパク導入の代表的な地域および
リーダーを以下の方針をもとに挙げて頂いた。リーダーシップ研究においてリーダーシ
ップ行動は、課題関連と人間関連の 2つに大きく分類される（金井，2005；山口，2011）。
課題関連とは、組織や集団における課題達成に向けてその方向を示すことである。人間
関連とは、組織や集団のメンバーに対して緊張を緩和して良好な人間関係を促進・維持
する行動である。これらの特性を持つ人物を今回の調査対象とすることが妥当であると
考えられるが、人間関連については調査前にそのような人物が地域に存在するか否か検
討が困難である。一方、課題関連については、オンパク導入支援を通してさまざまな地
域と交流があるジャパン・オンパク事務局に、そのような行動特性を持つ人物が存在す
る地域を紹介してもらうことが可能である。そこでジャパン・オンパク事務局に、オン
パク導入地域において課題関連の行動特性、すなわち地域の課題達成に向けて観光まち
づくりの戦略を具体的に練り、その戦略を観光事業者や地域住民に示して彼らを牽引す
る人物を挙げて頂くよう依頼した。 
なお、ジャパン・オンパク事務局より提供頂いたオンパク事業開催リストに掲載され
ている事業について、筆者はインターネット検索によって開催状況を調べた。そして、
オンパク推進の経験を鮮明に思い出せるよう、調査依頼時期（2015 年 3 月）からさかの
ぼって 1年以内にオンパクが実施された 38地域におけるリーダーを本研究の対象候補と
した。 
ジャパン・オンパク事務局には、数の制限を設けずに候補を挙げて頂いた。その結果、
4名のリーダーが候補として挙げられた。なお、オンパク導入地域の多くは多様な主体が
プロジェクト推進に関わる委員会方式を採っている。この委員会には実行委員長という
役職リーダーが存在し、当該地域の首長、商店街や旅館組合の組合長、観光協会の会長
等がその任に就いている。プロジェクトをこの役職リーダーがリードする場合もあれば、
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それ以外の地域住民がリードする場合もある。さらに、リーダーにはプロデューサーや
ディレクターといった分類もある。このようにリーダーには役職レベルや種類が存在し
ており、役職レベルや種類ごとの分析の必要性が考えられる。しかし３.１「観光地にお
けるリーダーに関する研究」で整理した通り、観光まちづくりにおけるリーダーの発達
は現段階ではほとんど不明であり、第４章に続いて本章においても、役職レベルや種類
を限定せずにその実態についての探索的分析の必要がある。したがって本章では、役職
レベルや分類にこだわらず調査対象を設定し、観光まちづくりにおけるリーダーの発達
プロセスとその関連要因を探索的に明らかにすることを目的とする。 
５.１.２ 研究の方法 
前項で挙がった 4 名に調査依頼を行い、全員から承諾を得てインタビューを行った。
インタビューは 1 名あたり 53～84 分間であった。調査対象者全員に SCAT 分析シートを
送付し、事実と異なる点がないか、記載に何かしら問題がないか、の確認をして頂いた。
全調査対象者から実名公表の許可を得たが、研究倫理を考慮して地域名および人物名を
匿名化して表記する（表 ５.１）。 
 
表 ５.１ 調査対象者一覧 
調査対象者 活動地域 性別 年齢 インタビュー日 インタビュー当時のおもな役職 
H D 男性 30代 2015年4月29日 
まちづくりNPO・まちづくり会社代表 
D地域オンパク実行委員長 
I E 女性 40代 2015年4月6日 
まちづくり会社代表取締役社長 
Eおよび近隣地域オンパク事務局長 
J F 男性 30代 2015年6月3日 
まちづくりNPO理事長 
F及び近隣地域オンパクプロデューサー 
K G 男性 40代 2015年5月27日 G町役場危機管理室長兼情報防災係長 
出所：筆者作成 
 
調査方法は半構造化面接による聞き取りで、調査対象者が指定する場所で行った。調
査対象者の承諾を得て、聞き取り内容を録音した。聞き取り内容は、①オンパクにおけ
る具体的な役割、②オンパクに関わった経緯、③成長したとご自身が思われる経験、④
プロフィール（性別・年齢・略歴等）である。聞き取り内容①は聞き取り内容②とあわ
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せて確認することにより、調査対象者がオンパクあるいは活動してきた地域においてど
のような役割を担ってきたのか、基礎的情報として把握することを意図した。聞き取り
内容②は、オンパク実施以前から実施までの調査対象者の関わりを把握することにより、
発達との関連、すなわち図 ３.１のリーダー研究モデルにおける特性と媒介変数の関係
の探索を意図した。聞き取り内容③は、図 ３.１のリーダー研究モデルの通り、リーダ
ーの発達にはさまざまな経験という媒介変数が大きく影響しているのではないかと考え、
設定した。聞き取り内容④は、調査対象者の基礎的情報把握と、聞き取り内容①～③を
略歴と対照させることによって調査対象者の発達をプロセスとして整理するために設定
した。聞き取った内容を逐語録にし、これを分析に用いた。また、調査対象者から提供
された資料も参考にした。 
分析には、SCAT（Steps for Coding and Theorization）を用いた。SCATは、教育工学・
教育社会学・臨床心理学・臨床研究・薬学・看護学・スポーツビジネス研究・ヒューマ
ンサービス研究などで用いられてきた（大谷，2011：155）。これは、比較的小規模の質
的データの分析にも有効であり、明示的な手続きで分析過程を表す（大谷，2011：155）。
そのため、分析の省察可能性と反証可能性を有する分析法である（大谷，2007：40）。具
体的には、①言語データ（テクスト）を意味のかたまりで切片化、②切片化したテクス
トごとに着目すべき語句を抽出、③抽出した語句の意味を表すような別の語（コード）
を検討、④コードを説明することのできる別のコードを検討、⑤ここまでの手続きに基
づいてテーマや構成概念を生成、⑥生成したテーマや構成概念の意味のつながりをもた
せてストーリーラインを作成、⑦ストーリーラインを断片化して理論記述（普遍的な原
理ではなく、このデータから言えること）、⑧さらに追及すべき点・課題の検討、という
手順で分析する。 
第４章でも述べた通り、観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセスについては
ほとんど不明であり、まずは質的に彼らの実像を把握し、そこから仮説生成を行う必要
がある。そのため本章では、対象のリアリティを照らし出すことに適した質的研究の方
法を採用し、分析には明示的な手続きで省察可能性と反証可能性を確保できる SCATを用
いた。 
本章における分析手順は次の通りである。前述①～⑧の手続きを調査対象者の言語デ
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ータごとに行った。次に、それぞれのストーリーライン・理論記述を比較して共通点を
抽出し、概念を生成した。そして個々の概念について他の概念との関係をひとつずつ検
討し、カテゴリー・サブカテゴリーに統合した。すなわち、脱文脈化・再文脈化・脱文
脈化という手続きを取り、概念の抽象化を図った。 
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５.２ 結果 
調査対象者それぞれの言語データを SCATによって分析したところ、総計 224 個のテー
マ・構成概念が生成された（脱文脈化 1 回目）。表 ５.２に分析プロセス例として、H 氏
の分析の一部を示す。次に、コーディングによって生成されたテーマ・構成概念をもと
に、リーダーごとにストーリーラインを作成（再文脈化）し、理論記述、さらに追及す
べき点・課題を検討した。表 ５.３に、ストーリーライン、理論記述、さらに追及すべ
き点・課題の例として、H 氏の分析結果を示す。ストーリーライン・理論記述を調査対象
者間で比較した結果、14個の概念が生成された（脱文脈化 2回目）。この概念を抽象化し、
3個のカテゴリー、2個のサブカテゴリーに統合した（表 ５.４）。 
以下では 4 名のストーリーラインを述べ、その後、生成された概念をカテゴリーごと
に説明する。 
 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
  
表 ５.２ SCAT による分析プロセス例（H 氏） 
番
号 発話者 テクスト
<1>テクスト中の注目
すべき語句
<2>テクスト中の
語句の言いかえ
<3>左を説明する
ようなテクスト外
の概念
<4>テーマ・構成概
念（前後や全体の
文脈を考慮して）
<5>疑問・課題
6 H氏
僕の関心はもともとは、やっ
ぱり僕がDで生まれ育ってい
て、でまあ高校生くらいまあ
今から20年近く前からDのまち
がみるみるうちに寂れていっ
たっていう状況を見ていて、
で、その時に感じたことが
「よそから来たものとでかい
ものに頼ってちゃ町はつぶれ
るな」と思って。だからその
小さくても、この地元・地場
に根付いてやっていくような
人とかそうゆう産業が生まれ
てこないとまちは持続的には
なんか良くはなってこないだ
ろうなっていう意思があった
んですね。でその時にまず最
初に何ができるのかなって感
じると、やっぱりそこで実際
にそうゆう風に活動とか事業
やっている方々とじかに触れ
る体験というのを作りたい。
僕がDで生まれ育ってい
て．
高校生くらいまあ今から
20年近く前からDのまちが
みるみるうちに寂れて
いったっていう状況を見
ていて．
よそから来たものとでか
いものに頼ってちゃまち
はつぶれるな．
小さくても、この地元・
地場に根付いてやってい
くような人とかそうゆう
産業が生まれてこないと
まちは持続的にはなんか
良くはなってこないだろ
うな．
そこで実際にそうゆう風
に活動とか事業やってい
る方々とじかに触れる体
験というのを作りたい．
Dで生まれ育つ．
高校生時代にDが寂
れていく様子を見
ていた．
よそから来たもの
や大規模なものに
頼っていてはまち
がつぶれる．
小さくても、地域
に根づいたもので
ないと持続的に良
くはならない．
Dを何とかしたい．
DにUターン．
Dで生まれ育った．
Dが寂れていく様
子．
D外から来たものや
大規模なもの．
まちがつぶれる．
地域に根づいたも
の．
・H氏が観光まちづ
くりに携わろうと
考えた動機（地域
に対する想い）
は、他の観光まち
づくりにおける
リーダーにも共通
するのか？
第５章 オンパクリーダーの発達 
 
 
124 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
  
表 ５.３ ストーリーライン、理論記述、さらに追及すべき点・課題(H 氏) 
理論記述
・Dが寂れていく様子を見ていた高校時代に「Dを何とかしたい」という想いが萌芽
・世界を旅し、地域ならではの体験に魅力され、地域の体験を提供することに取り組みたいと考えるようになる
・コンサルティング会社で「プロフェッショナルとして行動すること」「成果を求める意識」を社長から学び、業務を通してリーダーシップを取
る経験も積む
・政策学校で社会変革に臨む姿勢やそれを行動に移す方法を学んだ。政策学校の講師から、ビジョンを描きつつも、まず次にできる最初の小さな
一歩を探して、そこから取り組んでいくということを学んだ（志は高く一歩目は低く）
・H氏は、地域住民がガイド・先生役となり、その地域ならではの体験を観光客ではなくその地域の住民が体験するということに取り組みたいと
考え、DにUターン
・D住民の「Dには何もないです」という発言にショックを受け、地域住民の意識を変えていかないとまちは変わっていかないと考える
・D住民にDの良いところを知ってもらう活動を始める
・オンパク開始、関係者の考え方の食い違いに戸惑う
・食い違いに対処するため形にして見せることを行ったり、ファシリテーションによって活動を促進した
・オンパクによるDの変化（「何もない」減少、新しいことに取り組む人増加）に成果を実感し、次のステップを模索し始める
・ロールモデルとの出会いから次のステップとして不動産活用へ
・収益を上げながらまちづくりに取り組む仕組みづくり
・H氏の成長には、「世界を旅した経験」「企業で働いた経験」「政策学校で学んだ経験」「事業を動かした経験」「ロールモデルとの出会い」
の5点が影響したと考えられる
さらに追究すべき点・
課題
・H氏が観光まちづくりに携わろうと考えた動機（地域に対する想い）は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・H氏のリードの仕方は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・H氏の成長に寄与した経験・事柄は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通する点があるか？あるなら、どういった点か？
ストーリーライン
（現時点で言えるこ
と）
下線は分析プロセス
<4>テーマ・構成概念
に該当する部分
　H氏は、Dで生まれ育った。H氏は高校時代、Dが寂れていく様子を見ていた。その中で、D外から来たものや大規模なものに頼っていてはまちが
つぶれるという認識を持ち、地域に根づいたものでまちづくりに取り組まないとDは持続的に良くなっていかないと感じていた。この頃が、H氏の
「Dを何とかしたい」という想いの萌芽であったと考えられる。H氏は東京の大学に入学し、大学院修士課程修了まで物理学を学ぶ。20歳頃から世
界を旅し、さまざまな地域を体験する。この「地域ならではの体験」を楽しいと感じ、H氏も地域の体験を提供することに取り組みたいと考える
ようになる。大学院終了後、ビジネスコンサルティングの会社に入社し、コンサルティング業務に従事する。この仕事ではH氏が関係者と協働し
て最後まで責任を取るという形であったため、リーダーシップを発揮しなければならなかった。しかし、自分自身が取り組みたいことに取り組め
ていたため、「仕事は楽しい」という感覚であった。またH氏は、この会社の社長から「プロフェッショナルとして行動すること」と「成果を求
める意識」を学んだ。H氏は東京で働きつつも、都会の環境にストレスを感じており、月に1度程度Dのまちを自分なりに楽しむことを通して、リ
フレッシュしていた。これを通してH氏は、Dには面白いコンテンツが多くあると感じ、自分なりに楽しむ環境は居心地が良いと考えるようになっ
た。この経験を背景に、ビジネスコンサルティングの会社で働いて3年目の頃、まちづくりや観光といったH氏がさらに本気になれることに取り組
みたい、Dにいずれ帰りたいと考えるようになっていた。そして社会変革について、政策学校で実践的に学ぶことに取り組む。具体的には、「社
会を変えたかったらまず自分が変わらなければいけない」「自分だけ安全なところにいても物事や相手を変えることはできない」という姿勢、そ
れを行動に移すにはどうすれば良いかを学んだ。その方法とは、自分の問題意識を掘り下げ、それに対して自分はどう関わっていきたいか、どう
するべきかを考えていくということである。その後コンサルティング会社を退社し、DにUターンする。
　H氏は政策学校の講師からオンパクのことを聞き、Dでも同様のことをしたいと考えていた。地域住民がガイド・先生役となり、その地域ならで
はの体験を観光客ではなくその地域の人が体験する、ということをH氏は考えていた。しかしDに戻った当初、地域住民にDの良いところを尋ねる
と、「何もないです」という回答が返ってくるばかりであり、その状態にH氏はショックを受けた。H氏は、地域住民の意識を変えていかないと、
まちは変わっていかないと思い、なぜ地域住民はそのような意識であるかを考えた。その理由は、Dの良いところを地域住民が知らないからでは
ないか、Dの住民にとっては当たり前すぎて価値に気付かないのではないか、とH氏は考えた。これに対処するには、オンパクは最適であるとあら
ためて考えるようになる。このとき、H氏は地域情報ポータルサイトの運営事務局を担っていたため、まずはこのポータルサイトで面白い人の話
を発信することを継続した。H氏は地域情報ポータルサイトの運営を通して、Dには面白い人がいっぱいいる、多くの人にこれらの人に会って欲し
いと考えるようになる。そして、地域情報ポータルサイトで取材をした相手である農家と、D移住者や別荘所有者向けに遊休農地を再生する農業
体験活動の提供を行う。参加者からの好評を得てH氏は、Dを知ってもらえたら物事は変わっていくと感じた。これにより、D移住者や別荘所有者
といったお客のイメージ、地域情報ポータルサイトで知り合った人々と連携すればできるというイメージがH氏の中で生まれ、オンパクプログラ
ムの1つにあたるようなものを実施できたという自信から、オンパク準備に取り掛かる。
　市役所や観光協会の職員、まちの中の若手メンバーとオンパク準備の勉強会を始めつつ、同時期にオンパク研修会に参加して立ち上げ方を学ん
だ。勉強会では、オンパクに取り組みたいことをメンバーに説明し、どのように運営するか議論した。その後実行委員会を組織したが、商店街関
係者にオンパクを理解してもらえない事態が起きた。商店街は人が来てお金が落ちるイベントを欲しており、H氏たちの「地域住民がガイド・先
生役でその地域の住民が地域ならではの体験をする」というイメージとは食い違いがあった。H氏は若手で別働隊を組織して、ガイドブックのよ
うな目に見える形まで企画を作っていった。それを実行委員長や商店街関係者に見せ、取り組みたいことを理解してもらった。そして第1回オン
パクを実行した。2年目には、第1回実行委員長の「取り組みたい人間が担った方が良い」という考え方から、H氏が実行委員長に就任した。H氏は
Dで何か取り組んでいた人を巻き込み、一緒に取り組んでいく体制を構築していった。3年目に入った頃から、「Dには何もない」という人が減少
し、「Dって面白いんじゃない？」という雰囲気がまちに出てきたとH氏は感じた。また、オンパク以外でも新しいことに取り組み始める人が出て
きたため、H氏はオンパクの一定の成果を実感し、次のステップを模索した。
　オンパクは、地域住民が地域を楽しむプログラムを作って地域住民に提供し、Dのファンを作っていく取り組みとして継続し、一方で次のス
テップとしてまちづくりの取り組みをビジネスとしても成り立たせることにH氏はチャレンジする。このきっかけは建築・都市・地域再生プロ
デューサーというロールモデルとの出会いであった。このプロデューサーは、空き物件を活用しながら、民間のまちづくり会社がまちを変えてい
く取り組みを行っており、H氏はこのプロデューサーに弟子入りを希望する。そして、このプロデューサーが開催したまちづくり会社を立ち上げ
る人材育成講座に参加し、講座参加と同じ年にまちづくり会社を設立する。講座受講から1年後には、カフェ開業を達成する。H氏がこのような行
動を取ったのは、オンパクというソフトの取り組みのみではまちづくりが続かなくなるのではないかと考えたことが背景にある。オンパクは直接
的に収益を上げることができるわけではないため、継続が難しくなるとH氏は考えた。そこでH氏は、オンパクの次に何をすべきか、収益を上げな
がらまちを変えていくにはどうすれば良いかを考え、不動産活用に可能性を見出した。H氏は、カフェとカフェの後に立ち上げたゲストハウスで
収益を上げ、その収益を活かしてオンパクで地域の事業を研究開発する仕組みを構築していきたいと考えている。
　H氏はこのプロセスの中で、どのようにして活動をリードしたのか？H氏は、ビジョンを共有でき、何かに取り組みたいと強く考えている相手と
一緒に取り組むことを行った。取り組む気がない人を巻き込む必要がある場合は、企画やその成果などの形を見せて後から納得頂くという方法を
取った。すなわち、皆の合意があったから取り組むではなく、取り組む気のある人と組んで前に進んでいくということを行った。そうしなけれ
ば、まちは変わらないまま自分たちが疲弊していってしまう、とH氏は考えたのである。一方で、ビジネスコンサルティング会社での経験やオン
パクにおけるワークショップ実施においてファシリテーションスキルを発揮した。H氏はこのスキルを、トレーニングを受けたり、実際のワーク
ショップ実施経験を通して身につけた。また、H氏が活動をリードする上で、本質をつかんでそれを形にするスキルは重要な役割を果たした。例
えば、地域情報ポータルサイトを通してDのことを広く・深く知り（本質をつかみ）、知ったことを活用して農業体験活動やオンパクという形に
した。オンパクの次のステップを検討する際にも、まちづくりの取り組みをビジネスとして成り立たせないとまちづくりが続かなくなるという本
質をつかみ、カフェやゲストハウス開業という形にした。このスキルについてH氏本人は、物理学を学んでいたこととビジネスコンサルタントを
していたことが要因かもしれないと述べている。
　リーダーとしてのH氏の成長に寄与したことは何か？おもに「世界を旅した経験」「企業で働いた経験」「政策学校で学んだ経験」「事業を動
かした経験」「ロールモデルとの出会い」の5点が挙げられる。世界を旅する以前は人前に出たり、集団で行動したりといったことが苦手で、
リーダーシップを取るタイプではなかったとH氏本人は述べている。H氏は世界を旅し、何があっても生きていける度胸と根性がついたと同時に、
さまざまな人と関わることや新しいことを吸収することは楽しいという感覚を持つようになる。そして、就職したコンサルティング会社での業務
を通し、リーダーシップを取る経験を積んだ。その後、政策学校で社会変革に臨む姿勢やそれを行動に移す方法を学んだ。これらの経験からの学
びが、Dでのオンパク実施につながっていく。オンパクや不動産活用などの事業を動かした経験では、関係者の考え方の食い違いに対処すること
を通し、取り組む気のある人と組んで前に進んでいく、そうでない人には形を見せて後から納得頂くということを学び、実践した。H氏はこれら
の経験の中で、ロールモデルと呼べる人物に出会い、彼らの考え方を自身に取り込んだ。大学院修士課程修了後に就職したコンサルティング会社
の社長からは、「プロフェッショナルとして行動すること」と「成果を求める意識」を学んだ。政策学校で出会った講師からは、ビジョンを描き
つつも、まず次にできる最初の小さな一歩を探して、そこから取り組んでいくということを学んだ。方向性が揺らがないようにするためビジョン
は大切であるが、取り組んでみないと分からないこともある。現実的にできることから取り組んでみて、修正していく。この考え方を示す政策学
校講師の「志は高く一歩目は低く」という言葉を、H氏は座右の銘としている。H氏がオンパクの次のステップを検討し始めた際に出会った建築・
都市・地域再生プロデューサーからは、まちづくりに不動産を活用する手法を学んだ。この学びを活かしてH氏はまちづくり会社を立ち上げ、カ
フェやゲストハウスを開業した。
第５章 オンパクリーダーの発達 
 
 
125 
※○印はその概念が該当するリーダー 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
５.２.１ 各リーダーのストーリーライン 
（１）H氏 
H 氏は、D で生まれ育った。H 氏は高校時代、D が寂れていく様子を見ていた。その中
で、D 外から来たものや大規模なものに頼っていてはまちがつぶれるという認識を持ち、
地域に根づいたものでまちづくりに取り組まないと D は持続的に良くなっていかないと
表 ５.４ 生成された概念とカテゴリー 
カテゴリー サブカテゴリー 概念 定義 H I J K
生まれと育ち 後に観光まちづくりをリードすることになる地域で生まれ、高校卒業までその地で育つ。 ○ ○ ○ ○
外に出るまで地域の様
子を観察
自身が生まれ育った地域の外に出るまでその地域の様子を観察
し、「地域を何とかしたい」「将来まちづくりに携わりたい」
という想いが芽生えること
○ ○
地域を何とかしたいと
いう想い 地域の状況に危機感を持ち、何とかしたいと思う気持ち ○ ○ ○ ○
積極的に学ぶ姿勢
政策立案やワークショップなどの研修や、研修講師や親・先輩
などのロールモデルから、まちづくりに臨む姿勢や事業推進の
方法などを積極的に学ぶ。
○ ○ ○ ○
成果を上げたという自
信
活動の成果が上がり、自分自身の考えや取り組みに自信を持
つ。 ○ ○
収益を上げる
一過性のイベントで終わらせず、観光まちづくりの取り組みを
継続できるように、収益を上げながらまちを変えていく取り組
みを行う。
○ ○ ○
リスクを冒して新しい
ことに挑む
人任せにするのではなく、自ら組織を設立して新しいことに
次々に挑んでいく。 ○ ○ ○
地域の魅力を認識 観光まちづくり活動の軸となる地域の魅力に気づく。 ○ ○ ○ ○
プランニング
研修や業務経験を通じて企画や編集などのプランニングスキル
を養い、そのスキルを用いて観光まちづくり活動を計画・実行
した。
○ ○ ○
形を見せて説得
ビジョンの説明のみでは相手の理解や協力を得られない場合、
具体的な企画や参加者、活動の成果などを目に見える形で提示
し、相手を説得する。
○ ○ ○
ファシリテーション
ワークショップの研修に参加したり、実際の場づくり経験を積
んでいくことによってファシリテーションスキルを養い、その
スキルを用いて住民の取り組みを支援する場づくりや、世代や
価値観がさまざまな住民の相互理解促進の場づくりを行った。
○ ○ ○
生まれ育った地域の外
での経験
大学進学を機に生まれ育った地域の外へ出て、学業・部活動・
旅・仕事などの経験を積む。 ○ ○ ○ ○
ショック
生まれ育った地域の状況（地域に対して肯定感が低い住民意
識、経済環境やデザインに求められること）や、自分自身とは
まったく異なる考え方を持つ人物との議論にショックを与えら
れる。
○ ○ ○
ロールモデル リーダーの考え方や手法に影響を与えた人物 ○ ○ ○
マインド
地域への想い
リーダーシップスキル
周囲を巻き込
む
発達プロセスに関連す
る要因
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感じていた。この頃が、H氏の「Dを何とかしたい」という想いの萌芽であったと考えら
れる。 
H 氏は東京の大学に入学し、大学院修士課程修了まで物理学を学ぶ。20 歳頃から世界
を旅し、さまざまな地域を体験する。この「地域ならではの体験」を楽しいと感じ、H
氏も地域の体験を提供することに取り組みたいと考えるようになる。大学院終了後、ビ
ジネスコンサルティングの会社に入社し、コンサルティング業務に従事する。この仕事
では H 氏が関係者と協働して最後まで責任を取るという形であったため、リーダーシッ
プを発揮しなければならなかった。しかし、自分自身が取り組みたいことに取り組めて
いたため、「仕事は楽しい」という感覚であった。また H氏は、この会社の社長から「プ
ロフェッショナルとして行動すること」と「成果を求める意識」を学んだ。H氏は東京で
働きつつも、都会の環境にストレスを感じており、月に 1 度程度 D のまちを自分なりに
楽しむことを通して、リフレッシュしていた。これを通して H氏は、Dには面白いコンテ
ンツが多くあると感じ、自分なりに楽しむ環境は居心地が良いと考えるようになった。
この経験を背景に、ビジネスコンサルティングの会社で働いて 3 年目の頃、まちづくり
や観光といった H氏がさらに本気になれることに取り組みたい、Dにいずれ帰りたいと考
えるようになっていた。そして社会変革について、政策学校で実践的に学ぶことに取り
組む。具体的には、「社会を変えたかったらまず自分が変わらなければいけない」「自分
だけ安全なところにいても物事や相手を変えることはできない」という姿勢、それを行
動に移すにはどうすれば良いかを学んだ。その方法とは、自分の問題意識を掘り下げ、
それに対して自分はどう関わっていきたいか、どうするべきかを考えていくということ
である。その後コンサルティング会社を退社し、Dに Uターンする。 
H氏は政策学校の講師からオンパクのことを聞き、Dでも同様のことをしたいと考えて
いた。地域住民がガイド・先生役となり、その地域ならではの体験を観光客ではなくそ
の地域の人が体験する、ということを H 氏は考えていた。しかし D に戻った当初、地域
住民に Dの良いところを尋ねると、「何もないです」という回答が返ってくるばかりであ
り、その状態に H 氏はショックを受けた。H 氏は、地域住民の意識を変えていかないと、
まちは変わっていかないと思い、なぜ地域住民はそのような意識であるかを考えた。そ
の理由は、Dの良いところを地域住民が知らないからではないか、Dの住民にとっては当
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たり前すぎて価値に気付かないのではないか、と H 氏は考えた。これに対処するには、
オンパクは最適であるとあらためて考えるようになる。このとき、H氏は地域情報ポータ
ルサイトの運営事務局を担っていたため、まずはこのポータルサイトで面白い人の話を
発信することを継続した。H氏は地域情報ポータルサイトの運営を通して、Dには面白い
人がいっぱいいる、多くの人にこれらの人に会って欲しいと考えるようになる。そして、
地域情報ポータルサイトで取材をした相手である農家と、D移住者や別荘所有者向けに遊
休農地を再生する農業体験活動の提供を行う。参加者からの好評を得て H氏は、Dを知っ
てもらえたら物事は変わっていくと感じた。これにより、D移住者や別荘所有者といった
お客のイメージ、地域情報ポータルサイトで知り合った人々と連携すればできるという
イメージが H 氏の中で生まれ、オンパクプログラムの 1 つにあたるようなものを実施で
きたという自信から、オンパク準備に取り掛かる。 
市役所や観光協会の職員、まちの中の若手メンバーとオンパク準備の勉強会を始めつ
つ、同時期にオンパク研修会に参加して立ち上げ方を学んだ。勉強会では、オンパクに
取り組みたいことをメンバーに説明し、どのように運営するか議論した。その後実行委
員会を組織したが、商店街関係者にオンパクを理解してもらえない事態が起きた。商店
街は人が来てお金が落ちるイベントを欲しており、H 氏たちの「地域住民がガイド・先生
役でその地域の住民が地域ならではの体験をする」というイメージとは食い違いがあっ
た。H氏は若手で別働隊を組織して、ガイドブックのような目に見える形まで企画を作っ
ていった。それを実行委員長や商店街関係者に見せ、取り組みたいことを理解してもら
った。そして第 1回オンパクを実行した。2年目には、第 1回実行委員長の「取り組みた
い人間が担った方が良い」という考え方から、H氏が実行委員長に就任した。H 氏は Dで
何か取り組んでいた人を巻き込み、一緒に取り組んでいく体制を構築していった。3年目
に入った頃から、「Dには何もない」という人が減少し、「Dって面白いんじゃない？」と
いう雰囲気がまちに出てきたと H 氏は感じた。また、オンパク以外でも新しいことに取
り組み始める人が出てきたため、H氏はオンパクの一定の成果を実感し、次のステップを
模索した。 
オンパクは、地域住民が地域を楽しむプログラムを作って地域住民に提供し、Dのファ
ンを作っていく取り組みとして継続し、一方で次のステップとしてまちづくりの取り組
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みをビジネスとしても成り立たせることに H氏はチャレンジする。このきっかけは建築・
都市・地域再生プロデューサーというロールモデルとの出会いであった。このプロデュ
ーサーは、空き物件を活用しながら、民間のまちづくり会社がまちを変えていく取り組
みを行っており、H氏はこのプロデューサーに弟子入りを希望する。そして、このプロデ
ューサーが開催したまちづくり会社を立ち上げる人材育成講座に参加し、講座参加と同
じ年にまちづくり会社を設立する。講座受講から 1年後には、カフェ開業を達成する。H
氏がこのような行動を取ったのは、オンパクというソフトの取り組みのみではまちづく
りが続かなくなるのではないかと考えたことが背景にある。オンパクは直接的に収益を
上げることができるわけではないため、継続が難しくなると H 氏は考えた。そこで H 氏
は、オンパクの次に何をすべきか、収益を上げながらまちを変えていくにはどうすれば
良いかを考え、不動産活用に可能性を見出した。H氏は、カフェとカフェの後に立ち上げ
たゲストハウスで収益を上げ、その収益を活かしてオンパクで地域の事業を研究開発す
る仕組みを構築していきたいと考えている。 
H氏はこのプロセスの中で、どのようにして活動をリードしたのか。H氏は、ビジョン
を共有でき、何かに取り組みたいと強く考えている相手と一緒に取り組むことを行った。
取り組む気がない人を巻き込む必要がある場合は、企画やその成果などの形を見せて後
から納得頂くという方法を取った。すなわち、皆の合意があったから取り組むのではな
く、取り組む気のある人と組んで前に進んでいくということを行った。そうしなければ、
まちは変わらないまま自分たちが疲弊していってしまう、と H 氏は考えたのである。一
方で、ビジネスコンサルティング会社での経験やオンパクにおけるワークショップ実施
においてファシリテーションスキルを発揮した。H氏はこのスキルを、トレーニングを受
けることや、実際のワークショップ実施経験を通して身につけた。また、H氏が活動をリ
ードする上で、本質をつかんでそれを形にするスキルは重要な役割を果たした。例えば、
地域情報ポータルサイトを通して Dのことを広く・深く知り（本質をつかみ）、知ったこ
とを活用して農業体験活動やオンパクという形にした。オンパクの次のステップを検討
する際にも、まちづくりの取り組みをビジネスとして成り立たせないとまちづくりが続
かなくなるという本質をつかみ、カフェやゲストハウス開業という形にした。このスキ
ルについて H 氏本人は、物理学を学んでいたこととビジネスコンサルタントをしていた
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ことが要因かもしれないと述べている。 
リーダーとしての H氏の成長に寄与したことは何か。おもに「世界を旅した経験」「企
業で働いた経験」「政策学校で学んだ経験」「事業を動かした経験」「ロールモデルとの出
会い」の 5点が挙げられる。 
世界を旅する以前は人前に出ることや、集団で行動するといったことが苦手で、リー
ダーシップを取るタイプではなかったと H氏本人は述べている。H氏は世界を旅し、何が
あっても生きていける度胸と根性がついたと同時に、さまざまな人と関わることや新し
いことを吸収することは楽しいという感覚を持つようになる。そして、就職したコンサ
ルティング会社での業務を通し、リーダーシップを取る経験を積んだ。その後、政策学
校で社会変革に臨む姿勢やそれを行動に移す方法を学んだ。これらの経験からの学びが、
Dでのオンパク実施につながっていく。オンパクや不動産活用などの事業を動かした経験
では、関係者の考え方の食い違いに対処することを通し、取り組む気のある人と組んで
前に進んでいく、そうでない人には形を見せて後から納得頂くということを学び、実践
した。 
H氏はこれらの経験の中で、ロールモデルと呼べる人物に出会い、彼らの考え方を自身
に取り込んだ。大学院修士課程修了後に就職したコンサルティング会社の社長からは、
「プロフェッショナルとして行動すること」と「成果を求める意識」を学んだ。政策学
校で出会った講師からは、ビジョンを描きつつも、まず次にできる最初の小さな一歩を
探して、そこから取り組んでいくということを学んだ。方向性が揺らがないようにする
ためビジョンは大切であるが、取り組んでみないと分からないこともある。現実的にで
きることから取り組んでみて、修正していく。この考え方を示す政策学校講師の「志は
高く一歩目は低く」という言葉を、H氏は座右の銘としている。H氏がオンパクの次のス
テップを検討し始めた際に出会った建築・都市・地域再生プロデューサーからは、まち
づくりに不動産を活用する手法を学んだ。この学びを活かして H 氏はまちづくり会社を
立ち上げ、カフェやゲストハウスを開業した。 
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（２）I氏 
I 氏は 18 歳になるまで、E のまちづくり活動を行う親の姿を間近で見ていた。このま
ちはダメだと言って何もしない人に比べて、自分の手で行動を起こしている大人は「カ
ッコイイ」と思っていた。こうして、「まちは自分たちの手で変えられる」という意識を
持つようになっていた。E のまちづくりに携わりたいという I氏の想いは、大学入学前に
芽生えていた。大学は、E と同様に港町である横浜にある大学を選び、そこで都市計画を
学んだ。この時にワークショップなどの市民参加型まちづくりも体験的に学んだ。大学
時代も Eのまちづくりに携わりたいという想いを継続して持っていた。 
I氏は大学卒業後、都市計画コンサルティング会社に入社し、そこでのコンサルティン
グ経験を通じて企画・プランニング・ワークショップ運営のスキルを習得した。そして
そこでの業務として、Eのまちづくり会社設立を担当する。その際、総合プロデューサー
とまちづくり会社のあり方について激しく議論した。I氏は総合プロデューサーに計画を
説明するために深く考える経験を積み、それによって思考力が鍛えられた。まちづくり
会社設立と同時に同社のチーフマネージャーに就任（都市計画コンサルティング会社と
兼務）し、Eの市街地を流れる川の浄化・界隈のにぎわい創出・コミュニティ再生といっ
た事業に取り組んだ。この頃に、Eへ Uターンする。 
その後 2007 年に E を含む半島で地震が起き、「復興のために何かしなければ」という
想いを持つ。同年に都市計画コンサルティング会社を退社し、I氏が設立に関わったまち
づくり会社の代表取締役社長に就任する。そして「まち育て」「みせ育て」「ひと育て」
の 3 本柱で事業を推進した。「みせ育て」の事業として、E を含む半島の情報を全国に発
信し、その物産を売るインターネットストアを構築した。「ひと育て」の事業としては、
若者が地域や企業の課題解決に関わるインターン事業を推進した。そして「まち育て」
の新規事業として、Eを含む半島地域のオンパクを実行した。 
2007 年 3 月の地震後に、オンパク導入説明会が E 市役所で開催された。地震からの復
興のために何かしなければという雰囲気の中、I氏や他の説明会参加者にとって取り組み
の形が目の前に提示されたような感覚であった。開催委員長を E 市長、副開催委員長を
隣接する市の市長とし、市役所の中に事務局を置いて実際の動きは民間を中心に進める
という形で、同年 8 月に E を含む半島におけるオンパク第 1 回を 8 プログラムで実施し
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た。地震が起きてから半年以内というスピードでオンパクを開催できたのは、E の市街地
を流れる川の再生を通じてまちの中にネットワークがすでにできていたため、すぐに有
志を集めることが可能であった点が大きかった。 
オンパクパートナーを増やすことは、地域の活動を担う人を増やすことにつながる。I
氏が代表取締役社長を務めるまちづくり会社は、地域の活動を担う人を増やすことがミ
ッションであるため、オンパクの取り組みに積極的に関わる必然性があった。そのため
第 3 回オンパクから同社が事務局を担当することになり、I 氏は事務局長に就任した。I
氏は E を含む半島地域でまちづくりのコーディネーターを行ってきたため、すでに地域
における人脈があった。この人脈を活かし、キーマンをオンパクに誘うことを行った。
その後は徐々にパートナーから問い合わせが来るようになっていった。オンパクパート
ナーへの支援は相談会形式を用いて行った。プログラムを行いたいオンパクパートナー
が毎週の相談会に顔を出し、そこで取り組みたいことを相談することによって徐々にプ
ログラムをブラッシュアップしていく形である。 
I氏は観光まちづくりプロセスの中で、どのようにして活動をリードしたのか。I氏は
オンパクパートナーなどの住民が他者と話す場を用意し、彼らが他者と話すことで自分
の考えを認識する機会を作った。そして次のステップとして、オンパクのような緩めの
チャレンジができる場を用意し、徐々にステップアップしていく仕組みを作った。I氏が
このような仕掛け方を行ったのは、「何人がまちのために立ち上がったか」を取り組みの
大事な成果として捉えているためと考えられる。そのため、住民が取り組もうとしてい
ることを引き出すコーディネーションに力をかけたのである。 
I氏の成長に寄与した経験は何か。大きくは、「親の取り組みを見ていた経験」「まちづ
くり会社を作った経験」「場づくり経験」の 3 点であると考えられる。前述の通り、I 氏
は大学入学のために横浜へ行くまでに、Eでまちづくり活動を行う親の姿を長年間近で見
てきた。その経験により、まちを自分たちで変えるという志を受け継いだ。まちづくり
会社設立の際には、総合プロデューサーに自分とは異なる角度の見方で批判される経験
をした。総合プロデューサーへ説明するには理論武装する必要があり、そのために物事
を深く考え、その経験が I 氏の思考力を鍛えた。また、住民を巻き込むため、具体的に
は地域の活動を担う人を増やすために、オンパクパートナーなど住民と話をする場を作
第５章 オンパクリーダーの発達 
 
 
132 
った。そして、その住民の次のステップとして緩めのチャレンジができる場を用意した。
この取り組みを通じて、住民が考えていることを誤解しないよう丁寧に聴くことを学ん
だ。 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
  
表 ５.５ ストーリーライン、理論記述、さらに追及すべき点・課題(I 氏) 
理論記述
・I氏はEのまちづくり活動を行う親の姿を間近で見てきた。行動を起こしている大人はカッコイイと考え、本人もEのまちづくりに携わりたいと
考えるようになる。
・大学と都市計画コンサルティング会社にて都市計画やワークショップなどの市民参加型まちづくりの方法、コンサルティングスキルを学んだ。
・まちづくり会社設立時に試練を経験し、それによって思考力が鍛えられた。
・Eを含む半島における地震後、「復興のために何かしなければ」という想いを強くし、オンパクの取り組みに従事する。
・まちづくり会社の代表取締役社長に就任し、「まち育て」「みせ育て」「ひと育て」の3本柱で事業を推進
・第3回のオンパクから事務局長となり、コーディネーションに力を発揮する。住民が自己認識を深める場や取り組みたいことにチャレンジでき
る場づくりを行い、徐々にその取り組みをステップアップしていけるよう支援を行った。その根底にあるのは、地域の活動を担う人を増やすとい
う考えである。
・I氏の成長には、「親の取り組みを見ていた経験」「まちづくり会社を作った経験」「住民を巻き込む経験」の3点が大きく関連していると考え
られる。
さらに追究すべき点・
課題
・I氏が担った役割（コーディネーター）は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・企画・プランニングのスキルやワークショップ運営スキルは、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・I氏の成長に寄与した経験・事柄は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通する点があるか？あるなら、どういった点か？
ストーリーライン
（現時点で言えるこ
と）
下線は分析プロセス
<4>テーマ・構成概念
に該当する部分
　I氏は18歳になるまで、Eのまちづくり活動を行う親の姿を間近で見ていた。このまちはダメだと言って何もしない人に比べて、自分の手で行動
を起こしている大人は「カッコイイ」と思っていた。こうして、「まちは自分たちの手で変えられる」という意識を持つようになっていた。Eの
まちづくりに携わりたいというI氏の想いは、大学入学前に芽生えていた。大学は、Eと同様に港町である横浜にある大学を選び、そこで都市計画
を学んだ。この時にワークショップなどの市民参加型まちづくりも体験的に学んだ。大学時代もEのまちづくりに携わりたいという想いを継続し
て持っていた。
　I氏は大学卒業後、都市計画コンサルティング会社に入社し、そこでのコンサルティング経験を通じて企画・プランニング・ワークショップ運
営のスキルを習得した。そしてそこでの業務として、Eのまちづくり会社設立を担当する。その際の総合プロデューサーとまちづくり会社のあり
方について激しく議論する。I氏は総合プロデューサーに計画を説明するために深く考える経験を積み、それによって思考力が鍛えられた。まち
づくり会社設立と同時に同社のチーフマネージャーに就任（都市計画コンサルティング会社と兼務）し、Eの市街地を流れる川の浄化・界隈のに
ぎわい創出・コミュニティ再生といった事業に取り組んだ。この頃に、EへUターンする。
　その後2007年にEを含む半島で地震が起き、「復興のために何かしなければ」という想いを持つ。同年に都市計画コンサルティング会社を退社
し、I氏が設立に関わったまちづくり会社の代表取締役社長に就任する。そして「まち育て」「みせ育て」「ひと育て」の3本柱で事業を推進し
た。「みせ育て」の事業として、Eを含む半島の情報を全国に発信し、その物産を売るインターネットストアを構築した。「ひと育て」の事業と
しては、若者が地域や企業の課題解決に関わるインターン事業を推進した。そして「まち育て」の新規事業として、Eを含む半島地域のオンパク
を実行した。
　2007年3月の地震後に、オンパク導入説明会がE市役所で開催された。地震からの復興のために何かしなければという雰囲気の中、I氏や他の説
明会参加者にとって取り組みの形が目の前に提示されたような感覚であった。開催委員長をE市長、副開催委員長を隣接する市の市長とし、市役
所の中に事務局を置いて実際の動きは民間を中心に進めるという形で、同年8月にEを含む半島におけるオンパク第1回を8プログラムで実施した。
地震が起きてから半年以内というスピードでオンパクを開催できたのは、Eの市街地を流れる川の再生を通じてまちの中にネットワークがすでに
できていたため、すぐに有志を集めることが可能であった点が大きかった。
　オンパクパートナーを増やすことは地域の活動を担う人を増やすことにつながる。I氏が代表取締役社長を務めるまちづくり会社は地域の活動
を担う人を増やすことがミッションであるため、オンパクの取り組みに積極的に関わる必然性があった。そのため第3回オンパクから同社が事務
局を担当することになり、I氏は事務局長に就任した。I氏はEを含む半島地域でまちづくりのコーディネーターを行ってきたため、すでに地域に
おける人脈があった。この人脈を活かし、キーマンをオンパクに誘うことを行った。その後は徐々にパートナーから問い合わせが来るようになっ
ていった。オンパクパートナーへの支援は相談会形式を用いて行った。プログラムを行いたいオンパクパートナーが毎週の相談会に顔を出し、そ
こで取り組みたいことを相談することによって徐々にプログラムをブラッシュアップしていく形である。
　I氏は観光まちづくりプロセスの中で、どのようにして活動をリードしたのか？I氏はオンパクパートナーなどの住民が他者と話す場を用意し、
彼らが他者と話すことで自分の考えを認識する機会を作った。そして次のステップとして、オンパクのような緩めのチャレンジができる場を用意
し、徐々にステップアップしていく仕組みを作った。I氏がこのような仕掛け方を行ったのは、「何人がまちのために立ち上がったか」を取り組
みの大事な成果として捉えているためと考えられる。そのため、住民が取り組もうとしていることを引き出すコーディネーションに力をかけたの
である。
　I氏の成長に寄与した経験は何か？大きくは、「親の取り組みを見ていた経験」「まちづくり会社を作った経験」「場づくり経験」の3点である
と考えられる。前述の通り、I氏は大学入学のために横浜へ行くまでに、Eでまちづくり活動を行う親の姿を長年間近で見てきた。その経験によ
り、まちを自分たちで変えるという志を受け継いだ。まちづくり会社設立の際には、総合プロデューサーに自分とは異なる角度の見方で批判され
る経験をした。総合プロデューサーへ説明するには理論武装する必要があり、そのために物事を深く考え、その経験がI氏の思考力を鍛えた。ま
た、住民を巻き込むため、具体的には地域の活動を担う人を増やすために、オンパクパートナーなど住民と話をする場を作った。そして、その住
民の次のステップとして緩めのチャレンジができる場を用意した。この取り組みを通じて、住民が考えていることを誤解しないよう丁寧に聴くこ
とを学んだ。
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（３）J氏 
J氏は、大学時代にフリーランスでデザインや編集などクリエイティブの仕事をし、成
果を挙げて自信がついた。これと同時に、自分のスキルを使ってある一企業に貢献する
のではなく、社会全体に貢献したいという想いを持つようになる。特に、「何もない」と
思っていた故郷・Fの課題解決（地域社会の課題解決）を行いたいと考え、Fに Uターン
した。 
Fへ Uターン後、インターンシップ支援や地域起業支援を行っている NPO法人の副代表
理事に就任する。大学時代を過ごした福岡と、故郷・Fの経済環境や求められるデザイン
のギャップにカルチャーショックを受けつつも、その状況に適応しながら仕事をしてい
く。その中で住民の F に対する肯定感が低いことを実感し、そのコンプレックスを解消
して Fに誇りを持ちたいという考えを強くする。そのため、Fの地域資源を発掘・発信す
るフリーペーパー制作を始めた。この制作を通して、J氏は Fの魅力に気づく。魅力とは、
Fやその近隣地域を流れる川によって育まれた文化や産業のことであり、J氏は「川が育
んだまち・F」という仮説を立て、この仮説を基にまちづくり活動を展開していく。しか
し、しばらくはまちづくりで生計を立てることは困難であり、デザインで生計を立てて、
まちづくりは趣味として活動していた。まちづくり活動に力を入れていくために副代表
理事を務めていた NPO 法人を辞め、デザイン業務や J 氏が生まれた場所である F の近隣
地域でのまちづくり活動を約 5 年間行った。その後、地域の魅力を使った体験プログラ
ム 5 つをまとめたイベントを F 市内で行った。地域の魅力を引き出したいと考えている
若い参加者が、このイベントのあとにプログラムを仕掛ける側へと転換する現象が起き
た。すなわち地域の魅力を使った体験プログラムのイベントが、まちづくり活動の仲間
が増えていく仕組みとなった。同年に熱海で行われたジャパン・オンパクの研修会に J
氏は参加し、その場でジャパン・オンパク代表理事に実行した体験プログラムイベント
の内容を紹介したところ、同氏から高評価を得る。J 氏は体験プログラムに自信を持ち、
オンパク実施に向けて行動を開始する。 
オンパク実施の予算獲得のため県の事業を受託することを狙い、NPO 法人を設立した。
しかし、設立間もない法人では委託事業の受託が難しい状況を受け、温泉旅館組合と協
働して県の事業を受託し、旅館組合の支部としてオンパク実行委員会事務局を NPO 法人
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内に設立する形をとった。F市内を中心に流域のまちづくり関係者を巻き込み、100の体
験プログラムを実施した。大々的なオンパク実施には、旅館組合や地域の財界を巻き込
む必要があったが、流域のまちづくり関係者は当初、オンパク事業に懐疑的であった。
そこで J 氏は旅館組合員でもあるオンパク実行委員長と協働し、旅館組合や地域の財界
の信用獲得を図った。具体的には、情報発信力を中心にオンパクの意義を説明し、協力・
協賛を取り付けた。オンパク第 1回は、1か月間で 3,400人の集客、地元の温泉の認知度
向上という成果を挙げた。J 氏は、この大きな予算の事業で成果を挙げて自信をつけた。
また、成果を挙げたことにより、オンパクを実行した 30代くらいの若者への評価がまち
の中で高くなった。そして旅館組合の中で世代交代が進んだ。2年目以降も地域の魅力や
プレイヤー発掘のサイクル維持に取り組んだ。その際に J 氏らがこだわったのは、オン
パクというプラットフォームでインキュベーション機能を働かせ、各事業者が自律的に
事業運営を行う仕組みにすることであった。なお、J 氏および J氏が理事長を務める NPO
法人は、オンパク事業では儲けることが困難であるので、地域の魅力やプレイヤー発掘
のサイクル維持のために、オンパクノウハウの他地域移転事業やオンパクとは別の委託
事業に取り組み、経営を持続させている。 
この観光まちづくりプロセスの中で J 氏はどのようにして活動をリードしたのか。J
氏は観光まちづくりをリードする際、プロデューサーとファシリテーターという 2 つの
役割を使い分けた。地域のプレイヤーを事業実施に向けて発掘・支援する場合は、プロ
デューサーとしてビジョンの説明や提案、成果の提示を行った。一方で、世代がさまざ
まな場においては、世代間で考えの衝突が起きることもありうる。そういった場面では
状況に合わせてしたたかに相互理解を促し、さまざまな世代の価値観を受け入れながら
アウトプットを打ち出していくコーディネーションを行った。すなわち、ファシリテー
ターとして地域の力を引き出す形で観光まちづくりを推進した。J氏はこのスキルをどの
ようにして身につけたのか。J氏は地域内の力関係が複雑な Fの性質を踏まえ、みんなで
成功体験を積み上げながら相互理解・連携を深め、まちの価値を上げていく手法が良い
と考えた。そして、ワークショップなどの場づくりの手法を学び、実際に場づくり経験
を積むことによってファシリテーションスキルを磨いた。 
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出所：調査結果に基づき筆者作成 
  
表 ５.６ ストーリーライン、理論記述、さらに追及すべき点・課題(J 氏) 
理論記述
・大学時代にフリーランスでデザインや編集などクリエイティブの仕事をし、成果を挙げて自信がついた。
・「故郷の課題解決をしたい」という想いからUターンし、まちづくり活動に携わる
・住民のFに対する肯定感が低いことを実感し、そのコンプレックスを解消してFに誇りを持ちたいという考えを強くする
・地域の魅力やプレイヤー発掘のサイクル維持のために、オンパクノウハウの他地域移転事業やオンパクとは別の委託事業に取り組み、経営を持
続させている。
・地域内の力関係や世代間の価値観ギャップを踏まえ、役割（プロデューサー・ファシリテーター）をしたたかに使い分ける
・プロデューサーとしてのスキルは、学生時代の仕事経験やUターン後のフリーペーパー制作、趣味として行っていたまちづくり活動などの挑戦
的経験を通じて養ったと考えられる
・ファシリテーターとしてのスキルは、場づくり手法の学習や実際の場づくり経験を通じて養った
・観光まちづくり関係者を巻き込む、特に世代の異なる方々を説得する場合は、ビジョンを説明し続けることと、成果を実際に提示することを行
う
さらに追究すべき点・
課題
・J氏が観光まちづくりに携わろうと考えた動機（地域に対する想い）は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・J氏が担った役割（プロデューサー・ファシリテーター）は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・J氏が研修や経験で獲得したファシリテーションスキルは、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・J氏の成長に寄与した経験・事柄は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通する点があるか？あるなら、どういった点か？
ストーリーライン
（現時点で言えるこ
と）
下線は分析プロセス
<4>テーマ・構成概念
に該当する部分
　J氏は、大学時代にフリーランスでデザインや編集などクリエイティブの仕事をし、成果を挙げて自信がついた。これと同時に、自分のスキル
を使ってある一企業に貢献するのではなく、社会全体に貢献したいという想いを持つようになる。特に、「何もない」と思っていた故郷・Fの課
題解決（地域社会の課題解決）を行いたいと考え、FにUターンした。
　FへUターン後、インターンシップ支援や地域起業支援を行っているNPO法人の副代表理事に就任する。大学時代を過ごした福岡と、故郷・Fの経
済環境や求められるデザインのギャップにカルチャーショックを受けつつも、その状況に適応しながら仕事をしていく。その中で住民のFに対す
る肯定感が低いことを実感し、そのコンプレックスを解消してFに誇りを持ちたいという考えを強くする。そのため、Fの地域資源を発掘・発信す
るフリーペーパー制作を始めた。この制作を通して、J氏はFの魅力に気づく。魅力とは、Fやその近隣地域を流れる川によって育まれた文化や産
業のことであり、J氏は「川が育んだまち・F」という仮説を立て、この仮説を基にまちづくり活動を展開していく。しかし、しばらくはまちづく
りで生計を立てることは困難であり、デザインで生計を立てて、まちづくりは趣味として活動していた。まちづくり活動に力を入れていくために
副代表理事を務めていたNPO法人を辞め、デザイン業務やJ氏が生まれた場所であるFの近隣地域でのまちづくり活動を約5年間行った。その後、地
域の魅力を使った体験プログラム5つをまとめたイベントをF市内で行った。地域の魅力を引き出したいと考えている若い参加者が、このイベント
のあとにプログラムを仕掛ける側へと転換する現象が起きた。すなわち地域の魅力を使った体験プログラムのイベントが、まちづくり活動の仲間
が増えていく仕組みとなった。同年に熱海で行われたジャパン・オンパクの研修会にJ氏は参加し、その場でジャパン・オンパク代表理事に実行
した体験プログラムイベントの内容を紹介したところ、同氏から高評価を得る。J氏は体験プログラムに自信を持ち、オンパク実施に向けて行動
を開始する。
　オンパク実施の予算獲得のため県の事業を受託することを狙い、NPO法人を設立した。しかし、設立間もない法人では委託事業の受託が難しい
状況を受け、温泉旅館組合と協働して県の事業を受託し、旅館組合の支部としてオンパク実行委員会事務局をNPO法人内に設立する形をとった。F
市内を中心に流域のまちづくり関係者を巻き込み、100の体験プログラムを実施した。大々的なオンパク実施には、旅館組合や地域の財界を巻き
込む必要があったが、流域のまちづくり関係者は当初、オンパク事業に懐疑的であった。そこでJ氏は旅館組合員でもあるオンパク実行委員長と
協働し、旅館組合や地域の財界の信用獲得を図った。具体的には、情報発信力を中心にオンパクの意義を説明し、協力・協賛を取り付けた。オン
パク第1回は、1か月間で3,400人の集客、地元の温泉の認知度向上という成果を挙げた。J氏は、この大きな予算の事業で成果を挙げて自信をつけ
た。また、成果を挙げたことにより、オンパクを実行した30代くらいの若者への評価がまちの中で高くなった。そして旅館組合の中で世代交代が
進んだ。2年目以降も地域の魅力やプレイヤー発掘のサイクル維持に取り組んだ。その際にJ氏らがこだわったのは、オンパクというプラット
フォームでインキュベーション機能を働かせ、各事業者が自律的に事業運営を行う仕組みにすることであった。なお、J氏およびJ氏が理事長を務
めるNPO法人は、オンパク事業では儲けることが困難であるので、地域の魅力やプレイヤー発掘のサイクル維持のために、オンパクノウハウの他
地域移転事業やオンパクとは別の委託事業に取り組み、経営を持続させている。
　この観光まちづくりプロセスの中でJ氏はどのようにして活動をリードしたのか？J氏は観光まちづくりをリードする際、プロデューサーとファ
シリテーターという2つの役割を使い分けた。地域のプレイヤーを事業実施に向けて発掘・支援する場合は、プロデューサーとしてビジョンの説
明や提案、成果の提示を行った。一方で、世代がさまざまな場においては、世代間で考えの衝突が起きることもありうる。そういった場面では状
況に合わせてしたたかに相互理解を促し、さまざまな世代の価値観を受け入れながらアウトプットを打ち出していくコーディネーションを行っ
た。すなわち、ファシリテーターとして地域の力を引き出す形で観光まちづくりを推進した。J氏はこのスキルをどのようにして身につけたの
か？J氏は地域内の力関係が複雑なFの性質を踏まえ、みんなで成功体験を積み上げながら相互理解・連携を深め、まちの価値を上げていく手法が
良いと考えた。そして、ワークショップなどの場づくりの手法を学び、実際に場づくり経験を積むことによってファシリテーションスキルを磨い
た。
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（４）K氏 
K氏は大学入学まで G町で生まれ育った。中学時代に漕艇競技を始め、高校時代は漕艇
部の部長を務めた。大学進学のため愛知（豊田市）へ行き、大学時代は漕艇部主将を務
めた。漕艇競技の経験を通じて、ボートの推進力を出すためには、メンバーで力点を合
わせることや、力の上位層のみならず下位層の力を上げることの重要性を学んだ。K氏は、
これは事業にあたってのチーム作りと共通していると考えており、学生時代に学んだこ
とがオンパクをリードする際に活かされたと捉えている。 
K氏は大学卒業後、G町に Uターンした。K氏は将来的に高校教諭になることを目指し、
一旦就職するために実家のある G 町役場に就職した。最初は教育委員会体育係に配属さ
れ、その後商工観光課観光係や G を含む広域連合出向の経験を経て、産業観光課観光係
主査に就任する。この頃までは、観光振興は観光産業関係者のみに関係するものと考え
ていた。観光係主査になってから 4年後、Gおよびその近隣地域にてオンパクがスタート
する。 
Gおよびその近隣地域におけるオンパクは、Gと隣接する市町村が着地型旅行商品を開
発しようとしたことがきっかけで始まった。この検討の中でオンパク手法に着目し、G
と隣接する市の関係者はオンパク発祥地である別府へ視察に赴いた。視察した関係者は、
自分たちの地域の場合はこの手法を市町村連携で規模を大きくすべきと考え、近隣市町
村の商工会議所・旅館組合・観光協会等に参画要請を行った。その際、当時の実行委員
長によって、行政・商工会議所・観光協会・旅館組合・民間企業（デザイン会社）に属
する将来地域をリードしていくであろう 30～40 代のメンバーが集められた。K 氏は、G
町の観光協会および行政職員として参画した。こうして G およびその近隣地域のオンパ
クは、2市 1町でスタートした。 
2市 1町で始まったオンパクは、第 2回にはさらに 3つの近隣市町村も参画した。Gお
よびその近隣地域は 6 つの市町村で構成されているため、これに応じてオンパク対象地
域を拡大した。この地域拡大によって予算や事業推進の調整が容易ではなくなり、オン
パク実行委員会を維持するために事務をリードする人材の必要性が生じた。そこで K 氏
が事務局リーダーに就任した。その 2 年後、オンパク実行委員長が新しい実行委員長に
交代するのと合わせて、K 氏は新しい実行委員長を名実ともに支えるためオンパク事務局
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長に就任する。さらにその翌年、2 つの市町がオンパクに加わり、8 市町村体制となる。
K氏は G町役場観光振興局から建設水道課に異動し、本業とオンパク業務とのギャップが
生じ、本業の立場的に事務局長を担うことが困難となる。そこで、本業とは別でオンパ
クに関わるため、そしてオンパクの運営全般を見ていくために、運営委員長に就任した。
しかし、さらにこの 2年後、G町役場建設水道課から異動して危機管理室長兼情報防災係
長に就任し、本業とオンパク業務とのギャップが大きくなった。また K 氏は当時、同じ
ようなことの繰り返しから脱却して斬新な発想を生むため、運営リーダーは変わるべき
と考えていた。そのため K 氏はオンパクの役職から外れてオブザーバーになり、陰から
応援する立場になった。必要に応じてサポートするために K 氏は、ジャパン・オンパク
とのパイプを維持し、観光まちづくりのトレンドをキャッチしておくといった準備を行
っている。 
この観光まちづくりプロセスの中で、K 氏はどのようにして活動をリードしたのか。K
氏は、オンパクをともに行うパートナーやスタッフとして住民を巻き込むため、活動地
域の飲み会やイベントなど人が集まる場所に出かけて人脈を作っていった。その場所で
の出会いに限らず、そこで出会った人から別の人を紹介してもらうことを通して、ネッ
トワークが拡大していった。また、最終的に 8 市町村が参画したオンパクは、各市町村
の考えの調整に困難をきたした。K氏はこの困難打破のために、オンパクの取り組みに関
する具体的な話を理屈で説明し、説得を試みた。理屈で説得できない場合は、住民がす
でに参画しているという既成事実を説得材料にした。 
K 氏の成長に寄与した経験は何か。大きく分けると、「学生時代の漕艇競技」と「人と
の交流（地域を愛する人々、ジャパン・オンパク）」の 2点を挙げることができる。前述
のプロセスに記した通り、K氏は中学・高校・大学と部活動で漕艇競技を行ってきた。特
に高校・大学では部の長を務め、いかにして力を出すか、思考と実践を繰り返して成長
したと考えられる。この経験はオンパク事業を推進するためのチーム作りに活かされた。
また K 氏はオンパクを行う中で、自分の儲けにならなくても地域のために取り組む人・
地域を愛する人々と出会い、自分も頑張らなければならないと奮起した。さらに、ジャ
パン・オンパクを通じて知り合った全国の観光まちづくりに取り組む同世代から刺激を
受けた。具体的には、観光まちづくりとして何をすべきかを考えるには、「まちづくり」
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と「観光の視点」の両方を議論すべきという視点を K 氏は持つようになった。あわせて、
補助金等の行政の関与がなくなった時にオンパクをどうするのか、という将来のビジョ
ンを K氏は考えるようになった。 
K 氏はオンパク実施以前、「観光振興は観光産業関係者のみに関係するもの」と考えて
いたが、オンパクを通して考え方が変化した。観光名所を「視る」のみでは人の心に与
えるものは少なく、そこだからできる体験を通して感動を与えることの重要性に気づき、
そのためには観光産業関係者以外の住民関与も必要であると考えた。住民の生活も観光
という面で活かされると考えるようになったのである。K氏は、オンパク手法は観光振興
とまちづくりを同時に行うモノという認識を持ち、まずはそこに住む住民やその地域が
輝くことが目的であり、その目的を達成した結果、多くの観光客が来訪してお金が地域
に入ると考えるようになった。K氏の考える観光振興のあり方は、観光まちづくりの概念
そのものになったのである。 
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出所：調査結果に基づき筆者作成 
５.２.２ カテゴリーごとの結果 
本項ではカテゴリーを【 】、サブカテゴリーを〔 〕、概念を「 」、調査対象者の発
言を“ ”で示す。調査対象者の発言の中の…は中略を示す。 
 
（１）マインド 
【マインド】とは、リーダー個々の性質や、彼らの経験から形成される〔地域への想
表 ５.７ ストーリーライン、理論記述、さらに追及すべき点・課題(K 氏) 
理論記述
・K氏は行政職員としてGおよびその近隣地域のオンパクに関わるようになった。
・そこだからできる体験を通して感動を与えることの重要性に気づき、そのためには観光産業関係者以外の住民関与も必要であると考えた。住民
の生活も観光という面で活かされると考えるようになった。
・住民を巻き込むため、活動地域の飲み会やイベントなど人が集まる場所に出かけて人脈を作っていった。その場所での出会いに限らず、そこで
出会った人から別の人を紹介してもらうことを通して、ネットワークを拡大しながら住民を巻き込んだ。
・オンパクは最終的に8市町村体制で行われるようになり、発展プロセスにおいて事務調整は容易ではなかった。そのため、K氏が事務局リー
ダー・事務局長・運営委員長として「理屈による説得」と「既成事実による説得」を使い分けて事業を推進した。
・本業における部署異動にあわせて、K氏はオンパクの役職にとどまることなく、オブザーバーとしてサポートに徹するようになる。サポートの
ために、ジャパン・オンパクとのパイプ維持や観光まちづくりに関するトレンドキャッチといった準備を行っている。
・K氏の成長には、「学生時代の漕艇競技」と「人との交流」が関連していると考えられる。
・オンパク事業を推進するためのチーム作りに、「学生時代の漕艇競技」で学んだメンバーで力点をあわせることや下位層の力を上げることを活
かした。
・K氏の成長に関連した「人との交流」とは、Gおよびその近隣地域を愛する人々や観光まちづくりに取り組む全国の同世代たちとの交流のことで
あり、彼らとの交流により自己を奮起させたり、どのように観光まちづくりを進めていくのかという視点を学んだ。
さらに追究すべき点・
課題
・K氏が担った役割（巻き込み役・関係者の意思疎通）は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・K氏がオンパク経験で獲得した人を巻き込むスキルや説得スキルは、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通するのか？
・K氏の成長に寄与した経験・事柄は、他の観光まちづくりにおけるリーダーにも共通する点があるか？あるなら、どういった点か？
ストーリーライン
（現時点で言えるこ
と）
下線は分析プロセス
<4>テーマ・構成概念
に該当する部分
　K氏は大学入学までG町で生まれ育った。中学時代に漕艇競技を始め、高校時代は漕艇部の部長を務めた。大学進学のため愛知（豊田市）へ行
き、大学時代は漕艇部主将を務めた。漕艇競技の経験を通じて、ボートの推進力を出すためには、メンバーで力点を合わせることや、力の上位層
のみならず下位層の力を上げることの重要性を学んだ。K氏は、これは事業にあたってのチーム作りと共通していると考えており、学生時代に学
んだことがオンパクをリードする際に活かされたと捉えている。
　K氏は大学卒業後、G町にUターンした。K氏は将来的に高校教諭になることを目指し、一旦就職するために実家のあるG町役場に就職した。最初
は教育委員会体育係に配属され、その後商工観光課観光係やGを含む広域連合出向の経験を経て、産業観光課観光係主査に就任する。この頃まで
は、観光振興は観光産業関係者のみに関係するものと考えていた。観光係主査になってから4年後、Gおよびその近隣地域にてオンパクがスタート
する。
　Gおよびその近隣地域におけるオンパクは、Gと隣接する市町村が着地型旅行商品を開発しようとしたことがきっかけで始まった。この検討の中
でオンパク手法に着目し、Gと隣接する市の関係者はオンパク発祥地である別府へ視察に赴いた。視察した関係者は、自分たちの地域の場合はこ
の手法を市町村連携で規模を大きくすべきと考え、近隣市町村の商工会議所・旅館組合・観光協会等に参画要請を行った。その際、当時の実行委
員長によって、行政・商工会議所・観光協会・旅館組合・民間企業（デザイン会社）に属する将来地域をリードしていくであろう30～40代のメン
バーが集められた。K氏は、G町の観光協会および行政職員として参画した。こうしてGおよびその近隣地域のオンパクは、2市1町でスタートし
た。
　2市1町で始まったオンパクは、第2回にはさらに3つの近隣市町村も参画した。Gおよびその近隣地域は6つの市町村で構成されているため、これ
に応じてオンパク対象地域を拡大した。この地域拡大によって予算や事業推進の調整が容易ではなくなり、オンパク実行委員会を維持するために
事務をリードする人材の必要性が生じた。そこでK氏が事務局リーダーに就任した。その2年後、オンパク実行委員長が新しい実行委員長に交代す
るのと合わせて、K氏は新しい実行委員長を名実ともに支えるためオンパク事務局長に就任する。さらにその翌年、2つの市町がオンパクに加わ
り、8市町村体制となる。K氏はG町役場観光振興局から建設水道課に異動し、本業とオンパク業務とのギャップが生じ、本業の立場的に事務局長
を担うことが困難となる。そこで、本業とは別でオンパクに関わるため、そしてオンパクの運営全般を見ていくために、運営委員長に就任した。
しかし、さらにこの2年後、G町役場建設水道課から異動して危機管理室長兼情報防災係長に就任し、本業とオンパク業務とのギャップが大きく
なった。またK氏は当時、同じようなことの繰り返しから脱却して斬新な発想を生むため、運営リーダーは変わるべきと考えていた。そのためK氏
はオンパクの役職から外れてオブザーバーの立場になり、陰から応援する立場になった。必要に応じてサポートするためにK氏は、ジャパン・オ
ンパクとのパイプを維持し、観光まちづくりのトレンドをキャッチしておくといった準備を行っている。
　この観光まちづくりプロセスの中で、K氏はどのようにして活動をリードしたのか？K氏は、オンパクをともに行うパートナーやスタッフとして
住民を巻き込むため、活動地域の飲み会やイベントなど人が集まる場所に出かけて人脈を作っていった。その場所での出会いに限らず、そこで出
会った人から別の人を紹介してもらうことを通して、ネットワークが拡大していった。また、最終的に8市町村が参画したオンパクは、各市町村
の考えの調整に困難をきたした。K氏はこの困難打破のために、オンパクの取り組みに関する具体的な話を理屈で説明し、説得を試みた。理屈で
説得できない場合は、住民がすでに参画しているという既成事実を説得材料にした。
　K氏の成長に寄与した経験は何か？大きく分けると、「学生時代の漕艇競技」と「人との交流（地域を愛する人々、ジャパン・オンパク）」の2
点を挙げることができる。前述のプロセスに記した通り、K氏は中学・高校・大学と部活動で漕艇競技を行ってきた。特に高校・大学では部の長
を務め、いかにして力を出すか、思考と実践を繰り返して成長したと考えられる。この経験はオンパク事業を推進するためのチーム作りに活かさ
れた。またK氏はオンパクを行う中で、自分の儲けにならなくても地域のために取り組む人・地域を愛する人々と出会い、自分も頑張らなければ
ならないと奮起した。さらに、ジャパン・オンパクを通じて知り合った全国の観光まちづくりに取り組む同世代から刺激を受けた。具体的には、
観光まちづくりとして何をすべきかを考えるには、「まちづくり」と「観光の視点」の両方を議論すべきという視点をK氏は持つようになった。
あわせて、補助金等の行政の関与がなくなった時にオンパクをどうするのか、という将来のビジョンをK氏は考えるようになった。
　K氏はオンパク実施以前、「観光振興は観光産業関係者のみに関係するもの」と考えていたが、オンパクを通して考え方が変化した。観光名所
を「視る」のみでは人の心に与えるものは少なく、そこだからできる体験を通して感動を与えることの重要性に気づき、そのためには観光産業関
係者以外の住民関与も必要であると考えた。住民の生活も観光という面で活かされると考えるようになったのである。K氏は、オンパク手法は観
光振興とまちづくりを同時に行うモノという認識を持ち、まずはそこに住む住民やその地域が輝くことが目的であり、その目的を達成した結果、
多くの観光客が来訪してお金が地域に入ると考えるようになった。K氏の考える観光振興のあり方は、観光まちづくりの概念そのものになったの
である。
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い〕、活動にあたっての姿勢・考え方、と本章では定義した。 
リーダーたちは、後に観光まちづくりをリードすることになる地域およびその近隣で
生まれ、大学入学もしくは大学編入学までをその地域およびその近隣で育つ（「生まれと
育ち」）。彼らは生まれ育った地域から「外に出るまで地域の様子を観察」し、「地域を何
とかしたいという想い」が芽生えてきた。こういった〔地域への想い〕は、外の地域か
ら生まれ育った地域へ Uターンして活動する中でも醸成されている。例えば K氏は、“イ
ベントやる時に何も関わりない人が朝から頑張ってテント立てて盛り上げるわけですよ。
…このまちが好きですから、盛り上げたいですから、っていうわけですよ。それってや
っぱりもっと俺たちが頑張らなきゃいけないんじゃないかなとか、こういうことに協力
してくべきだろうなっていうの思わされましたよね”というように、活動する中で生じ
た想いについて述べている。 
またリーダーたちは、大学や政策学校、オンパクやワークショップなどの研修会とい
った学びの場に自ら参加した。彼らは「積極的に学ぶ姿勢」を発揮し、〔地域への想い〕
を具現化していくために必要な【リーダーシップスキル】を学んだのである。さらに、
彼らが積極的に活動する上で自信は重要な要素であると考えられる。例えば J氏は、“企
業が評価してくれるようなクリエイティブとかアイディア次第で評価されるんだってい
うことを経て自信がついた。…それが結構やっぱ起業家じゃないんですけど、自分で食
っていけるっていう自信につながりましたね”と述べている（「成果を上げたという自
信」）。 
リーダーたちは、オンパクなどの活動を一過性のイベントで終わらせず継続的な取り
組みにするため、「収益を上げる」ことを企図した。例えば H 氏は、“オンパクというソ
フトの取り組みだけでは、段々続かなくなってしまうんじゃないかな。…お金を稼ぎな
がらまちを変えていくというのとうまく組み合わせたオンパク、みたいなのが出来れば
一番いいだろう”と述べている。実際に H 氏は、収益を上げながらまちを変えていく組
織としてまちづくり会社を設立し、D地域の空き物件を活用してカフェやゲストハウスを
開業した。H氏はそこで上げた収益を活かし、オンパクを通して地域の事業を研究開発す
る仕組みづくりに着手している。地域の暮らしや経済活動は、世代を超えて長く受け継
がれていく。ある一時、地域が活性化すれば良いわけではない。そのため継続的な新事
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業研究開発など、まちを良くしていく取り組みを持続的なものにする仕組みづくりは観
光まちづくりにとって重要であると考えられる。 
〔地域への想い〕を具現化するリーダーの行動の基礎が、「リスクを冒して新しいこと
に挑む」という姿勢である。H氏は“自分だけ安全なところにいても物事や相手を変える
ことはできない”と述べ、自らリスクをかけて取り組まなければ周囲の信頼を得られず、
まちを変えていくことができないと考えている。この姿勢は、「成果を上げたという自信」
「収益を上げる」という概念にも影響を及ぼすと考えられる。前述の通り、リーダーた
ちは自ら新しい取り組みを行うことによって成果を上げ、自信を持つ。また、地方公務
員の K 氏を除き、他のリーダーはすべて、まちづくり NPO やまちづくり会社を設立し、
その組織を自ら率いている。すなわち、「リスクを冒して新しいことに挑む」ことによっ
て自分に自信を持ったり、「収益を上げる」仕組みを実現している。 
【マインド】を小括する。リーダーたちは、その地域で生まれ育った経験や実際の活
動などのさまざまな場面で〔地域への想い〕を醸成する。その想いを向こう見ずに発揮
するのではなく、「積極的に学ぶ姿勢」を発揮して、想いの具現化のために必要な【リー
ダーシップスキル】を学ぶ。身につけたスキルを活かしてさまざまな活動を積み重ね、
その成果によって自信をつけながら地域をリードする。取り組みを継続的なものとする
ため、「収益を上げる」仕組みづくりも行っている。このような行動の基礎は、「リスク
を冒して新しいことに挑む」というリーダーの性質であると考えられる。 
 
（２）リーダーシップスキル 
【リーダーシップスキル】とは、リーダーが地域活動をリードする上で発揮したスキ
ルのことである。 
本章調査対象のすべてのリーダーは、観光まちづくりなどの活動軸となる地域の魅力
を、活動前や活動中に認識した。例えば J氏は、“その中（フリーペーパー制作）の最初
に発見したのが隣のうちわ屋さんですね。Fにこういううちわね、素晴らしいものがある
んだってこと知りまして”と述べている。J氏をはじめリーダーたちは「地域の魅力を認
識」し、その認識に基づいて活動を展開していく。この時に必要となるのが、企画や編
集などの「プランニング」スキルである。このスキルは、H 氏・I 氏・J 氏の言語データ
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で見られた（表 ５.４）。例えば I氏が“スキル的なもので言えば、都市計画コンサルテ
ィング会社で成長したのは大きいと思いますよ、コンサルタントとして。企画を立てる
とか、プランニングをするとか”と述べている通り、リーダーたちは大学や U ターン前
の仕事経験によって「プランニング」スキルを養った。そして、そのスキルを用いて地
域の魅力を磨き上げ、あるいは地域の魅力をつなぎあわせて活動の形にしていった。こ
のスキルは「リーダーの力」を示していると捉えることができ、またこの「プランニン
グ」によって構築された計画では、地域の未来ビジョンや、何を達成する必要があるの
かなどが示される。すなわち、変革型リーダーシップの鼓舞する動機づけ（表 ３.１）
と重なる。 
活動展開にあたり、リーダーの独りよがりにならないよう、また活動によってまち全
体を変えていくため、地域行政や観光協会、商店街、地域住民など〔周囲を巻き込む〕
必要がある。リーダーたちは大きく分けて 2 つの方法を使い分け、周囲を巻き込んでい
った。1 つは「形を見せて説得」することで、H 氏・J 氏・K 氏の言語データで見られた
（表 ５.４）。例えば H氏は、次のように周囲を説得した。D地域へのオンパク導入当初、
H氏はオンパク実行委員間の考え方の食い違いに戸惑った。H氏は Dでのオンパクを「地
域住民がガイド・先生役でその地域の住民が地域ならではの体験をする」と考えていた
が、おもに商店街関係者は商店の短期的売上増を目的とするイベントをイメージしてい
た。H氏のオンパクに関する考えを説明しても一部の実行委員には理解してもらえないた
め、H氏は若手メンバーで企画づくりを行い、それをガイドブックの形にして実行委員に
提示した。その結果、考え方に食い違いが生じていた実行委員に H 氏らが考えるオンパ
クのねらいを理解してもらい、第 1回目のオンパクを実現できた。 
もう 1つは「ファシリテーション」で、H氏・I氏・J 氏の言語データで見られた（表 ５.
４）。ファシリテーションとは「人々の活動が容易にできるよう支援し、うまくことが運
ぶよう舵取りすること」である95。例えば I氏は、E および近隣地域での人脈を活かして
地域のキーマンたちをオンパクに誘い、彼らへの支援を相談会形式で行った。具体的に
は、プログラムを行いたいオンパクパートナーが毎週の相談会に顔を出し、そこで I 氏
やオンパク事務局員に取り組みたいことを相談して徐々にプログラムをブラッシュアッ
                                                   
95 特定非営利活動法人日本ファシリテーション協会 WEB サイト、「ファシリテーションとは？」ページ
（https://www2.faj.or.jp/facilitation/、最終閲覧 2018-02-26） 
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プしていった。I氏は、地域住民が希望する活動がうまくいくよう支援する形で、周囲を
オンパクに巻き込んでいった。なお、J氏が“時にはプロデューサーとしてこうした方が
いいんですっていうプレゼンをする時もあるし、時にはファシリテーターとして世代と
か年齢や立場を超えた相互理解を進める場づくりを意識する”と述べている通り、リー
ダーたちは状況に応じて「形を見せて説得」と「ファシリテーション」を使い分けると
考えられる。ここで述べた〔周囲を巻き込む〕というスキル、中でも「ファシリテーシ
ョン」は、それぞれの強みを伸ばすよう支援する変革型リーダーシップの個別的配慮と
重なる。 
【リーダーシップスキル】を小括する。リーダーたちは「地域の魅力を認識」し、「プ
ランニング」スキルを活かして活動の形を作り、「形を見せて説得」や「ファシリテーシ
ョン」といった方法を使って〔周囲を巻き込む〕。そして、活動を実行に移してきたと考
えられる。リーダーたちは、【マインド】や【リーダーシップスキル】をどのように身に
つけていったのだろうか。 
 
（３）発達プロセスに関連する要因 
リーダーたちの発達には、「生まれ育った地域の外での経験」が影響したと考えられる。
例えば K 氏は、“（ボートは）どういう風に力点を合わせて進めるかっていうのをきちん
とタイミングを合わせなきゃいけないし、動きを合わせなきゃいけない。…チーム作り
だったり、色んな事業を進めてくっていう中では役に立ったって言うのはおかしいです
けど、自分の中で身に染みているのかもしれない”と述べた。大学で漕艇競技の主将を
務めた経験を通じて、チームでいかにして力を発揮するかということを K 氏は学び、こ
れを事業推進に活かした。H氏や I氏は、大学卒業（大学院修了）後に就職した会社で「プ
ランニング」や「ファシリテーション」のスキルを身につけた。J氏は大学在学中のフリ
ーランスの仕事で、デザインや編集などのクリエイティブスキルを磨いた。また H氏・I
氏・J氏はこのときに「地域を何とかしたいという想い」も徐々に醸成していった。 
また、リーダーたちは何らかの「ショック」を経験し、それを乗り越えるために奮起
して成長したと考えられる。例えば I 氏はまちづくり会社設立の際、総合プロデューサ
ーとまちづくり会社の計画について激しく議論した。I氏はこの時のことを“全然違う角
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度で批判をされるっていうことに対しての深く考える経験というのが、自分の考えを鍛
えてくれた”と述べている。I氏は、自分とは全く異なる観点から批判されるという状況
を深く物事を考えることで乗り越え、自身の思考力が鍛えられたと捉えている。 
H氏や J氏については、地域住民が自地域に対して肯定感が低かったことに「ショック」
を受け、「地域を何とかしたいという想い」が一層強くなった。彼らはこの状況の打破の
ために奮起してさまざまな活動に取り組み、それによって前述の【リーダーシップスキ
ル】や実行力が磨かれたと考えられる。なお、【リーダーシップスキル】を身につけるこ
とに明確な順番は確認できず、リーダーは自身が置かれた状況に応じて必要なスキルを
養っていった。 
I氏にとってのまちづくり会社総合プロデューサーは、I氏の考え方に影響を与えた「ロ
ールモデル」ともいえる。「ロールモデル」の存在は I氏のみに限ったことではなく、他
のリーダーでも確認された。例えば K 氏にとっての「ロールモデル」は、本研究で調査
対象とした H氏や I氏である。K氏はジャパン・オンパクの会合を通じた彼らとの交流に
ついて、“そういう人たちの考え方だったり、活動だったり、まあ影響力だったりってい
うことを、こうなんて言うのかな、肌で感じたりするっていうのはすごく自分の中では
成長した”と述べている。H氏や I氏との交流を踏まえて K氏は、まちづくりと観光の視
点の両方を意識して行動するようになり、またオンパクの将来ビジョンを考えるように
なった。 
【発達プロセスに関連する要因】を小括する。リーダーたちは生まれ育った地域の外
あるいは地域での活動を通じて、チームとしての力の出し方や「プランニング」スキル、
「ファシリテーション」スキルを身につけた。「ショック」を受けた経験では、それを乗
り越えるために奮起し、それによって〔地域への想い〕を強めることや、思考力や【リ
ーダーシップスキル】を鍛えた。また、「ロールモデル」がリーダーたちの考え方や活動
手法に影響を与えた。なお、「生まれ育った地域の外での経験」という要因については 4
名のリーダー全員が Uターンしてくる前の時期の事柄であったが、「ショック」や「ロー
ルモデル」はリーダーによって経験時期が異なっていた。 
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５.３ 考察 
５.３.１ リーダーの発達プロセスの検討 
4名のリーダーの言語データ分析結果を総括すると、2パターンの発達プロセスが見出
された。民間から生まれたリーダーの発達プロセスと、行政から生まれたリーダーの発
達プロセスである。H 氏・I 氏・J 氏が民間から生まれたリーダーであり、彼らの発達プ
ロセスは次の 4段階であった。 
① 観光まちづくりの想い萌芽：大学入学（編入）までを生まれた地域ないしその周
辺地域で過ごし、その地域を何とかしたいという想いが芽生えた。 
② 地域外経験：大学・大学院生活を生まれ育った地域外で経験した。大学・大学院
や最初の就職先でプランニングやファシリテーションのスキルを身につけ、生ま
れ育った地域に U ターンした。 
③ 観光まちづくり試行錯誤：生まれ育った地域の状況にショックを受け、地域を何
とかしたいという想いを強くし、まちを変える取り組みに着手する。その中で地
域の魅力を認識し、プランニングスキルや周囲を巻き込むスキルを活かして取り
組みを積み重ねていく。同時にリーダーシップスキルや実行力が実践的に磨かれ
ていった。 
④ リーダーとして観光まちづくり実践を継続：取り組みをまとめてオンパクを実行
し、地域住民の意識と行動に変化が生まれてきたことを実感する。次のステップ
として、それまでの取り組みを継続するための収益を上げる仕組みづくりに取り
組む。 
K氏が行政から生まれたリーダーであり、その発達プロセスは次の 3段階であった。 
① 観光まちづくり試行錯誤：行政職員としてオンパクなどの取り組みに従事する。
その中で地域の魅力を認識し、周囲を巻き込むスキルを活かして取り組みを積み
重ねていく。同時にリーダーシップスキルや実行力が実践的に磨かれていった。 
② 観光まちづくりの想い醸成：観光まちづくり活動を通して地域住民と接している
うちに、地域への想いが醸成されていった。 
③ 継続して活動支援：異動によって職場での立場が変わり、行政職員としてオンパ
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クのような観光まちづくりに関わることが難しくなった。また、同じことの繰り
返しにならないようリーダーは変わっていくべきという考えから、リーダーの役
職から外れて支援者の立場になった。 
ここで挙げたオンパクリーダーと変革型リーダーシップの関係についてまとめる。第
４章の別府ハットウ・オンパクリーダーと同様、本章のリーダーも「鼓舞する動機づけ」
や「個別的配慮」といった変革型リーダーシップを持ち合わせていると考えられる。特
に、別府ハットウ・オンパクリーダーと比較して特徴的なのは、変革型リーダーシップ
の「個別的配慮」と重なるファシリテーションスキルを早期に身に着けていたことであ
る。堀（2004：38-39）によればファシリテーションは 1960 年代の米国において、グル
ープ体験によって学習を促す「エンカウンターグループ」やコミュニティの問題を話し
合う技法として体系化され、日本には 21世紀に入った頃からビジネス界で注目を集める
ようになった。別府ハットウ・オンパクリーダーである A氏・B氏のまちづくり萌芽期は
ともに 1990年代であり、ファシリテーションという概念は日本にはまだ入ってきていな
い、あるいは定着していなかった。一方で H氏・I氏・J氏の学生時代や最初の就職をす
る頃は、ファシリテーションという概念が日本に定着し始めており、彼らはそのスキル
を観光まちづくりに関わる前、あるいは観光まちづくりの活動初期に身に着けた。そし
て彼らは、そのスキルを駆使してさまざまな活動をリードしてきた。多様な人々を巻き
込んで活動を行う観光まちづくりにおいては、第４章に続いてやはり、「個別的配慮」の
重要性を挙げることができる。 
５.３.２ 発達プロセスに関連する要因 
4名のリーダーの発達プロセスにはいくつか要因が関係していると考えられ、前述の通
り本章では、「生まれ育った地域の外での経験」「ショック」「ロールモデル」の 3点を挙
げた。これらは、ビジネス・リーダー発達の既往研究とどのような関係になるだろうか。 
４.４でも述べた通り、ビジネス・リーダー発達の既往研究を総括すると、リーダーの
発達には、「失敗や逆境といった修羅場」と「他の人とのつながり」の 2点が大きく影響
していると考えられる。これに関して本章の調査対象であったリーダーたちの発達プロ
セスはどうか。H氏や J氏が Uターンして受けたショックは、彼らにとって「失敗や逆境
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といった修羅場」であったと考えられる。H氏や J氏はこの逆境から逃げずに対処し、こ
れを乗り越えることによって地域への想いを強くすることや、リーダーシップスキルを
高めていった。また、H 氏・I 氏・K 氏にはロールモデルがいたと考えられ、この「他の
人とのつながり」がリーダーたちの思考や具体的な活動手法に影響を与えた。「他の人と
のつながり」という観点では、手法はさまざまであるがリーダーたちは皆、周囲を巻き
込んで活動を行った。周囲を巻き込むために、形を見せて説得することやファシリテー
ションの技術を用いることなど工夫した経験は、リーダーたちの発達を促したと推測で
きる。以上を踏まえると、ビジネス・リーダー発達の既往研究で挙げられた発達要因は、
本章の調査対象リーダーたちの発達プロセスにおいても確認された。 
また、日本の観光地におけるリーダーについての既往研究である岩松・岩井（2001：
307-314）や安村（2006：94-95）によれば、観光地におけるリーダーは地域外との交流
や視察あるいは大都市で暮らした経験を通じて客観的かつ広い視野を培い、観光まちづ
くりに活かしている。本章の調査対象リーダーのうち H 氏・I 氏・J 氏は大都市（東京、
横浜、福岡）で暮らした経験を持ち、K氏も生まれ育った地域の外で暮らした経験を持つ。
また彼らは、ジャパン・オンパクの研修やその他会合において生まれ育った地域以外と
の交流を積極的に行っている。本章も、岩松・岩井（2001：307-314）や安村（2006：94-95）
の主張を支持する結果となった。 
これまで、観光まちづくりあるいは観光と関連ある地域づくりに関する事例研究にお
いてリーダーの重要性は指摘され、それらの研究の中でリーダーの役割や特徴・求めら
れることが論じられてきた。これらの中には岩松・岩井（2001）や鈴木・鈴木・鈴木（2008）
のように、リーダーの行動と地域の動きをプロセスで捉えるものもあった。しかし、リ
ーダーの発達に焦点を当て、彼らの人生全体を分析し、これまでの事例研究で指摘され
たような事柄が観測されるのか科学的に検証した研究は見当たらない。これに対し本章
の研究では、質的分析手法 SCATを用いて、リーダーの発達の実態を照らし出すことに取
り組んだ。それによって探索的検討による知見ではあるが、科学的に導き出した発達プ
ロセスとそれに関連する要因を示した。ここで示した知見を第６章・第７章において、
量的アプローチを用いて検証していく。 
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第６章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度の検討96 
本章では、第４章・第５章の質的研究を踏まえて、リーダー発達の状態を評価するツ
ールとして「観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度」を検討する。 
６.１ 研究の目的・方法 
６.１.１ 研究の目的 
第４章・第５章の研究によって、観光まちづくり、特にオンパクにおけるリーダーの
発達プロセスとその影響要因が探索的に明らかにされた。これらの知見を実際の観光ま
ちづくりにおけるリーダーの育成に活用するには、リーダーあるいはリーダー候補者の
状態を把握して発達支援策を検討するための評価ツールが必要である。そのため本章で
は、リーダーあるいはリーダー候補者のマインドや経験の状態を評価するためのリーダ
ーの発達尺度を検討する。 
なお、実際の調査にあたってはサンプルサイズをできるかぎり大きくするため、質問
紙調査の配布対象を観光まちづくり分野に限定せず、まちづくり分野に拡大した。詳し
くは次項で述べる。 
                                                   
96 本章の調査方法、およびまちづくりリーダーに関する探索的因子分析は、井手（2018）を加筆修正した。 
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６.１.２ 研究の方法 
（１）調査対象 
調査対象抽出のため、内閣府の「地方創生の専門家一覧」97と、『まちづくり会社等の
活動事例集』（国土交通省，2012）・「中心市街地活性化のまちづくり WEBサイト」リンク
集98、観光庁の観光地域づくり事例集（観光庁，2006；観光庁，2008；観光庁，2011；観
光庁，2012；観光庁，2013；国土交通省・観光庁編，2015）を参考にした。 
内閣府 WEB サイトに掲載されている「地方創生の専門家一覧」には、日本の各省庁が
推薦している地方創生の専門家がまとめられている。この中には、大学教員やまちづく
りコンサルタント、ICTや農林水産技術など特定の専門知識に基づいてまちづくりに寄与
する支援者も名を連ねている。すなわち、まちづくりに地域外から関わる外部人材、も
しくは技術的な側面からまちづくりに関わる側面支援人材もリストに含まれている。本
調査は住民運動を根源とするまちづくり、あるいは観光まちづくりを牽引するリーダー
に着目する。したがって、外部人材・側面支援人材といったリーダーを支える側の人物
を除き、地域を活性化する活動を牽引している人物・団体を調査対象とする。 
2017年 1～3月に行った具体的な対象絞り込み作業は、次の通りである。まず、内閣府
が WEBサイトに掲載している地方創生の専門家 721 件から、VISIT JAPAN大使 50 名（観
光庁）と自治体の部署 9件を除いた。その結果、地域活性化伝道師（内閣府推薦）・地域
人材ネット（総務省推薦）・観光カリスマ（観光庁推薦）・タウンマネージャー（経済産
業省推薦）に登録されている 663 名が残った。この 663 名の取り組み内容を各省庁 WEB
サイトで確認し、外部人材・側面支援人材を除した。また、663名の中には重複して一覧
に掲載されている人物が 3名いたので、その重複分を除した。さらに、国土交通省の『ま
ちづくり会社等の活動事例集』・中心市街地活性化のまちづくり WEBサイトリンク集、観
光庁の観光地域づくり事例集に掲載されている人物・団体の中から、2017 年 3 月時点で
インターネット検索によって活動実体を確認できた人物・団体を調査対象に加えた。 
以上の手続きにより、居住する地域を活性化する活動を牽引していると考えられる人
                                                   
97 内閣府地方創生推進事務局 WEB サイト、「地方創生の専門家一覧」ページ
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/expert/index.html、最終閲覧 2017-1-28） 
98 国土交通省「中心市街地活性化のまちづくり」WEB サイト（http://www.mlit.go.jp/crd/index/index.html、参
最終閲覧 2017-2-26） 
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物を 272 名、団体を 220 件、合計 492 件を抽出した。これらの人物・団体に質問紙を送
る前に事前告知のハガキを郵送した結果、対象者他界や調査趣旨に適合する団体ではな
いといった調査辞退があった。調査辞退人物・団体を除した 479 件（個人 265 名、団体
214件）を本研究の調査対象とした。 
（２）調査方法・期間 
調査方法は質問紙郵送調査である。事前告知ハガキを 2017年 4月上旬に送付し、質問
紙を同年 4月下旬に郵送で調査対象へ送付した。回答期限を 2017年 4月 30日としたが、
返信用封筒の有効期限を同年 5 月 31 日に設定していたため、2017年 5月 31日まで質問
紙の返送を待った。なお団体に関しては、実務面での実質的責任者に依頼した。 
2017年 5月 31日までに、149の回答を得た。回収率は 31.1％である。このうち、後述
する尺度項目において無回答がある質問紙は無効回答とした。第７章にて発達影響要因
の確認のために確認的因子分析、発達モデルの検討のためにパス解析を行うが、これら
の分析ソフトとして SPSS Amos Version 24.0 を用いた。このソフトにおいては尺度項目
に無回答がある場合、モデル適合度が算出されない。そのため、尺度項目において無回
答がある質問紙を無効とした。有効回答数は 124で、有効回答率は 83.2％である。 
（３）調査項目 
回答者属性 
回答者の基本的情報として、活動分野、性別、年齢、最終学歴、組織所属年数・役職、
連絡先を設定した。なかでも活動分野は、内閣府「地方創生の専門家一覧」の分野を選
択肢に複数回答可とし、その中でも最も関わりが深い分野をさらに 1つ選ぶ形式とした。
なお、概念が大き過ぎると考えられる「まちづくり」については、「市街地活性化（例え
ば、中心市街地活性化、都市再生、環境モデル都市）」に置き換えた。 
観光まちづくりにおけるリーダーのマインド 
第５章のリーダー4 名の言語データから生成された 14 個の概念は、マインド・発達プ
ロセスに関連する要因・リーダーシップスキルという 3 つのカテゴリーに統合された。
マインドとは、リーダー個々の性質や、彼らの経験から形成される地域への想い、活動
にあたっての姿勢・考え方のことである。発達プロセスに関連する要因とは、リーダー
シップスキルを身につけていくことを促進する要因のことで、本章ではこの意味をより
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強調するため「発達促進要因」とする。リーダーシップスキルとは、リーダーが地域の
活動をリードする上で発揮したスキルのことである。 
第４章・第５章の結果から、観光まちづくりにおけるリーダーのマインドについて、
カテゴリーごとにそれぞれ 3 項目ずつを作成し（表 ６.１）、5 件法で回答を求める方式
とした。本調査はリーダー発達に関する質的研究を材料に調査設計・質問項目づくりを
行ったため、回答が「あてはまる」側に集中する可能性が考えられる。このように一方
向に偏ることが想定される場合、回答が少ないと考えられる「あてはまらない」側の選
択肢を減らし、「あてはまる」側の選択肢を多くすることがある（丹野，2014：89-90）。
これを踏まえ本調査の質問紙初稿は、「5=非常にあてはまる」「4=かなりあてはまる」「3=
ややあてはまる」「2=あまりあてはまらない」「1=全くあてはまらない」という選択肢と
した。なお、質問紙において出てくる「地域」とは、特記しない限り回答者がまちづく
り活動を行っている地域のこととした。 
 
表 ６.１ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド質問項目 
カテゴリー 質問項目 
地域への想い 
地域のことが好きである 
地域がどのようにあるべきか、ということは気にならない 
（逆転項目） 
地域の将来が気になる 
積極的に学ぶ姿勢 
色々なことを知りたいと思う 
自ら進んで新しいことを学ぶ 
難しいことは理解することを諦める（逆転項目） 
チャレンジ精神 
色々なことにチャレンジするのが好きである 
リスクが高い場合、新しいことには取り組まない（逆転項目） 
困難なことでも前向きに取り組む 
収益意識 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う 
（逆転項目） 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく
考える 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要であ
ると思う 
出所：筆者作成 
 
観光まちづくりにおけるリーダー発達促進要因 
第４章・第５章の結果からカテゴリーごとにそれぞれ 3～4項目ずつを作成し（表 ６.
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２）、5件法で回答を求める方式とした。 
 
表 ６.２ 観光まちづくりにおけるリーダー発達促進要因質問項目 
カテゴリー 質問項目 
地域外経験 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与え
た 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 
ショック 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 
地域の経済状況に衝撃を受けたことがある 
地域に対する住民の評価に衝撃を受けたことがある 
ロールモデル 
自分の考え方の手本になった人物がいる 
自分の行動の手本になった人物がいる 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を相談した人
物がいる 
出所：筆者作成 
 
観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル 
第４章・第５章の結果と堀（2016：218）を参考に、カテゴリーごとにそれぞれ 3～5
項目ずつを作成し（表 ６.３）、5件法で回答を求める方式とした。 
 
表 ６.３ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル質問項目 
カテゴリー 質問項目 
地域魅力発見 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか分析する 
プランニング 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことが
できる 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 
周囲を巻き込む 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」
で見せることで、周囲に理解してもらおうとする 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づく
り」ができる 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができ
る 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる 
出所：筆者作成 
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経験から学ぶ力 
第４章の考察において、「成長を促すさまざまな経験」のみならず「経験から学ぶ能力」
の必要性にも言及した。そこで「観光まちづくりにおけるリーダーのマインド」「観光ま
ちづくりにおけるリーダー発達促進要因」「観光まちづくりにおけるリーダーシップスキ
ル」に加えて、リーダーたちの経験から学ぶ力を測定する方法の探索的検討として、木
村ら（2011）の「職場における経験学習尺度」を質問紙に盛り込んだ（表 ６.４）。これ
は、企業の職場における経験学習実施度を 4下位尺度・16項目で把握するものである。5
件法で回答を求める方式とした。 
 
表 ６.４ 職場における経験学習尺度 
カテゴリー 質問項目 
具体的経験 
困難な仕事に立ち向かう 
常に新しいことに挑戦する 
失敗を恐れずにやってみる 
様々な経験の機会を求める 
内省的観察 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 
経験したことを多様な視点から捉え直す 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 
抽象的概念化 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 
能動的実験 
経験から学んだことを実際にやってみる 
あるやり方が他の場面でも使えるかどうか実験する 
新しく得たノウハウを実際に応用する 
自分のやり方が正しいかどうか試す 
出所：木村ら（2011）より作成 
 
（４）調査項目の内容的妥当性の検討 
2017年 3月 13日、工学・まちづくりの専門家と経営学・人的資源管理論の専門家、そ
して筆者の 3 名で、質問項目の内容的妥当性を検討した。検討課題は、①質問内容の妥
当性、②質問表現の適切性、③評定尺度の適切性であった。検討の結果、質問内容に関
して修正点は出されなかった。しかし、質問表現と評定尺度の適切性に関し、次の指摘
がなされた。 
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まず質問表現に関しては、観光まちづくりにおけるリーダー発達促進要因の中の「衝
撃」という文言が、それだけでは回答者が意味を理解できないのではないかという指摘
であった。そこで、第４章・第５章の言語データの内容により即して、「地域の経済状況
に衝撃を受けたことがある」と「地域に対する住民の評価に衝撃を受けたことがある」
を、それぞれ「地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある」と「地域に対する住
民の低評価に衝撃を受けたことがある」に修正した（表 ６.５）。 
 
表 ６.５ 観光まちづくりにおけるリーダー発達促進要因質問項目修正版 
カテゴリー 質問項目 
地域外経験 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 
ショック 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 
地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある 
地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある 
ロールモデル 
自分の考え方の手本になった人物がいる 
自分の行動の手本になった人物がいる 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を相談した人物が
いる 
※下線部が修正個所 
出所：筆者作成 
 
次に評定尺度に関して、「あてはまる」側の選択肢が多い形では等間隔性に疑義が生じ
るという指摘がなされた。そこで、「6=非常にあてはまる」「5=あてはまる」「4=ややあて
はまる」「3=ややあてはまらない」「2=あてはまらない」「1=全くあてはまらない」の 6件
法で回答を求める形に修正した。 
以上の修正を施し、質問紙を完成させた。  
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６.２ 結果 
６.２.１ 回答者の属性 
本章冒頭６.１.１で触れた通り、調査にあたってはサンプルサイズをできるかぎり大
きくするため、質問紙配布対象を観光まちづくり分野に限定せず、まちづくり分野の人
物・団体に 479件配布した。そして活動分野に関する質問（複数回答可）によって、「観
光（例えば、インバウンド、DMO、海外交流、ローカルブランディング）」が回答者の活
動分野であるか否か確認した。回答者全体の属性と、「観光」を活動分野の 1つに選んだ
回答者の属性は、それぞれ以下の通りである。 
（１）回答者全体 
尺度項目で無回答があった質問紙を除いた有効回答者数は 124であった（有効回答率：
83.2％）。回答者の性別は、「男性」が 88.7％、「女性」が 11.3％であった。回答者の年
代は「60 代」が最も多く（37.9％）、50代以上が約 7 割であった。最終学歴は、「4年制
大学」が 58.1％で最も多く、次いで「高等学校」が 17.7％であった。まちづくり分野の
中で最も関わりが深い活動分野は、「観光（例えば、インバウンド、DMO、海外交流、ロ
ーカルブランディング）」が 37.1％で最も多く、次いで「市街地活性化（例えば、中心市
街地活性化、都市再生、環境モデル都市）」と「地域コミュニティ（例えば、集落再生、
移住、定住促進、CCRC、小さな拠点）」がそれぞれ 17.7％であった。 
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表 ６.６ 回答者全体の属性（n=124） 
項目 度数 パーセント 
性別 
男性 110 88.7% 
女性 14 11.3% 
年代 
20代 1 0.8% 
30代 14 11.3% 
40代 18 14.5% 
50代 34 27.4% 
60代 47 37.9% 
70代 9 7.3% 
80代 1 0.8% 
最終学歴 
大学院博士課程 3 2.4% 
大学院修士課程 7 5.6% 
4年制大学 72 58.1% 
短期大学 8 6.5% 
高等専門学校 1 0.8% 
専門学校 5 4.0% 
高等学校 22 17.7% 
その他 5 4.0% 
無回答 1 0.8% 
最も関連が深い分野 
観光 46 37.1% 
しごとづくり 10 8.1% 
市街地活性化 22 17.7% 
地域コミュニティ 22 17.7% 
地域医療 1 0.8% 
ひとづくり 11 8.9% 
その他 8 6.5% 
無回答 4 3.2% 
※ 「最終学歴」と「最も関連が深い分野」に無回答があるが、SPSS Amos Version 24
による適合度指標の算出には影響しないため、除していない。 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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（２）「観光」が活動分野の 1つである回答者の属性 
ここでは、まちづくり活動分野を問う設問（複数回答可）で、「観光（例えば、インバ
ウンド、DMO、海外交流、ローカルブランディング）」を選択した回答者の属性を記す。
該当者は 87名であった。 
「観光」が活動分野の 1つである回答者の性別は、「男性」が 87.4％、「女性」が 12.6％
であった。年代は、「60代」が最も多く 37.9％で、50代以上が 78.2％であった。最終学
歴は、「4年制大学」が 58.6％で最も多く、次いで「高等学校」が 19.5％であった。まち
づくり分野の中で最も関わりが深い活動分野は、「観光（例えば、インバウンド、DMO、
海外交流、ローカルブランディング）」が 52.9％で最も多く、次いで「地域コミュニティ
（例えば、集落再生、移住、定住促進、CCRC、小さな拠点）」が 12.6％であった。最も関
わりが深い活動分野以外は、回答者全体の比率と概ね同様であった。 
これ以降は、回答者全体のことを「まちづくりリーダー」、観光を活動分野の 1つに選
んだ回答者のことを「観光まちづくりにおけるリーダー」とする。 
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表 ６.７ 「観光」が活動分野の１つである回答者の属性（n=87） 
項目 度数 パーセント 
性別 
男性 76 87.4% 
女性 11 12.6% 
年代 
20代 1 1.1% 
30代 7 8.0% 
40代 11 12.6% 
50代 27 31.0% 
60代 33 37.9% 
70代 7 8.0% 
80代 1 1.1% 
最終学歴 
大学院博士課程 2 2.3% 
大学院修士課程 3 3.4% 
4年制大学 51 58.6% 
短期大学 6 6.9% 
高等専門学校 1 1.1% 
専門学校 3 3.4% 
高等学校 17 19.5% 
その他 3 3.4% 
無回答 1 1.1% 
最も関連が深い分野 
観光 46 52.9% 
しごとづくり 7 8.0% 
市街地活性化 10 11.5% 
地域コミュニティ 11 12.6% 
地域医療 1 1.1% 
ひとづくり 6 6.9% 
その他 4 4.6% 
無回答 2 2.3% 
※ 「最終学歴」と「最も関連が深い分野」に無回答があるが、SPSS Amos Version 24 に
よる適合度指標の算出には影響しないため、除していない。 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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６.２.２ まちづくりリーダー回答データの因子分析結果 
（１）リーダーのマインド 
リーダーのマインドを 6件法で測定した 12項目について、基本統計量を表 ６.８に示
す。天井効果が 6項目、床効果が 1項目出た。 
 
表 ６.８ リーダーのマインド項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域のことが好きである 5.45 0.810 
色々なことを知りたいと思う 5.46 0.655 
色々なことにチャレンジするのが好きである 5.35 0.712 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う※ 2.16 1.164 
地域がどのようにあるべきか、ということは気にならない※ 1.73 1.155 
自ら進んで新しいことを学ぶ 5.09 0.836 
リスクが高い場合、新しいことには取り組まない※ 2.62 1.193 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考え
る 
4.56 1.150 
地域の将来が気になる 5.56 0.666 
難しいことは理解することを諦める※ 2.15 1.117 
困難なことでも前向きに取り組む 4.98 0.902 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要であると
思う 
5.11 0.981 
※逆転項目 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。この分析には、SPSS Statistics version 19 を用い
た。抽出法は母集団まで結果を拡張し一般化する場合に用いられ、かつ適合度の検定が
可能な最尤法（今野，2012a：187）を選択し、因子間に相関があることを仮定してプロ
マックス回転（小塩，2011：134）によって分析した。適合度はカイ 2 乗値で表される。
これは「モデルが正しい」ことを帰無仮説とした指標であるため、帰無仮説が棄却され
なければ適合がよいということになる。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上を基準に
項目の取捨選択を行った（小塩，2011：140-141）。また、1つの項目が複数の因子に高い
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負荷量（.30以上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。
各因子の固有値は 1 以上であり、回転前の 2 因子で 6 項目の全分散を説明する割合は
47.2％であった。カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.638 であったため、この
2因子構造は十分なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相
関を表 ６.９に示す。 
第 1因子は 3項目で構成されており、「まちづくり活動において収益を考える必要はな
いと思う」という項目に対して負の負荷量を示す一方、収益を上げることの重要性の認
識や収益が上がるよう収支バランスを考えることに対して正の負荷量を示した。そこで
この因子を「収益意識」と命名した。第 2因子は 3項目で構成されており、「自ら進んで
新しいことを学ぶ」や「色々なことにチャレンジするのが好きである」といった項目に
高い負荷量を示した。そこでこの因子を「積極的に学ぶ姿勢」と命名した。 
 
表 ６.９ リーダーのマインドの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う -.752 -.004 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要であると思う .728 -.011 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考える .633 -.015 
自ら進んで新しいことを学ぶ .074 .725 
色々なことにチャレンジするのが好きである -.024 .715 
色々なことを知りたいと思う -.070 .539 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .112 
Ⅱ  ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
その際、負の因子負荷量を示した「まちづくり活動において収益を考える必要はないと
思う」は逆転項目の処理を行う必要があるため（小塩，2011：155）、信頼性係数を算出
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する前に処理を行った。「収益意識」のα係数は.741 で高い値であった。一方で、「積極
的に学ぶ姿勢」のα係数は.690でやや低い値であった。 
（２）リーダーの発達促進要因 
リーダーの発達促進要因を 6件法で測定した 10項目について、基本統計量を表 ６.１
０に示す。天井効果・床効果まではいかなかったが、マインド項目に続き得点の偏りが
見られた。 
 
表 ６.１０ リーダーの発達促進要因項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.81 1.405 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 4.95 0.909 
自分の考え方の手本になった人物がいる 4.98 1.112 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.90 0.991 
地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある 4.30 1.256 
自分の行動の手本になった人物がいる 4.72 1.233 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.92 1.041 
地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある 4.05 1.261 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を相談した人物が
いる 
4.50 1.193 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.71 1.413 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、1因子が抽出されたため、因子間の
相関がないことを仮定するバリマックス回転で再度因子分析（抽出法は最尤法）を行っ
た。その結果、因子の固有値は 1 以上であり、因子寄与率は 44.0％を示した（表 ６.１
１）。カイ 2乗による適合度検定の結果、有意確率.286 であったため、この 1因子構造は
十分なモデルと判断できる。 
抽出された因子は 4項目で構成されており、「他地域との人的交流が、地域での自分の
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活動に影響を与えた」や「他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた」などの
項目が高い負荷量を示した。そこでこの因子を「他の人とのつながり」と命名した。 
 
表 ６.１１ リーダーの発達促進要因の因子分析結果 
項目 Ⅰ 共通性 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた .728 .530 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた .710 .504 
自分の考え方の手本になった人物がいる .613 .375 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を相談した人物が
いる 
.590 .348 
因子寄与 1.76  
寄与率 44.0  
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「他の人とのつながり」のα係数は.752で高い値であった。 
（３）リーダーシップスキル 
リーダーシップスキルを 6件法で測定した 11項目について、基本統計量を表 ６.１２
に示す。「地域のことを知るために、地域をよく見て回る」で天井効果が見られた。その
他の項目は天井効果・床効果まではいかなかったが、得点の偏りが見られた。 
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表 ６.１２ リーダーシップスキル項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする 4.69 0.964 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 5.09 0.687 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 4.74 0.901 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」で見
せることで、周囲に理解してもらおうとする 
4.48 0.992 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する 4.35 1.149 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことができ
る 
4.75 0.898 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」が
できる 
4.64 1.031 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する 4.58 0.938 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる 4.57 0.903 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 4.56 0.868 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる 4.44 0.948 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 3因子で 6項目の全分散を説明する割合は 52.0％であった。
カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.470 であったため、この 3因子構造は十分
なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相関を表 ６.１３
に示す。 
第 1因子は 3項目で構成されており、「関係者の意見対立を解消し、合意を形成するこ
とができる」や「相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる」と
いった項目に高い負荷量を示した。そこでこの因子を「ファシリテーションスキル」と
命名した。第 2因子も 3項目で構成されており、「地域の魅力は、誰にどのように魅力的
なのか、分析する」や「地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する」といった項目に高
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い負荷量を示した。そこでこの因子を「分析スキル」と命名した。第 3因子は、「さまざ
まな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことができる」と「自分の考えを、パ
ンフレットや自分自身の行動といった“形”で見せることで、周囲に理解してもらおう
とする」で構成されていた。そこでこの因子を「クリエイティブスキル」と命名した。 
 
表 ６.１３ リーダーシップスキルの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる .765 -.150 .090 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる .717 .189 -.108 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」が
できる 
.666 -.061 .294 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する .135 .669 -.057 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する -.260 .630 .199 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする .272 .520 -.051 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことができ
る 
.017 .112 .736 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」で見
せることで、周囲に理解してもらおうとする 
.132 .003 .456 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ － .511 .564 
Ⅱ  － .442 
Ⅲ   － 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「ファシリテーションスキル」のα係数は.802、「分析スキル」のα係数は.657、「クリ
エイティブスキル」のα係数は.589であった。 
（４）経験から学ぶ力 
経験から学ぶ力の尺度検討として、木村ら（2011）の「職場における経験学習尺度」
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16項目について 6件法で回答を求めた。その基本統計量を表 ６.１４に示す。「経験から
学んだことを実際にやってみる」と「様々な経験の機会を求める」で天井効果が見られ
た。その他の項目は天井効果・床効果まではいかなかったが、得点の偏りが見られた。 
 
表 ６.１４ 経験から学ぶ力項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
困難な仕事に立ち向かう 4.94 0.779 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 4.84 0.859 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 4.60 0.954 
経験から学んだことを実際にやってみる 5.07 0.700 
常に新しいことに挑戦する 4.93 0.885 
経験したことを多様な視点から捉え直す 4.85 0.772 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 4.92 0.750 
あるやり方が他の場面でも使えるかどうか実験する 4.55 0.931 
失敗を恐れずにやってみる 4.84 0.868 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 4.90 0.759 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける 4.65 0.856 
新しく得たノウハウを実際に応用する 4.81 0.790 
様々な経験の機会を求める 5.01 0.791 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 4.63 0.950 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 4.86 0.736 
自分のやり方が正しいかどうか試す 4.58 0.866 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 11項目の全分散を説明する割合は 55.0％であった。
カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.058 であったため，この 2因子構造は十分
なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相関を表 ６.１５
に示す。 
第６章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度の検討 
 
 
166 
第 1因子は 6項目で構成されており、「自分のやり方が正しいかどうか試す」や「他の
状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける」が高い負荷量を示した。そこでこの
因子を「省察・応用」と命名した。第 2因子は 5項目で構成されており、「常に新しいこ
とに挑戦する」や「困難な仕事に立ち向かう」といった項目が高い負荷量を示した。そ
こでこの因子を「具体的経験」と命名した。 
 
表 ６.１５ 経験から学ぶ力の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
自分のやり方が正しいかどうか試す .901 -.139 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける .813 -.051 
経験から自分の仕事のやり方を見出す .782 -.021 
新しく得たノウハウを実際に応用する .567 .291 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える .529 .089 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す .489 .248 
常に新しいことに挑戦する -.150 .896 
困難な仕事に立ち向かう -.068 .776 
失敗を恐れずにやってみる .116 .670 
様々な経験の機会を求める .285 .500 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する .294 .446 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .694 
Ⅱ  ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「省察・応用」のα係数は.868、「具体的経験」のα係数は.844で、両因子ともに高い値
であった。 
第６章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度の検討 
 
 
167 
６.２.３ 観光まちづくりにおけるリーダー回答データの因子分析結果 
（１）リーダーのマインド 
観光まちづくりにおけるリーダーのマインドを 6件法で測定した 12項目について、基
本統計量を表 ６.１６に示す。天井効果が 6 項目、床効果が 1 項目出たが、確認的因子
分析やリーダー発達仮説モデルの検討を見据えて、観光まちづくりにおけるリーダーの
マインドを把握する上ですべての項目が重要であるとここでは判断し、すべての項目を
以降の分析にも用いていく。 
 
表 ６.１６ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域のことが好きである 5.45 0.832 
色々なことを知りたいと思う 5.48 0.626 
色々なことにチャレンジするのが好きである 5.43 0.676 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う※ 2.20 1.237 
地域がどのようにあるべきか、ということは気にならない※ 1.68 1.062 
自ら進んで新しいことを学ぶ 5.09 0.844 
リスクが高い場合、新しいことには取り組まない※ 2.74 1.253 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考え
る 
4.64 1.151 
地域の将来が気になる 5.54 0.661 
難しいことは理解することを諦める※ 2.25 1.164 
困難なことでも前向きに取り組む 4.90 0.977 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要であると
思う 
5.14 1.002 
※逆転項目 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。この分析には、SPSS Statistics version 19 を用い
た。抽出法は母集団まで結果を拡張し一般化する場合に用いられ、かつ適合度の検定が
可能な最尤法（今野，2012a：187）を選択し、因子間に相関があることを仮定してプロ
マックス回転（小塩，2011：134）によって分析した。適合度はカイ 2 乗値で表される。
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これは「モデルが正しい」ことを帰無仮説とした指標であるため、帰無仮説が棄却され
なければ適合がよいということになる。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上を基準に
項目の取捨選択を行った（小塩，2011：140-141）。また、1つの項目が複数の因子に高い
負荷量（.30以上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。
各因子の固有値は 1 以上であり、回転前の 3 因子で 9 項目の全分散を説明する割合は
52.9％であった。カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.590 であったため、この
3因子構造は十分なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相
関を表 ６.１７に示す。 
第 1因子は 4項目で構成されており、「自ら進んで新しいことを学ぶ」や「色々なこと
にチャレンジするのが好きである」といった項目に高い負荷量を示した。そこでこの因
子を「積極的に学ぶ姿勢」と命名した。第 2因子は 3項目で構成されており、「まちづく
り活動において収益を考える必要はないと思う」という項目に対して負の負荷量を示す
一方、収益を上げることの重要性の認識や収益が上がるよう収支バランスを考えること
に対して正の負荷量を示した。そこでこの因子を「収益意識」と命名した。第 3 因子は
「地域のことが好きである」と「地域の将来が気になる」の 2 項目で構成されていた。
そこでこの因子を「地域への想い」と命名した。 
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表 ６.１７ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインドの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
自ら進んで新しいことを学ぶ .869 .020 -.082 
色々なことにチャレンジするのが好きである .754 -.064 -.017 
色々なことを知りたいと思う .560 -.081 .282 
リスクが高い場合、新しいことには取り組まない -.425 -.162 .089 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う -.053 -.751 -.029 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げることは重要である
と思う 
-.011 .741 .008 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バランスをよく考
える 
-.011 .687 .008 
地域のことが好きである -.147 .011 .944 
地域の将来が気になる .281 .057 .452 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ ― .123 .275 
Ⅱ  ― .016 
Ⅲ   ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
その際、負の因子負荷量を示した「リスクが高い場合、新しいことには取り組まない」
と「まちづくり活動において収益を考える必要はないと思う」は、逆転項目の処理を行
う必要があるため（小塩，2011：155）、信頼性係数を算出する前に処理を行った。信頼
性分析の結果、「積極的に学ぶ姿勢」のα係数は.680 であった。ただし、項目合計統計量
の「項目が削除された場合の Cronbach のアルファ」によると、「リスクが高い場合、新
しいことには取り組まない」を削除すると、「積極的に学ぶ姿勢」のα係数が.776に上昇
することがわかった。そこで、「リスクが高い場合、新しいことには取り組まない」を削
除し、本研究においては「積極的に学ぶ姿勢」は 3 項目で構成されているものとする。
次に、「収益意識」のα係数は.769 で高い値であった。一方、「地域への想い」のα係数
は.602で、他の因子に比べて低い値であった。本研究における今後の検証の際には、「地
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域への想い」は慎重に扱う必要がある。 
（２）リーダーの発達促進要因 
観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因を 6件法で測定した 10項目について、
基本統計量を表 ６.１８に示す。「他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた」
で天井効果が見られた。その他の項目は天井効果・床効果まではいかなかったが、得点
の偏りが見られた。確認的因子分析やリーダー発達仮説モデルの検討を見据えて、観光
まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因を把握する上ですべての項目が重要である
とここでは判断し、すべての項目を以降の分析にも用いていく。 
 
表 ６.１８ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.70 1.407 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 4.91 0.948 
自分の考え方の手本になった人物がいる 4.94 1.145 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 5.05 0.820 
地域の経済状況の悪化に衝撃を受けたことがある 4.40 1.166 
自分の行動の手本になった人物がいる 4.75 1.143 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.98 1.011 
地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある 4.22 1.176 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を相談した人物が
いる 
4.51 1.044 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた 4.64 1.478 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、3因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 3因子で 7項目の全分散を説明する割合は 55.9％であった。
カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.878 であったため、この 3因子構造は十分
なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相関を表 ６.１９
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に示す。 
第 1 因子は「自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある」と「地域に対する住
民の低評価に衝撃を受けたことがある」の 2 項目で構成されていた。そこでこの因子を
「ショック」と命名した。第 2 因子は「地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動
に影響を与えた」と「地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた」
の 2 項目で構成されていた。そこでこの因子を「地域外経験」と命名した。第 3 因子は
「他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた」が高い負荷量を示し、他の項目
は他者とのつながりに関するものであった。そこでこの因子を「他の人とのつながり」
と命名した。 
 
表 ６.１９ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある .996 .013 -.007 
地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある .505 -.008 .058 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影響を与えた .028 .921 -.047 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に影響を与えた -.017 .599 .049 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた .021 -.119 .853 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響を与えた -.088 .242 .591 
自分の考え方の手本になった人物がいる .167 .032 .432 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ ― .194 .311 
Ⅱ  ― .458 
Ⅲ   ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「ショック」のα係数は.673でやや低く、「地域外経験」のα係数は.715で高い値、「他
の人とのつながり」のα係数は.662でやや低い値であった。なお、「他の人とのつながり」
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については信頼性分析によると、「自分の考え方の手本になった人物がいる」を除くとα
係数が.675に上がる。そこで本研究では、「他の人とのつながり」因子は「他地域視察が、
地域での自分の活動に影響を与えた」と「他地域との人的交流が、地域での自分の活動
に影響を与えた」で構成されるものとする。 
（３）リーダーシップスキル 
観光まちづくりにおけるリーダーシップスキルを 6 件法で測定した 11 項目について、
基本統計量を表 ６.２０に示す。「地域のことを知るために、地域をよく見て回る」で天
井効果が見られた。その他の項目は天井効果・床効果まではいかなかったが、得点の偏
りが見られた。確認的因子分析やリーダー発達仮説モデルの検討を見据えて、観光まち
づくりにおけるリーダーシップスキルを把握する上ですべての項目が重要であるとここ
では判断し、すべての項目を以降の分析にも用いていく。 
 
表 ６.２０ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする 4.68 1.017 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 5.05 0.663 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 4.68 0.946 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」で見
せることで、周囲に理解してもらおうとする 
4.57 1.030 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する 4.53 1.119 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り出すことができ
る 
4.79 0.865 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」が
できる 
4.57 1.041 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する 4.63 0.891 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる 4.60 0.855 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 4.59 0.883 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる 4.48 0.874 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
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を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 10項目の全分散を説明する割合は 51.8％であった。
カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.094 であったため、この 2因子構造は十分
なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相関を表 ６.２１
に示す。 
第 1因子は 6項目で構成されており、「課題を明確に認識するため、情報収集と分析を
する」と「目標達成までの計画を具体的に立てることができる」が高い負荷量を示した。
そこでこの因子を「分析・プランニングスキル」と命名した。第 2 因子は 4 項目で構成
されており、「関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる」と「立場や価
値観の異なる人同士が理解し合えるような“場づくり”ができる」が高い負荷量を示し
た。そこでこの因子を「ファシリテーションスキル」と命名した。 
 
表 ６.２１ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキルの因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする .870 -.021 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる .733 .093 
地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する .653 -.174 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもらおうとする .628 .115 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析する .597 .041 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る .515 .160 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することができる -.206 .977 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような「場づくり」ができる .038 .783 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出すことができる .215 .584 
自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動といった「形」で見せるこ
とで、周囲に理解してもらおうとする 
.178 .408 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .616 
Ⅱ  ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「分析・プランニングスキル」のα係数は.829、「ファシリテーションスキル」のα係数
は.802で、両因子ともに高い値であった。 
「分析・プランニングスキル」についての信頼性分析によると、「地域の魅力を、他の
地域の魅力と比較する」を除くとα係数が.832に上がる。また、「ファシリテーションス
キル」についての信頼性分析によると、「自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動
といった“形”で見せることで、周囲に理解してもらおうとする」を除くとα係数が.817
に上がる。そこで本研究では、観光まちづくりにおけるリーダーシップスキルの「分析・
プランニングスキル」は、「地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する」を除いた 5項目
で構成されるものとする。また「ファシリテーションスキル」は、「自分の考えを、パン
フレットや自分自身の行動といった“形”で見せることで、周囲に理解してもらおうと
する」を除いた 3項目で構成されるものとする。 
（４）経験から学ぶ力 
観光まちづくりにおける経験から学ぶ力の尺度検討として、木村ら（2011）の「職場
における経験学習尺度」16 項目について 6件法で回答を求めた。その基本統計量を表 ６.
２２に示す。「経験から学んだことを実際にやってみる」と「様々な経験の機会を求める」
で天井効果が見られた。その他の項目は天井効果・床効果まではいかなかったが、得点
の偏りが見られた。本尺度は企業の「職場における経験学者尺度」を、まちづくりにお
けるリーダーあるいは観光まちづくりにおけるリーダーの発達に関係すると考えられる
「経験から学ぶ力」の尺度として活用可能か検討するために用いた。したがって本研究
においては、リーダー発達仮説モデルの検討には本項目を用いず、後述する確認的因子
分析まで用いることとする。 
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表 ６.２２ 観光まちづくりにおけるリーダーの経験から学ぶ力項目についての基本統計量 
項目 平均値 標準偏差 
困難な仕事に立ち向かう 4.89 0.769 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 4.84 0.861 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 4.60 0.869 
経験から学んだことを実際にやってみる 5.06 0.737 
常に新しいことに挑戦する 4.91 0.884 
経験したことを多様な視点から捉え直す 4.85 0.800 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 4.91 0.772 
あるやり方が他の場面でも使えるかどうか実験する 4.63 0.904 
失敗を恐れずにやってみる 4.82 0.815 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 4.87 0.818 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つける 4.72 0.831 
新しく得たノウハウを実際に応用する 4.89 0.769 
様々な経験の機会を求める 5.00 0.762 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 4.60 0.908 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 4.83 0.766 
自分のやり方が正しいかどうか試す 4.67 0.816 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
次に、探索的因子分析を行った。抽出法は最尤法を選択し、因子間に相関があること
を仮定してプロマックス回転によって分析した。共通性 0.16 以上、因子負荷量.40 以上
を基準に項目の取捨選択を行った。また、1つの項目が複数の因子に高い負荷量（.30以
上）を示す場合、その項目は削除した。分析の結果、2因子が抽出された。各因子の固有
値は 1以上であり、回転前の 2因子で 8項目の全分散を説明する割合は 58.8％であった。
カイ 2 乗による適合度検定の結果、有意確率.152 であったため、この 2因子構造は十分
なモデルと判断できる。プロマックス回転後の因子パターンと因子間相関を表 ６.２３
に示す。 
第 1因子は 5項目で構成されており、「経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む」
や「経験したことを多様な視点から捉え直す」が高い負荷量を示した。そこでこの因子
を「省察」と命名した。第 2因子は 3項目で構成されており、「常に新しいことに挑戦す
る」や「困難な仕事に立ち向かう」といった項目が高い負荷量を示した。そこでこの因
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子を「具体的経験」と命名した。 
 
表 ６.２３ 観光まちづくりにおけるリーダーの経験から学ぶ力の因子分析結果 
項目 Ⅰ Ⅱ 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む .802 -.070 
経験したことを多様な視点から捉え直す .782 .013 
経験から学んだことを実際にやってみる .669 .044 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する .664 .196 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す .647 .004 
常に新しいことに挑戦する -.033 .890 
困難な仕事に立ち向かう .022 .797 
失敗を恐れずにやってみる .047 .693 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
Ⅰ ― .676 
Ⅱ  ― 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
抽出された因子の内的整合性を検討するため、クロンバックの信頼性係数を算出した。
「省察」のα係数は.855、「具体的経験」のα係数は.841で、両因子ともに高い値であっ
た。 
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６.３ まとめ 
本章では、リーダー発達の状態を評価するツールとして「観光まちづくりにおけるリ
ーダーの発達尺度」を検討した。 
まず、質問紙調査の配布対象となったまちづくりリーダーの回答データの中で、リー
ダーのマインド 12項目、リーダーの発達促進要因 10 項目、リーダーシップスキル 11項
目、経験から学ぶ力 16項目を探索的因子分析にかけた。その結果は表 ６.２４の通りで
ある。次に、「観光」を活動分野の１つに選んだ回答者のデータ（観光まちづくりにおけ
るリーダー回答データ）の中で、マインド 12 項目、リーダーの発達促進要因 10 項目、
リーダーシップスキル 11 項目、経験から学ぶ力 16 項目を探索的因子分析にかけた。そ
の結果は表 ６.２５の通りである。 
リーダーのマインドについては、まちづくりリーダー・観光まちづくりにおけるリー
ダーともに、多くの項目が天井効果ないし床効果を示した。この尺度については、項目
のワーディングや回答法など、今後検討することが必要である。また経験から学ぶ力に
おいて、まちづくりリーダー・観光まちづくりにおけるリーダーともに、「具体的経験」
が因子の 1 つとして抽出された。これは、第４章・第５章に基づいて作成したマインド
の項目と重複する部分が多い。したがって、木村ら（2011）の「職場における経験学習
尺度」を観光まちづくりにおけるリーダー発達尺度に応用するには、マインドと統合し
ながら尺度改善を行っていく必要があると考えられる。以上の状況を踏まえ、本研究の
第７章におけるリーダー発達モデルの検討においては、経験から学ぶ力は要因として採
用しない。第４章・第５章の質的研究に基づいて導出した項目から、探索的因子分析で
抽出された因子のみを活用することとする。 
マインド・発達促進要因・リーダーシップスキルのカテゴリーにおいて、まちづくり
リーダーと観光まちづくりにおけるリーダーの探索的因子分析結果を比べてみると、リ
ーダーシップスキルでは大きな相違を確認できなかった。しかし、マインドと発達促進
要因に関しては、両リーダー区分の間に相違を確認できた。まずマインドにおいては、「積
極的に学ぶ姿勢」と「収益意識」は両リーダー区分で抽出されたが、「地域への想い」は
観光まちづくりにおけるリーダーのみで抽出された。第４章・第５章で取り上げた観光
まちづくりにおけるリーダーは、生まれ育った地域の外で暮らした経験あるいは仕事を 
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表 ６.２４ まちづくりリーダーの発達尺度検討結果 
カテゴリー サブカテゴリー 項目 α係数 
マ
イ
ン
ド 
収益意識 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと
思う※ 
.741 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げること
は重要であると思う 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バラ
ンスをよく考える 
積極的に学ぶ姿勢 
自ら進んで新しいことを学ぶ 
.690 色々なことにチャレンジするのが好きである 
色々なことを知りたいと思う 
発
達
促
進
要
因 
他の人とのつながり 
他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響
を与えた 
.752 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 
自分の考え方の手本になった人物がいる 
まちづくり活動で行き詰まった際に、対処の仕方を
相談した人物がいる 
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
ス
キ
ル 
ファシリテーション
スキル 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することが
できる 
.802 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出す
ことができる 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような
「場づくり」ができる 
分析スキル 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析
する 
.657 地域の魅力を、他の地域の魅力と比較する 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 
クリエイティブ 
スキル 
さまざまな情報を組み合わせて、新しいものを創り
出すことができる 
.589 自分の考えを、パンフレットや自分自身の行動とい
った「形」で見せることで、周囲に理解してもらお
うとする 
経
験
か
ら
学
ぶ
力 
省察・応用 
自分のやり方が正しいかどうか試す 
.868 
他の状況にもあてはまるような仕事のコツを見つけ
る 
経験から自分の仕事のやり方を見出す 
新しく得たノウハウを実際に応用する 
自分の仕事の成功や失敗の原因を考える 
様々な意見を求めて自分の仕事のやり方を見直す 
具体的経験 
常に新しいことに挑戦する 
.844 
困難な仕事に立ち向かう 
失敗を恐れずにやってみる 
様々な経験の機会を求める 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 
※逆転項目 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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表 ６.２５ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度検討結果 
カテゴリー サブカテゴリー 項目 α係数 
マ
イ
ン
ド 
積極的に学ぶ姿勢 
自ら進んで新しいことを学ぶ 
.776 色々なことにチャレンジするのが好きである 
色々なことを知りたいと思う 
収益意識 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと
思う※ 
.769 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げること
は重要であると思う 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バラ
ンスをよく考える 
地域への想い 
地域のことが好きである 
.602 
地域の将来が気になる 
発
達
促
進
要
因 
ショック 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 
.673 地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがあ
る 
地域外経験 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影
響を与えた 
.715 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に
影響を与えた 
他の人とのつながり 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 
.675 他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響
を与えた 
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
ス
キ
ル 
分析・プランニング 
スキル 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 
.832 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもら
おうとする 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析
する 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 
ファシリテーション
スキル 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することが
できる 
.817 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような
「場づくり」ができる 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出す
ことができる 
経
験
か
ら
学
ぶ
力 
省察 
経験の結果を自分なりのノウハウに落とし込む 
.855 
経験したことを多様な視点から捉え直す 
経験から学んだことを実際にやってみる 
必要な情報を集めて、経験したことを分析する 
様々な仕事場面に共通する法則を見出す 
具体的経験 
常に新しいことに挑戦する 
.841 困難な仕事に立ち向かう 
失敗を恐れずにやってみる 
※逆転項目 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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した経験を持つ。彼らは、一定期間外に出ることによって生まれ育った地域を客観視し、
地域の魅力にあらためて気づくことや、あるいは課題を抱える地域を見て「何とかした
い」と思うようになった。すなわち、地域の外に出て自地域を客観視することにより、「地
域への想い」が強くなっていったのである。これが、マインドにおける探索的因子分析
結果の違いを生んでいるのではないだろうか。今後の継続した検証が必要である。 
次に発達促進要因においては、「他の人とのつながり」は両リーダー区分で抽出された
が、「ショック」と「地域外経験」は観光まちづくりにおけるリーダーのみで抽出された。
第４章・第５章の観光まちづくりにおけるリーダーは、地域の外へいったん出て外の目
を持って元の地域に戻ることにより、住民の地域に対する低評価や、価値観の異なる人
物との議論に「ショック」を受け、「地域への想い」や観光まちづくりにあたっての思考
力を鍛えた。また、観光まちづくりには地域内の視点のみならず、観光者を迎え入れる
ための外の視点も必要となってくる。これを鍛えるために「地域外経験」は、観光まち
づくりにおけるリーダーの発達にとって重要である。安村（2006：94）は観光まちづく
りにおけるリーダーに共通する経歴として「青年期のある期間を大都市で暮らした後に
故郷に戻る」と述べている。そして、定住地から一時的に離れて再び元の定住地へ戻り、
異質な文化を定住地に伝播するという鶴見（1996：25）の「一時漂泊者」の概念を引用
しながら、彼らが出身地と大都市の生活で形成する「比較の視点」の重要性を主張して
いる。安村（2006：95）は、この「比較の視点」が新時代の動向を反映する観光まちづ
くりの考え方を構成したとみなしている。以上のことから、「ショック」と「地域外経験」
は観光まちづくりにおけるリーダーに特有の発達促進要因である可能性が指摘できる。 
なお今回の質問紙調査では、調査対象者に「成長したとご自身が思われる経験」を記
述式で回答を求めた。本調査に返答のあった観光まちづくりにおけるリーダー87 名のう
ち、65名がこの質問に回答した。記述回答を、佐藤（2008：33-43）の定性的コーディン
グを参考にコーディングした。そのコードを集約して抽象化したところ、16 個の概念が
生成された。これらの概念をさらに集約し、7個のカテゴリーに統合した（表 ６.２６）。
観光まちづくりにおけるリーダーたちは、さまざまな経験から学んだことがうかがえる。
そのなかでも総合的に出現数の多かった「地域外での異分野経験による多様な視点の獲
得」「他の人とのつながり」「修羅場」というカテゴリーは、本章で述べた発達促進要因
第６章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度の検討 
 
 
181 
の「地域外経験」「他の人とのつながり」「ショック」と重なる。特に「地域外での異分
野経験による多様な視点の獲得」というカテゴリーは、統計解析では見えなかった「地
域外経験」の内実を浮き彫りにした。単なる地域外での経験ではなく、地域外における
観光分野以外の経験、すなわち「異分野経験」が成長に寄与したということである。具
体的には、コンサルティング業・流通事業・商社・ビジネススクール事業での経験が回
答として記述されていた。この「異分野経験」については、結論の８.１.３「観光まち
づくりにおけるリーダーの発達影響要因」で再度検討する。 
 
※出現数はその概念が何名の回答で見られたかを示す。 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
最後に、本章の結果と変革型リーダーシップの関係についてまとめる。まず、まちづ
くりリーダーの「分析スキル」「クリエイティブスキル」、観光まちづくりにおけるリー
ダーの「分析・プランニングスキル」によって立てられた計画では、「地域の未来ビジョ
表 ６.２６ 「成長したとご自身が思われる経験」記述内容の分析結果 
カテゴリー 概念 定義 出現数
地域外経験 外国や国内大都市圏（東京・大阪等）での仕事経験や研修、現地の人々との交流を通して、仕事の厳しさや異なるものの見方、大都市圏から見た自地域の位置づけを考えること 10
異分野経験 それまでとは異なるものの考え方や人脈を獲得し、新しいことに取り組んだことによって成長したこと 6
多様性 固定観念にとらわれず、多様な視点でものを見て考えること 4
人とのコミュニケーション 人の話を丁寧に聞き、自分の考えを理解してもらえるように話すこと 7
仲間の支え 共に活動する仲間の支援 5
信頼された経験 難しい仕事を任せられたこと 3
失敗 失敗した原因を考え、その反省を次に活かすこと 12
クレーム 周囲からクレームがあった際、冷静にそれを受け入れて改善すること 2
トップとしての経験 自治体や企業・団体のトップに就き、それまでとは異なる様々な経験をしたこと 5
自己の役割検討 地域や組織における自己の役割を認識し、自分はどうすべきかを考えること 2
プランニング 目標や方法を考え、実行するための計画を考えること 5
マネジメント 人を活動に巻き込むため、関係者の気持ちや行動を適切に管理すること 4
継続 仕事や活動を続けること 6
挑戦 困難なことに挑戦すること 3
成功 やればできることを体験 5
事業完遂 構想から実行まで、すべてをやり切ること 4
継続的挑戦
成し遂げた
地域外での異分野経験による
多様な視点の獲得
他の人とのつながり
修羅場
役割意識
リーダーシップスキルの発揮
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ン」や「何を達成する必要があるのか」などが示される。すなわち、変革型リーダーシ
ップの「鼓舞する動機づけ」と重なる。また、両リーダー区分のリーダーシップで抽出
された「ファシリテーションスキル」は、第５章においては「個別的配慮」と捉えた。
しかし、表 ６.２１の観光まちづくりにおけるリーダーシップスキルの因子分析結果を
見ると、因子負荷量が高いのは「関係者の意見対立を解消し、合意を形成することがで
きる」（.977）と「立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような“場づくり”がで
きる」（.783）であった。すなわち、変革型リーダーシップの「個別的配慮」が個人への
アプローチであるのに対して、本章の「ファシリテーションスキル」は、関係者の意見
対立解消や相互理解促進といった集団へのアプローチの意味合いが強いものであった。
「ファシリテーションスキル」を構成するもう 1 つの項目が「相手を理解しようと傾聴
し、相手の考えを引き出すことができる」であるため、「個別的配慮」の意味合いも「フ
ァシリテーションスキル」に含まれている。しかし、この項目の因子負荷量は.584 で、
他の 2 項目に比べると低い。したがって、観光まちづくりにおけるリーダーのリーダー
シップスキルの 1つは、「個別的配慮」としてまとめるよりも、それを含めた「ファシリ
テーションスキル」と捉える方が妥当であると考えられる。 
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第７章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルの検討99 
本章では、第４章・第５章・第６章で得られた知見を統合して、観光まちづくりにお
けるリーダーの発達影響要因を検証する。また、発達影響要因を統合した「観光まちづ
くりにおけるリーダーの発達モデル」を検討する。 
７.１ 研究の目的・方法 
７.１.１ 研究の目的 
第４章・第５章の質的研究により、観光まちづくりにおけるリーダーの発達に影響す
る要因として、「地域への想い」「積極的に学ぶ姿勢」「チャレンジ精神」「収益意識」と
いったマインド、「地域外経験」「ショック」「ロールモデル」といった発達促進要因が抽
出された。また、観光まちづくりにおけるリーダーのスキルとして、「地域魅力発見」「プ
ランニング」「周囲を巻き込む」が抽出された。そして第６章において、探索的に導出さ
れたこれらの項目を質問紙に反映させて量的調査を実施し、探索的因子分析を行った。
その結果、観光まちづくりにおけるリーダーの回答データから、リーダーのマインドと
して「積極的に学ぶ姿勢」「収益意識」「地域への想い」が抽出された。また、発達促進
要因として「ショック」「地域外経験」「他の人とのつながり」が抽出された。さらに、
リーダーシップスキルとして、「分析・プランニングスキル」「ファシリテーションスキ
                                                   
99 まちづくりリーダーの発達影響要因とその構造に関しては、井手（2018）で詳細を報告している。 
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ル」が抽出された。 
そこで本章では、これらの因子を共分散構造分析によって検証する。また、第４章・
第５章・第６章で得られた知見を統合した仮説モデルを設定し、発達影響要因を統合し
た「観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル」の実証的検討を目的とする。 
７.１.２ 研究の方法 
（１）調査対象・方法・期間 
第６章と同一の回答データを用いるため、記述を省略する。 
 
（２）分析方法 
本章では、観光まちづくりにおけるリーダーの回答データ（n=87）を分析に用いる。
なお、分析には SPSS Amos Version 24.0 を用いた。 
観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因は、確認的因子分析と高次因子分析
によって検証する。またリーダーの発達構造については、第４章・第５章の結果をもと
に因果構造を仮説モデルとして作成し、それを共分散構造分析のパス解析によって検証
する。 
 
（３）分析項目 
分析項目として、第６章で検討した「観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度」（表 
６.２５）を用いる。ただし、６.３で述べた通り、経験から学ぶ力については改善する
余地が多大にある。したがって、本章では経験から学ぶ力を除いて分析を行う。 
本章で用いる項目は表 ７.１の通りである。 
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表 ７.１ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度 
カテゴリー サブカテゴリー 項目 α係数 
マ
イ
ン
ド 
積極的に学ぶ姿勢 
自ら進んで新しいことを学ぶ 
.776 色々なことにチャレンジするのが好きである 
色々なことを知りたいと思う 
収益意識 
まちづくり活動において収益を考える必要はないと
思う※ 
.769 
まちづくり活動の持続のために、収益を上げること
は重要であると思う 
まちづくり活動の際は、収益が上がるよう収支バラ
ンスをよく考える 
地域への想い 
地域のことが好きである 
.602 
地域の将来が気になる 
発
達
促
進
要
因 
ショック 
自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある 
.673 地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがあ
る 
地域外経験 
地域の外での仕事経験が、地域での自分の活動に影
響を与えた 
.715 
地域の外で暮らした経験が、地域での自分の活動に
影響を与えた 
他の人とのつながり 
他地域視察が、地域での自分の活動に影響を与えた 
.675 他地域との人的交流が、地域での自分の活動に影響
を与えた 
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
ス
キ
ル 
分析・プランニング 
スキル 
課題を明確に認識するため、情報収集と分析をする 
.832 
目標達成までの計画を具体的に立てることができる 
自分の考えを論理的に説明し、周囲に理解してもら
おうとする 
地域の魅力は、誰にどのように魅力的なのか、分析
する 
地域のことを知るために、地域をよく見て回る 
ファシリテーション 
スキル 
関係者の意見対立を解消し、合意を形成することが
できる 
.817 
立場や価値観の異なる人同士が理解し合えるような
「場づくり」ができる 
相手を理解しようと傾聴し、相手の考えを引き出す
ことができる 
※逆転項目 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
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７.２ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因の検証 
７.２.１ 確認的因子分析 
（１）リーダーのマインド 
表 ７.１のマインド項目が想定通り 3 因子構造になることを確かめるため、逆転項目
の処理を行ったあと、確認的因子分析を行った。その結果は、図 ７.１の通りである。 
3つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け、すべての因子間に共分散を仮定し
たモデルで分析を行ったところ、適合度指標がカイ 2乗値=16.635、自由度=18、p=.548、
GFI=.955、AGFI=.909、CFI=1.000、RMSEA=.000、AIC=52.635 であり、このモデルはデー
タによく適合していると判断できる。ただし、【1】9（「地域の将来が気になる」）の誤差
変数の分散が最初の分析では負であったため、不適解が生じていた。そこで【1】9 の誤
差分散を 0 に設定して分析し直した。図 ７.１はその結果である。したがって、潜在変
数「地域への想い」は、今後慎重に扱う必要がある。 
なお図中のパス係数はすべて標準化推定値であり、潜在変数から観測変数へのパスは
すべて 0.1％水準で有意であった。因子間の相関は、「積極的に学ぶ姿勢」と「地域への
図 ７.１ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド確認的因子分析結果 
※「逆 1_4」とは【1】4 に逆転項目の処理を行い、その変数名としてつけたもの 
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想い」は 0.1％水準で有意であったが、他の因子間の相関は低く有意ではなかった。 
（２）リーダーの発達促進要因 
表 ７.１の発達促進要因が想定通り 3 因子構造になることを確かめるため、確認的因
子分析を行った。その結果は、図 ７.２の通りである。 
3つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け、すべての因子間に共分散を仮定し
たモデルで分析を行ったところ、適合度指標がカイ 2 乗値=5.076、自由度=6、p=.534、
GFI=.981、AGFI=.934、CFI=1.000、RMSEA=.000、AIC=35.076 であり、このモデルはデー
タにかなりよく適合していると判断できる。 
図中のパス係数はすべて標準化推定値であり、潜在変数から観測変数へのパスは、「シ
ョック」から【2】2（「自分とは異なる価値観に衝撃を受けたことがある」）と【2】8（「地
域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある」）が 1％水準、その他は 0.1％水準
で有意であった。因子間の相関は、「地域外経験」と「他の人とのつながり」は 0.1％水
準で有意であったが、他の因子間の相関は低く有意ではなかった。 
  
図 ７.２ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因確認的因子分析結果 
第７章 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルの検討 
 
 
188 
（３）リーダーシップスキル 
表 ７.１のリーダーシップスキルが想定通り 2 因子構造になることを確かめるため、
確認的因子分析を行った。その結果は、図 ７.３の通りである。 
2つの因子からそれぞれ該当する項目が影響を受け、因子間に共分散を仮定したモデル
で分析を行ったところ、適合度指標がカイ 2乗値=32.100、自由度=19、p=.030、GFI=.927、
AGFI=.862、CFI=.955、RMSEA=.090、AIC=66.100であり、このモデルはデータに適合して
いると判断できる。図中のパス係数はすべて標準化推定値であり、0.1％水準ですべて有
意であった。 
 
  
図 ７.３ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル確認的因子分析結果 
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７.２.２ 高次因子分析 
（１）リーダーのマインド 
「積極的に学ぶ姿勢」「収益意識」「地域への想い」の上位に、これらをまとめた高次
因子として「マインド」の存在を仮定し、モデルを分析した。その結果は、図 ７.４の
通りである。適合度指標がカイ 2乗値=16.635、自由度=18、p=.548、GFI=.955、AGFI=.909、
CFI=1.000、RMSEA=.000、AIC=52.635であり、このモデルはデータに適合していると判断
できる。 
なお、図 ７.１のリーダーのマインド確認的因子分析と同じく、【1】9の誤差変数の分
散が最初の分析では負であったため、不適解が生じていた。そこで高次因子分析におい
ても、【1】9の誤差分散を 0に設定して分析し直した。図 ７.４はその結果である。 
図中のパス係数はすべて標準化推定値である。高次因子に仮定した「マインド」から
潜在変数である「積極的に学ぶ姿勢」「収益意識」「地域への想い」へのパスはすべて有
意ではなく、なかでも「マインド」から「収益意識」へのパスは標準化推定値=.17 と非
常に小さかった。また潜在変数から観測変数へのパスは、「地域への想い」から【1】1（「地
域のことが好きである」）へのパスが有意ではなかった。その他は、「積極的に学ぶ姿勢」
図 ７.４ 観光まちづくりにおけるリーダーのマインド二次因子モデル 
※「逆 1_4」とは【1】4 に逆転項目の処理を行い、その変数名としてつけたもの 
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から観測変数と、「地域への想い」から【1】9（「地域の将来が気になる」）が 5％水準で
有意であり、「収益意識」から観測変数は 0.1％水準で有意であった。 
以上を踏まえると、観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルを検討する際は、
リーダーのマインドを二次因子モデルではなく、個々の潜在変数によって検討する必要
が示唆された。 
（２）リーダーの発達促進要因 
「ショック」「地域外経験」「他の人とのつながり」の上位に高次因子として「発達促
進要因」の存在を仮定し、モデルを分析した結果が図 ７.５である。適合度指標がカイ 2
乗値=5.076、自由度=6、p=.534、GFI=.981、AGFI=.934、CFI=1.000、RMSEA=.000、AIC=35.076
であり、このモデルはデータにかなりよく適合していると判断できる。 
一方で図中のパス係数（標準化推定値）を見ると、高次因子に仮定した「発達促進要
因」から潜在変数である「ショック」「地域外経験」「他の人とのつながり」へのパスは、
すべて有意ではなかった。また潜在変数から観測変数へのパスは、「地域外経験」から観
測変数へのパスが有意ではなかった。その他は 1％水準ですべて有意であった。 
  
図 ７.５ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因二次因子モデル 
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（３）リーダーシップスキル 
「分析・プランニングスキル」「ファシリテーションスキル」の上位に、これらをまと
めた高次因子として「リーダーシップスキル」の存在を仮定し、モデルを分析した。そ
の結果は、図 ７.６の通りである。適合度指標がカイ 2乗値=69.264、自由度=20、p=.000、
GFI=.879、AGFI=.783、CFI=.832、RMSEA=.169、AIC=101.264 であり、このモデルはデー
タにあまり適合していないと判断できる。なおかつパス係数（図中はすべて標準化推定
値）は、高次因子に仮定した「リーダーシップスキル」から潜在変数である「分析・プ
ランニングスキル」「ファシリテーションスキル」へのパスが有意ではなかった。 
以上を踏まえると、観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルを検討する際は、
リーダーシップスキルは二次因子モデルではなく、個々の潜在変数によって仮説モデル
を検討する必要が示唆された。 
 
  
図 ７.６ 観光まちづくりにおけるリーダーシップスキル二次因子モデル 
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７.３ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル検討 
７.３.１ 発達仮説モデル 
第４章では、「カルチャーショック」「地域の先輩」「国際交流」を観光まちづくりにお
けるリーダーの発達に関連する要因として挙げ、これらの要因が発達に向けて有効に機
能するために「リスクを冒して新しいことに挑むこと」と「経験から学ぶこと」が必要
であることを述べた。すなわち、観光まちづくりにおけるリーダーはリスクを冒して新
しいことに挑み、その経験から学習して発達し、地域住民からの信頼を獲得してリーダ
ーシップを発揮すると考察した。 
また第５章では、観光まちづくりにおけるリーダーのマインドとして「地域への想い」
「積極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒して新しいことに挑む」などを挙げた。そしてこのマ
インドを持って「生まれ育った地域の外での経験」「ショック」「ロールモデル」といっ
た要因と関係することにより、「地域の魅力を認識」「プランニング」「周囲を巻き込む」
といったリーダーシップスキルを身に着けていくことが示唆された。 
第４章・第５章の研究結果を総括すると、観光まちづくりにおけるリーダーは「地域
への想い」「積極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒して新しいことに挑む」といった行動の基
礎となるマインドを持っており、これらが「地域外経験」「ショック」「ロールモデル」
といったリーダーの発達を促進する要因と結びついて、「地域魅力発見」「プランニング」
「周囲を巻き込む」といったリーダーシップスキルを獲得したと考えられる。これをパ
ス解析で検証するため、本章では以下の 3つの作業仮説を設定した。 
 【作業仮説 1】観光まちづくりにおけるリーダーのマインドは、リーダー発達促進
要因に正の影響を与える。 
 【作業仮説 2】観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因は、リーダーシッ
プスキルに正の影響を与える。 
 作業仮説 1 と作業仮説 2を統合して、【作業仮説 3】観光まちづくりにおけるリー
ダーのマインドはリーダー発達促進要因に影響を与えることを通じて、間接的に
リーダーシップスキルに影響を与える。 
作業仮説 3 を概念モデル「観光まちづくりにおけるリーダーの発達仮説モデル」とし
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て図示したのが、図 ７.７である。 
 
この発達仮説モデルに基づき作成した分析モデルが、図 ７.８である。これは、７.２.
２の高次因子分析を踏まえて作成した。 
まずマインドについて、「収益意識」と「地域への想い」は発達仮説モデルの分析に用
いる変数として問題があると考えた。「収益意識」は図 ７.４の通り、仮定した高次因子
からのパス係数が非常に小さかった。またこれは、リーダーの発達の基軸となるマイン
ドではなく、活動時の実務的な留意点であると考えられる。「地域への想い」は、他の潜
在変数に比べて信頼性係数が低く（表 ７.１）、かつマインドの確認的因子分析および高
次因子分析において不適解を引き起こしていた。したがってマインドからは、「積極的に
学ぶ姿勢」のみを採用した。 
発達促進要因については、二次因子モデルの適合度がかなり高かったため、そのまま
発達仮説モデルの分析に採用した。リーダーシップスキルについては、適合度が低かっ
たために二次因子モデルを活用した分析は困難と考え、「分析・プランニングスキル」「フ
ァシリテーションスキル」といった潜在変数を発達仮説モデルの分析に採用した。 
  
図 ７.８ 統合モデルの分析モデル 
図 ７.７ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達仮説モデル 
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７.３.２ 発達仮説モデルの検証 
（１）作業仮説 1の検証 
作業仮説 1 のモデルを分析した結果が、図 ７.９である。パス（図中のパス係数は標
準化推定値）は、「発達促進要因」から「他の人とのつながり」、「他の人とのつながり」
から 2つの観測変数へのパスが有意ではなかった。その他のパスはすべて有意であった。
具体的には、「発達促進要因」から「ショック」へのパスが 5％水準で有意、「積極的に学
ぶ姿勢」から「発達促進要因」へのパスと、「発達促進要因」から「地域外経験」へのパ
スが 1％水準で有意であった。それ以外のパスは 0.1％水準で有意であった。 
適合度指標を確認すると、カイ 2乗値=24.876、自由度=23、p=.357、GFI=.942、AGFI=.886、
CFI=.990、RMSEA=.031、AIC=68.876 であり、モデルはデータによく適合していると判断
できる。 
以上を踏まえ、作業仮説 1 の「観光まちづくりにおけるリーダーのマインドは、リー
ダー発達促進要因に正の影響を与える」は支持されたと考えられる。 
 
（２）作業仮説 2の検証 
作業仮説 2 のモデルを分析した結果が、図 ７.１０である。パス（図中のパス係数は
標準化推定値）は、「発達促進要因」から「ショック」へのパスが有意ではなかった。そ
の他のパスはすべて有意であった。具体的には、「ショック」から【2】2（「自分とは異
なる価値観に衝撃を受けたことがある」）へのパスが 5％水準で有意、「発達促進要因」か
図 ７.９ 作業仮説 1 の分析結果 
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ら「分析・プランニングスキル」「地域外経験」「他の人とのつながり」それぞれへのパ
ス、「ショック」から【2】8（「地域に対する住民の低評価に衝撃を受けたことがある」）
へのパスが 1％水準で有意であった。それ以外のパスは 0.1％水準で有意であった。 
適合度指標を確認すると、カイ 2乗値=98.159、自由度=72、p=.022、GFI=.877、AGFI=.820、
CFI=.937、RMSEA=.065、AIC=164.159であり、モデルはデータにまずまず適合していると
判断できる。 
以上を踏まえ、作業仮説 2 の「観光まちづくりにおけるリーダーの発達促進要因は、
リーダーシップスキルに正の影響を与える」は支持されたと考えられる。 
 
（３）作業仮説 3の検証 
「観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル」の分析結果が、図 ７.１１である。
図中のパス係数は標準化推定値であり、すべて有意であった。具体的には、「発達促進要
因」から「ショック」へのパスが 5％水準で有意、「発達促進要因」から「地域外経験」
「他の人とのつながり」「分析・プランニングスキル」それぞれへのパスが 1％水準で有
意であった。その他のパスは 0.1％水準で有意であった。 
適合度指標はカイ 2乗値=146.916、自由度=113、p=.018、GFI=.852、AGFI=.800、CFI=.936、
RMSEA=.059、AIC=226.916 であった。カイ 2 乗検定で帰無仮説（「モデルとデータに差は
ない」）は棄却されず、GFI・AGFI・CFI はそれぞれ.90 や.95以上、RMSEA は.05～.08以
下であると、モデルとデータは適合していると一般的に考えられている（今野，2012b：
図 ７.１０ 作業仮説 2 の分析結果 
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215-217）。この基準に照らし合わせると、本研究の統合モデルの適合度は十分とは言え
ない。しかし豊田（1998：170)は、モデルの評価基準を機械的に適用することなく、実
質科学的な立場から多角的に因果モデルを評価しなくてはならないとしている。そして
GFIを具体的に取り上げ、モデル評価の留意点の 1つとして次のことを述べている。実質
科学的な議論を積み重ね、データをとる前に構成され、分析後に改良されていないモデ
ルは、たとえ GFI の値が 0.9 を下回っていても、そのことだけでモデルを捨て去る必要
はない。むしろモデル探索の末に「GFI＞0.9」を達成した改良モデルよりもすっきりと
した役に立つ知見を提供することが多い（豊田，1998：174)。 
本章のモデルは、質的研究から導出した発達仮説モデルを分析した結果であり、分析
後にモデル改良を行ってはいない。また、カイ 2乗検定は 1％水準であれば帰無仮説が棄
却されず、またサンプルサイズが小さくても比較的安定した適合度を示す CFI（今野，
2012b：217）は.936 と高い数値を示し、RMSEA は.059 でまずまずの数値であった。さら
に、前述の通りモデルの部分的評価であるパス係数はすべて有意であった。これらの点
を考慮すると、十分な適合とはいえないまでも、本研究の統合モデルはデータにまずま
図 ７.１１ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル分析結果 
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ず適合していると判断できる。 
以上を踏まえ、作業仮説 3 の「観光まちづくりにおけるリーダーのマインドはリーダ
ー発達促進要因に影響を与えることを通じて、間接的にリーダーシップスキルに影響を
与える」は支持されたと考えられる。 
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７.４ 考察 
本章では、第４章・第５章・第６章で得られた知見を統合して、観光まちづくりにお
けるリーダーの発達影響要因を共分散構造分析によって検証し、また発達影響要因を統
合した「観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル」を検討した。 
７.４.１ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因の検証 
観光まちづくりにおけるリーダーのマインド・リーダーの発達促進要因・リーダーシ
ップスキルの因子構造を、それぞれ確認的因子分析によって検証した。その結果、それ
ぞれ想定通りの因子構造がモデル適合度指標によって確認された。しかし、パス係数を
みると、リーダーのマインドについては解釈を慎重にする必要があった。具体的には、「地
域への想い」因子において不適解が生じた。リーダーのマインドについては、第６章で
述べた通り、12 項目の中で天井効果が 6 項目、床効果が 1 項目確認されている（表 ６.
１６）。したがって、リーダーのマインドは各項目のワーディングや回答法を修正し、尺
度作成・改善を検討していく必要がある。 
次に、リーダーのマインド・リーダーの発達促進要因・リーダーシップスキルの因子
構造において、潜在変数の上位にそれぞれ「マインド」「発達促進要因」「リーダーシッ
プスキル」という高次因子を仮定し、モデルを分析した。モデル適合度指標によると、
リーダーのマインドとリーダーの発達促進要因は二次因子モデルがデータに適合してい
たが、リーダーシップスキルについては二次因子モデルのデータへの適合は確認できな
かった。また、二次因子モデルがデータに適合したマインドについてパス係数をみると、
高次因子に仮定した「マインド」から各潜在変数へのパスが有意ではなく、特に「マイ
ンド」から「収益意識」へのパスが標準化推定値.17 と非常に小さかった（図 ７.４）。
以上を踏まえ、「観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル」の検討には、リーダー
のマインドとリーダーシップスキルを二次因子モデルとして扱うことはできないと判断
し、二次因子モデルとしてはリーダーの発達促進要因のみを活用することとした。リー
ダーのマインドとリーダーシップスキルの二次因子モデルは、各項目のワーディングや
回答法を修正し、かつサンプルサイズを大きくして引き続き検証していく必要があると
考えられる。 
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本研究によって確認できた「観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因」は、「積
極的に学ぶ姿勢」というリーダーのマインド、「ショック」「地域外経験」「他の人とのつ
ながり」というリーダーの発達促進要因であった。 
７.４.２ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルの検討 
第４章・第５章の研究結果を踏まえ、リーダーの発達構造に関する仮説モデルを設定
し、「観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル」を検討した。 
分析の結果、発達促進要因を機能させる要因として、「積極的に学ぶ姿勢」というマイ
ンドの影響が確認された。また、リーダーがリーダーシップスキルを獲得する要因とし
て、「ショック」「地域外経験」「他の人とのつながり」といった発達促進要因の影響が確
認された。 
McCall（1982：25）や McCauley・Moxley・Velsor（1998：6-8）、そして古野・リクル
ートワークス研究所編（2008：10）は経験の重要性を述べているが、本章で確認された
「ショック」「地域外経験」「他の人とのつながり」はリーダーたちの人生における経験
である。これに関し、以下にリーダー発達に関する研究との整合を具体的に見ていく。 
「ショック」は、McCall（1982：25）の「修羅場と失敗」や古野・リクルートワーク
ス研究所編（2008：10）の「修羅場経験」と類似している。観光まちづくりにおけるリ
ーダーたちは、住民の自地域に対する低評価や考え方の異なる人物との議論に「ショッ
ク」を受けたが、この逆境を受け流すことなく対処し、むしろこれを乗り越えることに
よって地域への想いを強くした。またこれに応じて、思考力を高めていった。McCall
（1982：25）や古野・リクルートワークス研究所編（2008：10）は、修羅場や失敗とい
う困難な経験の中でリーダーは成長していると述べており、本章の結果はこれらと整合
すると考えられる。 
「地域外経験」は、慣れ親しんだ環境の外での経験という意味で、古野・リクルート
ワークス研究所編（2008：284-285）が指摘した企業における「海外への異動」と類似し
ている。一方で、観光まちづくりと観光関連以外の企業では、この経験の位置づけが若
干異なると考えられる。観光関連以外の企業における「海外への異動」は、今まで慣れ
親しんだ世界から次の世界への移行を通じて自己変革を行う、前述の「修羅場経験」の 1
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つである。本研究で抽出した「地域外経験」はこれに加え、リーダーの「比較の視点」
を鍛えるという意味を持つ。６.３でも述べた通り、観光まちづくりには地域内の視点の
みならず、観光者を迎え入れるための外の視点も重要である。この視点を鍛えるという
意味から、「地域外経験」は観光まちづくりにおけるリーダーの発達にとって必要不可欠
であると考えられる。 
本研究における「他の人とのつながり」とは、他地域視察や人的交流のことであり、
リーダーたちはこれによって観光まちづくりに挑む際の思考や活動手法を学習したと考
えられる。McCall（1982：25）は人を成長させる可能性が高い経験として「他の人との
つながり」を挙げ、McCauley・Moxley・Velsor（1998：6-8）は成長を促す経験をより強
力なものとする要素の 1 つとして「サポート（支援）」、大きく捉えれば他者とのつなが
りを挙げており、本研究はこれらと整合する結果になったと考えることができる。 
以上の通り、企業社会におけるリーダーの発達に関する既往研究で指摘されてきた発
達影響要因と、観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因はかなり整合すること
がわかった。ただし、その詳細は一概に同様とは言えない。既往研究で明らかにされて
きた発達影響要因は企業社会におけるものであり、観光まちづくりにおけるリーダーは
組織がまったく異なる地域住民との議論や、自地域とは関連のない他地域とのつながり、
すなわち企業社会よりもさらに拡大した範囲で活動し、発達していると考えられる。企
業社会におけるリーダー発達と異なる点の検証については、本研究の第４章・第５章の
ような質的研究の積み重ねが今後も必要であろう。 
最後に、作業仮説 3「観光まちづくりにおけるリーダーのマインドはリーダー発達促進
要因に影響を与えることを通じて、間接的にリーダーシップスキルに影響を与える」の
検証によって、本研究は観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデルを提示すること
ができた。しかし、この検証に用いたデータのサンプルサイズは 87件と小さく、また前
述の通りリーダーのマインドについては多くの項目が天井効果・床効果を示した。リー
ダーの発達促進要因やリーダーシップスキルについても、マインドほどではないにせよ
得点の偏りが見られた。今後、調査項目の改善や回答法の工夫などの修正を施して再調
査を行い、観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因のさらなる検証や、発達モ
デルの精緻化が求められるだろう。 
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第８章 結論 
本研究のリサーチクエスチョンは、「①観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシ
ップはどのようなものか」、「②観光まちづくりにおけるリーダーは、どのようなプロセ
スで発達するのか」、そして「③観光まちづくりにおけるリーダーの発達には、どのよう
な要因が影響するのか」であった。本章では、これらのリサーチクエスチョンに関して
本研究で得られた知見をまとめる。 
また、それらの知見の学術的意義と実践的意義を述べ、最後に今後の課題を述べる。 
８.１ リサーチクエスチョンに対する答え 
８.１.１ 観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップ 
リサーチクエスチョン①に対する答えを導き出すため、本研究の質的研究と量的研究
におけるリーダーシップに関する結果を、以下にまとめる。 
質的研究（第４章・第５章）を通じて、次のようなリーダーシップが観光まちづくり
におけるリーダーにおいて観測された。まず 1つ目は、「リスクを冒して新しいことに挑
む」である。第４章・第５章で取り上げたリーダーたちは、自らリスクをかけて観光ま
ちづくりに取り組み、そこで得た経験を通じて自信を持ち、また地域住民からの信頼を
獲得した。これは、「自己利益を超えて組織のために行動する」や「力と自信を示す」な
どで構成される、変革型リーダーシップの「理想的な属性」（表 ３.１）と重なる。なお、
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この行動の前提として、「リスクを冒す勇気」をリーダーは持っていると考えられる。 
2つ目は、観光まちづくりの軸の提示や、プランニングスキルの発揮など、地域の未来
ビジョンや何を達成する必要があるかなどを示すことである。これは「何を達成する必
要があるのか熱心に話す」や「未来の魅力的なビジョンを明確にする」などで構成され
る、変革型リーダーシップの「鼓舞する動機づけ」（表 ３.１）と合致する。 
3つ目は、第４章で述べた情緒的対応や、第５章で述べた個別的配慮である。観光まち
づくりにおけるリーダーは、関係者の信頼を獲得するため情緒的に対応することや、個
人の強みを伸ばすよう支援する。これは「組織のメンバーというよりも個人として尊重
する」や「それぞれの強みを伸ばすように支援する」などで構成される、変革型リーダ
ーシップの「個別的配慮」（表 ３.１）を発揮していると捉えることができる。 
量的研究（第６章）を通じて、次のようなリーダーシップが観光まちづくりにおける
リーダーにおいて観測された。1つ目は「分析・プランニングスキル」である。このスキ
ルは、地域のことを見て回り、地域の魅力が誰にどのように魅力かを分析し、それに基
づいて地域の未来ビジョンや、何を達成する必要があるかなどを示すことである。すな
わち、変革型リーダーシップの「鼓舞する動機づけ」と合致する。2つ目は「ファシリテ
ーションスキル」である。前述の通り、第５章においては「個別的配慮」と捉えた。し
かし第６章の量的研究によれば、関係者の意見対立解消や相互理解促進といった集団へ
のアプローチの意味合いが強いものであった。したがって、「ファシリテーションスキル」
は「個別的配慮」にまとめるよりも、「個別的配慮」も含めた「ファシリテーションスキ
ル」と捉える方が妥当であると考えられる。 
以上のように、変革型リーダーシップ理論の観点から観光まちづくりにおけるリーダ
ーのリーダーシップを見ると、「理想的な属性」「鼓舞する動機づけ」が観測された。ま
た、「個別的配慮」を含めた形で「ファシリテーションスキル」が観測された。なかでも、
観光まちづくりにおいては特に「ファシリテーションスキル」が非常に重要であると考
えられる。なぜならば、実証的検討の結果、観光まちづくりにおけるリーダーの多くは
ファシリテーションによる活動の円滑化や、フォロワーの努力の支援といったアプロー
チを重要視していたからである。雇用関係に基づく「交換」（業務と報酬）によって行動
が促されるような企業社会とは異なり、観光まちづくりの現場である地域社会は情緒的
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な側面が重視される場合も多い。それは、地域社会に関わる関係者が行政や企業・団体
といった業務に関わる人々のみならず、地域を良くしていこうと無償で活動するボラン
ティアや、その地域で生活を営む一般市民で構成されていることによると考えられる。
すなわち、多様な人々がそれぞれの考えを持っているため、地域をある一定の方向へ導
くには合理的な交換関係のみで説得することは難しい。地域に対する想いや暮らしに対
する考えなど個々の気持ちに寄り添いながら関係者を支援し、またこれらの関係者間の
相互理解を促して合意形成していく必要がある。したがって、地域社会の関係者個々に
寄り添う「個別的配慮」を行いながら、多様な関係者の相互理解を促進して活動を円滑
にしていく「ファシリテーションスキル」が、観光まちづくりにおいては強く求められ
るのである。 
このような支援型のリーダーシップは、Greenleaf のサーバントリーダーシップ
（Servant Leadership）と重なる。サーバントリーダーシップは、1970 年に Greenleaf
（1970）によって提唱された。Greenleaf（1970：6）は「サーバントリーダーは、第一
にサーバントである。それは、奉仕したいという自然な感情から始まる。次いで、誰か
を意識的に導く」と述べている。すなわちサーバントリーダーシップとは、「まず相手に
奉仕し、その後相手を導くものである」というリーダーシップ哲学である100。サーバント
リーダーは、フォロワーが求めていることに注意を払い、フォロワーに権限を与え、フ
ォロワーの能力を最大化することに重点を置く（Northouse, 2018:253）。本研究で明ら
かになった「個別的配慮」を含む「ファシリテーションスキル」は、サーバントリーダ
ーが置く重点と共通する。ただし、サーバントリーダーシップはスキルではなく、前述
のように哲学である。したがって、観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップ
行動としてサーバントリーダーシップを考えるのではなく、リーダーの特性として「サ
ーバントな姿勢」が重要であると考えることが適切である。 
８.１.２ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセス 
リサーチクエスチョン②に対する答えを導き出すため、第４章・第５章において、オ
ンパクリーダーの発達プロセスを質的アプローチによって整理した。インタビュー調査
                                                   
100 NPO 法人日本サーバント・リーダーシップ協会 WEB サイト、「サーバントリーダーシップとは？」ページ
（http://www.servantleader.jp/about_servant.html、最終閲覧 2018-07-01） 
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の対象となったリーダーたちは、宿泊業関係者・非営利組織代表者・都市計画コンサル
タントなど民間から生まれたリーダーや、役場の職員という行政から生まれたリーダー
など、さまざまな背景を持つ人物たちであった。第４章・第５章を総括すると、リーダ
ーたちの発達プロセスのキーワードとして「まちづくりへの想い」「地域外経験」「まち
づくり試行錯誤」「活動の継続・発展」を挙げることができる。ではこれらの出現には、
順序があるのだろうか。結論から言えば、本研究において唯一無二の順序を見出すこと
はできず、発達プロセスとしては 3つのパターンを確認した。 
まず 1 つ目は、第４章で取り上げた別府ハットウ・オンパクリーダーの発達プロセス
である。リーダーである A氏・B氏は地域外経験を経て別府へ戻り、地域の観光衰退に対
して何かしなければというまちづくりへの想いを持ち、そして試行錯誤を重ねてオンパ
クを実施した。その後もオンパクを含め、別府のまちづくりに関して活動の継続・発展
を行っている。この間、さまざまな経験から学習し、リーダーとして発達してきた。 
2 つ目は、第５章で取り上げたリーダーの中で、民間から生まれたリーダー（H 氏・I
氏・J 氏）の発達プロセスである。H 氏・I 氏・J 氏は、大学入学（編入）までを生まれ
育った地域で過ごし、その地域を何とかしたいという想いが芽生えた。大学・大学院生
活あるいは最初の就職を生まれ育った地域の外で経験し、プランニングやファシリテー
ションのスキルを身につけ、生まれ育った地域へ Uターンした。Uターンした地域の状況
にショックを受け、地域を何とかしたいという想いを強くし、まちづくり試行錯誤を重
ねてオンパクを実施した。そして、オンパクを含め、まちづくりに関して活動の継続・
発展を行っている。この間、最初の就職先での仕事経験や研修会への参加、さまざまな
経験から学習し、リーダーとして発達してきた。 
3つ目は、第５章で取り上げたリーダーの中で、行政から生まれたリーダー（K氏）の
発達プロセスである。K氏は、当初は高校教師になることを目標に Uターンしたが、役場
に奉職してからは行政職員としてまちづくりに従事し、試行錯誤を重ねた。その中でま
ちづくりへの想いが醸成され、合わせて地域の魅力認識や周囲を巻き込むといったリー
ダーシップスキルを獲得していった。行政職員としての立場が変化するに連れて、オン
パクのような観光まちづくりへの関わりが困難になり、支援者の立場となってまちづく
り活動の継続・発展に貢献している。 
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それぞれのパターンの特徴をより浮き彫りにするため、1つ目と 2つ目、2つ目と 3つ
目のパターンの違いを考察する。1つ目と 2つ目は大まかなプロセスは類似している。し
かし、1つ目では「地域外経験」が「まちづくりへの想い」よりも先んじていたが、2つ
目では「まちづくりへの想い」が「地域外経験」よりも先んじていた。佐藤（2004b：13）
は日本のまちづくりの歴史を、1970 年代から 1980 年代中盤までの第 1 世代、1980 年代
後半から 1990年代中盤までの第 2世代、阪神・淡路大震災の復興まちづくりの経験を踏
まえた 1990年代中盤以降の第 3世代に分けている。そして、第 2世代は「まちづくりの
時代」といえるほど、モデル的な取り組みによってまちづくりの成功事例が積み上げら
れたと佐藤（2004b：13-14）は主張している。A氏・B氏がまちづくりに取り組み始めた
のは第 2 世代の時であり、H 氏・I 氏・J 氏がまちづくりに取り組み始めたのは第 3 世代
である。すなわち、H 氏・I 氏・J 氏は地域外へ出るまでの間に、第 2 世代のまちづくり
に触れる機会があり、「まちづくりへの想い」が早期に醸成されていた可能性がある。実
際に I 氏は、まちづくり活動に勤しむ親の姿を見て、生まれ育った地域のまちづくりに
携わりたいという想いが芽生えたと述べていた。すわなち、1つ目と 2つ目のパターンを
分けているのは「まちづくり世代の違い」が考えられる。 
2つ目と 3つ目のパターンの大きな違いは、2つ目が「まちづくりへの想い」の後に「ま
ちづくり試行錯誤」があるのに対し、3つ目は「まちづくりへの想い」よりも先に「まち
づくり試行錯誤」がある点である。これは、K氏がもともとはまちづくりに関わることで
はなく、高校教師になることを夢見て U ターンしたことが違いを生んでいる。このよう
な事例は行政職員に関わらず、民間においても生じる可能性がある。例えば旅館業に就
職した人物や地域の金融機関に就職した人物が、就いた仕事の関係で結果的にまちづく
りに関わるという事例は一般的に多く見られる現象である。そのように考えると、まち
づくり活動を通して地域住民と接しているうちに地域への想いが芽生え、「まちづくりへ
の想い」が醸成されてリーダーになる、というプロセスは K 氏に限った特殊事例ではな
く、1つ目や 2つ目の発達プロセスと同様、リーダーの発達プロセスとして代表的なパタ
ーンの 1つといえる可能性がある。今後も継続的な検証が必要である。 
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８.１.３ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因 
リサーチクエスチョン③に対する答えを導き出すため、第４章・第５章の質的かつ探
索的検討を踏まえて、第６章で「観光まちづくりにおけるリーダーの発達尺度」を作成・
検討した。そして、第６章で検討した結果を用いて７.２において、観光まちづくりにお
けるリーダーの発達影響要因を検証した。さらに、発達影響要因を統合した「観光まち
づくりにおけるリーダーの発達モデル」を検討した（７.３）。 
その結果、調査における項目のワーディングや回答法の工夫、サンプルサイズを大き
くして解析することなどの課題はあるが、「観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響
要因」として、「積極的に学ぶ姿勢」というリーダーのマインド、「ショック」「地域外経
験」「他の人とのつながり」というリーダーの発達促進要因が明らかになった。 
これらの潜在変数とリーダーシップスキルの潜在変数を用いて、「観光まちづくりにお
けるリーダーの発達モデル」を構築し、共分散構造分析によって検証した。まず、発達
促進要因を機能させる要因として、「積極的に学ぶ姿勢」というマインドの影響が確認さ
れた。次に、リーダーがリーダーシップスキルを獲得する要因として、「ショック」「地
域外経験」「他の人とのつながり」といった発達促進要因の影響が確認された。そして、
リーダーのマインドはリーダー発達促進要因に影響を与えることを通じて、間接的にリ
ーダーシップスキルに影響を与えることが確認された。 
ここで、観光まちづくりにおけるリーダーに特有と考えられる「地域外経験」につい
て、本論文でこれまで明らかにしてきた知見を統合し、考察を加えたい。質的研究の第
４章・第５章では、7名のリーダーのライフストーリーを分析した。それによれば、7名
すべてのリーダーで「地域外経験」が観測された。その内容を整理すると表 ８.１の通
りである。注目すべきは経験の概要であり、リーダーたちの「地域外経験」は観光分野
以外であった。また本論文の質問紙調査においては、「成長したとご自身が思われる経験」
を記述式で調査対象者に回答を求めた。その結果は第６章で示した表 ６.２６の通りで
あり、「地域外での異分野経験による多様な視点の獲得」が抽出された。ここでも地域外
における観光分野以外の経験、すなわち「異分野経験」が成長に寄与したことが示され
た。具体的には、コンサルティング業・流通事業・商社・ビジネススクール事業等での
経験が回答として記述されていた。 
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以上の点を踏まえると、観光まちづくりにおけるリーダーの発達を促進した「地域外
経験」の内実は、地域外における観光分野以外の「異分野経験」であると考えられる。
地域の内と外、観光分野とそれ以外、この空間的境界と分野的境界という 2 つの境界を
越えることで、事業推進スキルの習得や多様な視点の獲得、人脈の拡大を観光まちづく
りにおけるリーダーは達成する。そして、それらを活用して地域で新しいことに取り組
み、失敗や成功を繰り返して観光まちづくりにおけるリーダーは発達すると考えること
ができる。 
 
表 ８.１ 質的研究で対象としたリーダーの地域外経験 
リーダー 経験の概要 ※( )内は学校での学習分野 学びの内容 
A 氏 
・ 大学（経営学）から東京へ 
・ 調査・研究・コンサルティング会社で、
調査およびコンサルティングに従事 
・ 規律を守ること 
・ 理詰めで仕事すること 
B 氏 
・ 大学（理工学）から東京へ 
・ 貿易会社で、貿易実務・営業に従事 
・ 規律を守ること 
・ 理詰めで仕事すること 
H 氏 
・ 大学（物理学）から東京へ 
・ ビジネスコンサルティング会社で、コン
サルティング業務に従事 
・ 政策学校（社会変革） 
・ プロフェッショナルの意識 
・ 成果を求めること 
・ 「社会を変えたかったらまず自
分が変わらなければいけない」 
I 氏 
・ 大学（都市計画）から横浜へ 
・ 都市計画コンサルティング会社でコンサ
ルティング業務 
・ 企画、プランニング 
・ ワークショップの運営（ファシリ
テーション） 
J 氏 
・ 大学（デザイン）から福岡へ行き、ベン
チャー企業でデザインや編集に従事 
・ クリエイティブ力 
・ 成果をあげられるという自信 
K 氏 
・ 大学（体育学）から愛知へ行き、漕艇部
で主将を経験 
・ メンバーで力点を合わせ、全体の
推進力を上げること 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
本項の知見を図示したのが図 ８.１である。観光まちづくりにおけるリーダーは「積
極的に学ぶ姿勢」を持ち、「ショック」「地域外での異分野経験」「他の人とのつながり」
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を通じて発達が促進され、リーダーシップスキルを獲得する。 
 
 
  
図 ８.１ 観光まちづくりにおけるリーダーの発達モデル 
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８.２ 本研究の学術的意義 
ここでは、３.４.２で提示した研究仮説①～④の検証を行う。それらの検証を踏まえ
て、観光まちづくりにおけるリーダー研究モデルの修正を行い、最後に本研究の学術的
意義をまとめる。 
８.２.１ 研究仮説の検証 
（１）研究仮説①の検証 
本研究では、観光地におけるリーダーに関する研究と変革型リーダーシップ理論を照
らし合わせることにより、研究仮説①として以下を設定した。 
 
【研究仮説①】観光まちづくりにおけるリーダーが発揮する変革型リーダーシップとし
て、「鼓舞する動機づけ」が観測される。 
 
検証の結果、質的研究と量的研究の両アプローチにおいて「鼓舞する動機づけ」が観
測された。したがって、研究仮説①は採択された。 
仮説が採択された一方で、「鼓舞する動機づけ」以外にも質的研究において「理想的な
属性」と「個別的配慮」が観測された。また量的研究において、「ファシリテーションス
キル」に含まれるものとして「個別的配慮」が観測された。「理想的な属性」とは、「自
己利益を超えて組織のために行動する」や「力と自信を示す」などで構成される、変革
型リーダーシップの下位尺度である。観光まちづくりにおけるリーダーは、この行動に
よって地域住民からの信頼を獲得したと考えられる。 
「個別的配慮」とは、「組織のメンバーというよりも個人として尊重する」や「それぞ
れの強みを伸ばすように支援する」などで構成される、変革型リーダーシップの下位尺
度である。前節で述べたように、観光まちづくりの関係者は行政や企業・団体といった
業務に関わる人々のみならず、無償で活動するボランティアやその地域で生活を営む一
般市民も含めて構成されている。これら多様な人々をある一定の方向へ導くには、企業
社会のような雇用関係に基づく合理的な交換のみでは難しく、地域に対する想いや暮ら
しに対する考えなど個々の気持ちに寄り添ってリーダーへの信頼を獲得する必要がある。
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したがって「個別的配慮」のような、個々の気持ちに寄り添って関係者の活動や成長を
支える「支援」という形が、観光まちづくりにおいては強く求められると考えられる。 
（２）研究仮説②の検証 
本研究では、観光地におけるリーダーに関する研究とリーダー発達に関する研究を踏
まえ、研究仮説②として以下を設定した。 
 
【研究仮説②】観光まちづくりにおけるリーダーの特性として、「地域に対する情熱」「積
極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒す勇気」が観測される。 
 
検証の結果、質的研究において「地域への想い」、換言すれば「地域に対する情熱」が
観測された。また「リスクを冒す勇気」も、質的研究において観測された。さらに、質
的研究と量的研究の両アプローチにおいて「積極的に学ぶ姿勢」が観測された。したが
って、研究仮説②は採択された。 
これらに加えて、８.１.１における考察においてサーバントリーダーシップを取り上
げ、観光まちづくりにおけるリーダーの特性として「サーバントな姿勢」の重要性を指
摘した。 
（３）研究仮説③の検証 
本研究では、観光地におけるリーダーに関する研究とリーダー発達に関する研究を踏
まえ、研究仮説③として以下を設定した。 
 
【研究仮説③】観光まちづくりにおけるリーダーの特性と変革型リーダーシップの媒介
変数として、「地域外経験」「失敗や逆境といった修羅場」「他の人とのつ
ながり」が観測される。 
 
検証の結果、質的研究と量的研究の両アプローチにおいて「地域外での異分野経験」
と「他の人とのつながり」101が観測された。同様に「ショック」、換言すれば「失敗や逆
境といった修羅場」も観測された。したがって、研究仮説③は採択された。 
                                                   
101 実態の詳細に合わせて、第４章では「地域の先輩」、第５章では「ロールモデル」と表現した。 
第８章 結論 
 
 
211 
（４）研究仮説④の検証 
本研究では、研究仮説①～③を統合し、観光まちづくりにおけるリーダーの発達構造
として、以下の研究仮説④を設定した。 
 
【研究仮説④】観光まちづくりにおけるリーダーの特性は媒介変数に正の影響を与える
ことを通じて、変革型リーダーシップに正の影響を与える。 
 
第４章・第５章の研究結果を踏まえて、第７章において観光まちづくりにおけるリー
ダーの発達仮説モデル（図 ７.７）を作成した。この仮説モデルに基づき、また７.２.
２における高次因子分析を踏まえて分析モデル（図 ７.８）を作成し、共分散構造分析
によって観光まちづくりにおけるリーダーの発達構造を検討した。その結果、観光まち
づくりにおけるリーダーのマインドはリーダー発達促進要因に影響を与えることを通じ
て、間接的にリーダーシップスキルに影響を与えることが明らかになった102。したがって、
研究仮説④は採択された。 
８.２.２ 観光まちづくりにおけるリーダー研究モデルの修正 
研究仮説①～④の検証を踏まえ、修正した観光まちづくりにおけるリーダー研究モデ
ルが図 ８.２の下段である。修正版モデルでは、「地域に対する情熱」「積極的に学ぶ姿
勢」「リスクを冒す勇気」というリーダーの特性が、「ショック」「地域外での異分野経験」
「他の人とのつながり」といった媒介変数を通じて、「理想的な属性」「鼓舞する動機づ
け」「ファシリテーションスキル」といったリーダーシップに影響を与えることを示した。
第３章で示した「観光まちづくりにおけるリーダー研究の仮説モデル」（図 ３.１）と、
本研究の実証的検討を踏まえた修正版モデルを比較した場合、注目すべき相違点は「地
域外での異分野経験」と「ファシリテーションスキル」である（図 ８.２の白抜き箇所）。 
「地域外での異分野経験」については、単なる地域外での経験ではなく、観光分野以
外の異分野における経験の重要性が本研究によって示された。高速交通網の整備や情報
通信技術の発達により観光地間の競争が激化している中で、各地の観光まちづくりは従
                                                   
102 量的研究を通じて抽出された潜在変数を用いたため、仮説④よりも具体的な表現になっている。 
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来の枠組みにとらわれない変革が必要になっている。すなわち、観光分野という枠組み
を越えて地域を変革することが求められる。このような観光まちづくりを取り巻く情勢
から、既存の枠組みにとらわれない多様な視点の獲得や人脈の拡大に寄与する経験が、
リーダーあるいはリーダー候補者には必要である。そのため既往研究で指摘されてきた
「地域外経験」のみならず、観光分野以外の視点や人脈を得ることができる異分野経験
が重要である。空間的境界と分野的境界という 2 つの境界を越える経験により、地域を
変革に導くスキルが身につくと考えられる。 
「ファシリテーションスキル」は変革型リーダーシップの「個別的配慮」を含むと考
えられるが、それだけではない。観光まちづくりにおけるリーダーは個人への支援のみ
ならず、関係者の相互理解促進など集団へのアプローチを行う。第３章で述べた通り、
多くの変革型リーダーシップ研究は企業や軍隊など目標やその達成手段を共有しやすい
組織、すなわち同質性が強い集団を対象としていた。一方で観光まちづくりは、行政や
図 ８.２ 本研究の仮説モデルと修正版観光まちづくりにおけるリーダー研究モデル 
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企業、非営利組織、個人で活動するボランティア住民など、目標やその達成手段がそれ
ぞれ異なると思われる主体が関わる。そのため、個々人に寄り添う「個別的配慮」は重
要であるが、それだけでは地域を実際の活動へと導くには不十分である。異質な主体同
士の相互理解を促し、活動についての合意形成を図り、ひいては協働へと導く必要があ
る。観光まちづくりにおけるリーダーには、このような「ファシリテーションスキル」
が必要であると考えられる。なお、「理想的な属性」「鼓舞する動機づけ」という変革型
リーダーシップの要素に、「ファシリテーションスキル」という観光まちづくり特有のリ
ーダーシップが加わったため、上位ラベルを観光まちづくり型 TFL103とした。 
また、リーダーの特性に配した「サーバントな姿勢」については、８.１.１における
考察から導き出した特性であり、今後実証的に検討する必要がある。「サーバントな姿勢」
はリーダー本人の発達の基軸になる特性というより、「個別的配慮」を含む「ファシリテ
ーションスキル」に影響を与える特性と考えられる。したがって、「サーバントな姿勢」
は媒介変数を通じてリーダーシップに影響するというものではなく、直接的に「ファシ
リテーションスキル」に影響を与えると考えられる。この点の実証は今後の課題である。 
最後に、本研究の知見を実践に活かす場合、どの範囲に有効であるかについて述べる。
第３章の３.５.２で述べた通り、本研究は観光まちづくりにおけるリーダーを「地域の
観光まちづくりの戦略を具体的に練り、その戦略を周囲の人間に示して彼らの理解・同
意を促し、それを実現する取り組みを促進する人物」とした。これに基づき本研究の質
的研究・量的研究の調査対象者は、観光まちづくり関連組織の実質的責任者（ミドルリ
ーダー）から、「観光カリスマ」と呼ばれる著名なリーダーや自治体の首長（トップリー
ダー）までを範囲とした。なお、第４章・第５章の質的研究はオンパクをリードした人
物を対象としたため、オンパクに限定された知見との見方が考えられる。しかし、彼ら
の調査・分析にあたっては、オンパク以外も含めたライフストーリー全体を分析した。
その結果彼らは、オンパクに限らず様々なまちづくり活動に取り組んでいた。したがっ
て、質的研究の結果はオンパクに限った知見ではないと考えられる。以上のことから本
研究は、観光まちづくりにおけるミドルリーダーからトップリーダーまでの発達に関す
る学術的知見を提供できた。すなわち、次節の８.３「本研究の実践的意義」で述べる提
                                                   
103 TFL は transformational leadership（変革型リーダーシップ）の略称 
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言は、観光まちづくりにおけるミドルリーダーもしくはトップリーダーの育成に対して
有効である。 
８.２.３ 学術的意義 
（１）観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップの発見 
第３章で述べた通り、リーダーシップ研究やリーダー発達に関する研究が注目してき
たのは、おもに企業経営の分野である。この分野の知見を下敷きにしながら、本研究は
日本の観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップを実証的に検討した。その結
果、日本の観光まちづくりにおけるリーダーは、「理想的な属性」「鼓舞する動機づけ」、
そして「ファシリテーションスキル」に含まれる形で「個別的配慮」といった変革型リ
ーダーシップを発揮していることが明らかになった。このように、変革型リーダーシッ
プ研究に新たな対象分野として観光まちづくり分野の知見を補完したことは、本研究の
理論的貢献である。 
既往研究と重なる部分を確認できた一方で、８.１.１で詳細を述べた通り、観光まち
づくり分野の特徴として「個別的配慮」を含む「ファシリテーションスキル」の重要性
を発見した。雇用関係に基づく「交換」によって行動が促されるような企業社会とは異
なる状況において、どのようなリーダーシップを重視すべきかを示したのである。あら
ためて整理すると、以下の通りである。 
「個別的配慮」を含む「ファシリテーションスキル」の重要性は、観光まちづくりが
企業社会ではなく地域社会で実践されるものであることが影響していると考えられる。
業務と報酬という「交換」によって活動が行われる企業社会と異なり、地域社会は雇用
関係以外にも地縁や血縁、業務従事者とボランティアなどの多様な関係が存在し、合理
的な交換のみでは活動が成り立たない。多様な人々を巻き込む必要がある観光まちづく
りにおいて、リーダーには立場や価値観の異なる人々がお互いを理解し合えるような場
づくりが求められる。その際、一人ひとりと向き合い、地域に対する想いや地域の未来
ビジョンなどを示しながら個々の気持ちや考えに寄り添うことを通じて、リーダーへの
信頼を獲得する必要がある。すなわち、「個別的配慮」がきわめて重要であると言える。
さらに、異質な主体同士の相互理解を促し、活動についての合意形成を図り、ひいては
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協働へと導く集団へのアプローチも必要である。以上を総合して、「ファシリテーション
スキル」は観光まちづくりにおけるリーダーに重要なものであるといえる。これは、変
革型リーダーシップ研究が企業経営のみならず、分野ごとに詳細を見ていく必要性を提
示できたということであり、本研究の既往研究への貢献であると考える。 
（２）観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセスの発見 
観光まちづくりにおけるリーダーの発達プロセスのキーワードとして、「まちづくりへ
の想い」「地域外での異分野経験」「まちづくり試行錯誤」「活動の継続・発展」を明らか
にした。これらの出現に唯一無二の順序を見出すことはできなかったが、3つのプロセス
パターンとその特徴を整理した。 
観光地あるいは観光まちづくりにおけるリーダーに関する研究では、このようなアプ
ローチは欠落していた。「観光まちづくりにおけるリーダーの発達」という未開の分野に
着手し、その研究発展の礎となる知見を提供できたことは、本研究の理論的貢献である
と考えられる。 
（３）観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因の発見 
おもに企業経営の分野において、リーダー発達に関する研究は行われてきた。その一
方で、観光地や観光まちづくりに関する分野ではそのような研究はほとんど見られない
状況であった。そこで本研究は、質的研究と量的研究の両方のアプローチを用いて実証
的に、観光まちづくりにおけるリーダーの発達影響要因とその構造を明らかにすること
に取り組んだ。その結果、観光まちづくりにおけるリーダーの特性や彼らが地域で発揮
する変革型リーダーシップ、両者を媒介する変数を明らかにした。また今後の研究発展
を見据え、観光まちづくりにおけるリーダーに関する研究モデルも検討した。観光地あ
るいは観光まちづくりにおけるリーダーに関する既往研究に、リーダー発達の影響要因
とその構造という知見を提供したことは、本研究の重要な貢献である。 
特に観光まちづくりに特徴的なこととして、発達促進要因の「地域外での異分野経験」
を挙げることができる。６.３で述べたように、観光まちづくりには地域内の視点のみな
らず、観光者を迎え入れるための外の視点も必要となってくる。この視点の強化に、「地
域外での異分野経験」が役立っていると考えられる。第６章では、まちづくりリーダー
に関しても発達促進要因の因子分析を行った。しかし、まちづくりリーダーにおいては
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「地域外での異分野経験」は抽出されなかった。このことからも、「地域外での異分野経
験」は観光まちづくりに特有の発達促進要因であると考えられる。 
（４）観光まちづくりにおけるリーダーの特性の発見 
これまで述べた通り、本研究は観光まちづくりにおけるリーダーの発達とその影響要
因を明らかにしてきた。それは、観光まちづくりにおけるリーダーを育成することに貢
献するためであった。次節で述べるように、本研究の知見が実践的に応用されることを
期待したい。その一方で、観光まちづくりにおけるリーダーについてさらに実践的に考
えた場合、「いかにしてリーダーとなりうる人材を見つけるのか」という問いも浮かび上
がるであろう。本研究の知見は、この問いに対しても一定の解を示すことができる。 
具体的には、図 ８.２のリーダーの特性が参考になる。観光まちづくりにおけるリー
ダーは、「地域に対する情熱」「積極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒す勇気」「サーバントな
姿勢」という特性を持つ。これらを指標として用いることにより、そのような特性を有
する人物をリーダー候補者として発見あるいは選定することが可能である。 
これまでの研究（３.１参照）でも、観光地におけるリーダーの特性は述べられてきた。
しかしそれらは、特定の地域の事例分析や文献研究に基づいており、観光まちづくりに
おけるリーダーの特性として一般化して捉えるには不十分であった。本研究は質的・量
的に実証研究を行うことにより、観光まちづくりにおけるリーダーの特性をより詳細に
検討した。具体的には、観光まちづくり関連組織の実質的責任者（ミドルリーダー）か
ら、「観光カリスマ」と呼ばれる著名なリーダーや自治体の首長（トップリーダー）まで
を対象に、インタビューおよび質問紙を通じてデータを収集・分析し、リーダーの特性
を抽出した。そのため本研究は、観光まちづくりにおけるミドルリーダーからトップリ
ーダーまでの特性を一般化できた。これは、観光地におけるリーダーに関する研究への
理論的貢献であると考えられる。 
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８.３ 本研究の実践的意義 
本研究は、観光まちづくりにおけるリーダー育成策の検討に役立つ知見を提供するこ
と、を最終目的に研究を行ってきた。その観点から本研究の実践的意義は、トップリー
ダーもしくはミドルリーダーを育成しようとする際にどのようにして育成するのか、そ
の基礎的知見として観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップや、リーダーの
発達プロセスとその影響要因を明らかにしたことである。本節では、本研究で明らかに
なった学術的知見を応用して、実践に活かすための方策を提言する。 
本研究で明らかになった学術的知見の実践への具体的活用検討に先立ち、まず観光ま
ちづくりにおけるリーダーの発達影響要因と発達モデルについてあらためて整理してお
く。本研究では質問紙調査によって、観光まちづくりにおけるリーダーの発達の実態を
量的に把握し、リーダー発達尺度を作成した（第６章）。このデータを用いて発達モデル
を検討し、リーダー育成のための基礎的知見を提示した（第７章）。それは、観光まちづ
くりにおけるリーダーは「積極的に学ぶ姿勢」を持ち、「ショック」「地域外での異分野
経験」「他の人とのつながり」といった発達を促進する経験を経て、「分析・プランニン
グスキル」「ファシリテーションスキル」といったリーダーシップスキルを獲得するとい
うものである。この発達モデルを基礎に、観光まちづくりにおけるリーダーの育成法に
ついて以下に政策提言を行う。それには発達モデルの他に、厚い記述でリーダーの実像
を明らかにした第４章・第５章の結果に基づいて検討する。 
なお、本研究における観光まちづくりにおけるリーダーとは、３.５で定義づけた通り、
「地域の観光まちづくりの戦略を具体的に練り、その戦略を周囲の人間に示して彼らの
理解・同意を促し、それを実現する取り組みを促進する人物」である。本研究で明らか
になった「分析・プランニングスキル」は、この定義における「地域の観光まちづくり
の戦略を具体的に練り、その戦略を周囲の人間に示して」と適合している。また「ファ
シリテーションスキル」は、この定義における「彼らの理解・同意を促し、それを実現
する取り組みを促進する」と適合している。 
８.３.１ 発達促進要因の具体的活用法 
「ショック」「地域外での異分野経験」「他の人とのつながり」という発達促進要因を、
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具体的に育成へ活用しようとすると、どのようなことが考えられるか。それぞれについ
て、以下で検討する。 
（１）ショック 
「ショック」は当人にとって想定していなかった事態が起きることであるため、育成
プログラムの中に設計して入れ込むことは難しい課題である。「ショック」とは、自地域
と地域外とのギャップや、地域住民の自地域に対する肯定感の低さ、価値観の異なる人
物との遭遇などである。これらを踏まえて、リーダー候補者にとって「ショック」な状
況を起こすために、地域の現状把握フィールドワークと、「地域外での異分野経験」を通
した異文化接触を提案する。 
自地域をフィールドワークすることは、自地域の魅力発見というポジティブな側面が
ある一方で、自地域の経済状況の悪化や地域住民の地域に対する肯定感の低さなどを目
の当たりにするといったネガティブな側面もある。リーダー候補者はこのようなネガテ
ィブな側面に「ショック」を受けるが、そのまま受け流さずに「何とかしなければ」と
考え、「自己利益を超えて組織のために行動する」といった変革型リーダーシップの「理
想的な属性」を発揮するようになると考えられる。また、理屈だけでは通じない地域社
会の難しさにリーダーは直面し、この対処のために観光関連事業者や地域住民個々の気
持ちに寄り添いながら、合意形成を図るための「ファシリテーションスキル」の獲得が
促される。また変革型リーダーシップの観点でいえば、観光関連事業者や地域住民に対
する「サーバントな姿勢」を背景に、「個別的配慮」が身に着くと考えられる。 
自地域の外に出ることは、他地域との比較を通してその違いに「ショック」を受けつ
つ、それによって自地域の課題を見つけ出すことにつながる。また、価値観の異なる社
会・人物との出会いによってリーダーの中に新たな価値観が構築され、それが地域の未
来ビジョン形成や、その実現に向けて何を達成する必要があるかの検討、すなわち「分
析・プランニングスキル」が鍛えられる。それらを周囲の人間に示すことにより、変革
型リーダーシップの「鼓舞する動機づけ」が、リーダーの中に定着してくる。「地域外で
の異分野経験」については、以下でさらに詳しく述べる。 
（２）地域外での異分野経験 
「地域外での異分野経験」については、リーダー候補者が地域外で暮らす、もしくは
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働くかどうかはその当人のプライベートな部分が大きいため、育成される側にそれを課
すことは困難である。育成者側が設計して「地域外での異分野経験」を用意する方法と
しては、これまでも多くの事例で行われてきた他地域視察や他地域との交流がある。し
かしこれはあくまでイベント要素の強い単発の経験であり、先進事例の学習という形で
視察地域においてうまくいった部分のみを見て終わることになりかねない。それでは学
びを自地域に持ち帰って実践的に活かすことは困難であり、活かせたとしても真似事の
ような浅はかな形になりかねず、自地域の特徴を活かした観光まちづくりにならない可
能性がある。そうならないためには一定の時間をかけて、視察地域の観光まちづくりの
歴史、そこに潜む成功と失敗の繰り返しといった光と影、いまだ抱えている課題などを
つぶさに理解し、自地域の状況と対比させながらその知見の活かし方を考えることが必
要である。すなわち、自地域への活用を見据えて視察地域の実態を細かく把握し、そこ
から学習するためには、暮らすもしくは働くとまではいかなくとも、半年間や 1 年間と
いった中長期の経験が望ましい。 
また、「異分野経験」の重要性が本研究では明らかになった。単に地域外へ出るのみに
とどまらず、「異分野経験」をリーダー候補者に促すべきである。ではどのようにすれば、
これを実現できるのか。まずは、リーダー候補者が自らそのような経験を求めて動くこ
とが理想である。それが難しい場合は、育成側が何らかの機会を設ける必要がある。多
様な視点に出会うことを考えれば、観光とは可能なかぎり関連が浅い分野の機会提供が
望ましいが、受け入れる側にもメリットがなければ実現は難しい。したがって、観光分
野に関連のある分野と連携を組むことが現実的であろう。観光産業は裾野の広い分野で
ある。そのため、運輸業・宿泊業・旅行業・飲食業といった観光分野の中心産業以外に、
リゾート開発において大きな役割を果たす不動産業や、飲食や活動体験が関係する農林
漁業、産業観光と関係する製造業などが観光分野と関連する104。これらの産業と地域が連
携を組むことによる中長期の人事交流実現を提言する。 
なお、企業における人材育成において、越境学習あるいは越境的学習が注目されてい
る。越境学習とは、「個人が所属する組織の境界を往還しつつ、自分の仕事・業務に関連
する内容について学習・内省すること」と定義されている（中原，2012：186）。石山（2018：
                                                   
104 林（2015）では、広義の観光とここに挙げた産業との関連が各章で考察されている。 
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19-39）はこの中原の定義や荒木（2008）の定義、香川（2011）の文脈横断論としての定
義を比較し、それを踏まえつつ、企業における人材育成の立場から越境的学習を表 ８.
２の通り定義した。そして、事例研究によって越境的学習の効果を分析した。石山（2018：
205）は越境的学習の効果を、「異なる状況という文脈を横断する（異なる領域の人々と
交流する）からこそ、異なる多様な知識や情報に気がつき、それらを統合する能力が醸
成される」こととした。このように、境界を往還すること、すなわち「異分野経験」は
企業における人材育成でも注目されている。なおかつ、社外活動としての地域コミュニ
ティは、本業の業務遂行状況へ正の影響を有することが示唆されている（石山，2018：
203）。人材育成の観点から、企業が地域と連携する根拠が存在するわけである。これら
の知見も踏まえ、企業と地域の連携を進展させ、人材が空間的境界・分野的境界を越え
ることにより、観光まちづくりにおけるリーダー候補者が育っていくことを期待したい。 
 
表 ８.２ 越境的学習の定義 
番号 定義内容 
定義 1 広義の越境的学習の対象者は、「異なる状況をまたぐ人すべて」である 
定義 2 
狭義の越境的学習の対象者は、「組織との関わりを有する働く人、働く意思のある人」
である 
定義 3 
越境的学習の境界とは、「自らが準拠している状況」と「その他の状況」との境を意
味する 
定義 4 
越境的学習の対象範囲は、越境者が境界を往還し、境界をつなぐ、一連のプロセス
全体が該当する 
定義 5 越境的学習は、境界を往還しているという個人の認識が存在することで成立する 
出所：石山（2018：38-39）より作成 
 
（３）他の人とのつながり 
本研究の実証研究によると、「他の人とのつながり」は意図的に設計されたものではな
かった。しかしながらこれをリーダー育成策に活用するならば、偶然に任せるよりも意
図して「つながり」を作ることが必要である。そこで本研究は、リーダー候補者にメン
タリングを行うメンター制度を提言する。 
久村（1997：95）はメンタリングを、「メンター・プロテージ関係間に何らかの上下関
係と信頼関係が存在し、少なくともプロテージより成熟している人々が、まだ未熟であ
第８章 結論 
 
 
221 
るプロテージに対して行うキャリア的、心理・社会的な支援」と定義している。プロテ
ージとはメンタリングの相手である被支援者のことであり、別の言い方としてメンティ
がある。メンターとは「メンタリング行動をとる人」のことである（渡辺・平田，2006：
20）。そしてメンターの役割を荒木（2006：284-285）は、次のように整理している。若
手の昇進を支援し、組織の中で重要な任務に推薦しその業績を可視化し、企業という社
会のなかを渡っていく術を教え、ときに外部の攻撃から部下を守り、やりがいのある仕
事を割り当てることである。また、若手のモデルとなり、互いの存在を肯定し、心配事
や悩みの相談に乗り、ときにインフォーマルに親しくつきあうなど、メンターには人間
的な支援も求められる（荒木，2006：284-285）。中原（2014：227）は、メンタリングは
一般に新人などの初期キャリアを歩む人に割り当てられることが多いが、これをマネジ
ャーに拡張することも一計と述べている。発達促進要因として「他の人とのつながり」
が見出された観光まちづくりにおけるリーダーにも、同様のことが言えるだろう。 
具体的にどのようなメンター制度にすることが望ましいか。田中（2012：89）はメン
ター制度をスムーズに動かしていくための基本要素として、①メンティ対象者の決定、
②メンター対象者の決定、③メンタリングプロセスの定義、④メンター・メンティ両者
の関係性の基準設定、⑤メンター選定と変更手続きの決定、の 5 つを挙げている。観光
まちづくりにおけるリーダーの場合、図 ８.２の「修正版観光まちづくりにおけるリー
ダー研究モデル」を踏まえて、「地域に対する情熱」「積極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒す
勇気」「サーバントな姿勢」を持つ者を①メンティ対象者とする。②メンター対象者は、
メンティ対象者の年齢・経験・スキルによるだろう。前述の久村（1997：95）のメンタ
リング定義における「少なくともプロテージより成熟している」を踏まえれば、メンテ
ィ対象者よりも成熟したメンター対象者を選ぶ必要があるからである。また、どのよう
なスキルを養成すべき段階なのかという支援内容にあわせて、適切なメンター対象者を
選ぶ必要があるだろう。 
メンター対象者は組織の中核メンバーである可能性が高く、この場合はメンターが忙
しくてメンティの支援をしない、メンティが忙しいメンターに気を遣う、といったこと
が生ずる。こういったことが起きないよう、「1か月に 1度や 4半期に 1度は面談をする」
というように、組織の状況に応じて③メンタリングプロセスを定義することが重要であ
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る（田中，2012：90-91）。 
④メンター・メンティ両者の関係性は、②メンター対象者の決定とも関係する。メン
ティ対象者よりも成熟したメンター対象者を選ぶことを前提に置きつつ、具体的にはど
のような人物をメンターにするのか。組織に属している場合、その組織の指示命令系統
における上司が自然発生的にメンターになる可能性が高い。一方で、上司・部下の関係
は、評価する側・評価される側という直接の利害関係にあるため、メンティにとってコ
ミュニケーションのハードルが高くなってしまうことが考えられる。このような場合は、
直属の上司ではない組織の中の先輩をメンターにすることが望ましい。あるいは、まち
歩きガイドの会や地域づくり協議会など、観光まちづくりに関連する別の組織のリーダ
ーなどにメンターを引き受けてもらうことも有効である。さらには、「地域外での異分野
経験」との組み合わせで、自地域外および観光分野以外のリーダーにメンターを依頼す
ると、状況や価値観の違いといった「ショック」を体験することも可能になり、リーダ
ー候補者の発達が大いに促進されることが期待できる。 
⑤メンター選定と変更手続きの決定とは、メンターとメンティのマッチング方式と、
その変更の自由度確保のことである。マッチングは、事務局サイドで組み合わせを指定
する方法（アサインメント方式）と、メンティ対象者がメンター候補者のリストを見て
希望を出し、事務局がメンターの負荷や相性などを調整しながら決定する方法（ドラフ
ト会議方式）がある（田中，2012：93）。観光まちづくりは緒に就いたばかりであり、現
段階では多くのメンター候補者リストを出すことは困難であると考えられ、現実的には
アサインメント方式でマッチングを図ることになるだろう。その分、変更の自由度を確
保しておくことが重要である。マッチングの失敗がメンタリングプロセスの停滞につな
がるため、メンター制度を運用する事務局はアサインした組み合わせのメンタリングプ
ロセスをモニタリングし、状況に応じてメンター・メンティの組み合わせを変えること
が必要である。 
最後に、メンタリングプロセスの具体的な形として、渡辺・平田（2006：165-169）が
整理したイベントを表 ８.３に示す。また、面談や随時コミュニケーションの際に、メ
ンティの経験を効果的に引き出す 4つの質問（谷口，2009：148-155）を表 ８.４に示す。
メンターとメンティの豊かなコミュニケーションによって、メンティ（観光まちづくり
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におけるリーダー候補者）の発達が促進されることを期待したい。特に、観光まちづく
りにおいては「個別的配慮」が重要であることを再三述べてきた。メンター制度はまさ
に、「個別的配慮」を具現化したものである。そのためリーダー候補者は、メンターによ
る「個別的配慮」を受けることにより、「個別的配慮」の具体的手法を学ぶことにもなる。
同時に、「個別的配慮」に影響する「サーバントな姿勢」も、メンターの姿から学ぶこと
ができるだろう。「ショック」や「地域外での異分野経験」に加え、このような「他の人
とのつながり」の機会も活用して、観光まちづくりにおけるリーダーのリーダーシップ
は醸成可能であると考えられる。 
 
表 ８.３ メンタリングプロセスにおけるイベントの一覧（例） 
No. 
イベント
名称 
タイミング きっかけ 内容 期待される成果 
1 
プランニ
ング面談 
 
年度で 1 回
（人事考課
の前後）、ま
たは入社時
か担当変更
時 
 
双方で連絡を
とり合う（ど
ちらが声をか
けるかは一定
しない） 
 
 初歩的な関係構
築 
 メンティの現状
共有 
 メンターからメ
ンティへのアド
バイス 
 スキル強化目標 
 行動計画 
など 
 
 目標管理シート 
 スキル強化目標 
 行動計画 
 具体的評価指標 
 目標達成期限 
2 
メンター
主導面談 
 
定期的（例：
4半期に 1回
～月 1 回が
目安） 
 
メンターから
声をかける 
 
 プランニング面
談で設定した行
動計画の進捗状
況確認 
 問題があれば、そ
れを解決する方
向性について討
議、アドバイス 
 
 キャリア開発に関
する活動の進捗阻
害要因の除去に関
するアドバイス 
 修正された行動計
画 
3 
メンティ
主導面談 
 
随時、必要に
応じて（関係
性に依存） 
 
メンティが声
をかける 
 
 メンティから提
起された問題、課
題についての共
有、解決策の検討 
 
 キャリア開発に関
する活動の進捗阻
害要因の除去に関
するアドバイス 
4 
随時コミ
ュニケー
ション 
 
随時、必要に
応じて（関係
性に依存） 
 
一 定 し な い
（例：ばった
り会う） 
 
 面談を設定する
ほどのことでも
ない事柄 
 面談設定のきっ
かけ 
 
 一定しない 
出所：渡辺・平田（2006：168）の表より作成 
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表 ８.４ 経験を効果的に引き出す質問 
 典型的な質問 生じる気づき 経験やキャリア上の効果 
経
験
が
広
が
る 
 
【掘り起こす質問】 
「（お話を聞いていると）…の影響が
あったようですが、そうではないこと
はあったのですか」 
「…だとおっしゃいましたが、ほかに
は何を思い出しますか」 
「ちょっと広げて、仕事だけでなく、
小さい時からの経験なども含めて思
い当たるものはありますか」 
 
経験を捉える文脈が広がり、
類似的な経験が思い出され
る。 
また、主要な経験以外の意識
していなかった経験にも光
が当たる。 
 
キャリアにはさまざまな
経験があるにもかかわら
ず、多くを捨象している。 
広がった語りから引き出
された「埋もれた経験」が
より多くの解釈を生み出
す土壌となることを知る。 
経
験
が
結
び
つ
く 
 
【結び直す質問】 
「それをもし、○○と名づけたとした
ら、そうしたことは遡ると何と関連が
あると思いますか」 
「その経験は、前回お話しされた○○
という経験と近いような気がします
が、どう思われますか」 
 
自らでは気づかなった経験
同士の関連性に気づく。 
関連づけた意味を考え始め
る。 
 
対話によって分化した経
験は、「結び直し」によっ
て経験同士の結びつきを
得る。 
それは、緩やかなまとまり
を持ち始め、意識上に浮か
び上がり、キャリア上の新
たな意味を考え始めるき
っかけを与える。 
経
験
の
見
方
が
変
わ
る 
 
【反面を問う質問】 
「○○と△△は表裏一体だと思うの
ですが、逆から見ると違ったように見
えてくることはないですか」 
「それらの経験からは、反対に学べな
かったものがあるとしたら何ですか」 
「良いと思った経験にもしマイナス
面があるとしたら何ですか」 
 
自ら学んだ経験には、両面が
あることに気づく。 
これまで一面しか見えてい
なかったところから、複数の
観点から経験を眺め直す。 
 
自らが捉えていたキャリ
ア上の経験は、複数の視点
から解釈が可能であり、固
定的であった見方が変わ
ることを知る。 
経
験
が
統
合
さ
れ
る 
 
【未来への提案】 
「このような考え方が、将来、役に立
つような、そういう見方ができるとい
いですね」 
 
自らの経験において、有意味
で創造的な意味形成が自ら
行える可能性に気づく。 
 
自らにとって有意味な解
釈と意味形成が創造でき
ることを知り、キャリアの
創造的統合を促す。 
出所：谷口（2009：153）の表より作成 
 
８.３.２ 発達プロセスパターンの活用法 
（１）自然発生的リーダーの育成法 
観光まちづくりを行う地域出身で、青少年期より「まちづくりへの想い」が芽生えて
いた人物をリーダーに育成する場合、８.１.２で述べた 2 つ目の発達プロセスパターン
第８章 結論 
 
 
225 
（民間から生まれたリーダーのパターン）が役立つ。具体的には、その人物の「まちづ
くりへの想い」を基礎に、「ショック」「地域外での異分野経験」「他の人とのつながり」
などを「まちづくり試行錯誤」によって経験させ、その経験からの学習を通じて発達さ
せる、という育成方法が考えられる。 
この際、「ショック」「地域外での異分野経験」「他の人とのつながり」はバラバラでは
なく、相互に関係させると効果があがると考える。例えば、思いもしない地域の実態や
異なる価値観との遭遇、事業の失敗などの「ショック」に直面した際、リーダー候補者
自身のみでは乗り越えることが困難なこともあるかもしれない。その際、地域の先輩や
活動仲間との相談、制度化されたメンターとの面談といった「他の人とのつながり」が
あることにより「リスクを冒す勇気」が強化され、「ショック」を乗り越える可能性を高
めることができる。また「地域外での異分野経験」で獲得した視点などによって、「ショ
ック」な状況を打破する可能性もある。このように「ショック」を乗り越えることによ
り、リーダー候補者は「地域に対する情熱」を強めることや、自己肯定感を高めて自信
を持つ。その結果、より前向きに観光まちづくりを実践し、その経験を通じてリーダー
として発達するであろう。 
（２）任命されたリーダーの育成法 
もともとは「まちづくりへの想い」がなかった人物を、リーダーに育成していくこと
もあるかもしれない。その場合は、８.１.２で述べた 3つ目の発達プロセスパターン（行
政から生まれたリーダーのパターン）が参考になる。 
就いた仕事の関係で結果的にまちづくりに関わることになった人物に、「まちづくり試
行錯誤」を通じて「まちづくりへの想い」を醸成していく。この際「ショック」「地域外
での異分野経験」「他の人とのつながり」といった発達促進要因の中でも、最も重要なの
は「他の人とのつながり」であろう。なぜならこのリーダー候補者は、観光まちづくり
に自ら関与しようとしたわけではなく、結果的に関わり始めたため、活動の意義や自身
との関係などを本人のみでは解釈できないかもしれないからである。こういった場合に、
地域の先輩や活動仲間などが観光まちづくりの意義などを紐解いて説明する、あるいは
制度化されたメンターとの面談によってリーダー候補者自らがその意義に気づくことに
より、「地域に対する情熱」「積極的に学ぶ姿勢」「リスクを冒す勇気」といった特性が醸
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成可能ではないだろうか。 
こうして、もともとは「まちづくりへの想い」がなかった人物を、観光まちづくりに
おけるリーダーへ育成することも可能である。 
８.３.３ 観光まちづくりにおけるリーダーの発見方法 
（１）リーダー候補者を発見するための指標 
８.２.３で述べた通り、そもそも「いかにしてリーダーとなりうる人材を見つけるの
か」を考えておく必要があろう。これには前述の通り、本研究で明らかになった観光ま
ちづくりにおけるリーダーの特性を活用することが考えられる。リーダー候補者の中で
育成対象となる人材を見つける際の指標として、本研究で明らかになったリーダーの特
性を用いるのである。例えば「地域に対する情熱」と「積極的に学ぶ姿勢」という特性
の確認には、第７章で用いた尺度（表 ７.１）のマインド項目が活用可能である。「リス
クを冒す勇気」については、第６章で項目検討した観光まちづくりにおけるマインド質
問項目（表 ６.１）の「チャレンジ精神」と、同じく第６章で項目検討した職場におけ
る経験学習尺度（表 ６.４）の「具体的経験」を融合させることにより、特性確認の指
標作成が可能であろう。 
しかし「サーバントな姿勢」については、測定可能な指標がほとんど見当たらない状
況である。数少ない指標として、サーバント・リーダーシップに関する既往研究を踏ま
えて中山（2016：60-63）が開発した「日本版サーバント・リーダーシップ尺度」という
ものがある。中山（2016：62-65）は、日本の百貨店グループ子会社の従業員を対象にこ
の尺度を検証し、因子分析によって「部下最重視」「概念化と説得力による指示」「リー
ダー像」という 3 因子を抽出した。しかし、この尺度および検証は取締役および部長職
を調査対象から除き、フォロワーの視点からサーバント・リーダーシップの特性を明ら
かにしたものである。すなわち、「サーバントな姿勢」をリーダー候補者の視点から確認
することはできない。したがって現時点では、「サーバントな姿勢」を数値指標で確認す
ることは困難であるため、リーダー育成側が育成対象を発見する際には、行動観察やイ
ンタビューといった質的なアプローチで評価することが妥当と考えられる。 
また、観光まちづくり型 TFL 獲得に機能する媒介変数として挙げた「地域外での異分
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野経験」も、リーダー発見に活用することができる。ただし、上記の特性に加えて「地
域外での異分野経験」をも充足している人材は、実際には発見が容易ではないと考えら
れる。したがって「地域外での異分野経験」は、リーダー候補者の発見段階においては
望ましい指標という位置づけにし、この経験のない人材をリーダーに育てていく場合は、
８.３.１で述べた越境的学習の活用が望まれる。 
（２）リーダー候補者を発見する機会 
リーダー候補者を発見する指標があっても、育成する側が候補となる可能性のある人
物たちと接触する機会がなければ、リーダー候補者を発見できない。そのような機会と
して、それぞれの組織内、観光人材の育成講座、異業種・異分野交流の場が考えられる。 
まず、それぞれの組織内とは、観光協会や DMO 法人、自治体、地域のさまざまなボラ
ンティア組織の中で、リーダー候補者を探すということである。地域の次の時代を担う
リーダーを育てようとする場合に、すでに地域活動に着手している人材は「地域に対す
る情熱」などのリーダー特性を持っている可能性が高いであろう。前述の数値指標を用
いた評価や行動観察・インタビュー、あるいは普段の活動を通じた組織内の人物評価に
よってリーダー候補者を発見し、その人材をリーダーに育成していくことが可能であろ
う。 
観光人材の育成講座については、中央省庁や地方自治体が行う人材育成講座、大学が
行う人材育成講座があてはまる。特に近年、第２章の２.３.３で述べたように、大学が
行う観光経営人材育成講座がいくつか開始されている。京都大学では、2018 年から経営
管理大学院観光経営科学コースが開設された。このコースは、「観光分野に関わる企業、
行政機関、文化機関及び非営利組織、特に DMO の経営高度化に有用な経営管理について
の高度な知識と応用力を持つ人材の育成」105を目指している。また北海道大学は、履修証
明プログラムとしてデスティネーション・マネージャー育成プログラムを 2017 年より開
講している。その目的は、「地域観光資源の発掘から、実際の誘客に至るまでの観光地域
づくりの各プロセスに関する専門知識を身につけ、地域の現場でこれらを活用できる実
践的な技能を有する人材の育成」106である。このような講座に参加する人物であれば、リ
                                                   
105 観光庁観光産業課（2018）：「事業報告書[2]」『産学連携による観光産業の経営人材育成に関する業務報告書』
pp.55-111.（http://www.mlit.go.jp/common/001264223.pdf、最終閲覧 2019-3-3） 
106 北海道大学 Web サイト、「デスティネーション・マネージャー育成プログラム」ページ
（https://www.imc.hokudai.ac.jp/imcts/destination_manager/、最終閲覧 2019-3-3） 
第８章 結論 
 
 
228 
ーダーに発達していく可能性が高いと考えられ、講座修了者を実際の現場でリーダーへ
と育成していくことが期待される。 
異業種・異分野交流の場として、自治体や商工会、観光協会等が主催する異分野もし
くは異業種交流会が考えられる。例えば大分県由布市では、由布市商工観光課および由
布市商工会が、地域経済産業活性化および企業間の交流促進のため、市内の中小企業・
小規模事業者を対象とした異業種交流会を開催している107。異業種・異分野連携による新
規プロジェクト創出がおもな目的と考えられるが、その流れの中でリーダー候補者の発
見も可能であろう。そして連携プロジェクトの進展とともに、交流会主催者がリーダー
候補者の発達を促していくことも期待される。それにより、「地域の観光まちづくりの戦
略を具体的に練り、その戦略を周囲の人間に示して彼らの理解・同意を促し、それを実
現する取り組みを促進する」リーダーが育成されると考える。 
８.３.４ 観光まちづくりにおけるリーダーの育成プログラム案 
ここまで述べてきた観光まちづくりにおけるリーダーの育成法を統合して、育成モデ
ルの試案を作成した（図 ８.３）。まず、表 ７.１のマインド尺度の項目や図 ８.２のリ
ーダーの特性を用いてリーダー候補者を選定し、予算やメンターの人員といったキャパ
シティに応じてその後の育成対象を絞り込む。次に、地域内外での研修やフィールドワ
ーク、異分野経験、観光まちづくり活動の実践を行い、リーダーを育成していく。その
際、メンタリングを用いて具体的経験を省察し、経験したことの意味を考え、リーダー
候補者ひとりでは気づかない意味に気づかせることや、経験から仕事の法則を導き出す
ことが重要である。それによりリーダー候補者の発達は促進され、次の経験にその気づ
きは活かされる。このプロセスを幾度となく繰り返すことによってリーダーの特性は強
化され、また「分析・プランニングスキル」や「ファシリテーションスキル」が磨かれ
ていき、成熟したリーダーへと発達する。そして、成熟したリーダーが次世代リーダー
を育成することに関与していく仕組みを構築すれば、リーダー育成は持続可能になると
考えられる。 
                                                   
107 大分県由布市 Web サイト、「異業種交流会を開催します」ページ（http://www.city.yufu.oita.jp/newly/igyoshu/、
最終閲覧 2019-3-1） 
第８章 結論 
 
 
229 
このモデルを実践に移すには、研修・フィールドワーク・異分野経験・実践の内容を
具体的に検討する必要がある。高橋（2017：186-189）は、DMO を経営・運営する人材の
育成プログラムを提案している。これを下敷きに、本研究で提示した図 ８.３の視点を
盛り込んだ「観光まちづくりにおけるリーダー育成プログラム案」を表 ８.５に示す。 
 
  
図 ８.３ 観光まちづくりにおけるリーダーの育成モデル試案 
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表 ８.５ 観光まちづくりにおけるリーダー育成プログラム案 
分類 内容 方法 
知
識
・
理
論
編 
 
①観光概論群： 
観光の仕組み・効果、観光資源と観光対象、ホスピタリティなど 
②マネジメント群： 
サービスマネジメントの特性、財務会計、管理会計、国際経営行
動、経営管理など 
③デスティネーション・マネジメント群： 
MICE、インバウンド、着地型旅行事業など 
④観光関連産業のビジネスモデルとマーケティング： 
旅行業、宿泊業、交通運輸業などの儲けの仕組み 
⑤観光地理学： 
地理学の視点と手順（観光資源掘り起し）、観光地化に伴う地域
や文化の変容など 
⑥行政に関する知識： 
観光周辺の政策・多様な財源への取り組み、自治体での予算取得
の仕組みなどの行政運営など 
⑦まちづくり概論群： 
都市計画、交通計画、空間・景観計画、環境学など 
 
講義形式の研修 
※並行してメンタリング 
ス
キ
ル
編 
 
①創造性能力開発手法：デザインシンキング 
②調査手法：実態調査、意識調査など 
③企画分析手法：KJ法、SWOT分析など 
④表現手法：プレゼンテーション、報告書作成など 
⑤対話手法：コミュニケーション、ファシリテーションなど 
⑥ICT：WEB・SNSプロモーションなど 
 
講義形式・演習形式の研
修とフィールドワークの
組み合わせ（特に②③は
フィールドワーク中心） 
※並行してメンタリング 
実
務
編 
 
①リーダー・マネジャー概論： 
DMOの仕事の実際（海外事例）、日本の観光地域マネジメント組織
の実際、DMS（Destination Management System）の活用 
②観光とまちづくりの現状分析： 
ケーススタディ地域の財政・産業構造・人口構造、観光振興・ま
ちづくりの実際把握 
③プロジェクト立案： 
ケーススタディ地域の観光プロジェクト立案 
④マーケティング分析： 
RESAS（Regional Economy and Society Analyzing System＝地域
経済分析システム）の活用、統計解析手法、需要予測手法など 
⑤地域外での異分野経験： 
地域比較、異分野・異業種・異文化接触、各種スキルの実践 
 
①②④：講義形式・演習
形式の研修 
③⑤：フィールドワーク
や中長期人事交流、実践
を組み合わせ 
※並行してメンタリング 
出所：高橋（2017：188）の表 10・2をもとに筆者が再構成 
８.３.５ 行政の役割・民間の役割 
本研究で提言した育成プログラム案を実行に移すには、国や地方自治体といった行政
と、観光まちづくりや人材育成を実際に行う民間組織に、それぞれ担うことが期待され
る役割がある。 
まず行政には、各地域の観光まちづくり推進組織が人材育成を積極的に推進できるよ
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う、財政的な支援が期待される。もちろん、観光まちづくり推進組織が自主財源で人材
育成できることが望ましい。しかし、観光まちづくりの概念は 2000年頃から登場し、観
光庁の日本版 DMOは 2015 年から候補法人登録が開始された状況で、導入期もしくは成長
期というレベルであり、観光まちづくり推進組織の資金は潤沢というわけではないだろ
う。日本観光振興協会が 2017年 3月に日本版 DMO候補法人に行ったアンケート調査108（123
団体中 97 団体が回答）によれば、DMO の取り組みを進める上で「安定的な組織運営のた
めの財源確保」が最も重要な課題として挙げられている。長期的な視点に立てば行政か
らの補助金頼みは望ましくないが、優秀な人材を育成し、その人材がいずれ財政的にも
観光まちづくり推進組織の自律性を実現していくと考えれば、人材育成に特化した資金
面でのさらなる支援を行政が検討・実行することを提言する。 
また、行政、特に観光庁や都道府県庁は、観光政策に関する国・都道府県の監督官庁
であるため、日本全国もしくは都道府県内の観光まちづくり推進組織の情報を集めやす
く、リーダー育成プログラムの講師・ファシリテーター・メンターを担うことができる
人材についてもデータベース化が可能であろう。このデータベースを活かし、適切な講
師・ファシリテーター・メンターを地域の観光まちづくり推進組織に紹介・派遣する役
割が、行政には期待される。 
次に、現場である観光まちづくり推進組織には、本研究の「観光まちづくりにおける
リーダー育成プログラム案」（表 ８.５）を参考にしながら、地域の実情に合わせたリー
ダー育成を実践していくことが期待される。本研究で示した案は、現時点で考え得るす
べての内容を盛り込んだものであり、これをそのまま観光まちづくり推進組織が自主的
に実行するのは困難である可能性が高い。したがって、育成を開始する時点のリーダー
候補者のスキルや経験の状況を踏まえて、育成プログラムから必要な内容を抜粋して実
行することが考えられる。ただし、本研究で明らかになったことを踏まえれば、実務編
の⑤「地域外での異分野経験」を盛り込むことと、メンタリングの仕組み導入（「他の人
とのつながり」）、の 2 点をリーダー育成の必須要素として育成プログラム実施団体に提
言したい。なお、もう 1 つの発達促進要因である「ショック」はどの内容においても体
験できると考えられるため、ここでは特記していない。リーダー候補者が「ショック」
                                                   
108 公益社団法人日本観光振興協会 WEB サイト、「DMO 候補法人の現状と課題に関するアンケート結果について」
ページ（http://www.nihon-kankou.or.jp/dmo/topics/topics21.html、最終閲覧 2018-02-27） 
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を受けるような、ヒト・モノ・コトに出会う設計が各内容に盛り込まれていると、彼ら
の発達を促進するであろう。 
最後に、行政・民間の連携によるリーダー育成プログラムの磨き上げを提言する。行
政が財政面や人材紹介・派遣で民間を支援した分、民間の観光まちづくり推進組織は実
行した育成プログラムの結果を行政へフィードバックする、ということを期待したい。
これによって行政は、地域やリーダー候補者の実態に応じた育成事例の積み上げが可能
になり、各地域の観光まちづくり推進組織に対してより有益な情報提供を行うことがで
きるようになる。すなわち、観光まちづくりにおけるリーダー育成に好循環を生むこと
になり、人材基盤が安定することによって日本における観光まちづくりはより発展して
いくと考えられる。 
本研究の知見が観光まちづくりにおけるリーダー育成へ活用されることにより、「住ん
でよし、訪れてよし」が各地域で実現されていくことを期待したい。 
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８.４ 今後の課題 
本研究では、観光まちづくりにおけるリーダーの発達の実態について、リーダーの視
点から分析および考察を行った。このテーマはリーダーシップ研究・リーダー発達研究、
そして観光研究において緒についたばかりであり、これまで各所で述べてきた通り、課
題が多く残されている。本研究の限界と今後の課題として、以下の 6 点を挙げることが
できる。 
（１）観光まちづくり型 TFLと成果の関係、その影響プロセスの検討 
第 1 に、観光まちづくり型 TFL と成果の関係、その影響プロセスを検討することが必
要である。本研究は観光まちづくりにおけるリーダー研究モデルを示し、リーダーの特
性および媒介変数と観光まちづくり型 TFL の関係を明らかにした。しかし、観光まちづ
くり型 TFL が成果とどのように関係するのか、その影響プロセスはどのようなものかを
明らかにすることはできなかった。特に、本研究はリーダーの視点から実証研究を行っ
たが、成果との関係を測定しようとすると、フォロワーからの視点で研究する必要があ
ろう。 
本研究で示した観光まちづくりにおけるリーダー研究モデルを活用し、リーダー研究
を統合していくことが期待される。 
（２）地域特性の影響の検討 
第 2に、地域の特性によって求められるリーダーやリーダーシップに相違があるのか、
あるいは地域特性によるリーダーの要否、といった検討が必要である。本研究のデータ
では、このような検討を行うことができなかった。 
人口や高齢化率、地域経済の規模、自治体の財政規模や職員の体制、都市部か山間部
かなどの地理的特性によって、リーダーの要否やリーダー像、リーダーシップが異なる
可能性がある。これらの変数を整理しながら、調査・分析を行う必要があろう。 
（３）調査上の課題 
第 3 に、調査上の課題がいくつか挙げられる。まず、データのさらなる積み重ねが必
要である。本研究では混合研究法を採用して、質・量の両方のアプローチから研究を行
った。しかし、質・量ともに十分なデータであったとは言い切れず、今後さらにデータ
を積み重ねて、発達プロセス・発達影響要因の検証、そして発達モデルの精緻化とその
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検証が必要である。 
量的調査の観点では、サンプルサイズを大きくする工夫が必要である。本研究におけ
る調査の経験上、観光まちづくりにおけるリーダーのサンプルを多くとることは困難で
ある。しかし本研究でも行った通り、母集団がより大きいまちづくり関係のリーダーへ
アプローチし、そこから観光分野のまちづくりリーダーを抽出していくプロセスによっ
てサンプルサイズを大きくすることが可能である。 
量的調査の際は、項目のワーディングや回答法の改善も必要である。天井効果や床効
果が生じないよう、工夫が求められる。また特に、発達のような時系列が関係する場合
は、慎重に調査を行う必要がある。例えば、質問紙調査でリーダーにマインドを確認し
ても、その回答がリーダーになる前のマインドなのか、すでにリーダーとして活躍して
きた後のマインドなのか、回答の信頼性に疑義が生じる可能性がある。この対策として
は、質問文をできるかぎり具体的にすることが考えられる。それでも、その意図を回答
者が理解できるかは不確かである。したがって発達の詳細を扱うには、量的調査のみな
らず、質的調査を組み合わせて信頼性を高める必要があろう。 
質的調査の観点では、オンパクにおける他のリーダー、オンパク以外の観光まちづく
りにおけるリーダーへの調査・分析が必要であろう。今回行ったオンパクリーダーへの
調査は、オンパクにおける経験のみを対象とせず、調査対象者のライフストーリー全体
を分析対象にした。したがって、オンパクに限定される結果ではないと考えられる。し
かし、オンパクにまったく関与したことのないリーダーが、どのように発達するのかも
重要なデータであろう。前述の地域特性の影響も考慮し、様々なリーダーを対象に彼ら
の発達実態を解明することが期待される。 
（４）脱線したリーダーの研究 
第 4 に、本研究では脱線したリーダーについて扱うことができなかったという限界が
あり、この点に取り組むことが課題として挙げられる。McCall（1998：50）は「有能な
マネジャーや経営者が脱線していく事例は、人材開発の実施方法や、開発システムで取
り組むべきことを理解するうえで非常に役に立つ」（訳書の訳を引用）と述べている。何
が有能な人物を脱線させてしまうのかを明らかにできれば、それを教訓としてリーダー
育成に活かすことができるからである。 
第８章 結論 
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実際には、このような研究を行うことには困難が伴うであろう。失敗あるいは脱線を
どのように定義するのか、それらが定義できたとして調査をどのように行うのか、当事
者・関係者の協力を得られるのか、といった問題があるからである。特に、失敗あるい
は脱線というネガティブなテーマに、当事者・関係者の協力をどれほど得られるかは未
知数である。しかし、リーダー発達研究やリーダーシップ研究が日本の観光分野でより
注目されるようになれば、実践へ応用可能な知見提供への期待から、地域社会の協力を
得られる可能性も高まる。このような状況を作るためにも、観光分野におけるリーダー
シップ研究・リーダー発達研究を継続的に行い、その知見を積み重ねていくことが必要
である。 
（５）実践と改善 
第 5 に、本研究の成果および前述の課題に対応する継続研究の成果に基づいて、観光
政策におけるリーダー育成策の検討、具体的な育成方法の開発とその試行、試行を踏ま
えた改善が必要である。学術と実践を連携させて試行錯誤しながらリーダーを育成して
いくことにより、研究と実務の両面で観光まちづくりにおけるリーダー育成が大きく進
展することを期待したい。 
（６）まちづくりにおけるリーダーの発達実態の解明 
最後に、１.１.４や３.１.３で述べた通り、観光に限らず、まちづくりにおけるリー
ダー育成についてもリーダー発達の実態が不明であるという課題が残っている。本研究
は観光まちづくりにおけるリーダーに焦点を絞ったが、今後は観光に限らずまちづくり
全般におけるリーダーについても研究する必要がある。 
そのきっかけとして、本研究の第６章では、まちづくりリーダーの発達尺度を検討し
た。これを活用した発達モデルの検討109や、本研究の第４章・第５章で行ったような質的
研究による発達プロセス検証を行い、まちづくりリーダーの発達実態をより明らかにし
ていくことが必要である。 
                                                   
109 本研究と並行して研究を進め、井手（2018）でその結果を報告している。 
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